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２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和元年度（第４期） 
中長期目標期間 平成 30 年度～令和６年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 内閣総理大臣 
 法人所管部局 宇宙開発戦略推進事務局 担当課、責任者 宇宙開発戦略推進事務局、吉田健一郎 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策評価広報課、笹川敬 
主務大臣 総務大臣 
 法人所管部局 国際戦略局 担当課、責任者 宇宙通信政策課、住友貴広 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策評価広報課、栗田奈央子 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 宇宙開発利用課、藤吉尚之 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 
主務大臣 経済産業大臣 
 法人所管部局 製造産業局 担当課、責任者 宇宙産業室、是永基樹 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策評価広報課、横島直彦 

 
３．評価の実施に関する事項 
令和２年７月 27 日  内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省による合同での令和元年度ＪＡＸＡ業務実績ヒアリング（第１回）を実施。 

令和２年７月 31 日  内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省による合同での令和元年度ＪＡＸＡ業務実績ヒアリング（第２回）を実施。 

令和２年８月６日   総務省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

令和２年８月 17 日  内閣府宇宙航空研究開発機構分科会における意見聴取。 

令和２年８月 21 日  文部科学省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

令和２年８月 27 日  経済産業省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

令和２年８月 27 日  総務省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

令和２年８月 28 日  文部科学省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

 

〔内閣府宇宙政策委員会宇宙航空研究開発機構分科会構成員：青木節子委員（慶應義塾大学大学院法務研究科教授）、田辺国昭臨時委員（国立社会保障・人口問題研究所長）遠藤典子臨時委員（慶應義

塾大学グローバルリサーチインスティチュート特任教授）、大矢和子臨時委員（元宇宙航空研究開発機構監事）、片岡晴彦臨時委員（元防衛省航空幕僚長）、白坂成功臨時委員（慶應義塾大学大学院シス

テムデザイン・マネジメント研究科教授）、竝木則之臨時委員（国立天文台教授） 

 

〔総務省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：梅比良正弘委員（茨城大学大学院理工学研究科教授）、水野秀樹委員（東海大学工学部客員教授）、知野恵子委員（ジャーナリス

ト）、入澤雄太専門委員（監査法人アヴァンティアパートナー）、生越由美専門委員（東京理科大学経営学研究科教授）、小塚荘一郎専門委員（学習院大学法学部教授）、小紫公也専門委員（東京大学大

学院工学系研究科教授）、末松憲治専門委員（東北大学電気通信研究所教授）、藤野義之専門委員（東洋大学理工学部教授）、藤本正代専門委員（情報セキュリティ大学院大学教授）、矢入郁子専門委員

（上智大学理工学部准教授） 
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〔文部科学省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：髙橋德行委員（トヨフジ海運株式会社アドバイザー／元トヨタ自動車常務）、古城佳子委員（青山学院大学国際政治経済学部教

授）、赤松幸生臨時委員（国際航業株式会社取締役）、黒田有彩臨時委員（株式会社アンタレス代表取締役）、白坂成功臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授）、中

村昭子臨時委員（神戸大学大学院理学研究科准教授）、平野正雄臨時委員（早稲田大学大学院経営管理研究科（早稲田大学ビジネススクール）教授） 

 

〔経済産業省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：芦邊洋司臨時委員（GCA 株式会社顧問）、大貫美鈴臨時委員（スパークス・イノベーション・フォー・フューチャー株式会社シ

ニアバイスプレジデント）、坂下哲也委員（一般財団法人日本情報経済社会推進協会常務理事）、笹岡愛美臨時委員（横浜国立大学国際社会科学研究院准教授）、多屋淑子臨時委員（日本女子大学名誉教

授）、堀内保潔臨時委員（一般財団法人日本経済団体連合会産業政策本部長） 
 
 

 
４．その他評価に関する重要事項 
○平成 31 年３月 31 日付けで、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の平成 31 年度計画を認可した。 

○令和２年２月１日付けで、イプシロンロケットの H３ロケットとのシナジー対応開発における計画変更のための年度計画の変更認可を行った。 

○令和２年３月 26 日付けで、平成 30 年度補正予算の使途を特定するため年度計画の変更認可を行った。 
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２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

Ａ 平成 30 

年度 
令和元 

年度 
令和２ 

年度 
令和３ 

年度 
令和４ 

年度 
令和５ 

年度 
令和６ 

年度 
Ａ Ａ      

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果・取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正・効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
２．法人全体に対する評価 
今般、内閣府の「国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構分科会」並びに総務省、文部科学省及び経済産業省の「国立研究開発法人審議会」において、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA）の第４期中長期目標期間の初年度目にあたる令和元年度の業務実績を対象として、JAXA から提出された業務実績等報告書に基づき、社会的見識、科学的知見、国際的水準等に即して審議を

行い、助言を頂いた。 
令和元年度は、項目別評定において全般的に着実な業務の進捗が見られるとともに、その中でさらに多くの分野において顕著な成果が見受けられた。したがって、全体として中長期目標等に定めら

れた以上の業績の進捗が認められると総括する。 
特筆すべき事項として、宇宙プロジェクト及び航空科学技術について、衛星リモートセンシングでは、超低高度衛星技術試験機「つばめ」（SLATS）により我が国の地球観測能力の向上に貢献したこ

と、宇宙科学・探査では、はやぶさ２をはじめとした科学衛星・探査機による世界初の実績及び世界最高峰の多数の学術成果が創出されたこと、航空科学技術では、災害救援航空機情報共有ネットワ

ーク（D-NET）の機能追加や海上での後方乱気流の減衰特性評価などにより、航空事業の運用の効率化につながる研究成果が創出されたことなどが、特に顕著な成果の創出であると認められた。ま

た、有人宇宙活動や人工衛星の開発・運用を支える基盤技術において、日本実験棟（「きぼう」）や宇宙ステーション補給機「こうのとり」の確実な補給等世界トップクラスの成果を創出し続けたこ

と、環境試験設備の民間移管により、業務効率化を行ったことなどが、顕著な成果の創出であると認められた。 
 横断的分野及び目標達成を支える取組についても、宇宙産業基盤・科学技術基盤の維持・強化では、多数の分野において世界最高レベルの優れた研究開発成果が創出されるとともに、開発途中の達

成状況に応じて支払いを行うサービス調達契約形態であるパートナーシップ型の契約手法の導入による柔軟な研究開発の仕組み作りや、革新的衛星技術実証１号機における事業化を含む成果が創出さ

れていること、国民の理解増進及び次世代を担う人材育成への貢献分野においては、分析に基づきターゲットを明確化した戦略的な広報活動により、国民の宇宙開発利用に対する理解増進に貢献した

こと、施設設備に関する事項においては、限られたリソースの中、全社的経営課題に設定し、外部の事業も活用しながら施設設備の更新・整備を行ったことなどが、特に顕著な成果であると認められ

た。また、その他、宇宙利用拡大及び産業振興に資する取組や目標達成を支える取組等についても、宇宙プロジェクト等の着実な実施や産業振興、研究開発成果の最大化に寄与するなど、顕著な成果

の創出が認められた。 
 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
○中長期目標と評価の在り方について、以下の２つの観点が重要である。 
・中長期目標・中長期計画・年度計画に照らし合わせた評価が重要である。研究開発成果はともすると個別単体の好例を評価しがちであり、事業範囲が広い項目では、好例の列挙にとどまり、項目全

体の達成状況が見えにくくなっている。中長期目標に記載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその中での年度目標及び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上

で達成の可否にかかわらず項目全体の進捗状況を、法人において客観的に評価することが不可欠である。特に、プロセス評価・アウトカム評価を区別し、プロセスからアウトカムによる社会的影響ま

でをわかる形で国民に示すことが重要である。（p.11、p.92、p.103、p.111 等参照） 
・年度評価において高い自己評価が継続して続いた場合には、法人の設定する年度計画を見直す必要があるのではないか。例えば、Ｓ評価が続く場合、法人の達成できる目標値は当初計画時より高い

レベルにあると考え、基準値を引き上げるべきである。評価結果を計画に有機的に反映させる意識が重要である。（p.12、p.21 参照） 
 
○ミッションをそれぞれ着実に推進し、優れた科学的成果も達成したことは高く評価できる。これは個々の現場の努力と共に、組織全体のガバナンス、個々のプロジェクトマネジメントなど一連の組

織能力強化の長年の取組の成果でもある。このような状況で注意を向けたいのは、業務拡大に伴う組織内でのストレスの蓄積であり、管理の不行き届きである。したがって、JAXA の経営陣は常に現

場の実態をよく把握することに努め、必要に応じて外部機関との調整、内部資源の再配分なども主体的に取り組むことで、今後も安定的な法人運営を実現することが肝要であり、継続的な法人ガバナ

ンスの強靭化、従来とは異なる発想での組織編成や取組などが求められる。（p.158 参照） 
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○あらゆる事業領域において、戦略的な事業推進が必要であり、短・中・長期それぞれの期間で戦略を元に活動を実施し、ベンチマーキングを実施すべきである。変化の激しい社会情勢に応じて柔軟

かつ継続的に戦略及びベンチマークをアップデートしていくことも重要である。また、変化に対応して業務管理体制等が適切に見直されているかについては、十分注意を払う必要がある。（p.12、p.92
参照） 
 
○測位・地球観測・通信等は、安全保障・産業振興・環境保護・災害時支援等において、国際的に不可欠な社会インフラとなってきており、さらにこれらの衛星が取得したビッグデータを活用し、新

たなビジネスの創出と積極的な海外展開により、各国が国際的な影響力を高める時代に突入している。我が国の産業振興・経済発展・国際貢献を実現するためには、宇宙空間における「社会インフ

ラ」・「プラットフォーム」・「商品・サービス」を一気通貫で構築する戦略を民間企業と共同で策定し、推進することが急務である。（p.15、p.21、p.33 参照） 
 
○オープンイノベーションの取組みを引き続き推進することが重要である。色々なチャレンジがイノベーションを生み出すため、失敗を恐れずに、新たな取組を継続して生み出す仕組み作りを期待す

る。（p.92 参照） 
 
○複数年度にまたがる蓄積した成果を評価する場合にはその観点を明示するとともに、単年度での成果と混在する場合は、当該時期以前はどうであったかを説明することが必要である。（p.12 参照） 
 
○基礎的な科学分野においても、科学成果及び啓蒙普及の観点以外に、納税者たる社会・国民に対しどのようなベネフィット・アウトカムを創出できるかについても検討することが重要である。

（p.12、p.59 参照） 
 
○民間活力の活用や大学アカデミアとの連携による共同研究の推進は望ましいが、共同研究成果を評価する場合には、各機関の役割分担を明確にし、法人がどの部分にどの範囲で貢献し、成果を創出

したのか、を明確にする必要がある。また、その場合に創出される成果については、既存技術を応用、発展させた成果か、あるいは完全に新規の技術なのかについても言及が必要である。（p.103、
p.111 参照） 
 
○研究開発法人として JAXA に期待する第一の点は、日本の宇宙科学と産業を牽引し、安全保障を担っていくことである。そのような観点からは、海外に比べて日本の宇宙科学・産業がどれだけ発展

したか、JAXA はその発展にどれだけ寄与したのか、海外の宇宙機関と比べて JAXA は効率良く機能しているか、という観点での評価が重要となる。ISS のように厳しい批判にさらされている部門は

これらの観点が明確に評価されており、課題を抱えつつも、解決に向けて努力がなされていることが理解できる。他方で、国内での受賞や国際機関への知見提供を訴えて高い自己評価を与える部門に

対しては、「日本の宇宙科学・産業が成長することが第一に重要であり、JAXA 自体の褒賞は二次的なプロダクトである」という視点を持つ事を望む。毎年 JAXA の多大な労力を割いて行われる本評価

の最も大切な効用は、JAXA の各部門が研究開発法人としての使命に向き合う事である。海外の宇宙機関と比較して改善点を明らかにし、改革を進めることを期待する。（p.12 参照） 
 
○年度計画時には、評価時に数字を使うかどうかを常に考えて設定いただきたい。特にＳ評価は、研究開発に係る事項についても計画に対し、質的および量的に目標を上まわる顕著な成果をあげるこ

とが求められると考える。特に量的には 120%以上が求められるため、Ｓを目指すためにも、計画時の曖昧さをなるべく排除し、具体的に数値を持って示していただきたい。（p.12 参照） 
 
○宇宙産業において市場を創出するマーケットドリブンの流れの中、これまでのハードウェアの調達に加えて JAXA が民間のサービスを購入するという as a service の調達を行うことによる市場を創

る政策が求められる。スピード感や低コストといったことが JAXA にも求められる中、持続可能な取組が求められる。（p.103 参照） 
 
○全般的に、個別の研究成果に関する記載は充実しており、定量的な指標を用いて説明しようという工夫が見て取れる。他方、成果が如何に社会実装・事業化され、どれだけ社会課題の解決に貢献し

たかという観点が不足している。SDGs や Society5.0 への貢献の観点を押し出していただきたい。（p.13 参照） 
 
○ウィズコロナ時代の航空宇宙開発や国際連携のあり方について、実施機関の JAXA としても周辺環境を的確に掌握し、世界や社会の動きを先取りする形で検討し対策を講じていく必要がある。

（p.13、p.119 参照） 
 
４．その他事項 
研究開発に関する審議

会の主な意見 
○令和元年度は、数年の努力が実って官民協力の在り方が開発され、定着した年度と考える。今後の宇宙開発を考える上で、その成果は大きい。これをもとに、更なる民間連

携の在り方を探って民間需要を開拓していただききたい。令和２年度は、新型ロケット「H3」の初打上げ、小惑星探査機「はやぶさ２」の地球帰還、光データ中継衛星の打上

げなど、重要な業務の山場を迎える。きちんと実現・成功させることが求められる。 
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○宇宙基本計画の宇宙政策の推進に当たっての基本的なスタンスに示されているように、「これから開発する宇宙システムが利用側のシステム全体の中で効果的に機能すること

普及のシナリオが描けていること等を出口戦略の中で明確にすることを徹底する。」とあるが、まさにこの点が JAXA にも求められ、先進的な研究開発、そして実用化、社会実

装化に繋げていくことが、より重要となる。 
社会が「宇宙」に求めるものが変わりつつある中で、JAXA のあり方も良い方向に変化してきている。今後も、研究開発にとどまらず、海外諸国や各省庁、民間企業等と引き

続き連携を進めながら、研究成果の社会実装・事業化を着実に進めていただきたい。 
 
○JAXA 全体としての経営戦略が、必ずしも十分では無いと感じる面もある。研究開発や事業の全体戦略を受けたる形での広報活動、設備計画、人材整備・育成、財務計画、

内部統制等の相互連携も含めた総合戦略をより丁寧に作っていく必要がある。政府と経営が密に連携した国際協力推進、情報システム/施設運営/一般業務に関するコスト削減、

きめ細かく先進的な人事施策、新技術も活用した多数の施設運営の高度化等、他法人にも参考になり得る好例を中心に、機構全体としての経営戦略の立案を期待する。 
 
○評価項目では分野的にＳ評定への疑義がつきにくい華やかな研究とＢ以上となるチャンスの少ない地道な研究がある。評価結果や国民からの反響の差によって、組織内で挑

戦的な取組が困難となることや、研究者のやる気や熱意が損なわれることのないよう、一般向けに分かりやすい成果だけではなく、基盤となる技術の開発や地道な調査分析活

動などにも正当な評価が与えられていることは適切であり、今後もそのような姿勢を維持していただきたい。 
 
○納税者たる国民による支援のもとに事業が遂行できていることを認識した上で、常にその成果を納税者たる国民に広く周知し、その知見を今後の未来のために生かすよう視

点を持つことが重要である。 
 
○宇宙開発はともすると「夢と希望」で語られがちだが、宇宙に興味を持たない方も含めた国民全体へのベネフィット還元と見える化を意識し、事業推進を図っていただきた

い。 
 
○昨今の地政学的動向を鑑みれば、安全保障の観点から、法人の研究開発の重要性は増すばかりである。予算の獲得、防衛省等関連省庁との連携を拡充する運営改革が一層強

く求められる。 
 
○JAXA の持つ衛星の観測データを、自治体や関係省庁などに提供することによって、着実に社会実装を進めている。災害大国と言われる日本だけに、こうした取組を一層進

めるとともに、ビッグデータ、AI 時代を迎え、各種地上データと連係させ様々な分野で生かしていくための工夫が求められる。 
 
○国の方針にそって、当初の計画を超えて活動を積極的におこなっている分野も多く、評価できると考える。特に産業育成の観点での活動も着実に進んできている。 
 
○産業振興という観点では、イノベーションのハブとなる組織の運営、海外衛星市場の獲得、ベンチャーの育成など中長期計画の着実な遂行に向けた活動年度だったが、多様

な衛星データを活用するプラットフォームやソフトウェア、宇宙利用を産業化していくためのサービス設計などは、他の先進国をキャッチアップしつつあるとは言えない苦戦

続きであった。後からマーケットを探すのではなく、各府省と連携してマーケット市場がどこなのかまず先に深く掘り下げた上で進めていくことが重要である。 
 
○産業育成にむけて、より活動を拡充することを期待する。特に、全体をエコシステムとしてデザインして実施していただきたい。サービス調達、JAXA によるシーズ開発と

その民間移転・民間支援、JAXA によるニーズ開拓からの民間巻き込み、定期的な打ち上げ機会・実証機会など多様なエコシステムの形式を検討し、今後のすべてのプロジェ

クトにおいて、産業育成エコシステムを構築することを目指していただきたい。特に月探査は、これからの産業育成の重要なポイントとなる。月探査と関係する産業育成は重

視していただきたい。 
 
○研究開発をおこなった全ての技術において、その後の活用をフォローアップすることで、研究開発がどのように活用されるかをきちんと捉えることが可能となる。必ずしも

短期間で商用化に結びつける必要はないが、研究開始時には理想的なことをいいながら、全く結果がそうならないようなことが減っていくことを目指していただきたい。（基礎

的な研究は、基礎的な研究として当初から計画・評価していけば良いので、必ずしも出口が近いものを優先するという意味ではない） 
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○堅実な活動と、近い将来を見据えた活動のバランスがとれており、SNS などを利用し積極的に広報されていることを感じた。どれだけ広く、深く認知されているかはまだ課

題ではあるが、現在進行形でいろいろな分野の活動が走っていることは伝わっているように思う。 
 
○サイバーセキュリティに関連する取組として、機能保証の観点からの宇宙システムセキュリティの取組、情報システムのセキュリティ確保、内部統制・内部監査上の取組

と、組織全体での取組が行われており、改善もされている。なかでも機能保証の観点からの宇宙システムセキュリティの取組は他法人にも参考になり得ると考えられる。 
 
○筑波宇宙センターのすべての試験設備などを対象に、民間事業者による主体的な維持・管理を開始したことによって、どれぐらいの効率化を成し遂げたのか。具体的に示す

とともに、そのプラス・マイナスについても分析する必要がある。 
 
○統合時から、一般管理費の節減が言われているが、ただ単に節約するだけではなく、その分を事業費に振り向けて効率的効果的な研究等が遂行できるようにすることが最も

重要なことであると思われる。税金を財源としている以上、その執行にある程度の管理監督が必要な面は理解できるが、役職員全体に対する間接部門の割合が多いと思われる

ため、RPA の導入、業務のさらなる効率化をすすめて、本来の業務に予算を使用できるように努力していっていただきたい。 
 
○民間事業者との関係強化、国の安全保障への関与の増大などの状況で内部統制はますます重要になる。内部統制はリーダーシップがないと形骸化に陥り易いので、常に内部

統制の体制のチェックを行い、注意喚起をリーダーが行うことが必要である。 
 
○兼業の緩和、リモートワークの拡大など、職員の働き方改革を進めている。業務内容、組織のあり方も含めて再点検し、新しい時代にふさわしいものにすることが求められ

る。一方、機構の業務は現場を通じての知識、ノウハウの伝達も重要であり、リモート時代の若手人材育成のあり方についても検討する必要がある。 
 
○JAXA の活動範囲が多方面に広がり、多種多様な事業を推進しているが、それらを公正に評価するために各事業実態に即した客観的な成果報告に留意されたい。具体的に

は、各プロジェクトにおいては計画時想定に対する乖離（特に上振れ）の程度を明らかにすることや、適切な海外類似機関や民間企業とのベンチマーキングを行うこと、さら

には可能なもの費用対効果を定量的に示すことなど、国民目線で分かりやすく、かつ公正な評価に結び付くデータや資料の提供を心掛けていただきたい。 
 
○プロセス段階の活動のみを高評価している例も散見されたが、長期を要する基礎研究を除けば、基本的にどれだけのアウトカムを創出できたか、あるいはプロジェクトの

「取組→アウトプット→アウトカム→社会インパクト」の全体成果で評価すべきと考える。 
 
○自己評価のうち、Ｓ評価が（統合項目評価も含めて）9 件/27 件（全体の 1/3）となっている。当該年度以外の状況を含めている傾向があるようにも思われ、自己評価でのＳ

評価（特に顕著な成果）の採用に際しては、評価基準をよく勘案した上で JAXA として熟考する必要があるのではないかと考える。 
 
○業務実績報告書のページ数が膨大になっている。作成者、査読者等の負担を考えて、上限を作ってはどうか。 
 
○所管官庁の賞を受賞したということは、社会・国民（納税者）の目線でみると、内々の話のようにみえてしまうため、１つの指標として提示するのは望ましいが、Ｓ評定の

根拠とするのは控えたほうがよいのではないか。 
 
○今年度の評価は、新型コロナウイルスの状況の中オンラインで行なったが、対面と比べてそれほど支障は感じなかった。４府省の合同のヒアリングになり、別々に行うより

も JAXA の説明にかかる負担を軽減できたのはよかったが、１日で十分な質疑を行うには時間が長くならざるを得ない。複数の日に分けて行うか１日で行うかは、評価委員の

意見も聴いた上で検討してもらいたい。 
 
○業務実績等報告書は、記述に改善がみられ分かり易くなった。 
 
○前年度の指摘事項に対する対応内容を記載していただいたことは良かった。次回以降もそのようにお願いしたいのと、「〇〇」を立ち上げた・開始した、というご回答の場合

には、次回以降のいつかに報告をお願いしたい。 
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○評価前にサイトビジットを行うことは、評価を行う委員の理解を埋める観点で、非常に有用である。ウィズコロナ、ポストコロナにおいても、サイトビジットの機会を提供

できるよう、オンラインによるサイトビジットについても検討が必要である。 
監事の主な意見 特になし 

 

※  評定区分は以下のとおりとする。（旧評価指針 p28） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 
 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 

 平成

30

年

度 

令和

元年

度 

令和

２年

度 

令和

３年

度 

令和

４年

度 

令和

５年

度 

令和

６年

度 

  平成

30

年度 

令和

元年

度 

令和

２年

度 

令和

３年

度 

令和

４年

度 

令和

５年

度 

令和

６年

度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  
 １．宇宙政策の目標達成に向

けた宇宙プロジェクトの実施 
Ａ Ａ 

     
Ⅰ.1  

  ３．航空科学技術 
Ｓ Ｓ      Ⅰ.3 

 

 １．１．衛星測位 (Ｂ) (Ｂ)      Ⅰ.1.1    ４．宇宙航空政策の目標達成を支

えるための取組 
Ａ Ａ      Ⅰ.4  

１．２．衛星リモートセン

シング 
(Ｓ) (Ｓ) 

     
Ⅰ.1.2 

   
 ４．１．国際協力・海外展開

の推進及び調査分析 
(Ａ) (Ａ)      Ⅰ.4.1 

 
１．３．衛星通信 (Ｂ) (Ｂ)      Ⅰ.1.3    
１．４．宇宙輸送システム (Ａ) (Ｂ)      Ⅰ.1.4    ４．２．国民の理解増進と次

世代を担う人材育成への貢献 
(Ａ) (Ｓ)      Ⅰ.4.2 

 
 １．５．宇宙状況把握 (Ｂ) (Ｂ)      Ⅰ.1.5    

１．６．海洋状況把握・早

期警戒機能等 
(Ａ) (Ａ) 

     
Ⅰ.1.6 

    ４．３．プロジェクトマネジ

メント及び安全・信頼性の確

保 
(Ａ) (Ａ)      Ⅰ.4.3  

１．７．宇宙システム全体

の機能保証 
(Ｂ) (Ｂ) 

     
Ⅰ.1.7 

   
４．４．情報システムの活用

と情報セキュリティの確保 (Ｂ) (Ａ)      Ⅰ.4.4 
 

１．８．宇宙科学・探査 (Ｓ) (Ｓ)      Ⅰ.1.8    
 １．９．国際宇宙ステーシ

ョン 
(Ａ) (Ａ) 

     
Ⅰ.1.9 

   
４．５．施設及び設備に関す

る事項 
(Ａ) (Ｓ)      Ⅰ.4.5 

 
  １．１０．国際有人宇宙探

査 
(Ａ) (Ａ) 

     
Ⅰ.1.10 

  
５．情報収集衛星に係る政府から

の受託 
Ａ Ａ      Ⅰ.5 

 
 １．１１．人工衛星等の開

発・運用を支える基盤技術

（追跡運用技術、環境試験

技術等） 

(Ａ) (Ａ) 

     

Ⅰ.1.11 

   
Ⅱ．業務運営の改善・効率化に関する事項 
 Ｂ Ｂ      Ⅱ  
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

２．宇宙政策の目標達成に向

けた分野横断的な研究開発等

の取組 
Ｓ Ｓ      Ⅰ.2  

  Ｂ Ｂ      Ⅲ  
Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項 
 １．内部統制 Ｂ Ｂ      Ⅳ.1  

 ２．１．民間事業者との協

業等の宇宙利用拡大及び産

業振興に資する取組 
(Ａ) (Ａ) 

     

Ⅰ.2.1  
２．人事に関する事項 Ｂ Ａ      Ⅳ.2  

   
  

 ２．２．新たな価値を実現

する宇宙産業基盤・科学技

術基盤の維持・強化（スペ

ース・デブリ対策、宇宙太

陽光発電含む） 

(Ｓ) (Ｓ) 

     

Ⅰ.2.2 
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※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和元年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 

 

 
【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 
なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１ 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
防災基本計画 
国土強靱化基本計画 
地理空間情報活用推進基本計画 
海洋基本計画 
防衛計画の大綱 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-2、9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0233、0257、0260、0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 

令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 143,277,956 147,135,003       
        決算額（千円） 151,612,672 158,815,150      

         経常費用（千円） 125,107,264 129,612,217      
         経常利益（千円） 22,937,297 3,735,919      
         行政コスト（千円） 104,541,843 145,344,279      
         従事人員数 1,004 1,049      
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目別

調書を参照 
＜評定と根拠＞ 
評定：A 
Ⅲ.3.1~3.11 項に示す通り、

国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期

待等が認められるため、評定

を A とした。 
 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、 適正、

効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
宇宙科学・探査や衛星リモートセンシングなどを筆頭に、多くの分野で顕著な成果の

創出があったと認められた。超低高度衛星技術試験機「つばめ」（SLATS）では、我

が国の地球観測能力の向上を図る技術実証で成果が創出され、また、小惑星探査機

「はやぶさ２」のリュウグウでの活動は、平成 30 年度に引き続き、宇宙科学分野に

おける小惑星探査において世界を先導する成果を数多く創出した。さらに、国際宇宙

ステーションにおいては、10 年に及ぶ「きぼう」実験棟の成果創出及び補給機「こ

うのとり」による世界最高レベルの確実な補給が国際的にも高く評価され、国際宇宙

探査における我が国のプレゼンスの確保に寄与する結果となり、米国主導のアルテ

ミス計画参画へとつなげることができた。また、小型衛星放出事業を始めとした日本

実験棟「きぼう」利用事業の一部の民間開放、PPP 的手法を用いた環境試験設備運

営の民間移管など、業務効率化を図るとともに、民間活力の向上にも寄与している。

これらは顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○中長期目標・中長期計画・年度計画に照らし合わせた評価が重要である。研究開発

成果はともすると個別単体の好例を評価しがちであり、事業範囲が広い項目では、好

例の列挙にとどまり、項目全体の達成状況が見えにくくなっている。中長期目標に記

載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその中での年度目標及

び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上で達成の可否にかかわ

らず項目全体の進捗状況を、法人において客観的に評価することが不可欠である。特

に、プロセス評価・アウトカム評価を区別し、プロセスからアウトカムによる社会的

影響までをわかる形で国民に示すことが重要である。 
 
○当該項目のうち、特に産業振興の側面での成果が求められる衛星測位、衛星リモー

トセンシング、衛星通信、宇宙輸送システム等の項目においては、創出が予定されて

いる事業規模や海外と比較したコスト競争力など、より金額面でのアウトカム KPI
を重視した評価が必要である。また、金銭換算が困難な社会貢献の側面においても、

年度計画に対する達成度、前年度（これまで）からの進捗度合い、世界と比較した成

果レベルなどといった観点での客観的評価に努める必要がある。 
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○宇宙科学・探査、国際宇宙ステーション、有人宇宙探査等の基礎的な科学に関わる

項目において、科学的成果及びその啓蒙普及（広報＝JAXA の視点）以外の側面で、

我が国の社会・国民（納税者の視点）に対してどのようなベネフィット/アウトカム

を創出できているのかということについて、KPI を設定するとともに、ISS と並行

して月 Gateway 構想が始まる現行の第４期中長期目標期間においては、資金計画も

含めた中長期ロードマップと年度目標及び KPI の明確化、並びにそれらに基づく客

観的な進捗評価が必要である。 
 
○年度評価において高い自己評価が継続して続いた場合には、法人の設定する年度

計画を見直す必要があるのではないか。例えば、Ｓ評価が続く場合、法人の達成でき

る目標値は当初計画時より高いレベルにあると考え、基準値を引き上げるべきであ

る。評価結果を計画に有機的に反映させる意識が重要である。 
 
○あらゆる事業領域において、戦略的な事業推進が必要であり、短・中・長期それぞ

れの期間で戦略を元に活動を実施し、ベンチマーキングを実施すべき。変化の激しい

社会情勢に応じて柔軟かつ継続的に戦略及びベンチマークをアップデートしていく

ことも重要である。また、変化に対応して業務管理体制等が適切に見直されているか

については、十分注意を払う必要がある。 
 
○複数年度にまたがる蓄積した成果を評価する場合にはその観点を明示するととも

に、単年度での成果と混在する場合は、当該時期以前はどうであったかを説明するこ

とが必要である。 
 
○研究開発法人として JAXA に期待する第一の点は、日本の宇宙科学と産業を牽引

し、安全保障を担っていくことである。そのような観点からは、海外に比べて日本の

宇宙科学・産業がどれだけ発展したか、JAXA はその発展にどれだけ寄与したのか、

海外の宇宙機関と比べて JAXA は効率良く機能しているか、という観点での評価が

重要となる。ISS のように厳しい批判にさらされている部門はこれらの観点が明確

に評価されており、課題を抱えつつも、解決に向けて努力がなされていることが理解

できる。他方で、国内での受賞や国際機関への知見提供を訴えて高い自己評価を与え

る部門に対しては、「日本の宇宙科学・産業が成長することが第一に重要であり、

JAXA 自体の褒賞は二次的なプロダクトである」という視点を持つ事を望む。毎年

JAXA の多大な労力を割いて行われる本評価の最も大切な効用は、JAXA の各部門

が研究開発法人としての使命に向き合う事である。海外の宇宙機関と比較して改善

点を明らかにし、改革を進めることを期待する。 
 
○年度計画時には、評価時に数字を使うかどうかを常に考えて設定いただきたい。特

にＳ評価は、研究開発に係る事項についても計画に対し、質的および量的に目標を上

まわる顕著な成果をあげることが求められると考える。特に量的には 120%以上が求

められるため、Ｓを目指すためにも、計画時の曖昧さをなるべく排除し、具体的に数

値を持って示していただきたい。 
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○全般的に、個別の研究成果に関する記載は充実しており、定量的な指標を用いて説

明しようという工夫が見て取れる。他方、成果が如何に社会実装・事業化され、どれ

だけ社会課題の解決に貢献したかという観点が不足している。SDGs や Society5.0
への貢献の観点を押し出していただきたい。 
 
○ウィズコロナ時代の航空宇宙開発や国際連携のあり方について、実施機関の JAXA
としても周辺環境を的確に掌握し、世界や社会の動きを先取りする形で検討し対策

を講じていく必要がある。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○衛星・輸送系の開発ともに計画にそって確実に進めた上で、より大きな成果を出し

ている。また、衛星データ利用も積極的に進めている。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．１ 衛星測位 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 379,305 1,641,202       
        決算額（千円） 1,124,346 17,127,857      

         経常費用（千円） － －      
         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 17 23      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．１．衛星測位 
衛星測位は、安全

保障に大きく貢献

するほか、国民生

活・社会経済活動を

支える極めて重要

なインフラとなっ

ている。その重要性

から、我が国を含む

１．１．衛星測位 
衛星測位に係る

これまでの取組と

して、準天頂衛星初

号機「みちびき」の

開発、運用を行い、

準天頂軌道を利用

した測位システム

が、高い精度・品質・

１．１．衛星測位 
衛星測位につい

て、我が国の安全保

障の確保、産業の振

興、国際競争力強化

への貢献の観点か

ら、測位衛星及び地

上システムからな

る我が国の測位シ

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

１．高精度測位システ

ムの開発 
 準天頂衛星事業の経

緯として、初号機（2010
年 9 月 11 日打ち上げ）

は、JAXA が中心となっ

て開発・運用を実施し

たが、「実用準天頂衛星

システム事業の推進の

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
我が国の安全保障の確保、

産業の振興、国際競争力強化

への貢献の観点から、関係す

る政府機関と密接に連携しつ

つ、我が国の測位システムの

高度化、高精度測位情報配信

サービスの実現及び測位衛星

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされており、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認

できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
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主要国において、独

自に測位衛星の開

発・整備や高精度化

をはじめとする衛

星測位技術の高度

化が進められてお

り、国際的な競争が

激化している状況

にある。また、社会

にとって重要なイ

ンフラとなる一方

で、妨害電波等の脅

威・リスクも増大し

ており、安定的に測

位情報を提供する

ためにも抗たん性

強化が求められて

いる。 
我が国において

整備している準天

頂衛星は、アジア・

オセアニア地域も

カバーしており、国

内外において利活

用拡大を進めるた

めにも、海外の技術

動向や国内外のニ

ーズを踏まえつつ、

測位技術の高度化

を戦略的かつ継続

的に進めていくこ

とが重要となる。 
このため、我が国

の安全保障の確保

及び産業の振興へ

の貢献の観点から、

世界的な衛星測位

技術の発展や政府

及び民間のニーズ、

海外展開ニーズ等

を踏まえつつ、我が

国の測位システム

信頼性を持って測

位信号を提供でき

ることを技術実証

した。その結果を受

けて、政府による準

天頂衛星システム

の7機体制の整備が

開始され、その中で

「みちびき」は、内

閣府への移管によ

り、当該システムの

一部を担うことと

なった。また、チッ

プベンダ・受信機メ

ーカ等の「みちび

き」利用者への情報

発信に努めた結果、

「みちびき」対応製

品が継続的に増加

しており、「みちび

き」の利用が社会に

浸透しつつある。 
測位システムは、

米国、ロシア、欧州、

中国等がそれぞれ

に整備・運用を行っ

ており、相互利用と

ともに、今後、技術

的な競争の激化が

見込まれる。政府が

進めている我が国

の準天頂衛星シス

テム7機体制の整備

以降も我が国が国

際的優位性を確保

できるよう、将来を

見据えて我が国の

測位システムを支

える研究開発に取

り組むことが重要

である。 
このような背景

ステムの高度化、高

精度測位情報配信

サービスの実現及

び測位衛星技術の

利活用拡大を目指

し、先進的な技術の

研究開発を行う。 
具体的には、準天

頂衛星システムに

係る内閣府からの

受託に基づき、7 機
体制構築に向けた

高精度測位システ

ムの開発を実施す

る。なお、高精度軌

道時刻推定、精密軌

道制御等の研究開

発に関する活動や、

海外宇宙機関との

研究協力などに引

き続き取り組む。ま

た、我が国の測位技

術の自立性強化の

観点も意識し、測位

衛星監視・解析・評

価、測位信号欺瞞

（ ス プ ー フ ィ ン

グ）・妨害に対する

抗たん性強化、衛星

の小型化・低コスト

化、指向性向上等の

受信機関連高度化

などの課題に対し

て内閣府が関係省

庁と協力・連携しつ

つ示す今後の我が

国の衛星測位に関

する取組方針に基

づき、内閣府と連携

して研究開発及び

実証の計画の具体

化について検討を

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

基本的な考え方  平成

23 年 9 月 30 日 閣議決

定」により、4 機体制整

備以降の開発・整備・運

用については、初号機

の成果を活用しつつ内

閣府が実施することと

なったことから、技術

実証完了後の 2017 年 2
月に初号機を内閣府に

移管した。また、2 号機

～4 号機は 2017 年度に

打ち上げられ、2018 年

11 月からは、内閣府に

より 4 機体制の衛星測

位サービスが実施され

ている。 
 内閣府は、7 機体制構

築に向け、2017 年度か

ら 5～7 号機の開発・整

備に着手し、この中で、

JAXA の初号機開発や

次世代測位技術開発を

通じた経験・知見によ

る積極的な関与が期待

され、JAXA は 5～7 号

機の開発の一部（測位

ミッションペイロード

等を含む高精度測位シ

ステムの開発）を実施

することとなった。 
 具体的には、内閣府

が実施する準天頂衛星

システムの 7 機体制構

築時にユーザ測位精度

を向上させるために、

JAXA は準天頂衛星 5
～7 号機への搭載を目

的とした新たな高精度

測位システムの開発を

2019 年 3 月に内閣府か

ら受託することとなっ

技術の利活用拡大を目指し

て、先進的な測位技術の研究

開発や測位利用ビジネスの推

進に取り組んだことで、年度

計画で設定した業務を計画通

り実施した。 
 

○準天頂衛星システムの 7 機体制に向けたユーザ測位精度向上のため、高精度測位

システムの開発として、測位ミッションペイロード及び地上系の基本設計を着実に

進めた。 
 
○MADOCA の性能向上や単独搬送波位相測位（PPP）の性能向上、周波数基準の向

上化研究など衛星測位の性能向上に係る研究開発を着実に実施するとともに、大学

アカデミアとの連携を開始するなど、JAXA にとどまらない取組を推進した。 
 
○「グローバル測位サービス株式会社（GPAS）」へのリアルタイム軌道時刻暦の配

信や助言等技術支援など、測位利用ビジネスの推進に向けての取組も実施されてい

る。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○既に事業サービスが開始されている当該分野においては、産業振興の側面での成

果が求められる事業であり、事業規模やコスト競争力など、より金額面でのアウトカ

ム KPI を重視した評価が必要である。 
 
○MADOCA の利用が進むことで、初めて研究開発の意義とビジネス推進について

の評価が得られるため、今年度はその評価は含まないことに留意。 
 
○測位・地球観測・通信等は、安全保障・産業振興・環境保護・災害時支援等におい

て、国際的に不可欠な社会インフラとなってきており、さらにこれらの衛星が取得し

たビッグデータを活用し、新たなビジネスの創出と積極的な海外展開により、各国が

国際的な影響力を高める時代に突入している。我が国の産業振興・経済発展・国際貢

献を実現するためには、宇宙空間における「社会インフラ」・「プラットフォーム」・

「商品・サービス」を一気通貫で構築する戦略を民間企業と共同で策定し、推進する

ことが急務である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○準天頂衛星４機体制の着実な運用と、７機体制構築に向けた開発が進んでいるこ

と、JAXA が推進し、官民連携の姿を作ったことは評価できる。 
 
○測位衛星は、自動運転、ドローンなどの普及拡大に不可欠な社会インフラである。

一方、米国(GPS)、欧州(ガリレオ)、中国(北斗)など他国が日本を大幅に先行してい

る。中国の北斗は測位だけでなく、文字や音声、写真の送付も可能とし、諸外国へ急

速な展開を実施し、国際的な影響力を高めている。 
日本は、早急に性能・機能において他国を凌駕し、オープンで透明性があり、安心・

信頼できる社会インフラとして特にアジア・太平洋地域の国々に提供し、諸国の成

長・発展に貢献していく戦略の実行が求められる。 
 
○人材育成・確保のための取組については、大学や民間事業者との連携をより深める

ような方策を引き続き進めていただきたい。 
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の高度化、高精度測

位配信サービスの

実現、抗たん性強化

等を念頭に、先進的

な研究開発を行う

ことにより、我が国

の測位システムを

支える技術の向上

を図り、当該システ

ムの発展に貢献す

る。 

 

を念頭に、今中長期

目標期間において

は、衛星測位につい

て、我が国の安全保

障の確保、産業の振

興、国際競争力強化

への貢献の観点か

ら、測位衛星及び地

上システムからな

る我が国の測位シ

ステムの高度化、高

精度測位情報配信

サービスの実現及

び測位衛星技術の

利活用拡大を目指

し、先進的な技術の

研究開発を行う。 
具体的には、我が

国の測位技術の自

立性強化の観点も

意識し、高精度軌道

時刻推定、精密軌道

制御、測位衛星監

視・解析・評価、測

位信号欺瞞（スプー

フィング）・妨害に

対する抗たん性強

化、衛星の小型化・

低コスト化、指向性

向上等の受信機関

連高度化などの課

題に対して内閣府

が関係省庁と協力・

連携しつつ示す今

後の我が国の衛星

測位に関する取組

方針に基づき、内閣

府と連携して研究

開発及び実証を行

う。その際、世界的

な衛星測位技術の

発展や海外展開も

行う。その際、世界

的な衛星測位技術

の発展や海外展開

も含めた政府及び

民間のニーズを踏

まえつつ、我が国の

測位システムを支

える技術の向上を

図る。 
また、政府による

国連等の国際機関

における議論に対

し、必要に応じて研

究成果に基づく知

見の提供・共有等を

行う。 
さらに、我が国の

測位技術の維持・高

度化を担う人材を

育成・確保していく

ため、上述の取組を

通じて JAXA 内で

高度な専門性を備

えた人材の育成に

引き続き努めるこ

とはもとより、技術

支援等を通じて大

学や民間事業者等

の人材育成にも貢

献する。 
加えて、測位利用

ビジネスの推進に

貢献するため、政府

や民間事業者等と

連携し、上述の取組

を通じて得た知見

について引き続き

提供することで、民

間事業者による高

精度測位情報サー

ビスの事業化の支

援等を行う。 

状況（例：協定・共

同研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

た。高精度測位システ

ムの開発においては、

現状の 4 機体制で既に

送信が始まっている測

位信号の生成機器の開

発に加え、7 機体制構築

時にユーザ測位精度を

向上させるために、搭

載機器として、新たに

衛星間測距システムお

よび衛星/地上間測距シ

ステムを開発し、地上

検証システムにより、

測 位 信 号 精 度 (SIS-
URE)の大幅な向上に

資する技術実証を行

う。今年度は、測位ミッ

ションペイロード(衛星

間測距(ISR)、衛星/地上

間測距(PRECT)、高安

定時刻生成(TKU)等)お
よび地上系の基本設計

を進めた。 
 
２．高精度軌道時刻推

定技術に関する研究開

発・利用推進  
(1)MADOCA(*1)) の 性

能向上：①パラメータ

チューニングによって

準天頂衛星の軌道時刻

推定精度の向上を継続

した。②精度劣化や計

算機異常を監視して計

算機の系統を自動で選

択する機能を実装する

ことにより、より安定

したデータ配信を実現

した(年間不稼働率 1%
未満を達成)。③東京大

学・三菱電機との三者

共同研究を開始し、衛

 
○準天頂衛星の開発に JAXA が再度参画することで、より安定的で高精度な測位サ

ービス運用に至れることを期待する。特に、高精度測位にむけた搭載系の研究開発を

実施するのは JAXA の役割であり、継続的に行うことが重要である。測位システム

の精度向上、安定運用に貢献するため、関係機関と協力して引き続き研究開発を進め

ることを期待する。 
 
○測位利用ビジネスの促進を期待する。民間と協力して、社会ニーズに合致したサー

ビスの開発を期待する。 
 
○新たな周波数標準技術の開発は波及効果が大きく、技術の国際競争力向上の観点

から非常に重要。例えば、標準部分のコア技術に関しては国内関係機関と連携しつつ

日本発の技術を育てると共に、衛星搭載を目指した技術開発の観点で JAXA が役割

を果たすなど、オールジャパン体制で臨む必要がある。 
 
○米国では、GPS 衛星について、対妨害性の向上、次世代の測位衛星の検討が進め

られている。準天頂衛星システムにおいても、次世代、次期の衛星に向けて性能向上、

対妨害性向上などの検討を開始する必要がある。 
 
○令和２年１月から MADOCA のベータ配信が始まるとのことなので、翌年度以降

は定量的評価がなされなければならない。今後は、海外の類似システムと比較して、

課題と改善点が具体的に提示・評価されることを望む。 
 
○特に中国の測位衛星コンステレーションの完成や他国での利用など国際的にも測

位衛星の配備や利用が劇的に進む中、国内衛星の４機体制が整備されたものの、利用

が飛躍的に進んだ印象に乏しい。MADOCA の海外展開が GPAS によって開始され

たとのことで、今後の利用促進に期待する。 
 
○宇宙空間を使った安全保障の重要度の高まり、また、甚大な被害がもたらされる災

害が起きる昨今の防災や復興を含む利用を最大化する強固な仕組みがのぞまれる。

また国際協力への貢献といった観点から評価を一層強化し、事業化・製品化の件数

等、利活用への結びつきを定量的に評価できるとよい。 
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含めた政府及び民

間のニーズを踏ま

えつつ、我が国の測

位システムを支え

る技術の向上を図

る。 
また、海外宇宙機

関との研究協力や、

政府による国連等

の国際機関におけ

る議論に対し研究

成果に基づく知見

の提供・共有等を行

う。 
さらに、我が国の

測位技術の維持・高

度化を担う人材を

育成・確保していく

ため、上述の取組を

通じて JAXA 内で

高度な専門性を備

えた人材の育成に

努めることはもと

より、技術支援等を

通じて大学や民間

事業者等の人材育

成にも貢献する。 
加えて、測位利用ビ

ジネスの推進に貢

献するため、政府や

民間事業者等と連

携し、上述の取組を

通じて得た知見を

提供することで、民

間事業者による高

精度測位情報サー

ビスの事業化の支

援等を行う 

 外部との連携・協

力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

星稼働率向上に資する

研究に取り組み、一定

の性能向上が図れる見

込みを得た。 
(2)アカデミア (測位航

法学会)との連携：今年

度より、今後 JAXA が

取り組むべき衛星測位

全体の研究開発ロード

マップ策定を目指した

測位航法学会との議論

を開始し、各分野の専

門家から、測位精度向

上に資する衛星コンス

テレーション、衛星搭

載機器の性能向上、ユ

ーザ測位技術向上など

の意見集約を行った。 
(3)その他の研究：①一

般 に 普 及 し て い る

RTK(*2) に 比 べ て

PPP(*3)が持つ弱点で

ある「初期収束時間(*4)
が長い」という課題に

関して、各種論文を精

査し PPP の性能向上を

図る研究に着手した。

②米国GPS衛星や準天

頂衛星に搭載されてい

る原子時計を凌ぐ性能

を持つ「衛星搭載用周

波数基準」の国産化に

向けて、光コムを用い

た周波数基準の研究に

着手した。 
 
(*1) MADOCA(Multi-
GNSS Advanced 
Demonstration tool for 
Orbit and Clock 
Analysis)：JAXA で開

発した測位衛星の軌道
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定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 

等を高精度に推定する

ツール。アメリカの

「 GPS」やロシアの

「GLONASS」に対応

しており、「みちびき」

や欧州の「Galileo」等へ

の対応に取り組んでい

る。 
(*2) RTK：キネマティ

ック測位：Real Time 
Kinematic の略。 電子

基準点等との相対測位

を行う技術。測量など

の分野で利用されてい

る。 
(*3) PPP：単独搬送波位

相測位：Precise Point 
Positioning の略。電子

基準点等が不要な単独

測位を行う技術。 
(*4) 初期収束時間：測

位を開始してから、測

位結果がセンチメート

ルレベルまで収束する

のに要する時間。RTK
では 1～2 分、PPP では

15～30 分。 
 
３．測位利用ビジネス

の推進 
  MADOCA の技術

を利用した高精度測位

情報サービスの海外で

の事業化を目指す「グ

ローバル測位サービス

株式会社(GPAS)」に対

して、2017 年 11 月に

締結した相互連携に関

する覚書に基づき、リ

アルタイム軌道時刻暦

の配信や技術開発に関

する助言等の技術支援
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を実施した。なお、2020
年度の商用サービス開

始を目指したシステム

構築を支援するため

MADOCA の実施許諾

契約を締結し、また、各

種審査会等の機会を通

じて MADOCA の運用

技術に関する助言を行

った結果、2020 年 1 月

よりベータ配信サービ

スが開始された。 
 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、受託契約に伴う支出の増。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．２ 衛星リモートセンシング 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
防災基本計画 
防災業務計画 
国土強靱化基本計画 
地理空間情報活用推進基本計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-2、9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0233、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令 和 元 年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

国内外の関

係機関等へ

の衛星デー

タ提供数 

－ 
19,664,945

シーン 
50,130,621

シーン 

     予算額（千円） 27,580,952 16,334,610      
決算額（千円） 27,852,134 21,245,487      
経常費用（千円） － －      
経常利益（千円） － －      

         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 191 189      

                  （※）本項目の予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.2  衛星リモートセンシングと「Ⅲ3.6  海洋状況把握・早期警戒機能等」の合計数。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．２．衛星リモー

トセンシング 
 
先進的なリモー

トセンシング衛星

の研究開発、運用、

利用等を通じて、

社会における諸課

題に以下のとおり

対応する。なお、人

工衛星を使用した

海洋状況把握及び

早期警戒機能等に

関する取組につい

ては、Ⅲ．３．６項

において目標を定

める。 
安全・安心な社

会の実現に向けた

防災・災害対策に

ついて、利用ニー

ズに対応した衛星

データを防災機関

や自治体等へ迅速

かつ正確に提供

し、避難勧告の発

出等の減災に直結

する判断情報とし

て広く普及させる

ことによって、実

際の人命保護・救

助や財産保護等に

一層貢献する。ま

た、国土管理及び

海洋観測に資する

衛星データの利用

を促進し、安全・安

心な社会の実現に

１．２．衛星リモート

センシング 
 
衛星のデータ利用は

社会に浸透・定着しつ

つあり、安全保障分野

を含めた幅広い分野に

利用が拡大していく状

況を踏まえ、衛星デー

タを利用する官公庁や

民間事業者、地球観測

に関する政府間会合

（GEO）等の政府によ

る国際協力の取組等と

連携し、研究開発成果

の橋渡しを進める。さ

らに、ユーザの新たな

ニーズを捉え、先進的

なリモートセンシング

衛星の企画・立案、研

究開発・実証、運用・

利用等を行い、社会に

おける諸課題に対応す

る。なお、人工衛星を

使用した海洋状況把握

及び早期警戒機能等に

関する取組について

は、Ⅰ．１．６項にお

いて計画を定める。 
 
安全・安心な社会の

実現に向けた国内外の

防災・災害対策への貢

献として、防災機関と

連携し、衛星により取

得する地殻変動情報等

のデータについて、観

測頻度・精度・迅速性

１．２．衛星リモートセン

シング 
 
防災・災害対策及び国

土管理・海洋観測、地球規

模の気候変動の解明・対

策、産業基盤の維持向上、

国際協力等のため、関係

府省と連携を取りつつリ

モートセンシング衛星の

研究、開発、運用を行う。

具体的には以下を実施す

る。 
●温室効果ガス観測技術

衛星（以下「GOSAT」と

いう。）の後期利用を継続

し、温室効果ガス（二酸化

炭素、メタン）に関する観

測データを取得する。 
●水循環変動観測衛星

（以下「GCOM-W」とい

う。）の後期利用を継続

し、水蒸気量・海面水温・

海氷分布等に関する観測

データを取得する。 
●NASA と連携し、全球

降水観測計画／二周波降

水 レ ー ダ （ 以 下

「GPM/DPR」という。）

の後期利用を継続し、降

水に関する観測データを

取得する。 
●陸域観測技術衛星２号

（以下「ALOS-2」とい

う。）の定常運用を継続

し、防災及び災害対策の

強化、国土管理・海洋観測

等に関する観測データを

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況 
 
＜モニタリング指

標＞ 

1．超低高度軌道利用

の開拓・実証  
2017 年 12 月 23 日

に打ち上げた超低高

度衛星技術試験機「つ

ばめ」（SLATS）は、

2019 年 9 月 30 日に軌

道保持運用を成功裏

に終了し、同年 10 月 1
日に運用を終了した。

極めて小さい推力を

維持することができ、

推進効率の高いイオ

ンエンジンを用いて、

271.1km ～ 167.4km
の間で 7 段階の軌道高

度にて軌道保持技術

を実証し、超低高度か

らの小型の望遠鏡に

よる良好な画質の地

表画像取得成功によ

り、安全保障・防災分

野等における超低高

度軌道利用の有効性

を示した。本成果によ

り、画像取得ミッショ

ンのみならず、比較的

低い電力で実現可能

な超低高度衛星搭載

ドップラ風 LlDAR※

ミッションなど超低

高度軌道利用の多様

な可能性が拓かれた。

なお、SLATS プロジェ

クトチームが「日本機

械学会 宇宙工学部

門 部門一般表彰ス

ペースフロンティア」

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
関係府省等と連携を取り

つつリモートセンシング衛

星の研究・開発・運用成果を

踏まえた社会実装化に取り

組んだ結果、衛星データの利

活用が安全保障分野を含め

た幅広い分野に拡大・浸透・

定着し（安全保障分野での実

績は「Ⅲ3.6 海洋状況把握・

早期警戒機能等」に記載）、

社会における諸課題の解決

への貢献につながる等、「研

究開発成果の最大化」に向け

て特に顕著な成果の創出が

あったと評価する。 
 

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特

に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
超低高度衛星技術試験機「つばめ」（SLATS）による技術実証により、世界初の

超低高度軌道の活用の道筋をつけたことは、我が国の将来の地球観測機能向上に

資する大きな貢献である。この他、静止気象衛星を活用した黄砂解析予測の提供

開始、衛星全球降水マップ（GSMaP）の対象領域の拡張（全球対応）等、社会

課題解決や気候変動対策に対し、衛星データを活用できる取組を推進するツール

開発を進めている点も評価に値する。これらの取組は、特に顕著な成果の創出で

あると認められた。SLATS 等で実証した技術について、培った技術のベンチマ

ークをしっかりと行い、将来の実利用ミッション創出に向けた取組・研究を推進

することを強く期待する。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○災害対応など金銭換算が困難な社会貢献の側面においても、設定した年度目標

に対する達成度や、同分野における世界と比較した指標などの観点から評価する

ことに努めるべきである。その際に、法人の観点や国内にとどまった観点では無

く、国際標準や納税者である国民の目線など、法人外の観点からの客観的な評価

を心掛ける必要がある。 
 
○昨年からＳ評価が続いている分野であり、評価が対計画比であることから、翌

年度からの計画をしっかり上げるなど、計画の立て方に留意する必要がある。 
 
○測位・地球観測・通信等は、安全保障・産業振興・環境保護・災害時支援等に

おいて、国際的に不可欠な社会インフラとなってきており、さらにこれらの衛星

が取得したビッグデータを活用し、新たなビジネスの創出と積極的な海外展開に

より、各国が国際的な影響力を高める時代に突入している。我が国の産業振興・

経済発展・国際貢献を実現するためには、宇宙空間における「社会インフラ」・

「プラットフォーム」・「商品・サービス」を一気通貫で構築する戦略を民間企業

と共同で策定し、推進することが急務である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○①SLATS による超低高度軌道における新たな利用の可能性の開拓②静止気
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貢献する。さらに、

衛星データを適切

に国外へ提供し、

海外における災害

被害の軽減と海外

との相互支援・互

恵関係の構築に貢

献する。 
また、地球規模

課題の解決に向け

た気候変動対策に

ついて、国内外の

ユーザに対し同対

策に一層貢献でき

る気候変動関連の

衛星データの提供

を行い、政府の方

針に基づく気候変

動対策への協力や

国際協力を推進す

ることにより、衛

星データが気候変

動対応活動の判断

指標や評価指標と

して定着すること

を目指す。 
産業振興及び公

共的な衛星利用分

野の拡大に資する

ため、既存事業の

高付加価値化や新

サービス、新産業

の創出への将来的

な貢献を見据えた

上で、民間事業者

や政府機関等と積

極的に連携してAI
等の革新技術も活

用しつつ、衛星デ

ータの処理・分析

等に係る研究開発

を行い、衛星デー

の向上等に取り組みつ

つ、防災機関や自治体

等へ迅速かつ正確に提

供することで、避難勧

告の発出等の減災に直

結する判断情報として

広く普及させる。また、

海面水温、海氷分布等

の海洋観測や陸域、港

湾、土地被覆分類等の

国土管理の観点におい

ても、データ利用機関

と連携して先進的な衛

星データの利用研究・

実証を進めることで、

衛星データ利用を促進

する。衛星データの提

供に当たっては、複数

の衛星のデータの利用

に即した複合的な形態

とするとともに、必要

な情報を政府、自治体、

国際防災機関等に対し

て、ユーザ活動のタイ

ムラインに沿った現場

が理解しやすい形で伝

えるシステムを構築す

る。 
 
地球規模課題の解決

に向けた気候変動対策

への貢献として、衛星

データが温室効果ガス

削減等の気候変動対応

活動の判断指標や評価

指標として定着するこ

とを目指し、国内外の

ユーザへ気候変動関連

の衛星データの提供を

継続的に行い、政府の

方針に基づく気候変動

対策への協力や国際協

取得する。また、定常運用

を終了し、後期利用を開

始する。 
●ALOS-2 及び小型実証

衛星 4 型（SDS-4）に搭

載した船舶自動識別装置

（以下「AIS」という。）受

信システムの後期利用を

行う。 
●ALOS-2 に搭載した森

林火災検知用小型赤外カ

メラ（CIRC）の後期利用

を行う。 
●気候変動観測衛星（以

下「GCOM-C」という。）

の定常運用を行い、雲・エ

アロゾル、植生、積雪・海

氷分布等に関する観測デ

ータを取得する。 
●超低高度衛星技術試験

機（以下「SLATS」とい

う。）の定常運用を行い、

超低高度における軌道保

持運用、大気密度・原子状

酸素に関するデータ取得

及び高分解能光学観測実

験を実施する。 
●温室効果ガス観測技術

衛星２号（以下「GOSAT-
2」という。）の定常運用を

行い、温室効果ガス等に

関する観測データを取得

する。 
●雲エアロゾル放射ミッ

ション／雲プロファイリ

ングレーダ（以下  
「EarthCARE/CPR」と

いう。）につき、欧州宇宙

機関（ESA）の打上げに向

けた支援、及び地上シス

テムの開発を実施する。 
●先進光学衛星（以下

（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況（例：協定・共同

研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

を受賞し（2020 年 3 月

19 日）、軌道高度はギ

ネス世界記録に認定

された（2019 年 12 月

24 日認定（記録名：最

も低い地球観測衛星

の軌道高度 記録数

値：167.4km））。 
※ LIDAR 

(Light Detection and 
Ranging) はレーザー

光を使った前方のエ

アロゾルによる散乱

光を測定し、乱気流の

検知等を実現する技

術。台風進路予測の精

度向上等の効果が期

待されている。 
 
２．気候変動対策等の

ための衛星利用の推

進 
（１） 気象情報提供

分野におけるJAXA開

発技術の浸透・拡大： 
  静止気象衛星ひ

まわりの観測データ

から、大気浮遊物質の

光学特性を推定する

新しいアルゴリズム

を JAXA が開発し、そ

の開発成果に基づく

「黄砂解析予測図※」

が提供開始され（気象

庁 ホ ー ム ペ ー ジ で

2020 年 1 月 29 日から

開始）、黄砂の予測精

度向上が実現した。広

域を高頻度で観測す

るひまわりの観測デ

ータの活用により、従

来十分には得られな

象衛星ひまわりによる発生源の情報からの黄砂予測精度の向上③温室効果ガス

観測技術衛星「いぶき（GOSAT）」の国際貢献④陸域観測技術衛星２号「だいち

2 号（ALOS-2）」の台風 19 号状況把握・復旧への貢献⑤SAR データによるイン

フラ変位監視ツールの活用推進など、衛星データの利活用が安全保障分野を含め

た幅広い分野に拡大・浸透・定着し、社会における諸課題の解決への貢献につな

がる成果を達成したことは高く評価できる。 
 
○我が国のリモートセンシング衛星が、地球規模の課題解決、開発途上国への支

援・貢献を持続的に推進するためには、技術的に諸外国に対して優位であること、

運用しやすいこと、及びオープンで透明性があることなどにより、国際的に不可

欠な社会インフラとして定着する必要がある。そのためには、国際標準に認定さ

れることが重要である。ロビー活動の推進や重要な国際機関・会議等のトップに

就任するなど、国際的な影響力を増す取組をさらに強化すべきである。 
 
○衛星リモートセンシングは、Society5.0 の実現に向けた大きな鍵となる領域で

ある。衛星、センサ等の開発による取得データの多様化、高精度化はもちろんで

あるが、ユーザの目線に立ったデータの利活用の容易さの確保(ユーザビリティ

の向上)も同時に重要である。 
 
○超低高度軌道利用の開拓・実証について、SLATS ミッションが現行の世界最

低高度での利用に成功し、宇宙の「新領域」を開発した。超低高度軌道での衛星

利用は、空気抵抗等により衛星寿命が短くなるという課題があるため、今後の後

継のミッションにおいては、「最低高度」という記録に挑戦するだけではなく、

この高度でなければならないミッションは何か、それを達成するのに衛星寿命は

どの程度必要か、というような実利用に向けた目標を明確にして研究を推進する

とともに、同軌道の利用需要の掘り起こしや将来の衛星開発への反映等も継続的

かつ積極的に行われることを期待する。 
 
○防災・災害対策の重要性は一段と増しており、諸機関および民間企業とも協力

してサービスの高度化を図ることと共に、国際的な協力関係を発展させることが

期待される。 
 
○数々の成果を創出してきた ALOS-2 もすでに後期利用段階にあり、後継機の

確実な確保が望まれる。 
 
○我が国の産業振興・経済発展のために、リモートセンシング衛星の取得したビ

ッグデータを活用し、社会インフラ・プラットフォーム・サービスを一気通貫で

構築する戦略を民間企業と共同で策定し、推進していただきたい。 
 
○欧州の Copernicus のように、政府衛星データを無償出提供し、かつ事業化に

向けたシードマネーを提供するようなプログラムを、JAXA が主導しながら各省

庁と連携して進める等、大きな枠組みで国としての衛星データ利用を真に拡大



23 
 

タの利便性を向上

させることで衛星

データの利用を促

進する。 
衛星により取得し

た各種データにつ

いて、政府の方針、

海外の動向等を踏

まえ、政府や民間

事業者等と連携

し、幅広い産業で

の利用を見据えて

ビッグデータとし

て適切な管理・提

供を行う。また、政

府の方針等を踏ま

え、衛星の各機能

の統合利用の検討

等も含む先進的な

衛星関連技術の研

究開発を行う。こ

れらの取組によ

り、宇宙利用の拡

大や産業の振興に

貢献する。 

力を推進する。また、

これらの取組を通じて

明らかになったニーズ

を反映し、気候変動の

モニタリング・モデリ

ングの精度向上に資す

る観測センサの性能向

上及び観測データの校

正・検証等に関する研

究開発を行う。 
 
産業振興等の観点か

らは、将来的な既存事

業の高付加価値化や新

サービス、新産業の創

出に貢献するため、AI
等の異分野先端技術に

強みを持つ民間事業者

や政府機関等と連携し

て効率的な衛星データ

処理や新たな情報分析

手法、衛星データの複

合利用化等の研究開

発・実証を行い、衛星

データの利便性を向上

させることで衛星デー

タの利用を促進する。 
 
なお、衛星により取

得した各種データにつ

いて、海外の動向、成

長戦略実行計画 2017
（平成 29 年６月９日

閣議決定）、政府衛星デ

ータのオープン＆フリ

ー化及びデータ利用環

境整備等の政府の方

針・取組等を踏まえ、

政府や民間事業者等と

連携し、必要なデータ

フォーマットやデータ

利用環境等の検討を含

「ALOS-3」という。）の維

持設計及びプロトフライ

トモデルの製作試験を実

施する。 
●先進レーダ衛星（以下、

「ALOS-4」という。）の維

持設計及びプロトフライ

トモデルの製作試験を実

施する。 
●温室効果ガス観測技術

衛星 3 号機（環境省から

の受託による温室効果ガ

ス観測センサ等を含む）

／次期マイクロ波放射計

の開発に着手する。 
 
 
防災機関等の要求に基

づき、ALOS-2 による緊

急観測、並びに ALOS-2 
観測データ及び陸域観測

技術衛星（以下「ALOS」
という。）アーカイブデー

タの提供を行う。また、防

災機関等と連携して、防

災・災害対策における衛

星データの利用研究・実

証を実施し、ALOS-2 等
の衛星の利用促進を行

う。 
国際災害チャータの要

請に対して、ALOS-2 の
観測データ及び  ALOS 
のアーカイブデータを提

供し，その活動に貢献す

る。また、センチネルアジ

アに加盟する機関の連携

を深め、アジアの減災活

動の支援を強化する。 
ALOS-2、ALOS-3 及び 

ALOS-4 等の防災・災害

対策分野での利便性を向

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与し

た民間事業者等に

かった黄砂の主な発

生源（ゴビ砂漠、タク

ラマカン砂漠等）の情

報を用いた黄砂の飛

来予測が実現されて

いる。 
静止気象衛星による

大気浮遊物質（黄砂含

む）の観測データを気

象予測で現業利用し

た世界初の事例とな

る。 
  ※過去・現在・将来

の黄砂の分布を連続

的かつ面的に示すも

のであり、JAXA が開

発したアルゴリズム

による推定データを、

気象庁気象研究所及

び九州大学が開発し

た数値モデルに組み

込み予測する仕組み

で実現されている。 
（２）パリ協定に基づ

く 温 室 効 果 ガ ス

（GHG）排出削減、

SDGs（持続可能な開

発目標）に向けた国際

取組への貢献： 
  2019 年 5 月の気候

変動に関する政府間

パネル（IPCC）総会で

衛星が温室効果ガス

（GHG）排出量の検証

手段の一つとして認

められた事を踏まえ 
2019 年 6 月の地球観

測衛星委員会（CEOS）
GHG ロードマップ会

合をJAXAが事務局と

して開催、2019 年 12
月の国連気候変動枠

し、多分野に応用することを期待する。 
 
○衛星によるリモートセンシングは他の手段では観測が困難な対象にもアプロ

ーチ可能である。今後さらに海洋海面上温度データ、温風データ等が JAXA ホ

ームページなどでリアルタイムに提供され、学術的な機関のみならず、一般に広

く活用されることを望む。 
 
○通信と並び、衛星による地球観測データ利用は、産業利用・収益化が期待でき

る分野であり、安全保障分野での利用との兼ね合いに配慮しつつ、どのような衛

星観測データが産業の観点で必要か等を、利用側の意見を聞きながらニーズを分

析し、例えばベンチャー企業の衛星データも活用したデータ利用ツールの研究開

発やその民間移転なども含め、将来の民間によるビジネス化を推進するととも

に、そのために必要な衛星の低コスト化、小型・軽量化の研究を進めていただき

たい。 
 
○衛星データプラットフォーム「Tellus」は、公開から一年を経過したところで

あり発展途上にあると認識している。徐々に掲載データ数は増加してきたが、今

後更なるデータの充実に努めていただきたい。たとえニーズが少ないと思われる

データであっても、容易に利用可能な形で提供されれば、多種多様な主体が想像

を超えた利活用法を見出すことで、社会課題の解決やビジネスへと繋がる可能性

がある。JAXA 保有データを含めて、データのオープン＆フリー化に積極的に取

り組んでいただきたい。 
 
○実証機会の提供、新事業の創出あるいは民間事業者等との連携・協力の状況な

ど産業振興という観点は、今後に期待する。 



24 
 

む幅広い産業での利用

を見据えたビッグデー

タとしての適切な管

理・提供を行う。また、

衛星の各機能の統合利

用の検討等も含む先進

的な衛星関連技術の研

究開発を行う。 
 
１．２項及び１．６

項の取組実現のため、

以下の衛星等の研究開

発・運用を行うととも

に、これらを通じて明

らかとなった課題を解

決するための先進的な

研究開発にJAXA全体

で連携しつつ取り組

む。 
 
（運用を行う衛星等） 
・温室効果ガス観測技

術衛星（GOSAT） 
・水循環変動観測衛星

（GCOM-W） 
・小型実証衛星４型

（SDS-4） 
・全球降水観測計画／

二周波降水レーダ

（GPM/DPR） 
・陸域観測技術衛星２

号（ALOS-2） 
・気候変動観測衛星

（GCOM-C） 
・超低高度衛星技術試

験機（SLATS） 
 
（研究開発・運用を行

う衛星等） 
・温室効果ガス観測技

術 衛 星 ２ 号 機

（GOSAT-2） 

上させ、これらの衛星デ

ータを避難勧告の発出等

の減災に直結する判断情

報として普及させるた

め、複数衛星のデータの

利用に即した複合的な形

態とするなど、必要な情

報を政府、自治体、国際防

災機関等に対して、ユー

ザ活動のタイムラインに

沿った現場が理解しやす

い形で伝える情報システ

ムの構築に取り組む。 
また、海面水温、海氷分

布等の海洋観測や陸域、

港湾、土地被覆分類等の

国土管理の分野におい

て、データ利用機関と連

携して衛星データの利用

研究・実証を実施し、

GCOM-W 、 GCOM-C 、

ALOS-2 等の衛星の利用

促進を行う。 
GOSAT、GCOM-W、

GCOM-C、GPM/DPR、

GOSAT-2 等、気候変動関

連の観測データの品質保

証及び国内外ユーザへの

提供を継続的に実施し、

政府の方針に基づく気候

変動対策への協力や国際

協力を推進する。また、こ

れらの取組を通じて明ら

かになったニーズを反映

し、気候変動のモニタリ

ング・モデリングの精度

向上に資する観測センサ

の性能向上及び観測デー

タの校正・検証等に関す

る研究を行うとともに、

関係機関や各分野の研究

者等と連携して利用研

よる事業等の創出

数等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 

組条約第 25 回締約国

会議（COP25）ではサ

イドイベントを実施

する等国際取組に継

続的に貢献した。さら

に、これまでの温室効

果ガス観測技術衛星

「いぶき」 (GOSAT) 
の開発及び運用によ

る地球温暖化対策へ

の貢献が評価され、開

発及び運用に中心と

なって関わった JAXA
職員らが「文部科学大

臣表彰 科学技術賞」

を受賞した（2020 年 4
月7日）。2023年、2028
年のグローバル・スト

ックテイクでの衛星

データの効果的な活

用を引き続き推進し

ていく。 
SDGs の実現に向けて

は、2019 年 10 月に

SDG 指標 6.6.1(水関

連生態系範囲の経時

変化)の公式全球デー

タとしてJAXAプロダ

クト等に基づく「全球

マングローブ地図デ

ータ」が UNEP（国連

環境計画）に採用され

ており、関連した国際

取組への貢献を継続

していく。 
（３）国内外における

全 球 降 水 マ ッ プ

（GSMaP）の普及・定

着化  
 ① JAXA が開発し

た衛星観測による衛

星 全 球 降 水 マ ッ プ
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GOSAT ミッション

を発展・継承させ、

温室効果ガスの濃度

分布、吸収排出量の

高精度算出・推定を

行う。 
・雲エアロゾル放射ミ

ッション /雲プロファ

イ リ ン グ レ ー ダ

（EarthCARE/CPR） 
世界初の衛星搭載

用ドップラー計測機

能を有する雲プロフ

ァイリングレーダ

（CPR）を国立研究

開発法人情報通信研

究機構（NICT）と協

力して開発し、欧州

宇宙機関（ESA）が

開 発 す る 衛 星

EarthCARE に相乗

り搭載することによ

り、全地球上で雲の

鉛直構造等の観測を

行う。 
・ 先 進 光 学 衛 星

（ALOS-3） 
ALOS の光学ミッシ

ョンを発展・継承さ

せ、分解能１ｍ以下

で日本全域を高頻度

に観測し、防災・災

害対策、地図・地理

空間情報の整備・更

新等、様々なニーズ

に対応する。 
・ 先 進 レ ー ダ 衛 星

（ALOS-4） 
ALOS-2 の L バン

ド SAR ミッション

を発展・継承させ、

広域・高分解能観測

究・実証を実施する。さら

に、EarthCARE/CPR な
ど開発段階の衛星につい

ても、利用研究・実証に向

けた準備を行う。 
衛星リモートセンシン

グを活用した地球観測の

国際的な取り組みについ

て、欧米・アジア各国の関

係機関、国際機関等との

協力を推進するととも

に、地球観測に関する政

府間会合（GEO）や地球観

測衛星委員会（CEOS）等

の国際的な枠組みの活動

を通じて、社会課題の解

決に資する衛星リモート

センシングデータの利用

を推進する。また、国連が

掲げる持続可能な開発目

標（SDGs）の実現に向け

た活動等、国際的課題に

対して衛星リモートセン

シングデータを活用する

取組を政府及び国際機関

等と協力して進める。

GOSAT、GOSAT-2 等の

衛星データが、パリ協定

に基づく温室効果ガス削

減の評価指標として国際

的に利用されるように、

国内外の関係機関と協力

して取り組む。 
衛星リモートセンシン

グデータの高付加価値化

や、新たなサービスの創

出による産業振興、衛星

データの社会実装を進

め、さらにそれらが包括

されて衛星データが社会

活動に不可欠となる状態

を目指し、国内外の複数

（GSMaP）※のデー

タが、国連及び世界気

象機関（WMO）による

2019 年の年次声明に

おけるオーストラリ

ア干ばつの記載の中

で活用された（2020 年

3 月 10 日公開）。WMO
が日本の衛星データ・

プロダクトを活用し

て声明を示した事例

は稀であり、気象学研

究におけるJAXA衛星

データの信頼性が、権

威ある国連の気象機

関から国際的に示さ

れることになった。引

き続き異常気象等の

地球環境変動の継続

的な監視とメカニズ

ム解明に貢献する。 
 ※GSMaP は、水循

環変動観測衛星「しず

く」（GCOM-W）、GPM
主衛星（日米共同開発

の降水観測衛星）等の

観測データの組合せ

により実現。 
 
   ② 昨年度まで、ア

ジア太平洋地域、欧

州、アフリカ地域を対

象 領 域 と し て い た

JAXA の世界の雨分布

リ ア ル タ イ ム

（GSMaP_NOW）に

ついて、2019 年 6 月

26 日より、アメリカの

静止気象衛星「GOES」
のデータを追加し南

北アメリカ大陸や太

平洋島しょ国も対象
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に必要な技術開発を

行い、継続的かつ高

精度な監視を実現す

ることで、全天候型

の災害観測、森林観

測、海氷監視、船舶

動静把握等への活用

を図る。 
また、受信エリア

の狭帯域化、同時受

信した複数エリア信

号処理技術を用いる

ことで広域観測性を

維持しつつ、船舶密

集域の検出率向上を

図る世界初となる船

舶 自 動 識 別 装 置

（AIS）を開発し搭

載する。 
・高性能マイクロ放射

計２後継ミッション 
高性能マイクロ波放射

計２（AMS 令和２）の

後継となる次期マイク

ロ波放射計を開発し、

温室効果ガス観測技術

衛星３号機（GOSAT-
3）に相乗り搭載する

ことにより、気象予報・

漁業情報提供・海路情

報・食糧管理等の実利

用機関や、極域の海氷、

エルニーニョ・ラニー

ニャ現象、異常気象等

の地球環境変動の継続

的な監視とメカニズム

解明に貢献する。 

衛星データを複合的に利

用したプロダクト及び成

果の提供や、観測データ

と予測モデルを組み合わ

せる等の利用研究に取り

組む。 
衛星により取得した各

種データについて、成長

戦略実行計画 2017（平成 
29 年６月９日閣議決定）

や政府関係機関移転基本

方針（平成 28 年３月ま

ち・ひと・しごと創生本部

決定）、海外の動向、並び

にオープン＆フリー化、

データ利用環境整備等の

政府の方針・取組等を踏

まえ、幅広い産業分野で

の利用を見据えた適切な

データ管理・提供を行う。 
ALOS 搭載  AVNI 令

和２  及び  PALSAR の
観測データを全数処理

し、公開するとともに、政

府が整備するデータ利用

プラットフォームへの当

該データの提供を進め

る。 
先進光学衛星（ALOS-

3 ・ 先 進 レ ー ダ 衛 星

（ALOS-4）の後継機ミッ

ションの在り方の検討に

ついて、関係府省と協力

して取り組む。 

となった。これによ

り、世界中の雨の様子

をリアルタイムにウ

ェブ上で閲覧できる

ようになった。今年度

は、本領域拡張の効果

や台風被害頻発の影

響もあり、GSMaP の

普及が進んだ（事実、

2019 年 7 月から 10 月

まで継続して GSMaP
の PV(ページビュー)
数は約 11 万に増加し

（領域拡張前の 2019
年 5 月は約 7 万）、特

に日本域で台風被害

が顕著だった 2019 年

10 月には約 15 万とな

った。） 
 ③ また、GSMaP の

開発の中心となった

JAXA 研究者らが、こ

れまでの GSMaP の開

発と社会での実利用

推進に関わる取組が

社会における多大な

る貢献をしたと評価

され、「日本気象学会 

岸保・立平賞」を受賞

※した（2019 年 5 月

16 日）。 
 ※日本気象学会に

よる気象学及び気象

技術の学術的あるい

は技術的成果をもっ

て社会に多大なる貢

献をなしたものに対

する顕彰。 
 
３．衛星合成開口レー

ダ（SAR）によるイン

フラ点検の低コスト
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化に貢献するインフ

ラ変位モニタリング

技術の実用化推進 
JAXA が開発した、

衛星 SAR データによ

り大規模なインフラ

の変動を mm 単位で

解析可能なモニタリ

ングツール（ANATIS）
については 、国土交

通省が公共工事等で

の新技術の利活用促

進のために運用して

いる新技術情報提供

システム（NETIS）に

2019 年 7 月 8 日に登

録された。さらに 2019
年度は、同技術を広く

普及展開し、社会実装

することを目指し、商

業利用について公募

を実施し、民間事業者

5 社との利用許諾契約

を締結する等、研究開

発成果の実利用化を

進め、新たな衛星デー

タ利活用市場を拓い

た。また、日本国内の

社会資本のメンテナ

ンスに係る優れた取

組、技術開発として認

められ、「インフラメ

ンテナンス大賞 情報

通信技術の優れた活

用に関する総務大臣

賞」を受賞した（2019
年 9 月 30 日）。 
 
４． 防災・災害対策に

おける衛星利用の浸

透 
陸域観測技術衛星 2
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号「だいち 2 号」

（ALOS-2）の災害時

等の活動実績を踏ま

え、人工衛星は、2017
年度に「防災基本計

画」（中央防災会議決

定）に情報収集手段の

一つとして位置づけ

られており、ALOS-2
等のJAXA衛星が広く

活用されている。2019
年度に発生した台風

15 号、台風 19 号、千

葉豪雨災害等でも、

ALOS-2 による緊急観

測を実施し、栃木県佐

野市、長野県、岩手県

等の状況把握・復旧に

活用された。特に台風

19 号では、「従来にな

い対応として発災前

に」国際災害チャー

タ、センチネルアジア

※の国際協力体制を

発動し、発災当日から

の観測・データ収集に

より一刻を争う災害

対応の更なる迅速化

を実現した。 
  ※国際災害チャー

タ：大規模災害時に宇

宙機関の衛星データ

をユーザーに提供す

る国際協力の枠組み。

126 か国が参加（2020
年 3 月末時点）。 
 ※センチネルアジ

ア：アジア太平洋域の

自然災害の監視を目

的とした国際協力プ

ロジェクト。28 か国／

地域が参加（2020 年 3
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月末時点）。 
 
５．政府の宇宙政策と

の協調・連携とユーザ

ー（政府、民間）によ

る衛星データ利用拡

大  
（１）2019 年度は、経

済産業省が開発を主

導する衛星データプ

ラ ッ ト フ ォ ー ム

「Tellus（テルース）」

で公開するJAXA衛星

データの拡大（SLATS
観測画像の公開開始

（2019 年 5 月 15 日）、

気候変動観測衛星「し

きさい」（GCOM-C）デ

ータの公開開始（2019
年 12 月 11 日））、国立

環境研究所ホームペ

ージを通じたJAXA衛

星データ（GOSAT-2デ

ー タ ） の 公 開 開 始

（2019 年 8 月 5 日）

など、衛星データの普

及に向けた対応を強

化し、新規ユーザーの

利用等を促進した。 
  JAXA 自ら公開す

る衛星データの利活

用は近年増加傾向に

あり※1、さらなる普

及を目指す。また、衛

星データを利用する

省庁を含む対外機関

との連携を強化しな

がら※2、共同研究・実

証等を通じた衛星デ

ータの利便性向上に

継続的に取り組むこ

とで、引き続き衛星デ
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ータの利用拡大を促

進していく（一例とし

て、2019 年度には農林

水産省と衛星データ

利用促進に係る協力

協定を締結しており、

農林水産省では衛星

データを活用した世

界の主な作物の収穫

状況予測システム構

築が進められている。

行政機関での利用拡

大も促進していく。） 
 
  ※１ 全球高精度

デ ジ タ ル 3D 地 図

（ALOS World 3D）に

は 181 か国、約 36,000
ユーザーが登録され

（2020 年 3 月末時

点 ）、年間約 10,000 ユ

ーザー増の傾向にあ

り、GSMaP には 128
か国、約 5,800 ユーザ

ーが登録され（2020 年

3 月末時点）、年間約

1,000 ユーザー増の傾

向にある。 
 
    ※２ 2019 年度

末時点までに 8 府省庁

47 部署と衛星データ

の活用や推進に関す

る協力協定等を締結。 
 
 
（２）2019 年度から開

発に着手した GOSAT-
GW だ け で な く 、

ALOS-3、ALOS-4 の

開発を確実に進める

とともに、高分解能リ
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モートセンシング衛

星シンポジウム（2019
年 5 月開催。衛星デー

タ 提 供 、 情 報 解 析

（IoT,AI 等）を含む幅

広い業種から約380名

が参加。立ち見がでる

ほど盛況。）、GCOM 衛

星利用シンポジウム

（2019 年 12 月開催。

水産分野、農業分野、

大学等の研究機関、気

象サービス会社等か

ら約 350 名が参加。活

発な議論がされ成功

裏に終了。）等を通じ、

衛星データ利用を促

進し、将来的な既存事

業の高付加価値化、新

サービスの創出に向

けた取組を継続的に

実施した。 
 
 
 

 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、受託契約に伴う支出の増。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．３ 衛星通信 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
国土強靱化基本計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 11,850,050 6,683,068       
        決算額（千円） 14,266,992 8,265,342      

         経常費用（千円） － －      
         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 29 27      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．３．衛星通信 
 

衛星通信は、安全

保障関係機関の迅

速な情勢判断や指

揮に資する情報共

有手段として活用

されるなど安全保

１．３．衛星通信 
 
これまでに技術

試 験 衛 星 Ⅷ 型

（ETS-Ⅷ）、データ

中継衛星(DRTS) 、
超高速インターネ

ット衛星（WINDS）

１．３．衛星通信 
我が国の宇宙産

業の振興及び安全

保障への貢献を目

的として、国際競争

力を持つ次世代の

通信衛星バス技術、

光衛星間通信技術

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

実現に貢献する取

１．光データ中継衛星

については、今後のリ

モートセンシング衛星

の⾼度化・⾼分解能化

に対応するため、デー

タ中継⽤衛星間通信機

器の⼤幅な⼩型化・軽

量化・通信⼤容量化を

実現する光衛星間通信

技術を⽤いた静⽌軌道

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
我が国の宇宙産業振興及び

安全保障への貢献を目的とし

て、国際競争力を持つ次世代

の通信衛星バス技術及び光衛

星間通信技術の実証に向けた

通信衛星の開発に取り組んだ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされており、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認

できたため。 
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障にとって重要と

なる一方で、傍受や

通信妨害などの脅

威・リスクも増大し

ており、安定的な通

信を確保していく

ためにも通信の秘

匿性や抗たん性の

向上が必要とされ

ている。また、衛星

通信は、国民生活・

社会経済活動にお

いても不可欠な存

在となっており、近

年の通信大容量化

等のニーズに対応

して、衛星通信技術

の高度化が求めら

れている。商業通信

衛星市場は世界の

衛星市場の大半を

占め、今後も新興国

の需要拡大も含め

将来の市場成長が

見込まれることか

ら、通信衛星システ

ムの海外展開は我

が国の経済成長に

大きく貢献し得る

ものである。しか

し、大容量通信衛星

の技術開発につい

て、我が国の国際競

争力は欧米に比べ

劣後しており、我が

国の商業通信衛星

シェアも低い状況

にある。また、小型

衛星通信網による

新たなビジネスも

計画されており、そ

の動向にも注視し

等の研究開発・運用

を通じ、衛星通信に

係る技術への高い

信頼性を実績とし

て示したことで、我

が国の民間事業者

による受注が拡大

してきた。一方、商

用市場で進みつつ

ある静止通信衛星

のハイスループッ

ト化への対応が課

題となっている。 
また、DRTS によ

り衛星間通信技術

を実証するに至っ

たが、今後の地球観

測衛星は高分解能

化・大容量化に向か

っており、防災・災

害対策をはじめと

するユーザから、高

速宇宙通信インフ

ラの構築が求めら

れている。 
上記の取組を通

じて得た技術知見、

ユーザニーズの他、

将来の情報通信技

術等の動向も踏ま

えつつ、今後の衛星

通信に関する研究

開発を推進するこ

とが重要である。 
このような背景

を念頭に、今中長期

目標期間において

は、我が国の宇宙産

業の振興の観点か

ら、民間事業者が

2020 年代に世界の

静止軌道における

の実証に向け、通信

衛星の開発を行う。

具体的には以下を

実施する。 
●光データ中継衛

星及び光ターミナ

ルのプロトフライ

トモデルの製作・試

験を実施した後、打

上げに向けた準備

作業を行う。 
●技術試験衛星  9 
号機の詳細設計及

びエンジニアリン

グモデルの製作・試

験を行う。 

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災

関係機関等の外部

衛星⽤ターミナルとし

ての開発を進めてい

る。 
2019 年度には、衛星シ

ステムのプロトフライ

ト試験(システム PFT)
を実施するとともに、

光ターミナルのプロト

フライトモデル(PFM)
の製作・試験を実施し、

地上システムについて

も、現地据付後の総合

試験まで実施するな

ど、静⽌軌道、低軌道及

び地上を統合したデー

タ中継衛星システムの

構築、並びに通信速度

1.8Gbps の衛星間通信

技術の実現に向けた開

発を進めている。 
 
２．技術試験衛星 9 号

機(ETS-9)については、

国際競争⼒強化 (2020
年代に世界の商業衛星

市 場 で ㇐ 定 シ ェ ア

(10%：年間 2 機以上の

受注)を獲得)の観点か

ら、JAXA では、全電化

衛星技術、⼤電⼒化技

術、⾼排熱技術、静⽌

GPS 受信機による⾃律

軌道制御技術等の新規

開発技術を取り⼊れた

次世代静⽌通信衛星バ

スを実現することを⽬
的として開発を進めて

いる（総務省・情報通信

研究機構が通信機器の

開発を担当。）。 
2019 年度には、サブシ

ステム及びシステム詳

細設計とエンジニアリ

ングモデルの開発を進

めた。 
 なお、これまでの全

電化衛星技術および大

電力化・高排熱技術の

成果により、同等規模

の従来の JAXA 化学推

進衛星に比べて、衛星

打上質量に対する搭載

ことで、年度計画で設定した

業務を計画通り実施した。 
  
 
 

＜評価すべき実績＞ 
○光データ中継衛星や技術試験衛星９号機など、開発中の通信技術衛星について、着

実に開発が進んでいる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○通信衛星は既に商業化が進んでいる分野であるため、法人と民間企業との役割分

担及び法人による研究開発の意義、諸外国の技術や事業との優位比較を明確にした

上で、目標及び定量的な KPI を設定し、その成果を評価することが重要である。 
 
○令和２年６月 30 日に閣議決定された宇宙基本計画において、衛星通信に関する革

新的基盤技術開発の必要性が明記されたことを踏まえ、令和２年度以降は重点的に

技術開発等を推進し、顕著な成果を上げることを期待する。 
 
○測位・地球観測・通信等は、安全保障・産業振興・環境保護・災害時支援等におい

て、国際的に不可欠な社会インフラとなってきており、さらにこれらの衛星が取得し

たビッグデータを活用し、新たなビジネスの創出と積極的な海外展開により、各国が

国際的な影響力を高める時代に突入している。我が国の産業振興・経済発展・国際貢

献を実現するためには、宇宙空間における「社会インフラ」・「プラットフォーム」・

「商品・サービス」を一気通貫で構築する戦略を民間企業と共同で策定し、推進する

ことが急務である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○通信技術はデジタル社会を構築・発展させるための要の技術である一方、今後の人

工衛星の発展においても、センサの高度化・高分解能化が見込まれる中、衛星通信技

術は、国民生活・社会経済活動において不可欠な存在となっており、超高速、大容量、

低消費電力、低遅延など国際競争は一段と激化している。 
早急に我が国の衛星通信技術の国際水準に対するポジションを明確にし、キャッチ

アップからさらにトップランナーになるまでの計画を策定・実行し、着実な技術開発

を推進していただきたい。 
 
○衛星通信は様々な観点から、今後ますます重要性が増すことが予想される一方、我

が国の衛星通信技術は、国際的には遅れが目立つ現状である。この一因として、「2～
3 トン級の衛星規模でありながら、デジタルペイロードを搭載し、100～200Gbps の

スループットと、サービスのフレキシビリティを両立する Small Flex HTS」という

世界的なトレンドに対する解を十分に持ち合わせていないことがあると考えられ

る。2～3 トン級の Small Flex HTS に搭載可能で、高速かつフレキシブルな通信サ

ービスを実現するデジタルペイロードに対する解を ETS-9 で示してもらい、衛星通

信分野における我が国の産業競争力の強化という目標が維持できていることを明ら

かにしてもらいたい。また、産業化に向け、技術のみならずコスト目標を設定すると

ともに、ETS-9 開発後の改良、経済化に向け、通信衛星の市場動向や時間軸という

視点も重視しながら今後の開発ロードマップを検討いただきたい。 
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ていく必要がある。 
このため、我が国

の安全保障や産業

の振興の観点から、

衛星通信技術に関

する先進的な研究

開発等を行う。製造

事業者のみならず

最終的なユーザと

なる衛星通信サー

ビス事業者とも連

携して、世界的な技

術開発、ビジネス動

向及び利用ニーズ

の把握に努め、国立

研究開発法人情報

通 信 研 究 機 構

（NICT）をはじめ

とする官民関係者

との適切な役割分

担の下、研究開発を

行う。これらの取組

により、我が国の先

進的かつ革新的な

衛星通信システム

を実現し、衛星通信

技術の国際競争力

を強化することで、

2020 年代における

世界の商業通信衛

星市場において、我

が国の民間事業者

が現状より多くの

シェアを獲得する

ことに貢献する。 
また、我が国の安全

保障の確保及び産

業の振興への貢献

を目指し、データ伝

送の秘匿性向上も

念頭に光衛星間通

信技術の研究開発

商業通信衛星市場

での１割以上のシ

ェアを獲得するこ

とに貢献するため、

製造事業者のみな

らず衛星通信サー

ビス事業者とも連

携して、世界的な技

術開発、ビジネス動

向及び利用ニーズ

の把握に努め、国立

研究開発法人情報

通 信 研 究 機 構

（NICT）をはじめ

とする官民関係者

との適切な役割分

担の下、電気推進技

術、高排熱技術、静

止 GPS 受信機技術

等をはじめとする

国際競争力を持っ

た次世代の通信衛

星バス技術の研究

開発及び実証を行

う。 
また、我が国の安

全保障への貢献及

び産業の振興への

貢献を目指し、大容

量のデータ伝送を

実現するため、デー

タ伝送の秘匿性向

上も念頭に光衛星

間通信技術の研究

開発及び光データ

中継衛星、先進光学

衛星（ALOS-3）等に

よる軌道上実証を

行う。 
 
 上述の取組の実

現のため、以下の衛

との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 
 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

ペイロード比率を 1.5
倍以上に高めることが

可能となっている。こ

れにより、ペイロード

の追加搭載が可能とな

ることから、民間事業

者による ETS-9 の有効

活用方策に関する公募

を行い、軌道上デブリ

等の状況を把握する静

止軌道光学モニタを搭

載することとした。 

○市場動向やスピードをとらえ、ETS プログラムの技術実証ペースを上げるために

も、ETS の小型化により開発・実証期間を短縮して、低コストで頻度を上げていた

だきたい。ワンサイクル早いスピード感のスキームに変えていくべきである。 
 
○5G や IOT 利用に対応する HTS や光通信衛星が期待されている。宇宙ベンチャー

が小型衛星で事業を進めている中、先を見越した、革新的な開発が望まれる。 
 
○引き続き最新通信衛星技術の開発、衛星の光通信技術開発を着実に進めることが

望まれる。特に、利用ユーザ衛星側に搭載する光通信機器は十分に小型・軽量化・低

価格化することが望まれる。高性能だけを追求することなく、利用者側からの観点を

常に意識して開発することが望まれる。 
 
○公募により静止衛星光学モニタを搭載しミッション追加を行うことは好事例であ

る。打ち上げに向け、着実な開発が望まれる。 
 
○将来の衛星通信の方向性の一つとして、低軌道小型通信衛星コンステレーション

が世界で推進されており、安全保障分野でも、商用小型通信衛星コンステレーション

の活用が検討されている。JAXA においても、小型通信衛星についての研究を更に推

進していただきたい。 
 
○研究開発に過度に徹しており、商用での利活用の促進についての側面が弱いとこ

ろがあるのではないか。経済産業省と連携して、市場動向も加味し、社会実装が進む

ように進めていただきたい。また、低軌道衛星は、衛星コンステレーションが主戦場

になっており、OneWeb のような民間企業が中心で展開している領域である。ここ

で研究開発を行っている技術をどのように社会実装していくのか、各府省と連携し

てプランを作成し、実行する必要があるのではないか。 
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及び実証を行い、大

容量のデータ伝送

を実現する。 

星等の研究開発・運

用を行うとともに、

これらを通じて明

らかとなった課題

を解決するための

先進的な研究開発

に JAXA 全体で連

携しつつ取り組む。 
 
（運用を行う衛星

等） 
・超高速インターネ

ット衛星（WINDS） 
 
（研究開発・運用を

行う衛星等） 
・光データ中継衛星 
今後のリモート

センシング衛星

の高度化・高分解

能化に対応する

ため、データ中継

用衛星間通信機

器の大幅な小型

化・軽量化・通信

大容量化を実現

する光衛星間通

信技術を用いた

静止軌道衛星用

ターミナルとし

ての光データ中

継衛星を開発す

る。 
・技術試験衛星９号

機 
国際競争力強化の

観点から、大電力化

技術、高排熱技術、

全電化衛星技術、静

止 GPS 受信機によ

る自律軌道制御技

術等の新規開発技

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の
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術を取り入れた次

世代静止通信衛星

バスを開発する。 

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 
 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、受託契約に伴う支出の増。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．４ 宇宙輸送システム 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0260、0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

H-IIA/B ロ

ケット打上

成功率（通

算） 

－ 97.9% 98.0％ 

     予算額（千円） 47,187,546 53,937,016      
決算額（千円） 47,111,693 45,481,274      
経常費用（千円） －       
経常利益（千円） －       

イプシロン

ロケット打

上成功率（通

算） 

－ 100% 100% 

     行政コスト（千円） －       
従事人員数 150 157      
 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．４．宇宙輸送シ

ステム 

 

我が国の安全保

障の確保への貢献

の観点から、宇宙輸

送システムは、我が

１．４．宇宙輸送シ

ステム 

 

我が国が安全保

障の確保のため自

立的な宇宙輸送能

力を切れ目なく保

１．４．宇宙輸送シ

ステム 
 
（１）液体燃料ロケ

ットシステム 
H3 ロケットに

ついては、我が国の

＜評価軸＞ 

【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 

○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

【自立的な宇宙輸送能

力の拡大】 

1. H3 ロケットプロジ

ェクト開発 

①政策文書「新型基幹

ロケット開発の進め

方」(2014 年 4 月 3 日、

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
2020 年度の初号機打上げに

向けて開発を進めている H3
ロケットについては、第１段

エンジン燃焼試験、厚肉タン

ク燃焼試験（BFT）等開発試

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされており、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認

できたため。 
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国が必要とする時

に、必要な人工衛星

等を、自立的に宇宙

空間に打ち上げる

ために不可欠な手

段であり、基幹ロケ

ット及び当該産業

基盤の維持・発展に

向けた継続的な取

組により宇宙輸送

能力を切れ目なく

保持する。 

現行の H-IIA/H-

IIB ロケットについ

て、国際競争力を強

化しつつ、継続的な

信頼性の向上や基

盤技術の維持、射場

設備を含む施設設

備の効率的かつ効

果的な維持管理等

により、世界最高水

準の打上げ成功率

とオンタイム打上

げ率を維持しつつ、

国内外の衛星打上

げ需要に確実に対

応する。 

さらに、現行の H-

IIA/H-IIB ロケット

と比して、より多様

なユーザのニーズ

に対応し、打上げ費

及び設備維持費が

安価な H3 ロケット

を着実に開発し、低

コスト化を早期に

実現するとともに、

民間事業者による

衛星打上げサービ

スへの移行を速や

かに完了し、我が国

持することを目的

に、次のとおり基幹

ロケット及び産業

基盤の維持・発展に

資する研究開発を

行う。さらに、将来

にわたって、商業的

に我が国の宇宙輸

送サービスが一定

の需要を獲得し、我

が国の自立的な宇

宙輸送能力が民間

事業者を主体とし

て継続的に確保で

きるよう、次のとお

り宇宙輸送システ

ムの国際競争力強

化に向けた研究開

発を行う。この際に

は、複数衛星の打上

げなど、将来の打上

げ需要に柔軟に対

応できるように取

り組む。 

 

 

（１）液体燃料ロケ

ットシステム 

新型基幹ロケッ

トである H3 ロケッ

トについては、低コ

スト化やユーザの

利便性向上等を図

ることで、我が国の

自立的な打上げ能

力の拡大及び打上

げサービスの国際

競争力強化に資す

るよう、打上げサー

ビス事業を行う民

間事業者と連携し

つつ、ロケットの機

自立的な打上げ能

力の拡大及び打上

げサービスの国際

競争力強化に資す

るため、システムの

簡素化等を講じつ

つ、2020 年度の試

験機初号機の打上

げを目指し、ロケッ

トの機体と地上シ

ステムを一体とし

た総合システムと

して維持設計を行

い、第１段エンジン

及び固体ロケット

ブースターの試験

等を継続するとと

もに、試験機初号

機・試験機 2 号機

の実機製作及び打

上げ関連施設・設備

の整備を進める。ま

た、H3 ロケットの

成熟度向上といっ

た開発成果を早期

に確実なものとす

るため、初期運用段

階における対応計

画等の取組みの具

体化を進める。 
H-IIA/H-IIB ロ

ケットについては、

一層の信頼性の向

上を図るとともに、

部品枯渇に伴う機

器等の再開発を引

続き進め、開発した

機器を飛行実証す

る。打上げ関連施

設・設備について

は、効率的かつ効果

的な維持・老朽化更

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 

＜評価指標＞  

（成果指標） 

○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 

（マネジメント等

指標） 

○安全保障・防災

宇宙政策委員会)で定

められた、(1) 自立性

の確保、及び(2) 国際

競争力のあるロケット

及び打ち上げサービ

ス、の実現に向けて進

めている「H3 ロケット」

については、エンジン

燃焼試験等開発試験な

らびに維持設計を進

め、2020 年度試験機初

号機の打上げを目指し

て着実な開発を実施し

た。 

②主要な開発進捗とし

ては、新規開発で最も

開発リスクが高い第一

段推進系に関して、エ

ンジン（LE-9）燃焼試験

を、種子島宇宙センタ

ーにおける H-IIA、B 打

上げ作業と開発試験を

狭域射場内で両立さ

せ、機能・性能の確認に

必要なデータを取得し

たのち認定試験を開始

するとともに、タンク

とエンジンを組合せた

第 1 段厚肉タンクステ

ージ燃焼試験エンジン

に関しては 2 基形態に

続き、3基形態での試験

を完了し推進系の設計

を確定した。また、固体

ロケットブースター

（SRB-3）の実機大地上

燃焼試験、第 2 段エン

ジン LE-5B-3 等各種認

定試験を完了し、姿勢

制御系・構造系・推進系

などの主要サブシステ

ムにおいて設計を確定

験ならびに維持設計を着実に

実施し、種子島宇宙センター

で実施する地上総合試験

（GTV）に向けての技術的準

備を整え、当初の予定通りの

打上げに向けて開発を進捗さ

せた。イプシロンロケットに

関しては、H3 ロケットとのシ

ナジー効果を発揮し国際競争

力を強化する総合システム

（ロケット、地上システム）

のシステム定義審査（SDR）

を完了し開発に移行した。ま

た、宇宙基本計画工程表に計

画された政府の安全保障衛星

打上げを含む基幹ロケット

(H-IIA/B)の確実な打上げ成

功により、世界トップ水準の

成功率 98.0％を維持する等、

年度計画で設定した業務を計

画通り実施した。  

 
＜評価すべき実績＞ 
○H3 ロケットの着実な開発を推進するとともに、開発と並行して、２機の政府衛星

及び宇宙ステーション補給機の輸送に成功し、我が国の高水準の打上げ成功率を維

持した。 
 
○イプシロンロケットについて、サービス事業を将来的に行う民間企業を選定する

等、民間移管に向けた取組を着実に実施している。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○打上げ延期に繋がる設備不具合が発生したことを踏まえ、打上げに係る射場設備

等インフラが事業の遂行には欠くことのできない重要なインフラであるということ

を再認識した上で、再発防止に向けた保全・設備更新の抜本的な見直しを長期的な視

点で行う必要がある。 
 
○国際的な競争力のベンチマークとして、打上げ価格は、国民への説明責任という視

点からも重要なものである。海外の輸送システムとコスト競争を含めた数値データ

が提示されないと適切な評価を行うことができない部分があるため、民間事業者の

サービス事業拡大を阻害しない範囲で、単位重量当たりの目標値や国際比較など、提

示できる指標を再考することを求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○安定的な輸送実績は高く評価できる。現在の国産ロケットの成功率やオンタイム

打上げは世界最高水準で評価が高い。令和２年７月に UAE の火星探査機が打ち上げ

られたが、UAE が日本のロケットで打ち上げることを選択したことからも国際社会

における評価が高いことが理解できる。H3 ロケット、イプシロンロケットの開発の

着実な進捗と、コスト削減への努力も評価できる。我が国の基幹ロケットを切れ目な

く運用できるよう引き続き取り組んでいただきたい。 
 
○H3 ロケットがスムーズに運用され、衛星打上げのハードルがより低くなる世界が

実現するとともに、民間の宇宙輸送の取組・ビジネス拡大に JAXA が引き続き支援

することを期待する。 
 
○令和２年度に予定されている H3 ロケットの打ち上げを成功させるとともに、HⅡ

-A/B の高い打上げ成功率、オンタイム率を維持しつつ、本来の開発目標である低コ

スト化を実現させるための道筋を明確にする必要がある。ビジネス化時のコスト要

因分析等も併せて進めていただきたい。 
 
○イプシロン S の開発を着実に進めるとともに、開発目標である「国際競争力の強

化」の実現に向けた取組を進める必要がある。 
 
○アルテミス計画における月への宇宙輸送に貢献するため、日本が有する H3 ロケ
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の自立的な打上げ

能力の拡大及び国

際競争力の強化を

図る。開発完了後

も、射場設備を含む

施設設備の適切な

維持管理等により、

継続的な打上げ成

功に貢献する。ま

た、H3 ロケットの開

発と並行して、我が

国の宇宙輸送技術

の継続的な向上の

ための研究開発を

推進し、我が国の宇

宙事業の自立性の

維持、国際競争力強

化及び経済性の向

上に貢献する。 

戦略的技術とし

て重要な固体燃料

ロケットシステム

であるイプシロン

ロケットについて

は、継続的な信頼性

の向上や基盤技術

の維持、施設設備の

適切な維持管理等

により着実な打上

げを続けるととも

に、H3 ロケットとの

部品の共通化等、シ

ナジー効果を発揮

する開発及び飛行

実証を行い打上げ

費を低減する。これ

らの取組により、国

際競争力を強化し、

国内外の多様な需

要に柔軟かつ効率

的に対応できるよ

う民間事業者によ

体と地上システム

を一体とした総合

システムとして着

実に開発し、低コス

ト化を早期に実現

するとともに、打上

げサービス事業へ

の移行を完了する。 

また、民間事業者を

主体とした衛星打

上げサービスとし

て H3 ロケットの運

用が安定するまで

の間、初期運用段階

として成熟度向上

等の対応を図ると

ともに、更なるコス

ト効率化を図り、国

際競争力強化に向

けた研究開発を行

う。 

さらに、上述のロケ

ット開発と並行し

て、更なる国際競争

力強化のため、ロケ

ット第一段の再使

用化など宇宙輸送

技術の高度化に向

け た 研 究 開 発 に

JAXA 全体で連携し

つつ取り組み、民間

事業者と連携して

実用化に向けた計

画検討を行う。 

現行の H-IIA/H-IIB

ロケットについて

は、H3 ロケットに円

滑に移行するまで

の間、国際競争力を

強化しつつ、世界最

高水準の打上げ成

功率とオンタイム

新及び運用性改善

を行う。 
 
 
（２）固体燃料ロケ

ットシステム 
戦略的技術とし

て重要な固体燃料

ロケットシステム

であるイプシロン

ロケットについて、

5 号機に向けた搭

載検討および機体

製造を実施する。打

上げ関連施設・設備

については、効率的

かつ効果的な維持・

老朽化更新及び運

用性改善を行う。 
また、イプシロン

ロケットと H3 ロ
ケットとのシナジ

ー対応開発につい

て 、 H- IIA/H-IIB 
ロケットから  H3 
ロケットへの移行

の際のイプシロン

ロケットの切れ目

のない運用を可能

とし、民間事業者主

体の打上げサービ

ス事業化を見据え

たイプシロンロケ

ットの国際競争力

強化を実現するた

め、シナジー対応開

発に着手する。 
また、上記（１）

及び（２）の取組と

並行して、産業振興

の観点から、自律飛

行安全システム等

関係機関等の外部

との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 

 

＜評価軸＞ 

【宇宙利用拡大と

産業振興】 

○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 

＜評価指標＞ 

（成果指標） 

○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

し、試験機初号機の製

造を進めた。これらに

より、次年度の種子島

宇宙センターにおける

H3 ロケットの地上総合

試験（GTV）に向けて技

術的準備が整い、当初

の計画通り 2020年度打

上げに向けて開発を進

捗させた。  

③また、プロジェクト

の開発と平行して、多

様化する国際打上げ市

場（全電化衛星や小型

コンステレーション衛

星等の台頭等）へ柔軟・

迅速に対応するため、

第 2 段エンジンの複数

回着火による複数軌道

への投入、複数衛星搭

載用アダプタ等の開

発、次期 ISS 補給機

（HTV-X）への対応開発

の検討に加え、NASA が

主導する月近傍ゲート

ウエイ構想における H3

ロケットによる補給機

打上げ形態等、発展性

の検討を進めた。 

2.イプシロンロケット

と H3ロケットのシナジ

ー対応開発 

①小型ロケット技術の

継承、小型衛星打上げ

手段早期獲得、固体ロ

ケット空白期間極小化

のため、2段階開発で進

めているイプシロンロ

ケットについては、宇

宙基本計画工程表に、

H-IIA,B から H3 への移

行の際に切れ目なく運

ットや HTV-X、全電化衛星などの各種輸送技術を使った地上から月へのトータルな

宇宙ロジスティックスの検討を深めることが重要ではないか。そのためには、基幹ロ

ケット開発と衛星開発、惑星探査の各部署の連携が重要で不可欠に思われる。 
 
○コスト競争力を実現するためには、再使用や高頻度打上げなど、いくつもの要素が

必要である。他国でも民間ロケットの開発が盛んに進められているが、国際競争力が

今後ますます求められると推察できる。H3 やイプシロン S 後の将来宇宙輸送におい

ては、宇宙輸送システムに加えて宇宙輸送サービス（as a service）の観点でのアプ

ローチの検討があってもよいのではないか。 
 
○射場やロケットの運用も含め、トータルで市場が求める革新的な次世代宇宙輸送

サービスを検討することも必要である。深宇宙探査・開発、利用の活発化に伴い、様々

なサイズの次世代宇宙間推進（スペースタグ）や軌道上燃料補給などの需要も出てく

るであろうと予測できる。産業振興においても、世界の小型衛星打上げ需要が飛躍的

に伸展し続ける中、イプシロンロケットの運用を事業化することを期待する。 
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る衛星打上げサー

ビスへの移行を完

了する。 

また、上述の取組と

並行して、産業振興

の観点から、ロケッ

ト開発に取り組む

他の民間事業者等

への支援を行う。 

打上げ率を維持し、

また、政府衛星を始

めとした国内外の

衛星打上げ計画に

確実に対応してい

くため、継続的な信

頼性向上の取組及

び射場設備への老

朽化対応を含め、効

率的かつ効果的に

基盤技術を維持す

る。 

 

（２）固体燃料ロケ

ットシステム 

戦略的技術とし

て重要な固体燃料

ロケットシステム

であるイプシロン

ロケットについて、

政府が定める衛星

打上げ計画に確実

に対応する。また、

H-IIA/H-IIB ロケッ

トから H3 ロケット

への移行の際のイ

プシロンロケット

の切れ目のない運

用と国際競争力強

化を目的とし、H3 ロ

ケットとのシナジ

ー効果を発揮する

ための開発と飛行

実証を着実に実施

する。これらを通じ

て、地球観測や宇宙

科学・探査等の官需

のほか、商業衛星

等、国内外の多様な

需要に柔軟かつ効

率的に対応できる

システムを確立し、

も含めたロケット

開発とその事業化

に独自に取り組む

民間事業者等への

支援を行う。 

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 

○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 

○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 

利用件数、施設・設

備の供用件数等） 

○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 

が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 

○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 

（マネジメント等

指標） 

○民間事業者等の

用し、H3 ロケットとの

シナジー効果を発揮し

国際競争力と強化する

とともに、民間事業者

主体の打上げサービス

事業化を見据えた検討

をすることとされてお

り、これまでの第 1 段

階成果を最大限に活用

しつつ、H3 ロケットと

のシナジー効果を発揮

したイプシロンロケッ

トのシステム検討等を

進めた。 

②具体的には、ロケッ

トシステム開発とイプ

シロンロケットを用い

た打上げ輸送サービス

事業を担う民間企業を

選定し設計検討を進

め、高い信頼性、世界ト

ップレベルの衛星搭載

環境、高い軌道投入精

度等第一段階の成果を

継承しつつ、フェアリ

ングのカプセル化によ

る整備期間の短縮、3段

姿勢制御方式の変更に

よる衛星搭載制約条件

の緩和等ユーザフレン

ドリ化を図るととも

に、H3 ロケットとのシ

ナジー効果として固体

ロケットブースタ、ア

ビオニクス、フェアリ

ング等との要素技術、

部品、機器等の共通化

を図り、世界の打上げ

市場で競争可能な価格

帯を実現する国際競争

力を強化した総合シス

テム(ロケット、地上シ
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民間事業者を主体

とした打上げサー

ビス事業への移行

を完了する。 

 

また、上記（１）及

び（２）の取組と並

行して、産業振興の

観点から、自律飛行

安全システム等も

含めたロケット開

発とその事業化に

独自に取り組む民

間事業者等への支

援を行う。 

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制度

等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 

ステム)のシステム定

義審査を完了し「イプ

シロン S＊ロケット」プ

ロジェクト開発に移行

した。また、民間企業と

の間で、打上げ事業展

開を見据えた開発、運

用段階における役割分

担を明確化した。 

* イ プ シ ロ ン S 

(Epsilon S): S の意味

→ Synergy(シナジー)

× Speed( 即 応 性 ) ×

Smart( 高 性 能 ) ×

Superior( 競 争 力 ) ×

Service(打上げ輸送サ

ービス) 

③これにより、宇宙基

本計画通り、H-IIA/B ロ

ケットから H3ロケット

へ の 移 行 完 了 時 期

（2023 年度予定）まで

にシナジー効果を適用

したイプシロンロケッ

トの切れ目ない運用の

実現目途が立った。 

④また、上記 H3 ロケッ

トの固体ロケットブー

スター地上燃焼試験に

おいて、イプシロン第 1

段ロケットの開発も兼

ねた可動ノズル機能の

試験も実施すること

で、開発段階において、

すでにシナジー効果を

実証した。 

【継続的な信頼性、運

用性向上による確実な

打上げ】 

３．種子島宇宙センタ

ーにおいては、開始さ

れている H3ロケットの



42 
 

LE-9エンジン、SRB-3燃

焼試験および打上げ作

業を 1 つの狭域射場内

で両立させつつ、宇宙

基本計画工程表の計画

に基づき、政府衛星 1機

（H-IIA_F41）、HTV8 号

機（H-IIB_F8）の所定軌

道への打上げに成功

し、確実な打上げ運用

に資するとともに、H-

IIA/B ロケットの打上

げ成功率として世界水

準 98.0％を維持した。 

 H-IIB_F8 の打上げ時

に発生した移動発射台

開口部の火災、および

H-IIA_F41 での設備配

管の損傷不適合を踏ま

え、是正措置及び水平

展開を図った。また、設

備保全の抜本的な改善

策として、網羅的なリ

スク識別・評価や、他産

業での類似施設管理の

最新手法や知見を有効

活用すること等によ

り、保全業務の更なる

強化を進めている。 

４。継続的に進めてい

る改良活動として、ロ

ケット打上げ時の投棄

物（SRB-A,フェアリン

グ,1 段機体）の落下域

を、これまでの打上実

績データ及び落下推定

範囲の解析における誤

差適用方法を見直すこ

とで縮小し、打上げ時

の協力者等への影響を

緩和した。（H-IIA 41 号

機より適用し、落下域
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が従来の方法と比較し

て約 4割減となった。） 

 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、翌年度への繰り越しに伴う減。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．５ 宇宙状況把握 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

デブリ衝突

回避制御回

数 
－ 6 3      

予算額（千円） 2,227,890 1,277,755      
決算額（千円） 1,882,437 1,319,479      
経常費用（千円） － －      

         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 9 9      

 （※）予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.5 宇宙状況把握」と「Ⅲ3.7 宇宙システム全体の機能保証」の合計数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．５．宇宙状況把

握  

 

国民生活・社会経済

活動の維持及び我

が国の安全保障の

確保の観点から、宇

宙空間の持続的・安

１．５．宇宙状況把

握 

 

 人工衛星の確実

な運用を行い、安全

保障分野や民生利

用分野における宇

宙空間の持続的・安

１．５．宇宙状況把

握 
人工衛星の確実

な運用を行い、安全

保障分野や民生利

用分野における宇

宙空間の持続的・安

定的な利用の確保

＜評価軸＞ 

【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 

○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

実現に貢献する取

１．人工衛星の確実な

運用や、安全保障分野

や民生利用分野におけ

る宇宙空間の持続的・

安定的な利用の確保を

目指し、政府が進める

宇宙状況把握（以下、

「SSA」という。）体制構

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

人工衛星の運用を確実に行

い、安全保障分野や民生利用

分野における宇宙空間の持続

的・安定的な利用の確保に貢

献するため、国の政策に対応

した組織体制    の構築に

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされており、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認

できたため。 
 



45 
 

定的利用の確保が

我が国の重要な課

題と認識されてき

たことやスペース・

デブリの増加等に

鑑み、宇宙基本計画

において平成 30 年

代前半までに宇宙

状況把握（SSA）運用

体制を構築するこ

ととされている。さ

らに、SSA を活用し

た 宇 宙 交 通 管 制

（STM）などの新た

な議論が行われて

いる。これを踏ま

え、関係政府機関が

一体となったSSA運

用体制の構築に貢

献するため、保有す

るSSA関連施設の整

備・運用及びより一

層のSSA能力向上に

向けた研究開発を

行うとともに、関係

機関との連携を通

じ、JAXA の有する技

術や知見等の共有

を図る。本取組によ

り、安全保障分野や

民生利用分野にお

ける宇宙空間の持

続的・安定的な利用

の確保に貢献する

ことを通して、我が

国の安全保障の確

保に貢献する。 

定的な利用の確保

に貢献するため、宇

宙状況把握（SSA）に

関する研究開発等

に次のとおり取り

組む。 

スペース・デブリの

増加等を踏まえた

関係政府機関が一

体となったSSA体制

の構築に向け、JAXA

のSSA関連施設の整

備・運用及びスペー

ス・デブリの観測技

術及び接近・衝突回

避技術の向上を目

指した研究開発、並

びに関係機関との

人的交流や JAXA が

有する技術や知見

等の共有を含めた

政府への技術支援

を行う。また、継続

的にスペース・デブ

リとの衝突を回避

する運用を実施す

る。 

に貢献するため、宇

宙状況把握（以下、

「SSA」という。）に

関する研究開発等

に次のとおり取り

組む。 
スペース・デブリ

の増加等を踏まえ

た関係政府機関が

一体となった SSA 
体制の構築に向け、

JAXA の  SSA シ
ステムの維持設計

を実施し、製作を継

続するとともに、関

係機関との人的交

流や JAXA が有す

る技術や知見等の

共有を含めた政府

への技術支援を行

う。 
また、継続的にスペ

ース・デブリとの衝

突を回避する運用

を実施するととも

に、スペース・デブ

リの観測技術及び

接近・衝突回避技術

の向上を目指した

研究開発並びにデ

ブリ落下予測等の

政府への技術支援

を行う。 

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 

 

＜評価指標＞  

（成果指標） 

○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 

（マネジメント等

指標） 

○安全保障・防災

築に貢献するため、

JAXA の SSA システムの

維持設計を実施し、製

作を継続した。 

２．関係政府機関が一

体となった SSA 体制の

構築に向け、関係機関

との人的交流や、政府

における SSA システム

の具体化に向けた技術

支援を行った。 

３．上齋原レーダ と 

美星光学望遠鏡による

スペース・デブリの観

測 および JAXA 運用中

の衛星に対するデブリ

接近解析を行った。今

年度は、日米間の「宇宙

状況監視（SSA）了解覚

書」に基づく連合宇宙

運用センター(CSpOC)

からのデブリ接近スク

リーニング結果通知

（＊1）（14,903 件）を

踏まえて、衝突リスク

がある衛星プロジェク

トへの接近警報（＊2）

を 181 件行った。更に、

その中から、衝突の可

能性が高い衛星につい

ては衝突回避判断会議

（＊3）を 18 回実施し、

スペースデブリとの衝

突を回避するための衛

星のデブリ衝突回避制

御 DAM(Debris 

Avoidance Maneuver)を

３回(しきさい：１回、

いぶき２号：２回)実施

した。 

（＊1）周回衛星 2 km× 
25 km× 25 km 内、静止

貢献するとともに、宇宙状況

把握の活動および高性能の新

たなシステムの整備を継続

し、中長期計画で設定した宇

宙状況把握（SSA）に関する研

究開発等の業務を、計画通り

実施した。 
 
 

＜評価すべき実績＞ 
○SSA システムの整備に向け、着実にプロジェクトが進捗している。 
 
○衝突回避運用について着実に実施され、JAXA の衛星運用を支えている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○SSA システムについて、整備の進捗状況、国際連携の場における成果、整備後の

成果について指標を示すことを求める。 
 
○宇宙状況把握の取組み全般を客観的に評価するための指標並びにその方法につい

て検討する必要がある。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○我が国の安全保障の面から、運用中の人工衛星の確実な運用は極めて重要であり、

自前の SSA 技術は必須である。引き続き、着実な技術開発を進めるとともに、どの

ような役割を果たしているかについて、国民に説明し、理解を求める必要がある。 
 
○SSA は米国等海外でも注目される分野である。10 ㎝級レーダの新規整備を着実に

進めるとともに、データ処理能力の向上など解析力を高める必要がある。 
 
○米国連合宇宙運用センター（CSpOC）において、日本はどのような、かつどれだ

けの役割を期待されているかを明示していただきたい。その情報を踏まえた上で、宇

宙状況把握における JAXA の活動が妥当であるのか、及び JAXA のリソースのさら

なる投入が求められるのか、が評価可能となる。少なくとも、光学あるいは赤外の観

測において、日本国内の望遠鏡は稼働率が低いはずなので、１台でどれほどの貢献が

なされているのか疑問を感じる。日本の貢献に対して CSpOC からは十分な見返り

(デブリについての情報提供)が得られているのか、という点を含め、来年度以降はよ

り具体的な説明を望みたい。 
 
○SSA は SDA へと変化し、静止軌道の監視が重要になっていくと考えられる。より

米国との地上システムを含む米国とのシステム連携が重要となる中で、防衛省との

連携を更に強化していただきたい。 
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関係機関等の外部

との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 

 

＜評価軸＞ 

【宇宙利用拡大と

産業振興】 

○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 

 

＜評価指標＞ 

（成果指標） 

○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

衛星：半径 20 km 以内

のもの 
（＊2）5 日以内×衝突確

率 10-5 以上のもの 
（＊3）2 日～3 日以内× 
衝突確率 10-4 以上(衛
星固有で 2 日又は 3 日）

のもの 
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の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 

○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 

○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 

利用件数、施設・設

備の供用件数等） 

○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 

が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 

○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 

（マネジメント等

指標） 
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○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制度

等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．６ 海洋状況把握・早期警戒機能等 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
海洋基本計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 27,580,952 16,334,610       
        決算額（千円） 27,852,134 21,245,487      

         経常費用（千円） － －      
         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 191 189      

（※）本項目の予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.2  衛星リモートセンシングと「Ⅲ3.6  海洋状況把握・早期警戒機能等」の合計数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．６．海洋状況把

握・早期警戒機能等 
 

我が国の領海及

び排他的経済水域

内での外国漁船に

よる違法操業、深刻

１．６．海洋状況把

握・早期警戒機能等 
 
宇宙基本法の制

定（平成 20 年）及

び JAXA 法の改正

（平成 24 年）並び

１．６．海洋状況把

握・早期警戒機能等 
 
防衛省や海上保

安庁をはじめとす

る政府の安全保障

関係機関と連携し、

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

１．国の安全保障機関

の MDA 能力向上への

貢献   
JAXA の陸域観測技

術衛星 2 号機「だいち 2
号」(ALOS-2)搭載合成

開口レーダ (SAR)の観

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
 
我が国の周辺海域を取り巻く

情勢が一層厳しさを増し、海

洋権益が深刻な脅威・リスク

にさらされている状況にある

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
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化する気象災害、海

域で発生する地震

や津波、海洋汚染な

ど、海洋における

様々な人為的又は

自然の脅威・リスク

が顕在化しており、

海 洋 状 況 把 握

（MDA）によりこ

れらの脅威・リスク

に対応していくこ

とは、我が国の海洋

政策・国家安全保障

政策等における喫

緊かつ今後ますま

す重要となる課題

である。 
このため、防衛省

や海上保安庁をは

じめとする安全保

障関係機関と連携

し、以下の取組によ

り我が国の安全保

障の確保に貢献す

る。 
海洋状況把握に

ついて、安全保障関

係機関と連携し、政

府の検討を支援す

るとともに、先進的

な地球観測衛星、船

舶に関する情報を

衛星から取得する

ための船舶自動識

別装置（AIS）、関連

するデータ処理・解

析技術に係る研究

開発・運用及び衛星

データ利用の推進

を通じ、我が国の海

洋状況のより詳細

な把握に貢献する。 

に新たな宇宙基本

計画の策定（平成 27
年）を踏まえ、前中

長期目標から新た

に JAXA の事業の

柱として掲げられ

た安全保障分野に

係るこれまでの取

組として、情報収集

衛星に係る政府か

らの受託や、防衛装

備庁との包括協定

締結に基づく宇宙

航空分野での研究

協力及び双方向で

の人材交流の開始

により、安全保障関

係機関との緊密な

連携体制を構築す

るに至った。今中長

期目標期間におい

ては、このような取

組を更に発展させ、

防衛省や海上保安

庁をはじめとする

政府の安全保障関

係機関との連携を

一層強化し、以下の

取組により我が国

の安全保障の確保

に貢献する。 
海洋状況把握に

ついて、政府の安全

保障関係機関と連

携し、先進的な地球

観測衛星等の知見

の提供により政府

の検討を支援する。

また、先進的な地球

観測衛星や船舶に

関する情報を衛星

から取得するため

以下の取組により

我が国の安全保障

の確保に貢献する。 
海洋状況把握に

ついて、政府の安全

保障関係機関と連

携し、先進的な地球

観測衛星等の知見

の提供により政府

の検討を支援する。

また、衛星による船

舶の航行状況把握

について、安全保障

関係機関での利用

価値を向上させる

ため、先進的な地球

観測衛星や船舶に

関する情報を衛星

から取得するため

の船舶自動識別装

置（AIS）の研究開

発を行うとともに、

機械学習等を利用

した船舶画像識別

や複合的なデータ

利用に関する応用

研究を行う。 
早期警戒機能等

について、政府の安

全保障関係機関と

連携し、政府が行う

赤外線センサの宇

宙空間での実証研

究を支援するため、

ALOS-3 への赤外

線センサの相乗り

搭載に向け、防衛装

備庁からの受託に

よる衛星搭載型２

波長赤外線センサ

の開発を完了する

とともに、我が国の

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

測データ、船舶自動識

別装置(AIS)で取得した

船舶情報、地球環境観

測衛星データと、海外

の衛星データや海洋モ

デルのデータを複合的

に利用したデータの恒

常的な提供および利用

技術支援を行うことに

より、国の安全保障機

関における海洋状況把

握への衛星情報の利活

用の定着、能力向上に

貢献した。加えて気候

変動観測衛星「しきさ

い」(GCOM-C)の衛星観

測データ（高精細、高分

解能（250m）による詳

細な海面水温、クロロ

フィル濃度等データ）

の提供を開始した。 
 
２．政府における海洋

情報の効果的な集約・

共有・提供への貢献 
海洋基本計画に基づ

き整備された「海洋状

況表示システム (海し

る)」(海洋に関する情報

を一元化的に取り扱う

システム、2019 年度か

ら運用中)に引き続き地

球観測衛星データの提

供及び技術支援を実施

した。特に 2019 年度は

GCOM-Cの観測データ

提供の準備を行った。

2020 年度に海しる側の

準備でき次第提供する

予定。GCOM-C により

観測される沿岸域（経

済活動が活発）の海水

なか、国の安全保障機関にお

ける衛星観測データの利活用

が更に進展し、海洋状況把握

(MDA)の能力向上が図られた

ことで、我が国の安全保障の

確保に貢献する等、「研究開発

成果の最大化」に向けて顕著

な成果の創出があったと評価

する 
 
 

＜評価すべき実績＞ 
国の安全保障機関への衛星観測データの提供を通じ、海洋状況把握能力の向上に貢

献した。また、海洋基本計画に基づき整備された「海洋状況表示システム（海しる）」

に対して、漁業者の要望が高い衛星観測データの提供を行うことで、当該システムの

構築に貢献した。これらの取組により、国の安全保障機関との協力関係を構築するだ

けでなく、漁業活動への貢献を行うなど、海洋状況把握の実用に貢献したことが、顕

著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○安全保障領域に該当しない、漁業や海運等産業に係る分野においては、提供したデ

ータによる具体的成果を公表するとともに、国際的視点でのベンチマークを設定・提

示することを求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○政府の安全保障関係機関との連携を深め、新たなモデルや手法の開発により貢献

するとともに、海洋状況把握の実用化を拡大実施したことは高く評価できる。 
 
○本分野において、率先して衛星データ利用の実利用を進めている点は、素晴らしい

取組である。次の段階として、JAXA の衛星データとベンチャー企業の衛星データを

組み合わせて利用するための技術開発・実証等民間企業主導の衛星データ利用を推

進することを期待する。 
 
○「海しる」でのデータを見ると、JAXA 関連のデータは粗く、海上保安庁のデータ

を補完する位置づけになっていると思われる（令和２年７月時点）。現時点での最高

精度のデータと思われるが、より広範囲、高精度、高密度のデータとなるよう研究開

発を推進していただきたい。 
 
○公開されている AIS を活用した商用の船舶状況把握サービスが多数あることも踏

まえ、リアルタイム性なども重視し、能力向上に努めていただきたい。 
 
○他機関のデータも利活用することで成果を上げており、これからもこうした事例

を増やすよう工夫を続けていただきたい。 
 
○今後の ALOS-3 及び ALOS-4 へのフィードバック、複数衛星データを利用した総

合的な海洋状況把握に資するための研究開発にも期待する。 
 
○研究の分野での成果指標を、明確に示していただきたい。 
 
○我が国の MDA は近年大きく前進しており、その点に対して JAXA の果たした役

割は、大きいと評価している。MDA の高頻度観測が課題となり、その際、小型衛星

コンステレーションの活用が必須となると見込まれる。国際的には、平成 30 年に、

米国を中心とした９ヵ国による約 180 機の衛星コンステレーションでの実証試験を
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 早期警戒機能等

について、安全保障

関係機関と連携し、

要素技術に係る政

府の有効性実証の

支援を行うととも

に、我が国の早期警

戒能力の確保に向

けた民生技術など

の幅広い技術の活

用可能性を含む今

後の在り方に関す

る政府の検討を踏

まえ、将来必要とな

る要素技術に係る

研究開発等を推進

する。 
安全保障関係機関

との連携を深め、将

来的な安全保障分

野での宇宙の利用

ニーズを捉えた研

究開発を推進する。 

の船舶自動識別装

置（AIS）、関連する

データ処理・解析技

術について、船舶検

出率を向上させる

研究開発及び衛星

データ利用の推進

を行うとともに、先

進 レ ー ダ 衛 星

（ALOS-4）での協

調観測により船舶

の航行状況をより

正確に把握する技

術を実証する。 
 早期警戒機能等

について、政府の安

全保障関係機関と

連携し、政府が行う

赤外線センサの宇

宙空間での実証研

究を支援するため、

先 進 光 学 衛 星

（ALOS-3）への赤

外線センサの相乗

り搭載に対応する

とともに、我が国の

早期警戒能力の確

保に向けた民生技

術などの幅広い技

術の活用可能性を

含む今後の在り方

に関する政府の検

討を踏まえ、将来必

要となる要素技術

に係る研究開発等

を推進する。 
政府の安全保障関

係機関との連携を

深め、将来的な安全

保障分野での宇宙

の利用ニーズを捉

えた研究開発を推

早期警戒能力の確

保に向けた民生技

術などの幅広い技

術の活用可能性を

含む今後の在り方

に関する政府の検

討を踏まえ、将来必

要となる要素技術

に係る研究開発等

を推進する。 
政府の安全保障

関係機関との連携

を深め、将来的な安

全保障分野での宇

宙の利用ニーズを

捉えた研究開発を

推進する。 
 

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況（例：協定・共同

研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 

温データや漁業者の要

望が高いクロロフィル

濃度データの提供によ

り、「海しる」の機能強

化に一層貢献できる。 
 
３．なお、防衛装備庁か

ら受託している衛星搭

載型２波長赤外センサ

の開発を含め、年度計

画で設定した業務は、

計画通り実施した。 
 
 

行っている。是非、JAXA においても、MDA における小型衛星コンステレーション

の活用に向けて取り組んでいただきたい。また、MDA 分野に対する SLATS の早期

の活用を進めることを期待する。 
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進する。 

 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、受託契約に伴う支出の増。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．７ 宇宙システム全体の機能保証 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
防衛計画の大綱 
中期防衛力整備計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 2,227,890 1,277,755       
        決算額（千円） 1,882,437 1,319,479      

         経常費用（千円） － －      
         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 9 9      

                           （※）予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.5 宇宙状況把握」と「Ⅲ3.7 宇宙システム全体の機能保証」の合計数。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．７．宇宙システ

ム全体の機能保証 
 

安全保障や国民

生活・社会経済活動

における宇宙シス

１．７．宇宙システ

ム全体の機能保証 
 
我が国の人工衛

星や地上設備など

の宇宙システム全

１．７．宇宙システ

ム全体の機能保証 
 
内閣府や防衛省

をはじめとする政

府の安全保障関係

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

１．宇宙システム全体

の機能保証に資する防

衛省・防衛装備庁等関

係府省との連携強化 
・ミッションアシュア

ランス（機能保証）強化

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
宇宙システム全体の機能保

証強化に向けて、関連するプ

ロジェクトを着実に遂行する

とともに、安全保障関係機関

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開

発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着

実な業務運営がなされており、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認
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テムへの依存度が

高まる一方で、宇宙

システムに対する

脅威・リスクが増大

しており、宇宙空間

の安定的利用を確

保することが喫緊

の課題となってい

る。宇宙空間におけ

る異変が我が国の

安全保障等に悪影

響を及ぼすことを

防ぐため、我が国の

人工衛星や地上設

備などの宇宙シス

テム全体の機能保

証の強化の必要性

が高まっている。 
これを踏まえ、宇

宙システム全体の

機能保証について、

内閣府や防衛省を

はじめとする安全

保障関係機関と連

携し、政府の検討に

対し、機能保証の観

点から宇宙システ

ムの開発や運用に

関する知見を提供

するなどの技術的

な支援を行い、我が

国の宇宙システム

全体の機能保証に

貢献する。また、機

能保証と密接な関

係にある我が国の

将来の射場や即応

型小型衛星等の在

り方に関する政府

の検討についても

技術的な支援を行

う。 

体の機能保証の強

化の必要性を踏ま

え、政府において、

「宇宙システム全

体 の 機 能 保 証

(Mission 
Assurance) の強化

に関する基本的考

え方」（平成 29 年４

月 20 日、宇宙シス

テムの安定性強化

に関する関係府省

庁連絡会議）が策定

され、宇宙システム

の機能保証強化に

関連する施策につ

いて具体化に向け

た検討が進められ

ている。これらを踏

まえ、宇宙システム

全体の機能保証に

ついて、内閣府や防

衛省をはじめとす

る政府の安全保障

関係機関と連携し、

政府の機能保証強

化策の検討や宇宙

システム全体の脆

弱性評価、機能保証

強化のための机上

演習等の政府の取

組に対し、機能保証

の観点から宇宙シ

ステムの開発や運

用に関する知見を

提供するなどの技

術的な支援を行い、

我が国の宇宙シス

テム全体の機能保

証に貢献する。ま

た、機能保証と密接

な関係にある我が

機関と連携し、政府

の機能保証強化策

の検討や宇宙シス

テム全体の脆弱性

評価、機能保証強化

のための机上演習

等に向けた政府の

取組に対し、機能保

証の観点から宇宙

システムの開発や

運用に関する知見

を提供するなどの

技術的な支援を行

い、我が国の宇宙シ

ステム全体の機能

保証に貢献する。ま

た、機能保証と密接

な関係にある我が

国の将来の射場や

即応型小型衛星等

の在り方に関する

政府の検討につい

ても技術的な支援

を行う。 
平成  30 年度ま

での宇宙システム

の脆弱性評価を踏

まえ、事業継続計画

（BCP）等のベスト

プラクティスの共

有やミッションア

シュアランス（機能

保証）強化に資する

リスクシナリオ等

のケーススタディ

など、政府全体で実

施する宇宙システ

ムのミッションア

シュアランス（機能

保証）強化に資する

取組の検討につい

て、政府の求めに応

全・安心な社会の

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 

に資するため、衛星利

用に係るリスクシナリ

オ等の政府におけるケ

ーススタディを支援し

た。 
・ミッションアシュア

ランス強化を視野に、

以下の通り防衛省/防衛

装備庁との連携強化を

進めている。 
 ◇宇宙安全保障の確

保に向けた取組とし

て、2 波長赤外線センサ

の実証研究（Ⅲ3.6 項 
参照）及び宇宙状況監

視（SSA）（Ⅲ3.5 項 参
照）という重要プロジ

ェクトを着実に遂行し

ている。 
 ◇また、宇宙空間の

安定的利用を確保する

ため、防衛大綱・中期防

にて導入が明示された

SSA 衛星について防衛

装備庁より「宇宙設置

型光学望遠鏡衛星へ適

用する技術に関する調

査検討」を受託した。 
 ◇防衛省/防衛装備庁

との間での人事交流及

び防衛省が主催する報

告会への講師派遣等の

推進・拡充を図ること

でも、着実に連携を強

化した。特に 2019 年度

は、防衛大学校におけ

る JAXA 連携講座への

講師派遣、防衛装備庁

技術シンポジウムにお

ける理事長の特別講演

を実施した。 
 

との連携を強化することによ

り、年度計画で設定した業務

を計画通り実施した。 
 

できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
○政府における衛星利用に掛かるリスクシナリオの検討支援や、調査検討や人的交

流など安全保障機関との連携が着実に推進されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○「宇宙システム全体の機能保証(Mission Assurance)の強化に関する基本的考え方

（平成 29 年３月宇宙政策委員会決定）」等関連する政府文書に基づき、当該項目に

おいて JAXA がどのような役割を果たしていくのかという点で、年度目標及び KPI
を明確化し、その達成度を提示することを求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○当該項目は宇宙システムに対する脅威・リスクへの対応に係る事項であり、広範に

とらえれば、Ⅲ.3.5 の「宇宙状況把握」も含まれると思われる。中長期目標・計画の

見直しのタイミングで、統合するか、現状のままか検討してはどうか。 
 
○当該分野でのセキュリティはますます重要になってくると予想され、必要なリソ

ースを質・量両共に確保することが重要である。制御系セキュリティの専門家や海外

宇宙機関の知見も活用して、セキュリティ標準の作成や人材育成の進め方について

引き続き検討を進めるとともに、これらの活動について他の機関に対しての横展開

をお願いしたい。 
 
○宇宙システム全体の機能保障に関し、安全保障の側面が重要であることは当然だ

が、民生/産業分野の側面に言及が無かったことが気になる。衛星測位、地球観測等

社会システムの宇宙依存が増す今後に向けて、民生/産業分野での影響も考慮した取

組も検討し、適切な項目で報告いただきたい。 
 
○地上系設備/システム、宇宙関連企業のセキュリティ対策は当然、重要ではあるが、

衛星本体および衛星制御・通信システムなどのセキュリティ対策も急務である。昨今

の世界情勢も踏まえ、これらの対策についても早急に実施してもらいたい。 
 
○ミッションアシュアランスとは、セキュリティだけを指すわけではないため、今度

は宇宙システムのミッションそのものについて、ミッションアシュアランスの観点

からアーキテクチャ評価・脆弱性評価をおこなうことが望まれる。 
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また、政府の検討を

踏まえ、我が国の安

全保障や国民生活・

社会経済活動等に

重要な役割を果た

す JAXA が保有す

る宇宙システムの

脆弱性評価を行う

とともに、その結果

を踏まえた必要な

取組を進める。 

国の将来の射場や

即応型小型衛星等

の在り方に関する

政府の検討につい

ても技術的な支援

を行う。 
また、上記政府の基

本的考え方に基づ

き、我が国の安全保

障や国民の経済活

動等に重要な役割

を果たす JAXA が

保有する宇宙シス

テムの脆弱性評価

を行うとともに、そ

の結果を踏まえた

必要な取組を進め

る。 

じた支援を行う。 ○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況（例：協定・共同

研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 

参考：国の政策文書に

おける JAXA の役割 
※『宇宙領域を活用し

た情報収集、通信、測位

等の各種能力を一層向

上させるとともに、宇

宙空間の状況を地上及

び宇宙空間から常時継

続的に監視する体制を

構築する。（中略）その

際、民生技術を積極的

に活用するとともに、

宇宙航空研究開発機構

（JAXA）等の関係機関

や米国等の関係国との

連携強化を図る。』（「平

成 31年度以降に係る防

衛計画の大綱」，p.18-
19） 
※『宇宙領域を専門と

する職種の新設や教育

の充実を図るほか、民

生技術を積極的に利活

用するとともに、宇宙

航 空 研 究 開 発 機 構

（JAXA）等の関係機関

や米国等の関係国に宇

宙に係る最先端の技

術・知見が蓄積されて

いることを踏まえ、人

材の育成も含め、これ

らの機関等との協力を

進める。』（「中期防衛力

整備計画」，p.6-7 ） 
 
２．JAXA が保有する宇

宙システムの脆弱性評

価、宇宙機関連システ

ムの対策強化の取組 
・宇宙機関連システム

のセキュリティ対策に

関し、宇宙関連企業や
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制御系セキュリティ専

門組織を含む関係機関

を集め検討する枠組み

の下、宇宙システムセ

キュリティ管理標準・

セキュリティ対策標準

の作成を実施するとと

もに、宇宙機関連シス

テム特有の脅威情報の

共有を実施した。 
・種子島宇宙センター

の電力・水・空調等のイ

ンフラ設備の脆弱性評

価を実施し、セキュリ

ティ対策状況を把握し

た。この脆弱性評価に

おいては、外部のセキ

ュリティ専門家よりエ

リアセキュリティにつ

いて高水準であると評

価されている。 
・制御系セキュリティ

専門家や海外宇宙機関

とのチャンネルを確立

し、セキュリティ標準

の作成や人材育成の進

め方など長期的な対策

を推進した。 
◇宇宙機関間の IT・

セキュリティ管理に関

する情報管理枠組みで

ある宇宙機関 CIO※会

合（SACIO、2019 年 6
月）、宇宙データ通信シ

ステムに関わる国際標

準 化 検 討 委 員 会

（CCSDS、2019 年 10
月）や、NASA や ESA
等との個別調整の場を

活用し、国際動向を把

握した。（※CIO：情報

化統括責任者） 
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◇宇宙機設計標準の

枠組みを活用し、宇宙

機関連システムのセキ

ュリティ対策を検討す

るワーキンググループ

（セキュリティWG）を

設置した。この中で、宇

宙業界で共通的な設計

標準の体系および管理

手法と、世界的標準と

される米国標準技術研

究所のサイバーセキュ

リティフレームワーク

(NIST-CSF)を用い、宇

宙機関連システムの脅

威識別・リスク評価を

実施し、現状を踏まえ

たセキュリティ標準の

ドラフトを作成した。 
◇制御系セキュリテ

ィ対策の体系的な手法

収集と実践的な攻撃/防
御手法を習得すること

を目的に、制御系研修

に参加した。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．８ 宇宙科学・探査 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令 和 元 年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

大学共同利

用設備の利

用件数 
－ 87 93      

予算額（千円） 17,106,903 20,473,275      
決算額（千円） 17,435,242  21,401,455      
経常費用（千円） － －      

女性・外国人

の教員採用

数 
 － 1        0      

経常利益（千円） － －      
行政コスト（千円） 

－ 
－      

日本学術振

興会のフェ

ロー数 
－ 

 

8 

 

 

7 

     従事人員数 307 318      
 

大学共同利

用連携拠点

数 
－ 5 

 

3 

     

学生受入数

及び学位取

得者数 
－ 

受入学生

数 ： 278

名、学位取

得者数：67

名 

受入学生

数 ： 264

名、学位

取 得 者

数：57 名 

     

査読付き論

文数 
 

－ 

 

427 

 

 

348 
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高被引用論

文数 
－ 56 57 

      

学術表彰の

受賞件数 
－ 8 19 

     

科研費等外

部資金の申

請数と取得

額 

－ 

125 件 

1,261,278

千円 

137 件 

793,206

千円 

     

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．８．宇宙科学・

探査 
 
宇宙科学・探査

に関する研究の推

進により、英知を

結集して人類共通

の知的資産を創出

するとともに、宇

宙空間における活

動領域の拡大を可

能とする革新的・

萌芽的な技術の獲

得を通じた新たな

宇宙開発利用の開

拓を目指し、世界

最高水準の成果創

出及び我が国の国

際的プレゼンスの

維持・向上に貢献

する。 
上述の目標の実

現に当たっては、

他機関と連携し

て、宇宙基本計画

にて定める「戦略

的中型計画」、「公

募型小型計画」、

「多様な小規模プ

１．８．宇宙科学・探査 
 
宇宙科学に係る人類共

通の知的資産の創出及び

革新的・萌芽的な技術の

獲得を通じた新たな宇宙

開発利用の可能性の開拓

を目指し、国内外の研究

機関等との連携を強化し

て宇宙科学研究を推進す

る。具体的には、「宇宙の

始まりと銀河から惑星に

至る構造形成の解明」、

「太陽系と生命の起源の

解明」、「宇宙機及び宇宙

輸送システムに関わる宇

宙工学技術の革新」を目

標として位置付け、世界

的に優れた研究成果を創

出する。 
 
（１）学術研究の推進 
宇宙科学研究の推進に当

たっては、大学の研究者

等との有機的かつ多様な

形での共同活動を行う大

学共同利用システムの下

でのミッション提案に加

え、長期的な視点での取

１．８．宇宙科学・探査 
 
「宇宙の始まりと銀河から

惑星に至る構造形成の解

明」、「太陽系と生命の起源の

解明」、「宇宙機及び宇宙輸送

システムに関わる宇宙工学

技術の革新」を目標として位

置付け、世界的に優れた研究

成果の創出に取り組む。 
 
（１）学術研究の推進 
宇宙科学研究の推進に当た

っては、大学の研究者等との

有機的かつ多様な形での共

同活動を行う大学共同利用

システムの下でのミッショ

ン提案に加え、長期的な視点

での取組が必要な宇宙探査

等について、ミッション創出

と技術開発を両輪とした効

果的な推進（プログラム化）

や、国際協力及び国際宇宙探

査への貢献の観点にも考慮

し  JAXA が策定した宇宙

科学の次期中長期計画をめ

ぐる戦略的シナリオ（以下、 
「シナリオ」という。）に基

づき、必要な技術目標（宇宙

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大

と産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用

の拡大及び産業

振興、宇宙産業の

国際競争力強化

に貢献するため

の立案・検討・マ

ネジメントは適

切に進められた

か。それに伴う成

果が生まれてい

るか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争

力強化に係る取

組の成果（品質・

コスト・スケジュ

ール等を考慮し

た取組を含む） 
（マネジメント

等指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検

【小惑星探査機「はや

ぶさ２」の取り組み】 
１．小惑星探査機「は

やぶさ２」は、2019 年

4 月に衝突装置（SCI）
を用いて小惑星リュ

ウグウにおいて人工

クレータの生成に成

功し、7 月に人工クレ

ータ近傍に 2 回目の

タッチダウンを行い、

地下物質を含んだサ

ンプルの採取に成功

した。9 月には 2 つの

ターゲットマーカを、

10月にはMINERVA-
II2 の分離し、これら

をリュウグウの周囲

を回る人工衛星とす

ることに成功し、その

軌道運動の観測にも

成功した。以上をもっ

て、小惑星近傍で計画

していたミッション

を全て完遂し、2020
年末の地球帰還を目

指し、11月に小惑星リ

ュウグウを出発した。

工学的には、2018 年

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
   小惑星探査機「はやぶさ

２」は、天体着陸精度 60cm
の実現、小惑星での人工ク

レーターの作成とその過

程・前後の詳細観測、同一天

体２地点への着陸、地球圏

外の天体の地下物質へのア

クセス、最小・複数の小天体

周回人工衛星の実現とい

う、工学的な「世界初」を達

成し、また、観測データを解

析し得られた成果について

は、Science 誌、Nature 誌

に掲載されるなど、当初の

想定を大きく超える成果を

得た。さらに、ジオスペース

探査衛星「あらせ」（ERG）

の観測による「分子イオン

の電離圏からの流出」の成

果は、米国地球物理学会の

Geophysical Research 
Letters の 2019 年 Editor’s 
Highlights に選ばれるな

ど、宇宙科学分野において

世界トップクラスの科学的

成果を創出した。これらは、

宇宙科学・探査分野におけ

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した

結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認めら

れるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
小惑星探査機「はやぶさ２」による小惑星リュウグウの地下物質へのアクセス

を筆頭に５つの点で世界初の偉業を達成し、平成 30 年度の２つの世界初の成

果に引き続き、小惑星探査において世界を先導する我が国の地位をより確固

たるものとした。また、はやぶさ２に限らず、ジオスペース探査衛星「あらせ」

や高エネルギー電子・ガンマ線観測装置 CALET 等他の科学衛星・探査機に

おいても、世界トップクラスの科学的成果を創出し、学術誌等に選定されてい

る。これらは、特に顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○科学的成果の啓蒙普及（広報＝JAXA の視点）以外の面で、我が国の社会・

国民（納税者の視点）に対してどのようなベネフィット/アウトカムを創出で

きているのかについて、成果を提示できるよう不断の検討が必要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○①「はやぶさ２」の着陸精度 60cm の実現、地下物質の採取等、工学的５つ

の「世界初」の達成、②観測成果が Science 誌、Nature 誌に掲載、③ジオス

ペース探査衛星「あらせ」（ERG）の観測成果の米国地球物理学会での高評価

等、宇宙科学分野において世界トップクラスの科学的成果を創出した点は高

く評価できる。 
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ロジェクト」の各

機会を活用し、人

工衛星・探査機及

び観測ロケットや

大気球等の小型飛

翔体の着実な開発

と運用により、世

界最高水準の科学

的成果を創出す

る。 
宇宙科学・探査

ミッションの遂行

及び研究に当たっ

ては、大学共同利

用システムを通じ

たボトムアップを

基本として、国際

宇宙探査との連携

も考慮した上で、

長期的な視点に立

って戦略的に成果

を得られるようプ

ログラム化も行い

つつ推進する。ま

た、プロジェクト

の創出及び実施に

当たっては、大学

共同利用システム

の下で大学を含む

外部機関等との連

携を強化する。 
また、上述の取

組を通じて得た研

究開発成果につい

て、民間事業者等

との連携等による

産業振興への貢献

をはじめとした社

会還元に努める。 
なお、宇宙科学

に関する研究は長

期的な視点での取

組が必要な宇宙探査等に

ついて、ミッション創出

と技術開発を両輪とした

効果的な推進（プログラ

ム化）や、国際協力及び

国際宇宙探査との連携の

観点にも考慮しつつ、

JAXA が宇宙科学の長期

的・戦略的なシナリオを

策定し、実施する。また、

シナリオの実施に必要な

技術目標（宇宙科学技術

ロードマップ）を定め、

長期的な視点での技術開

発を進める。 
さらに、研究の更なる活

性化の観点から、ミッシ

ョンの立ち上げから終了

までを見据えたミッショ

ン実現性の事前検討機能

の充実及び大学共同利用

連携拠点の更なる拡大・

充実を行う。 
以上の基本方針に基づ

き、宇宙基本計画にて定

める「戦略的に実施する

中型計画」、「公募型小型

計画」、「多様な小規模プ

ロジェクト（戦略的国際

協同計画、小規模計画）」

の各機会を活用して、衛

星・探査機、小型飛翔体

実験（観測ロケット、大

気球）の開発・打上げ・

運用を一貫して行う。 
衛星・探査機の開発にあ

たっては、宇宙科学研究

所のみならず、JAXA 全

体で密に連携し、大型化・

複雑化する衛星・探査機

システムを確実に開発す

る。また、これらのプロ

科学技術ロードマップ）を策

定する。 
さらに、研究の更なる活性化

の観点から、ボトムアップに

よるミッション提案、特に新

規分野からの提案を促進す

るために、ミッションの立ち

上げから終了までを見据え

たミッション実現性の事前

検討機能の充実及び大学共

同利用連携拠点の更なる拡

大・充実のための方策を検討

する。 
以上を踏まえ、具体的には、

「戦略的に実施する中型計

画」、「公募型小型計画」、及

び「多様な小規模プロジェク

ト（戦略的国際協同計画、小

規模計画）」の候補ミッショ

ンの選定を行う。衛星・探査

機については、次項に定める

とおり開発等を進めるとと

もに、小型飛翔体（観測ロケ

ット、大気球）による実験機

会を提供する。 
衛星・探査機の開発にあたっ

ては、宇宙科学研究所のみな

らず、JAXA 全体で密に連

携することで、大型化・複雑

化する衛星・探査機システム

を確実に開発する。また、こ

れらのプロジェクトから創

出される世界一級の観測デ

ータ（採取した地球外の物質

試料を含む）は、国際的に広

く活用されるようユーザー

フレンドリーな形態で公開

する。 
人材育成と人材流動性、人材

多様性の確保に向けた取組

として、世界的業績を有する

研究者の招聘、終身雇用（テ

討の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジ

メ ン ト の 状 況

（例：研究開発の

進捗管理の実施

状況、施設・設備

の整備・維持・運

用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
＜モニタリング

指標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした

研究開発等の成

果（例：基幹ロケ

ットの打上げ成

功率・オンタイム

成功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：

民間事業者・大学

等への実証機会

の提供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産

権の出願・権利

化・ライセンス供

与件数、受託件

数、 ISS 利用件

数、施設・設備の

供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与し

た民間事業者等

による事業等の

創出数等） 

度の 2 つの成果を合

わせ次の 7 つの「世界

初」を達成し、当初の

想定を大きく越える

成果を得ることがで

き、日本の宇宙探査技

術の高さを示すこと

ができた。1)小型探査

ロボットによる小天

体表面の移動探査、2)
複数の探査ロボット

の小天体上への投下・

展開、3)小惑星での人

工クレーターの作成

とその過程・前後の詳

細観測、4)天体着陸精

度 60cm の実現、 5)
同一天体２地点への

着陸、6)地球圏外の天

体の地下物質へのア

クセス、7)最小・複数

の小天体周回人工衛

星の実現（1，2 は

FY2018 の成果）。こ

れらの実績は、第８回

技術経営・イノベーシ

ョン大賞（科学技術と

経済の会会長賞）ほ

か、多くの賞を受賞す

るなど、第三者から高

い評価が得られた。さ

らに、昨年度、日本放

送協会（NHK）で放送

された「はやぶさ２」

を 特 集 し た 番 組

（NHK スペシャル）

が、第 61 回科学技術

映像祭で文部科学大

臣賞（教育・教養部門）

を受賞することが決

定した。 
２．小惑星探査機「は

る世界最高水準の成果創出

に向けて、特に顕著な成果

を創出したと評価する。 

○「宇宙科学の次期中長期計画をめぐる戦略的シナリオ」の提示等も含めて、

「はやぶさ２」に依存し過ぎない宇宙科学・探査全体としての成果向上や外部

に向けた情報発信に取り組んでいただきたい。また、科学論文数と外部資金の

伸長も、翌年度以降の着実な達成を期待する。さらに、深宇宙探査用地上局な

どの基盤的な設備の整備も引き続き着実に行っていただきたい。 
 
○この分野での人材育成は極めて重要である。宇宙研人材育成基本方針を制

定するとともに、テニュアトラック（特任助教）制度に基づき、公募を行い、

年度内に２名の特任助教が着任した点は評価できる。一方、ISAS の学位取得

者数の状況を見ると、ここ過去５年に比べて、博士は９名と最小であり、修士

を含めた学位取得者数も 57 名と最小になっており、将来の研究人材確保等が

懸念される。外部人材の登用・宇宙科学・探査に関わる研究者の確保・キャリ

アパスの提示など博士号取得者の増加に資する取組について、中長期的視野

に立った若手人材育成を引き続き検討するとともに、各大学・大学院等外部機

関との連携をより深めていただきたい。 
 
○人材育成は評価が難しい。加えて，当該項目で求められる人材育成は「JAXA
に役立つ人材」ではなく、「日本の宇宙科学をリードする人材」の育成になる

ため、国内外の大学や他研究機関、民間企業において ISAS 出身者がどれほど

活躍しているかを次年度以降の評価指標に加えていただきたい。統計データ

ではなくて、具体例の列挙でも構わない。 
 
○惑星探査・科学に関する学術的成果が増えるに伴って、海外からの ISAS へ

の留学希望者も増加しているものと思われる。貿易管理やセキュリティの問

題もあるが、科学の分野ではできるだけ門戸を広げて、いろいろな国からの留

学生を受け入れることが望ましい。 
 
○「はやぶさ２」は、採取したサンプルを地球に持ち帰ることが重要であり、

令和２年 12 月の地球帰還に向けて、組織の力を結集して取り組むとともに、

その分析結果による新たな知見を期待する。 
 
○外部獲得資金が平成 28 年度の 16 億円に比較し、約半減している。資金が

必要以上に潤沢であるとは思われず、今後外部資金獲得に向けた成果の発表

など工夫を凝らしていただきたい。 
 
○はやぶさ・はやぶさ２を含め宇宙科学・探査の著しい成果による経済効果を

感じるものがあれば定性的なものであってもよいので提示していただきた

い。 
 
○「はやぶさ２」だけが広告塔のように評価されても産業活性化にはつながら

ない。そこで利用される技術を誰が作ったのかという情報を発信し、若者のキ

ャリアパス形成に資する情報発信を期待する。また、研究の成果が、今後の共
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組が必要であるこ

とから、人材育成

をはじめとした必

要な施策を進め、

研究開発を担う人

材を積極的かつ継

続的に確保する。 
さらに、大学院教

育への協力を行

い、宇宙航空分野

にとどまらず産業

界を含む幅広い分

野で活躍する人材

の育成に貢献す

る。 

ジェクトから創出される

世界一級の観測データ

（採取した地球外の物質

試料を含む）は、国際的

に広く活用されるようユ

ーザーフレンドリーな形

態で公開する。 
世界最先端の成果創出を

続けるには、人材育成と

人材流動性、人材多様性

の確保が必須であること

から、そのための取組を

行う。具体的には、引き

続き、世界的業績を有す

る研究者の招聘、終身雇

用（テニュア）教育職へ

の外国人や女性の積極的

採用、終身雇用を見据え

た有期雇用（テニュアト

ラック）特任助教制度の

整備、大学への転出促進

のための制度整備、クロ

スアポイントメント制度

の活用等の施策を進め

る。 
 
（２）研究開発・運用を

行う衛星・探査機等 
①宇宙の始まりと銀河か

ら惑星に至る構造形成の

解明 
・X 線による宇宙の高温

プラズマの高波長分解能

観測を実施するための X
線天文衛星代替機の開発

及び運用を行う。 
・これまでにない感度で

の赤外線による宇宙観測

を実施するための次世代

赤外線天文衛星(SPICA)
のプロジェクト化に向け

た検討を行う。 

ニュア）教育職への外国人や

女性の積極的採用、終身雇用

を見据えた有期雇用（テニュ

アトラック）特任助教制度の

運用、大学への転出促進のた

めの制度整備、クロスアポイ

ントメント制度の活用等の

施策を進める。 
 
 
（２）研究開発・運用を行う

衛星・探査機等 
宇宙科学の目標の達成に向

け、科学衛星・探査機プロジ

ェクトの立ち上げに向け

た検討・研究、開発及び

運用を行う。 
  
 
①宇宙の始まりと銀河から

惑星に至る構造形成の解明 
● X 線 分 光 撮 像 衛 星

（XRISM）の詳細設計を進

める。 
●次世代赤外線天文衛星

(SPICA)について、欧州宇宙

機関でのミッション公募の

選抜状況を踏まえつつ、プロ

ジェクト化に向けた検討を

行う。 
 
 
②太陽系と生命の起源の解

明 
●水星探査計画／水星磁気

圏探査機 
（BepiColombo/MMO）の運

用支援を行う。 
●深宇宙探査技術実証機

（DESTINY+）の開発に着

手する。 
●火星衛星探査機（MMX）

○外部へのデータ

提供の状況（例：

国内外の関係機

関等への衛星デ

ータ提供数等） 
（マネジメント

等指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件

数、技術支援件

数、 JAXA の施

策・制度等への民

間事業者・大学等

の参入数又は参

加者数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業

数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査

分野における世

界最高水準の成

果創出及び国際

的プレゼンスの

維持・向上等】 
○世界最高水準の

科学成果の創出

や我が国の国際

的プレゼンス維

持・向上等に貢献

する宇宙科学研

究、宇宙探査活

動、有人宇宙活動

等の立案・検討・

マネジメントは

適切に進められ

たか。それに伴う

成果が生まれて

やぶさ２」は、2019 年

4月 5日に小惑星にお

いて人工クレーター

を作る衝突実験を行

い、クレーターができ

る瞬間やその直後に

生成されたクレータ

ーを詳細に観測した。

生成されたクレータ

ーは直径が 10m 以上

と事前の予測よりも

はるかに大きく、分離

カメラ（DCAM3）に

よって連続的に撮影

された衝突放出物の

画像と合わせて、リュ

ウグウの表面の物性

や表面の年代などの

推定がなされた。結果

は Science 誌に 2020
年 3 月に掲載された。

また、米国の CNN、

ニューヨークタイム

ズでも取り上げられ

る等、海外でも注目を

集めた。さらに、2019
年 7 月 11 日に成功し

た第 2 回目のタッチ

ダウン（人工クレータ

ー中心から 20m ほど

離れた地点）では、誤

差60cmという高精度

誘導を達成し、地下物

質の採取もできたと

考えられ、日本の技術

力を世界にアピール

することができた。 
３．小惑星探査機「は

やぶさ２」に搭載され

たサイエンス機器に

よって取得されたデ

ータの解析が進めら

創事業や宇宙産業の発展の中で活かされることを期待する。 



62 
 

 
②太陽系と生命の起源の

解明 
・水星の磁場・磁気圏・

内部・表層の総合観測を

実施するための水星探査

計画／水星磁気圏探査機

（BepiColombo/MMO）

の開発及び水星到着に向

けた運用を行う。 
・惑星間ダスト及び地球

飛来ダストの母天体の観

測を実施するための公募

型小型計画２の候補とし

て選定された事項につい

てプロジェクト化に向け

た研究を行う。 
・火星及び衛星の近傍観

測と衛星からのサンプル

回収を実施するための火

星衛星探査計画（MMX）

の開発及び運用を行う。 
・欧州宇宙機関（ESA）

が実施する木星氷衛星探

査計画（JUICE）に参画

する。 
・以下の衛星・探査機の

運用を行う。 
磁気圏尾部観測衛星

（GEOTAIL） 
太 陽 観 測 衛 星

（SOLAR-B） 
金星探査機（PLANET-
C） 
惑 星 分 光 観 測 衛 星

（SPRINT-A） 
小惑星探査機はやぶさ

２ 
ジオスペース探査衛星

（ERG） 
 
③宇宙機及び宇宙輸送シ

のフロントローディングを

行い、開発に着手する。 
●欧州宇宙機関（ESA）が実

施する木星氷衛星探査計画

（JUICE）に参画する。 
●以下の衛星・探査機の運用

を行う。 
 磁気圏尾部観測衛星

（GEOTAIL） 
 太陽観測衛星（SOLAR-

B） 
 金星探査機（PLANET-

C） 
 惑 星 分 光 観 測 衛 星

（SPRINT-A） 
 小惑星探査機はやぶさ

２ 
 ジオスペース探査衛星

（ERG） 
 

③宇宙機及び宇宙輸送シス

テムに関わる宇宙工学技術

の革新 
● 小 型 月 着 陸 実 証 機

（SLIM）の詳細設計及び製

作・試験を行う。 
●「宇宙科学技術ロードマッ

プ」の検討を踏まえ、プロジ

ェクトを主導する工学技術

の世界最高水準を目指した

研究開発を行う。また、萌芽

的な工学技術の研究を行う。 
 
 
④その他 
●宇宙科学プロジェクトの

候補ミッション（戦略的中型

計画２、公募型小型計画３

等）について、初期の成立性

検討や初期の研究開発を充

実させ、プロジェクト化につ

いて検討を実施する。 

いるか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査

分野における世

界最高水準の成

果創出及び国際

的プレゼンスの

維持・向上等に係

る取組の成果 
（マネジメント

等指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検

討の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジ

メ ン ト の 状 況

（例：研究開発の

進捗管理の実施

状況、施設・設備

の整備・維持・運

用の状況等） 
○大学・海外機関

等の外部との連

携・協力の状況 
＜モニタリング

指標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした

研究開発等の成

果（例：著名論文

誌への掲載状況

等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の成果（例：受入

学生の進路等） 
（マネジメント

等指標） 
○大学・海外機関

れ、論文として様々な

雑誌で出版されてい

る。特に、中間赤外カ

メラのデータにより

リュウグウ表面の岩

石の詳細を調べたも

のはNature誌に掲載

され、小惑星探査から

「太陽系がどのよう

にしてできたのか、そ

こにおいて地球はど

のように生命惑星と

なったのか」という課

題解決に貢献すると

いう、はやぶさ２計画

立ち上げ時点での大

目標に向けての進展

が確認できる。 
 
【太陽系と生命の起

源の解明（太陽系スノ

ーラインより内側の

惑星に水と有機物が

持ち込まれた過程の

理解） 】  
４．小惑星探査機「は

やぶさ」が持ち帰った

イトカワ粒子の力学

的特性測定に成功し、

小惑星と地球の水は

同じ起源をもつ可能

性が高いことが分か

った。また火星衛星探

査機（MMX）のターゲ

ット天体である火星

の衛星「フォボス」表

面に火星の全時代・全

領域の物質が含まれ

ることが示唆され、

MMX が火星サンプ

ルリターン的な側面

を持つこと、すなわ
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ステムに関わる宇宙工学

技術の革新 
・小型探査機による重力

天体への高精度着陸技術

の実証を実施するための

小 型 月 着 陸 実 証 機

（SLIM）の開発及び運

用を行う。 
・前述の「宇宙科学技術

ロードマップ」に従い、

深宇宙航行を革新するた

めのシステム技術・推進

技術・大気圏突入技術、

重力天体着陸技術や表面

探査技術等、プロジェク

トを主導する工学技術の

世界最高水準を目指した

研究開発を行う。また、

宇宙輸送のための将来の

システム技術・推進技術

等の検討を含め、萌芽的

な工学技術の研究を行

う。 
 
④その他 
・宇宙科学プロジェクト

の候補ミッション（戦略

的中型計画２、公募型小

型計画３、４等）につい

て、初期の成立性検討や

初期の研究開発（フロン

トローディング活動）を

従前より充実させ、プロ

ジェクト化について検討

を実施する。 
・我が国の宇宙科学・宇

宙探査ミッションの自立

的遂行のため、また、国

際協力による海外機関ミ

ッションの遂行支援によ

り国際的プレゼンスを確

保する観点から、現行深

●現行深宇宙通信局の後継

局として、深宇宙探査用地上

局の製作及び現地据付工事

を進める。 
●小型飛翔体や実験・試験設

備について、多様な実験ニー

ズへの対応に向けた高度化

の検討や大型設備の JAXA 
全体での効率的な維持・整備

に向けた検討を行う。 
●宇宙科学研究の取組の中

で創出した成果について、産

業振興への貢献をはじめと

した社会還元に向けた取組

を行う。 
 

（３）大学院教育への協力 
宇宙航空分野に留まらず

産業界を含む幅広い分野で

活躍し、将来の我が国を担う

人材の育成を目的として、総

合研究大学院大学、東京大学

大学院との連携、連携大学院

制度等を活用し、教育環境の

向上に努めつつ、研究開発の

現場である  JAXA での学

生の受入れ指導等により、大

学院教育への協力を行う。 

等の外部との連

携・協力の状況

（例：協定・共同

研究件数等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の状況（例：学生

受入数、人材交流

の状況等） 
○論文数の状況

（例：査読付き論

文数、高被引用論

文数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：科研費等の

外部資金の獲得

金額・件数等） 

ち、MMX によるサン

プルリターンの科学

的価値がさらに高ま

ったと考えられる。両

成果は、新たな科学的

価値をもたらし、太陽

系と生命の起源の解

明（太陽系スノーライ

ンより内側の惑星に

水と有機物が持ち込

まれた過程の理解）へ

の貢献が期待される。 
 
【査読付き論文等（宇

宙科学分野において

世界トップクラスの

科学的成果を創出）】 
５．本年度も多くの査

読付き論文が学術誌

に掲載され、宇宙科学

分野において世界ト

ップクラスの科学的

成果を創出した。特

に、ジオスペース探査

衛星「あらせ」（ERG）

の観測による「分子イ

オンの電離圏からの

流出」の成果は、米国

地 球 物 理 学 会 の

Geophysical 
Research Letters の

2019 年 Editor’s 
Highlights に選ばれ

たことは、小型計画に

よるタイムリーな科

学的課題の探求が可

能であることを示す。

本論文により、宇宙天

気現象が発生する舞

台となる宇宙空間の

プラズマは、太陽に起

源をもつプラズマが
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宇宙通信局の後継局とし

て、新たにより高い周波

数帯である Ka 帯の受信

も可能とする深宇宙探査

用地上局の開発を進め

る。 
・小型飛翔体や実験・試

験設備について、多様な

実験ニーズへの対応に向

けた高度化を図る。特に、

大型の設備に関しては、

JAXA 全体での効率的な

維持・整備を行う。 
・宇宙科学研究の取組の

中で創出した成果につい

て、産業振興への貢献を

はじめとした社会還元に

向けた取組を行う。 
 
（３）大学院教育への協

力 
宇宙航空分野に留まらず

産業界を含む幅広い分野

で活躍し、将来の我が国

を担う人材の育成を目的

として、総合研究大学院

大学、東京大学大学院と

の連携、連携大学院制度

等を活用し、教育環境の

向上に努めつつ、研究開

発の現場である JAXAで

の学生の受入れ指導等に

より、大学院教育への協

力を行う。 

主と思われていたが、

酸素イオンなどの地

球起源の大気分子イ

オンが、地球の超高層

大気において加速さ

れて宇宙空間に流出

し、宇宙環境を大きく

変化させることを明

らかにした。本成果に

より、宇宙嵐などの宇

宙天気現象や、より長

期的な地球大気の変

遷についての理解が

大きく進むことにな

る。また、米国地球物

理 学 連 合 速 報 誌 

Geophysical 
Research Letters は、

宇宙地球科学分野に

おいて、国際的に最も

高い評価を受けてい

る学術誌であり、掲載

論文の中から約 1%に

あたる論文が、科学的

に重要であり、地球物

理学分野に大きな影

響を与える成果とし

て Editor‘s  
Highlight として選出

される。当該あらせに

関する成果は、太陽地

球系科学分野で唯一

選出されたもので、大

きな注目をあびた。ま

た、日本実験棟「きぼ

う」船外実験プラット

ホームに搭載されて

いる、高エネルギー電

子・ガンマ線観測装置

「CALET」を用いた

宇宙線観測結果を報

告した論文について



65 
 

は 、 米 国 学 術 誌

Physical Review 
 Letters のハイライ

ト論文に選定された。

本学術誌は物理学分

野においてScienceや
Nature に匹敵する最

高レベルであり、物理

学者の一つの目標と

されている極めて著

名な国際雑誌である。

さらに本論文は、掲載

論文の中でもたった

10%となる「ハイライ

ト論文」として選定さ

れており、世界トップ

クラスの成果を創出

した。 
なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
   

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．９ 国際宇宙ステーション 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0257、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 

令和元年

度 

令和２年

度 

令和３年

度 

令和４年

度 

令和５年

度 

令和６年

度 

 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

HTVのミッシ

ョン成功率 
－ 100% 100%      

予算額（千円） 32,218,425 38,278,780      
決算額（千円） 37,140,172 38,426,964      
経常費用（千円） － －      

         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 228 226      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．９．国際宇宙ス

テーション 
 

日米協力をはじ

めとした多国間の

国際協力関係の象

徴として、我が国

は、有人宇宙技術の

獲得やイノベーシ

１．９．国際宇宙ス

テーション 
 
国際宇宙ステー

ションに関して以

下の取組を行う。 
（１）地球低軌道利

用の拡大と事業化

に向けた取組 

１．９．国際宇宙ス

テーション 
 
国際宇宙ステー

ションに関して以

下の取組を行う。 
 
（１）地球低軌道利

用の拡大と事業化

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

１．地球低軌道利用の

拡大と事業化に関する

取組（例） 

過去 10年にわたる産

学官との工夫、連携に

より、「きぼう」を宇宙

実証の場として不可欠

な存在に高め、国内外

で利用を拡大、多様化

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
ISS 計画は、日本の有人技術

獲得や利用成果創出、米欧宇

宙開発への貢献を目的に始ま

った。「きぼう」完成、「こうの

とり」初号機から 10 年を迎

え、当初目的に加え、「こうの

とり」100%成功等の基幹的役

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。なお、自己評価では S 評価で

あるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点について、さらなる改善を期待したい。 
 
＜評価すべき実績＞ 
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ョンの創出及び産

業の振興、科学的知

見の創出、我が国の

国際的プレゼンス

の維持・向上への貢

献等を目的に国際

宇宙ステーション

（ISS）計画へ参画

し、国際協働による

有人宇宙活動にお

いて中核的な役割

を担ってきた。今後

は、民間事業者を含

む多様なプレイヤ

ーによる有人宇宙

活動が拡大してい

く方向性を踏まえ、

イノベーションの

創出や産業の振興、

国際競争力のある

有人宇宙技術の獲

得による我が国の

国際的プレゼンス

の維持・向上等への

貢献に重点化し、費

用対効果を向上さ

せつつ、以下の取組

を行う。 
 日米オープン・プ

ラットフォーム・パ

ートナーシップ・プ

ロ グ ラ ム (JP-US 
OP3)に基づき、ISS
計画の成果の最大

化を図り、日米協力

関係の強化に貢献

する。 
日 本 実 験 棟

（JEM）「きぼう」が

持つ微小重力環境

での実験機会を利

用して科学的・学術

我が国の科学技

術政策や民間ニー

ズを踏まえ、重点化

した分野の「きぼ

う」利用サービス

（新薬設計支援、加

齢研究支援、超小型

衛星放出及び船外

ポート利用）につい

て、定時化（決まっ

た時間間隔で利用

できること）・高頻

度化・定型化等を進

める（プラットフォ

ーム化）。プラット

フォーム化した利

用サービスについ

ては、利用能力や技

術の量的・質的な機

能向上、新たな実験

手法の開発及び地

上の実験設備との

連携により実験技

術の適用範囲を広

げ、利用機会を大幅

に拡大する。 
さらに、社会的イ

ンパクトの大きい

研究への協力や支

援を通じ、新たな概

念・価値を創出する

利用サービスを確

立し、新たなプラッ

トフォームとして

整備する。 
加えて、人材育成

機能及び超小型衛

星開発能力・経験を

持つ大学や国の研

究機関等との戦略

パートナーとして

の連携を強化する

に向けた取組 
我が国の科学技

術政策や民間ニー

ズを踏まえ、重点化

した分野の「きぼ

う」利用サービス

（新薬設計支援、加

齢研究支援等）の利

用能力や技術の量

的・質的な機能向

上、新たな実験手法

の開発及び地上の

実験設備との連携

により実験技術の

適用範囲を広げ、利

用機会の定時化（決

まった時間間隔で

利用できること）・

高頻度化・定型化等

を進める。 
加えて、人材育成

機能及び超小型衛

星開発能力・経験を

持つ大学や国の研

究機関等との戦略

パートナーとして

の連携を強化する

ことで、国内のみな

らず海外のユー

ザ開拓を図る。更

に、国際的な市場需

要を有する超小型

衛星放出が事業化

されたことを受け、

地球低軌道利用の

発展に向けた新た

な研究開発利用領

域の探索・創出を推

進する。 
また、ISS 計画終

了以降も見据え、研

究開発利用に留ま

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

するとともに、自らも

機能を向上し活用し続

けることで、民間から

の高い評価や世界初を

含む「きぼう」ならでは

の様々な成果が効率的

に得られた。 

（１）衛星バス不要・高

頻度な実証機会の自由

度という特性を活かし

た民間の技術実証利用

が成果を上げるととも

に、民間事業者による

事業拡大フェーズへ発

展 
○利用メニューの拡大

を含む「高頻度化、定時

化、定型化」や電力、通

信などのリソース提供

によるバス部不要な実

証機会により有償利用

の受注件数を 4 年連続

で増加。 
○(株)ソニーCSL 社と

の小型衛星光通信実験

は、宇宙探査イノベー

ションハブ、情報通信

研究機構と連携のう

え、Ethernet での宇宙

と地上の双方光通信を

世界で初めて達成し、

第４回宇宙開発利用大

賞(総理大臣賞)を受賞。

同社からは、JAXA によ

る実験状況に応じた迅

速な対応に加え、「きぼ

う」の利用機会があっ

たことでより短期、低

廉に実証出来たことに

高い評価が示された。 
○小型衛星放出、船外

ポート利用事業は、週 1

割や「きぼう」を軸に将来宇

宙探査に不可欠な技術開発を

行ってきた実績が国際的な高

い評価と宇宙先進国としての 

地位をもたらし、「スペース

X」運用初号機へ野口飛行士

が初の国際パートナーとして

選ばれ、 次期月探査計画のア

ジア唯一となる参画表明につ

ながった。同時に、宇宙利用

の量、質拡大に向けたプラッ

トフォーム(基礎基盤)化に取

り組み、世界初の成果や新興

国の宇宙参加、人材育成等を

促し、非宇宙を含む新たな事

業、社会 実装をもたらすと

ともに、限られたリソ-スで

ISS 参加国中最も効率よく利

用成果を生み出す等効率運

用、利用を達成した。具体的

には、特に ISS・「きぼう」に

かかる 以下の特に顕著な成

果が得られたと評価する。 
 

国際宇宙ステーション（ISS）の日本実験棟「きぼう」及び宇宙ステーション補給機

「こうのとり」は運用 10 周年を迎えた。「きぼう」の運用による様々な実験成果の

創出や現行の補給機で唯一の 100%の輸送成功の達成により、日本人宇宙飛行士の民

間宇宙輸送機への搭乗や、米国主導の月探査計画へのアジア唯一の参画につながっ

たことは、我が国の有人宇宙技術が国際的に認められるレベルに到達したことの証

左であると思われる。その他、超小型衛星放出事業を始めとした日本実験棟「きぼう」

利用事業の民間開放による事業受注件数の大幅上昇など、国際宇宙ステーションの

利用拡大にも貢献している。これらは顕著な成果の創出であると認められた。なお、

自己評価では S 評価であるが、費用対効果の観点、及び有人宇宙技術の獲得という

観点から、さらなる成果の創出について期待したい。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○HⅡ-B、HTV が全て成功という有終の美を飾ったことは記憶に新しく、評価され

るべき部分である一方、費用対効果の観点、及び有人宇宙技術の獲得という観点から

はさらなる成果の創出が望まれる。 
 
○我が国の国際的プレゼンスの維持・向上及び途上国の SDGs 達成への貢献は大い

に評価すべき点であるが、定量的に評価することが非常に困難である。これら国際的

な貢献に対する評価の基準について、政府の外交方針への寄与、途上国の宇宙利用の

支援等その観点を含め、検討が必要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○評価は、計画に対し、どの程度質的および量的に目標を上回る成果をあげるかで判

断される。したがって、計画をどのように立てるかということこそが重要であり、来

年度以降の計画をどうするかということをきっちり考えることに留意していただき

たい。 
 
○国際宇宙ステーションは、JAXA 第４期中長期目標において、①有人宇宙技術の獲

得 ②イノベーションの創出及び産業の振興 ③科学的知見の創出④国際的プレゼン

スの維持・向上への貢献の４項目が主要な目標であり、特に「有人宇宙技術の獲得」

は、我が国が自立した宇宙利用大国であることを実現する（宇宙基本計画の目標）上

で、最重要課題と思われる。その有人宇宙技術の獲得における成果の創出に期待す

る。 
 
○宇宙ステーションや有人宇宙探査の方向性は、米国を中心とする関連各国の意向

に左右されることから、我が国・JAXA として確固たる方針を持ち、的確な判断・調

整が行われることが重要である。また、長期にわたり多額の費用が発生し、国民の関

心が高い領域でもあることから、全体的な方針説明、年度計画の明確化及びプロジェ

クト全体における達成度、費用対便益等定量的指標等評価に資する情報の国民（納税

者）目線での透明化を強く求める。さらに、月 Gateway 計画も始まる中、ISS との

役割分担の明確化や予算計画の見直し等にも、早い段階から着手する必要がある。 
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的成果の創出を促

進するとともに、船

外プラットフォー

ム等を利用した宇

宙実証機会の利用・

提供を通じて、我が

国の国際的プレゼ

ンスの維持・向上、

産業の振興、国民生

活の向上等に貢献

する。さらに、2020
年までに、大学や民

間事業者等とのよ

り一層の連携強化

を通じて「きぼう」

が科学技術イノベ

ーションを支える

研究開発基盤とし

て産学官で幅広く

利用されることを

目指す。 
これらの取組を

通じ、宇宙利用の拡

大及び産業の振興

の観点から、「きぼ

う」を利用したサー

ビスが民間事業者

等の事業として自

立することを目指

す。さらに、国際的

動向を踏まえ、地球

低軌道有人宇宙活

動の 2025 年以降の

在り方や可能性に

ついて、検討を進め

る。 
 宇宙ステーショ

ン補給機（HTV）「こ

うのとり」を高度化

させ、将来への波及

性の高い新たな宇

宙機を開発するこ

とともに、定型化さ

れたサービスを事

業としてエンドユ

ーザーに提供する

民間事業者を選定

し、ノウハウ等を含

む技術移転を行う

ことで、国内のみな

らず海外のユーザ

を開拓する。 
これらの活動に

より、2020 年まで

に「きぼう」が科学

技術イノベーショ

ンを支える研究開

発基盤として産学

官で幅広く利用さ

れる姿を実現する

とともに、その実績

を基に、民間事業者

主体による「きぼ

う」利用事業を開始

し、2024 年を目標

に「きぼう」の一部

について事業の自

立化を目指す。 
また、ISS 計画終

了以降も見据え、民

間事業者による事

業化の視点を重視

した利用アイデア

募集や「きぼう」に

おける利用実証等

を通じ、研究開発利

用に留まらない新

たな地球低軌道利

用事業の実現可能

性を追求し、事業の

創出を目指す。 
上述の取組及び

国際的動向を踏ま

え、地球低軌道有人

らず、民間活力の積

極的活用も含め、新

たな地球低軌道利

用事業の実現可能

性を追求する。 
上述の取組及び

国際的動向を踏ま

え、地球低軌道有人

宇宙活動の  2025 
年以降の在り方や

可能性について技

術的検討を進める。 
 

（２）ISS 計画を通

じた国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

資する取組 
日米オープン・プ

ラットフォーム・パ

ートナーシップ・プ

ロ グ ラ ム (JP-US 
OP3)に基づいた、

日米研究者による

共同実験の実施、実

験装置の相互利用、

実験試料の交換等

の協力を通じて新

たに得られた知見

により、ISS 計画へ

の両国の貢献から

生み出される成果

の最大化を図るこ

とで、日米協力関係

の強化に貢献する。 
また、「きぼう」、

宇宙ステーション

補給機（以下、HTV 
という）「こうのと

り」を安定的かつ効

率的に運用するた

め、HTV８号機の打

上げ及び運用並び

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査

分野における世界

回の技術支援やプロセ

ス改善等のきめ細かな

サポートによりエンド

ユーザの早期実証機会

への要望やビジネス拡

大に貢献。 
・船外ポート利用事業

（Space BD(株)）：スペ

インのベンチャー企業

に契約後約 1 年で実証

機会を提供、実現し、早

期実証へのビジネス需

要に貢献。 
・超小型衛星放出事業

（Space BD(株)、三井

物産エアロスペース

(株)）：事業化後 2 年で

34 機の受注を獲得し、

事業が定着化。 
○さらに、「きぼう」で

技術実証した膜展開式

軌 道 離 脱 装 置 が

(株)ALE の人工流れ星

実証衛星に搭載、実用

化されるなど、「きぼ

う」を通じた利用、社会

実装を拡大。 
（２）人工重力付加装

置や非接触での高融点

材料溶融装置、船外装

置での世界初の科学研

究成果を創出し、さら

に機関間や装置間連携

で成果を拡大 
○日本にしかない人工

重力環境下でのマウス

飼育と全数生存帰還を

4 回連続で達成。マウス

飼育システムは文部科

学大臣賞を受賞。また、

同システムは NASA の

レポートでも Featured 

○ISS は微小重力環境、閉鎖環境であり、多様な文化交流が可能な環境であることか

ら、その特有な環境を現在の地球上の課題解決策を講じる場として利用することに

より、自然科学分野だけではなく、人文科学や社会科学分野に至るまでの数多くの新

しい領域の成果を生み出すことができると考える。今後、より一層、効率的な有人宇

宙活動を進めることにより、民間や大学等の研究機関の「きぼう」利用を促進し、そ

の結果、多くの成果が地上の生活の向上や産業振興に貢献し、日本の高度な技術を利

用することによるアウトカムや民間による商業利用に繋がる活動となることを期待

する。 
 
○ISS の利用のプラットフォーム化を進め、利用を促進する努力は評価できる。一

方、超小型衛星放出数は拡大しているものの、その他の利用は数的には同程度なの

で、その他の利用拡大にも努めてもらいたい。 
 
○ISS 民営化を見据えて、新たな事業創出や有償化施策だけでなく、JAXA の支援の

あり方含む既存の事業の安定化に向けた道筋をデザインし、現行の運用予定期間で

ある令和６年以降の、ISS を含む地球低軌道のあり方の検討にあたっては、国際協力

や研究開発の観点に加えて、運用の期間や形態(有人/無人)、最終的な廃棄計画等を勘

案したコスト面を精査・比較したうえで検討を行うことが必要である。 
 
○現在の ISS における、「数年後に利用できなくなるかもしれない」という流動的な

状態では、民間企業も商業利用に踏み切りづらい。ISS に関する将来的な方針を早期

に明確にしたうえで、幅広い民間企業がより利用しやすい環境を整備することが望

まれる。「きぼう」の有償化や事業化が採算ベースにのるビジネスモデルによって確

立できるように進めていただきたい。 
 
○小型衛星の放出は、科学成果や人材育成とともに国際的プレゼンス向上にも貢献

しているととともに、途上国の SDGs 達成へ貢献している点が国際的に高く評価さ

れていると見受ける。このことを、国内に広くいきわたる形で広報する工夫が必要で

ある。 
 
○ISS からの小型カプセルによる回収技術は、未だ事業やサービス提供に繋がって

おらず、需要の発掘を続けることが必要ではないか。 
 
○ISS への参画及び月探査 Gateway への参加表明に関して「アジア唯一」という表

現がなされているが、「アジア」という枠組に意味はあるのか。また、「国際宇宙探査

計画に米欧露加と並び主体的な立場でその議論に参加することができている」こと

についてコスト換算は困難であるという認識でよいのか、改めて検討する必要があ

るのではないか。 
 
○ISS 利用について NASA、ESA、カナダとの定量的な比較が事業化・有償利用の

年増加率も含め明示されており、信頼のおける評価指標となっている。これらについ

て、目標にない指標を設定して、独自の基準で評価していることは評価でき、今後の
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とで、ISS への輸送

能力の向上と運用

コストの低減を実

現するとともに、

ISS物資輸送機会を

活用した技術実証

機会の提供を実現

することで、我が国

の効率的な有人宇

宙活動の実現、産業

の振興等に貢献す

る。 
 「きぼう」・「こう

のとり」等の運用や

日本人宇宙飛行士

の活躍を通じ、ISS
計画において基幹

的な役割を引き続

き果たすとともに、

我が国を通じた ISS
利用機会の提供を

海外に広げる。これ

らを通じ、ISS 参加

国にとどまらず、ア

ジア諸国や国連等

から高い評価を獲

得し、我が国の国際

的プレゼンスの維

持・向上に貢献す

る。 
 ISS において、国

際競争力のある有

人宇宙滞在及び探

査技術の実証を推

進することで、国際

協調による将来の

有人宇宙活動等へ

の参画を可能とし、

日本の主導権の確

保を目指す。 

宇宙活動の 2025 年

以降の在り方や可

能性について、技術

的な検討を進める。 
 
（２）ISS 計画を通

じた国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

資する取組 
ISS計画における

国際約束に基づく

基幹的な役割を果

たすとともに、我が

国を通じた ISS 利

用機会の提供を海

外に広げることで、

ISS参加各極に留ま

らず、アジア諸国、

国連等との関係を

強化する。 
具体的には、日米

関係の強化に貢献

するため、日米オー

プン・プラットフォ

ーム・パートナーシ

ップ・プログラム

(JP-US OP3) に 基

づいた、国際宇宙探

査等に資する技術

の共同研究、ISS や

新型宇宙ステーシ

ョン補給機（HTV-
X(仮称)）等を用い

た実証、日米研究者

による共同実験の

実施、実験装置の相

互利用、実験試料の

交換等の協力を通

じて新たに得られ

た知見により、ISS
計画への両国の貢

献から生み出され

に HTV９号機の機

体の製作に取り組

むとともに、日本人

宇宙飛行士の活動

を安全・着実に行

う。さらに、新型宇

宙ステーション補

給機（HTV-X）の詳

細設計及びプロト

フライトモデル製

作等を行う。また、

国連及び人材育成

等で海外と連携し

ている大学等との

枠組みの活用によ

り、海外機関による

「きぼう」利用を拡

大する。 
さらに、国際宇宙

探査や将来の地球

低軌道有人宇宙活

動等に資するため、

水・空気補給量の大

幅な削減を目指し

た再生型環境制御

等の有人滞在技術、

定型的なクルー作

業を代替する自動

化・自律化技術、超

長期や地球低軌道

以遠でのクルー滞

在に必要となる宇

宙医学・健康管理技

術等の研究開発を

行うとともに、有人

滞在技術における

水再生技術の技術

実証を行う。 

最高水準の成果創

出及び国際的プレ

ゼンスの維持・向

上等】 
 
○世界最高水準の

科学成果の創出や

我が国の国際的プ

レゼンス維持・向

上等に貢献する宇

宙科学研究、宇宙

探査活動、有人宇

宙活動等の立案・

検討・マネジメン

トは適切に進めら

れたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査

分野における世界

最高水準の成果創

出及び国際的プレ

ゼンスの維持・向

上等に係る取組の

成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○大学・海外機関

等の外部との連

携・協力の状況 

Investigation に選ばれ

た。 
○タンパク質結晶化実

験では、デュシェンヌ

型筋ジストロフィー

(DMD) に有効性の高

い阻害剤候補の創出に

貢献。製薬会社での「動

物実験・ヒト臨床試験

（第Ⅱ相）を経て「医療

研究開発革新基盤創成

事業」（日本医療研究開

発機構）において阻害

剤化合物の研究が採択

された。 
○2000℃以上の高融点

材料を非接触で浮遊、

溶融可能な世界唯一の

静電浮遊炉(ELF)では、

物質・材料研究機構と

地上では困難な高融点

酸化物（La2O3-Nb2O5
系）の浮遊・溶融に成功

し世界初の熱物性値を

取得、また、超高融点

（2413℃）を有する酸

化エルビウム（E 令和２

O3）液体の原子配列と

電子状態を世界で初め

て測定することに成功

（NPG Asia Materials
誌 (IF:8.052)）したほ

か 、 ELF デ ー タ を

NIMS 材料データベー

ス公開するなど、波及

効果の大きい材料開発

へのニーズに応えた。 
○全天 X 線観測装置

（MAXI）は、10 年間の

集大成としてX線CCD
を用いた軟 X 線帯域の

全天マップを世界初公

成果創出が期待できる。一方、これらの指標について他の参加国が認識していないの

であれば、不要な誤解を招く恐れがある。同指標以外に、例えば実験設備や観測装置

の稼働率や不具合件数など、他の参加国と比較しやすい指標も検討してはどうか。 
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る成果を最大化す

る。 
また、「きぼう」、

宇宙ステーション

補給機（HTV）「こう

のとり」を安定的か

つ効率的に運用す

るとともに、日本人

宇宙飛行士の活動

を安全・着実に行

う。さらに「こうの

とり」を高度化さ

せ、将来への波及性

の高い HTV-X（仮

称）を開発し、着実

な運用をすること

で、ISS への輸送能

力の向上と運用コ

ストの低減を実現

するとともに、ISS
物資輸送機会を活

用した技術実証機

会の提供を実現す

ることで、我が国の

効率的な有人宇宙

活動の実現及び産

業の振興等に貢献

する。加えて、国連

及び人材育成等で

海外と連携してい

る大学等との枠組

みの活用により、海

外機関による「きぼ

う」利用を拡大す

る。 
さらに、国際宇宙探

査や将来の地球低

軌道有人宇宙活動

等に資するため、

水・空気補給量の大

幅な削減を目指し

た再生型環境制御

＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：著名論文誌

への掲載状況等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の成果（例：受入学

生の進路等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・海外機関

等の外部との連

携・協力の状況

（例：協定・共同研

究件数等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の状況（例：学生受

入数、人材交流の

状況等） 
○論文数の状況

（例：査読付き論

文数、高被引用論

文数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：科研費等の

外部資金の獲得金

額・件数等） 

開（日本天文学会欧文

学会誌でも掲載）し、

MAXI と高エネルギー

電子・ガンマ線観測装

置（CALET）は、荷電

粒子の情報を「あらせ」

に提供し詳細観測デー

タ取得につなげる等当

初想定していなかった

成果を創出した。 
○「きぼう」関連の論文

数は前年を上回る 153
件、累計 1,900 件超とな

り、限られたリソ-スの

最大限活用により ISS
参加国中最も効率よく

利用成果を創出した。 
成果例： 
①宇宙でマウスの精子

が受精能力を保ち次世

代マウスでも影響が見

られないことを発見

（Scientific Report 誌
(IF:4.011） 
②魚のウロコを用いた

宇宙での骨吸収に関す

る 知 見 を 獲 得 （ J. 
Pineal Research 誌

(IF:15.221)) 
③別目的の観測機器

(MAXI 、  CALET 、 
SEDA-AP) での同時観

測により将来の宇宙天

気予報に向けた基礎デ

ータを取得。 (Space 
Weather 誌(IF:3.69))  
 
２．ISS 計画を通じた国

際的プレゼンスの維

持・向上に向けた取組

（例） 
現役の ISS 輸送船唯
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等の有人滞在技術、

定型的なクルー作

業を代替する自動

化・自律化技術、超

長期や地球低軌道

以遠でのクルー滞

在に必要となる宇

宙医学・健康管理技

術等について、ISS
を最大限活用した

実証を行う。 

一となる「こうのとり」

100%成功等 ISSにおけ

る基幹的な役割を果た

すとともに、ISS の技術

を発展させ将来の月近

傍、月面活動に不可欠

な技術開発を行う等、

過去 10年の実績が国際

社会から高く評価され

た結果、スペース X 社

の運用初号機に野口飛

行士が初の国際パート

ナ搭乗員として選ばれ

たとともに、月周回有

人拠点「ゲートウェイ」

(Gateway)を含む月探

査計画にアジア唯一参

画表明がなされ、探査

につなげることで日本

のプレゼンスを維持、

向上させることに貢献

した。 
（１）各国の状況に応

じた「きぼう」利用で国

際協力を拡大し、日本

のプレゼンスを発揮 
(「きぼう」利用を通じ

た国際貢献の拡大) 
○衛星技術を有する大

学（東大、九工大等）と

連携のうえ、開発、打上

げ、運用をパッケージ

に、人材育成を交え各

国のレベルやニーズに

合わせ参画機会や実験

プログラムを設定、提

供する細やかな戦略と

持続的サポートにより

新興国の宇宙参加を実

現。 
・スリランカ、ネパー

ル、シンガポール、ルワ
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ンダ、エジプトの超小

型衛星を放出し、放出

数は海外累計で 19 か

国、27 機に。 
・日本主導でアジア太

平洋地域の「きぼう」利

用を目指す Kibo-ABC
は、UAE 飛行士による

「きぼう」内ドローン

「Int-Ball」を利用した

教育ミッション等を実

施、400 人以上がパブリ

ックビューイングに参

加し、UAE やニュージ

ーランド、オーストラ

リア、台湾、バングラデ

ィッシュから 6 機関が

Kibo-ABC へ新規加盟。 
・マレーシアによる船

外曝露実験（光ファイ

バ線量計）、タイによる

タンパク質結晶生成実

験（抗マラリア薬開発）

等アジアでの本格利用

が進展。 
○これらの取組みは国

内外の要人から高く評

価され、アジア唯一の

ISS 計画参加国として

のリーダーシップを発

揮。 
・アフリカ開発会議 
(TICAD7＠横浜）初と

なる成果文書への「宇

宙」の記載、総理の基調

講演でのルワンダ、東

大の衛星開発に関する

紹介。 
・ルワンダ衛星プロマ

ネの同国教育担当相へ

の就任。 
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（２）日本の高い技術

が評価され、日米政府

間協力枠組み (JP-US 
OP3)による日米協力を

加速 
・静電浮遊炉利用：米国

内の 4 つの実験テーマ

での実験が決定。NASA
が自国リソース(宇宙飛

行士の作業時間等)を提

供する形で JAXA の実

験も実施。 
・小動物の宇宙飼育シ

ステム：月や火星の重

力環境を模擬できるの

は JAXA のみであり、4
回の飼育ミッション連

続成功を受け、国際宇

宙探査につながる長期

的なマウスの重力影響

評価に向け、JAXA の小

動物飼育システムを活

用した NASA との共同

低重力ミッションの実

施を合意。 
（３）ISS 計画における

着実な国際約束の遂

行、有人宇宙飛行への

取り組み 
○当初計画になかった

「こうのとり」8 号機

(HTV8)を打ち上げ、

ISS輸送船唯一の100%
成功を維持。ISS の維持

に必須な大型バッテリ

等の唯一の輸送機とし

て補給を行い、ISS の安

定的な運用に貢献し、

各極から日本の貢献へ

の感謝と信頼が寄せら

れた。 
○「きぼう」組立完成、
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「こうのとり」打ち上

げ 10 周年を受け、シン

ポジウムと記念式典を

開催。シンポではネッ

トで 100 万件以上のア

クセスを記録するな

ど、式典と合わせ多く

のメディアで取り上げ

られた(【参考】HTV8 打

上げ中継のアクセス数

は約 15 万件)。 
（４）将来低軌道、国際

探査への貢献 
○国際宇宙探査にオー

ルジャパンで挑むべ

く、「きぼう」で培った

技術を発展させ、将来

につながる国際的に評

価される宇宙技術の研

究開発を数多く推進し

た。 
・NASA が月面探査の

主要要素として期待す

るトヨタ自動車との与

圧ローバに関する共同

研究。（参照 Ⅲ.3.8 項） 
・MMX など探査機の

着陸機設計に資する、

地盤特性（レゴリス）の

重力依存性研究（月・火

星等の重力環境模擬が

可能な装置を用いた軌

道上実験）。 
・他国が利用を求めて

いるマウス飼育の汎用

タスク自動化・自律化

につながる遠隔操作の

研究開発。 
 
なお、年度計画で設定

した業務は計画通り実

施した。 



75 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１．１．１０ 国際有人宇宙探査 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

JAXA と他極

の実施機関

との合意文

書数 

－ 12 14 

     予算額（千円） 385,280 2,619,428      
決算額（千円） 329,458 909,304      
経常費用（千円） － －      
経常利益（千円） － －      

JAXA が議長

を務めた国

際会議及び

日本で開催

した国際会

議の数 

 

4 7 

     行政コスト（千円） － －      
従事人員数 10 26      
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．１０．国際有人

宇宙探査 
日米協力関係の

強化をはじめとす

る国際協調を基本

として、人類の活動

領域を拡大する「国

際宇宙探査（有人探

査のために先行し

て行われる無人探

査も含む。）」に我が

国が重要な役割を

もって参画するこ

とにより、地球低軌

道より遠方の深宇

宙における我が国

の主導権、発言権を

強化し、新たな国際

協調体制やルール

作りに当たって、我

が国がイニシアテ

ィブを発揮するこ

とを目指す。 
米国が構想する

月近傍の有人拠点

構築への参画や、国

際協力による月へ

の着陸探査活動の

実施などを念頭に、

国際的なプログラ

ムの具体化が図ら

れるよう、主体的に

技術面を含めた我

が国の計画の検討

を進めるとともに、

我が国として優位

性や波及効果が見

込まれる技術（深宇

１．１０．国際有人

宇宙探査 
日米協力関係を

はじめとする国際

協力関係の強化へ

の貢献を見据えつ

つ、国際共同で人類

の活動領域を拡大

する「国際宇宙探

査」（有人探査のた

めに先行して行わ

れる無人探査を含

む）において、我が

国の宇宙探査計画

を提案・実施する。

提案に当たっては、

宇宙科学・探査との

連携、ミッションの

科学的意義、「きぼ

う」/「こうのとり」

等の技術実績の継

承、異分野の企業を

含む民間事業者の

発展等を踏まえ、計

画立案する。 
米国が構想する

月近傍の有人拠点

構築への参画や、国

際協力による月へ

の着陸探査活動の

実施を念頭に、国際

的なプログラムの

具体化を図り、国際

宇宙探査のプロジ

ェクトに戦略的に

参画できるよう、主

体的に技術面を含

めた我が国の計画

１．１０．国際有人

宇宙探査 
 
国際共同で人類

の活動領域を拡大

する「国際宇宙探

査」（有人探査のた

めに先行して行わ

れる無人探査を含

む）において、米国

が構想する月近傍

の有人拠点構築へ

の参画及びインド

等との協力による

月極域での水資源

探査について、国際

的なプログラムの

具体化を図り、国際

宇宙探査のプロジ

ェクトに戦略的に

参画できるよう、主

体的に技術面を含

めた我が国の計画

の検討を進め、国際

調整や技術検討を

行う。計画の具体化

にあたっては、宇宙

探査に関連する産

業の拡大に向けて、

民間事業者との連

携を強化する。ま

た、国際宇宙探査に

おいて重要となる

技術のうち、我が国

が優位性を発揮で

きる技術や他分野

への波及効果が大

きく今後伸ばして

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

１．国際宇宙探査プロ

グラム参画に向けた計

画の推進  

 

（１）国際宇宙探査へ

の参画方針決定に向け

た国際調整と国内政策

議論をリード 

・JAXA は 2019 年 3 月

に米国が発表した有人

月探査を加速する計画

（2024 年までに月着

陸）に対して、日本が強

みを有する技術により

存在感を示しつつ、戦

略的に参画することを

目指し、技術面含めた

検討・提案及び NASA
との調整を主体的に実

施した。具体的には、①

ゲートウェイの国際居

住棟（I-HAB)に向けた

環境制御・生命維持装

置（ECLSS）等の研究

開発の加速による、

2023 年打ち上げ予定の

ミニ居住棟（HALO）へ

の提供、②新型宇宙ス

テ ー シ ョ ン 補 給 機

（HTV-X）によるゲー

トウェイへの物資・燃

料補給、③月極域探査

ミッションにおける着

陸地点選定等に資する

NASA 機器搭載や取得

データ提供等による貢

献案を検討・提案する

とともに、これらの貢

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 
米国が主導する有人月面探

査活動や月周回有人拠点（ゲ

ートウェイ（Gateway））建設

への我が国の参画を推し進め

るべく、主体的に技術検討と

NASA との国際調整を進める

ことでプログラムの具体化を

図り、政府判断に資する提案

を行った。その結果として

2019 年 10 月の日本政府の参

画決定に繋がり、国際的な宇

宙探査活動への我が国の戦略

的な参画にとって大きな柱を

形成するに至った。 
 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
月近傍拠点（Gateway）を含むアルテミス計画参画に向け、NASA との調整を主導

し、日本政府の参画を技術の観点で支援する一方、学術界、産業界の国際宇宙探査へ

の参画を促し、サイエンスコミュニティとの火星を見据えた国際宇宙探査シナリオ

を検討したことや、非宇宙企業を含めた約 100 社が参加登録する「有人与圧ローバ

が拓く“月面社会”勉強会」を発足したことは、評価に値する。これらは顕著な成果の

創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○多額の費用負担が予見される国際有人宇宙探査においては、参画の意義、期待され

る成果、想定される費用等、国民（納税者）目線でのアウトカム KPI を設定すると

ともに ISS との関係性及び資源配分の考え方などが十分に説明される必要がある。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○Gateway プロジェクトへの参画は多くの期待が寄せられる分野であると同時に、

費用負担が最大の課題であり、今後、予算をどのように ISS や月探査に配分するか

が重要となる。JAXA として明確な方針を作成し、JAXA の予算を極力減らさずプラ

ス αの予算を獲得するよう努めるべきである。 
 
○米国月面探査計画などへの参画・実施に必要な予算を着実に政府に要求していく

ことが不可欠である。また、それに必要な知識・技術・人材を大学・機関等との連携

を通して広く求める枠組み作りが重要になると思われる。 
 
○アルテミス計画への参画を中心とする月探査においては、民間企業の協力も得な

がら、官民連携の下、事業を進める方針となっているが、長期間となり、計画の具体

化もこれからである有人宇宙探査において、民間の活動を過度に期待することは一

定のリスクがある。民間投資が集まらない事態も考え、計画/予算の早期具体化とモ

ニタリング結果に基づく随時見直しを行い、確実な達成に努めていただきたい。 
 
○宇宙探査における国際貢献と、国内の産業振興・基盤強化は、オープン＆クローズ

の視点を持ち、他国との連携の在り方、非宇宙企業による参画促進など戦略的に取り
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宙補給技術、有人宇

宙滞在技術、重力天

体離着陸技術、重力

天体表面探査技術）

の実証に、宇宙科

学・探査における無

人探査と連携して

取り組む。 
これらの活動によ

り、ISS パートナー

との関係の一層の

強化、新しいパート

ナーとの関係の構

築、我が国の国際的

プレゼンスの維持・

向上、世界最高水準

の科学的成果及び

獲得した技術の波

及による産業の振

興に貢献する。 

の検討を進める。ま

た、有人宇宙探査に

おいて重要となる

技術のうち、我が国

が優位性を発揮で

きる技術や他分野

への波及効果が大

きく今後伸ばして

いくべき技術とし

て、月近傍有人拠点

構築に向けては深

宇宙補給技術（ラン

デブ・ドッキング技

術等）と有人宇宙滞

在技術（環境制御技

術等）、有人月着陸

探査活動に向けて

は重力天体離着陸

技術（高精度航法技

術等）と重力天体表

面探査技術（表面移

動技術、掘削技術、

水氷分析技術等）の

実証に、宇宙科学・

探査における無人

探査と連携して取

り組む。 
これらの活動を通

じ、政府と協力し

て、ISS パートナー

との関係の一層の

強化及び新しいパ

ートナーとの関係

の構築を図り、新た

な国際協調体制や

ルール作りに貢献

するとともに、獲得

した技術の波及に

よる産業の振興に

も貢献する。 

いくべき技術とし

て、月近傍有人拠点

構築に向けては深

宇宙補給技術（ラン

デブ・ドッキング技

術等）と有人宇宙滞

在技術（環境制御技

術等）、月着陸探査

活動に向けては小

型 月 着 陸 実 証 機

（SLIM）、火星衛星

探査機（MMX）等の

機会も活用しつつ、

宇宙科学・探査にお

ける無人探査と連

携し、重力天体離着

陸技術（高精度航法

技術等）と重力天体

表面探査技術（表面

移動技術、掘削技

術、水氷分析技術

等）の技術検討・技

術実証に取り組む。 

力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

献案について、複数回

にわたる NASA 幹部－

JAXA 理事間の会談や

ゲートウェイプログラ

ム マ ネ ー ジ ャ 会 合

（PMM 会合）等のプロ

グラムレベル及び技術

レベルで NASA と綿密

に協議を重ねて調整し

た。これに基づき、国際

協力の枠組みや分担調

整の国内及び国際間の

議論をリードし、5 月、

8 月の ISS 多数者間調

整会合（MCB）や 7 月

の日米包括対話にて日

本政府を支援するとと

もに、9月にはNASA長

官と JAXA 理事長との

間で、持続的な探査活

動の実現に向けた協力

拡大を確認する共同声

明を発信した。さらに

国際宇宙探査に我が国

が戦略的に参画するた

めの具体的なプログラ

ムを検討・提案し、政府

レベルでの議論の加速

を促し、政府の参画決

定につなげた。（参照 
Ⅲ.6.1 項） 
・宇宙理学・工学委員会

を通じ、サイエンスコ

ミュニティとの間で、

火星も見据えた国際宇

宙探査シナリオの検討

等において協力し、政

策への科学探査の位置

付け等の反映を図ると

ともに、学術界の国際

宇宙探査への参画を促

し連携を強化した。さ

組むことが重要である。 
 
○宇宙探査は、宇宙分野における新たな産業のフロンティアになる分野である。現

在、ISS では、開発後に民間利用を進めるために尽力している。宇宙探査では、開発

中から産業化を見据えて活動をしていただきたい。早期からの民間活用を宇宙探査

プログラムの中にいれていくことを期待する。NASA はすでに、「Commercial Lunar 
Payload Services」として、NASA のペイロードを月に輸送するサービスの調達を開

始する。ESA も月への輸送および通信をサービスとして民間に委託することを考え

ている。このように日本もベンチャーを含めた民間企業がより将来のビジネス化を

見据えて参加する仕組みを入れるのが良い。また、打上げ機会を利用して相乗りを積

極的に進めるなど、産業化にむけたあらゆる手段を考慮していただきたい。 
 
○国際有人宇宙探査は、ロードマップに沿って、引き続き宇宙科学・探査計画と連携

をとりながら進めていただきたい。 
 
○今年度の評価は、ISS における知見等により、国際有人探査の成果につながったも

のだが、次年度以降は国際宇宙ステーションと国際有人宇宙探査の関係を整理して

実績を報告する必要がある。マイルストーンを設定し、それに対する達成の有無とい

う形で目標設定をしていただきたい。 
 
○米国月面探査計画などへの参画・実施に必要な予算を着実に政府に要求していく

ことが不可欠。また、それに必要な知識・技術・人材を大学・機関等との連携を通し

て広く求める枠組み作りが重要になると思われる。 
 
○環境制御・生命維持装置（ECLSS）の開発においては、費用対効果が得られるよ

うに尽力していただきたい。ハイレベルでの NASA との交流は、国際宇宙探査プロ

グラムの推進のために重要であり、引き続き、この関係を維持していただきたい。 
 
○今後の国際宇宙探査への貢献には、非宇宙分野の企業の参画が不可欠である。戦略

的な取組みを進め、非宇宙企業の参画を図り、宇宙分野へのスピンオンを促進するこ

とが肝要である。 
 
○有人探査は特に国民の強い支持が必要な分野なので、国民の理解と支持を得るた

めの努力と成果について、より具体的かつ定量的に適切な項目にて提示していただ

きたい。 
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JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査

分野における世界

最高水準の成果創

出及び国際的プレ

ゼンスの維持・向

上等】 
 
○世界最高水準の

科学成果の創出や

我が国の国際的プ

レゼンス維持・向

上等に貢献する宇

宙科学研究、宇宙

探査活動、有人宇

宙活動等の立案・

検討・マネジメン

トは適切に進めら

れたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上

等に係る取組の成

果 
（マネジメント等

指標） 

らに、8 月にはトヨタ自

動車等とともに、有人

与圧ローバを出発点と

して、持続的な月面活

動の実現に向けた検討

促進を目的として「有

人与圧ローバが拓く“月
面社会”勉強会（通称チ

ームジャパン勉強会）」

を発足した。勉強会の

登録企業は、自動車、建

設、エネルギー、素材等

の非宇宙分野をはじめ

約 100 社に上り、これ

までの勉強会では、月

面活動を見据えて挑戦

すべきこと、技術課題、

将来発展させたい構想

について議論を行い、

宇宙探査への参画の可

能性を共有するととも

に、参画の具体的な方

策について、今後、議論

を深化させていくこと

になった。（参照 Ⅲ.3.9
項） 
・これらの活動の成果

として、10 月の宇宙開

発戦略本部において

「米国提案による国際

宇宙探査への参画方

針」が決定され、これを

反映する形で 12月に月

周回有人拠点（ミニ居

住棟への提供機器の開

発）、月周回有人拠点補

給（HTV-X の開発）及

び月面の各データや技

術の共有（月極域探査

機の開発）を明記した

宇宙基本計画工程表の

改訂が実現した。また
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○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・

協力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：著名論文誌

への掲載状況等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の成果（例：受入学

生の進路等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・

協力の状況（例：協

定・共同研究件数

等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の状況（例：学生受

入数、人材交流の

状況等） 
○ 論 文 数 の 状 況

（例：査読付き論

文数、高被引用論

文数等） 
○外部資金等の獲

さらに、その先の取組

みとしては、4 月に政府

より示された新たな宇

宙基本計画案におい

て、国際宇宙探査計画

への参画の機会を活用

し、我が国の宇宙先進

国としてのプレゼンス

を十分に発揮しつつ

「政府を挙げて」戦略

的・効率的に取組みを

進めるという方針が確

認された。 
・また、ゲートウェイ参

画の国際的な枠組みに

ついても、JAXA は政府

が進めるゲートウェイ

に 係 る 国 際 協 定

（IGA/MOU）の調整を

支援し、記載条項の確

定と 2020 年度の締結

に目途を付けるととも

に、開発プロジェクト

立ち上げの準備を進め

た。 
  
（２）国際協力ミッシ

ョン実現に向けた活動

を展開  
・国際情勢等を踏まえ

た JAXA が提案する日

本としての国際宇宙探

査シナリオ(案)を改訂

した。世界 22 機関が参

加する国際宇宙探査協

働グループ（ISECG）で

は、議長機関（ISS 参加

機関（ロシアを除く）の

中から任命され、５つ

の分科会を総括）とし

て、宇宙探査をより安

定したものとするため
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得・活用の状況

（例：科研費等の

外部資金の獲得金

額・件数等） 

に、国際月面探査計画

文書を作成することを

提案の上、探査シナリ

オ(案)をベースに議論

を主導し、国際月面探

査計画の具体的目標と

シナリオ／アーキテク

チャ案のドラフトを完

成させた。 
・そのシナリオの最初

のステップが月の水の

探索であることを踏ま

え、月極域探査ミッシ

ョンの立ち上げを行っ

た。具体的には、NASA、

欧州宇宙機関（ESA）の

観測機器の搭載とアル

テミス計画に貢献する

データ共有に向けて国

際調整を行うととも

に、両機関との調整を

取り込んだ形でインド

宇宙機関（ISRO）との

間で技術検討を進め計

画を具体化した。本活

動を通じ、10 月 29 日

の日印首脳会談におい

て日印関係の裾野を広

げる協力として宇宙が

取り上げられるなど、

日本ーインドの政策レ

ベルでのより緊密な関

係構築に寄与すること

ができた。一方で、火星

探査については、探査

シナリオ(案)の一環と

して、火星衛星探査機

計画（MMX)を推進し、

CNES、DLR 等との観

測センサ協力に関する

国際協力を進めること

で計画の実現性を強固
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なものとし、2 月の文部

科学省宇宙開発利用部

会にて 2024 年の打上

に向けて開発移行が了

承された。 
 
２．有人宇宙探査にお

ける優位技術の実証 
○国際宇宙探査におい

て重要となる技術のう

ち、我が国が優位性を

発揮できる技術や他分

野への波及効果が大き

く今後伸ばしていくべ

き技術について、宇宙

探査イノベーションハ

ブや研究開発部門と連

携して技術検討・技術

実証に取り組んだ。月

近傍有人拠点構築に向

けた有人宇宙滞在技術

（環境制御技術等） 
の軌道上実証や深宇宙

補給技術（ランデブ・ド

ッキング技術）の開発

プロジェクト立ち上げ

準備を進めるととも

に、月着陸探査活動に

向けた技術検討の取組 
みでは以下の顕著な成

果が得られた。 
 
（１）世界最高レベル

のエネルギー密度の宇

宙用バッテリを開発 
・我が国が得意とする

超高エネルギー密度リ

チウムイオン電池につ

いて、実サイズでの製

造を行い、宇宙用とし

ては世界最高密度とな

る従来の 40%増のエネ
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ルギー密度を実現。こ

れにより、世界初とな

る極低温な月の影領域

における地下掘削等の

本格的な水探査が可能

となる。さらに、同バッ

テリについては ISRO
からインドが開発する

月着陸機への搭載に向

けて期待が寄せられて

いる。 
   
（２）液体水素の蒸発

対策で世界最高水準の

断熱性能を実現 
・液体水素の最大課題

である蒸発対策とし

て、高性能多層断熱材

の性能向上を図った結

果、海外同等品に比べ

断熱性能 2 倍を実現し

た。これにより月着 

陸機用の液体水素エン

ジンを検討に資すると

ともに、将来の持続可

能な月面活動を支える

現地資源利用（ISRU）

の実現に繋げるものと

期待される。 
なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、翌年度への繰り越しに伴う減。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．１．１１ 人工衛星等の開発・運用を支える基盤技術（追跡運用技術、環境試験技術等） 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

知的財産権 
出願・権利化 
ライセンス

供与件数 

－ 8 9 

     予算額（千円） 4,341,607 5,889,869      
     決算額（千円） 4,470,199 4,637,989      
     経常費用（千円） － －      
     経常利益（千円） － －      

外部からの

受託件数、 
施設・設備の

供用件数 

－ 44 50 

     行政コスト（千円） － －      
     従事人員数 63 74      
             

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．１１．人工衛星

等の開発・運用を支

える基盤技術（追跡

運用技術、環境試験

技術等） 
 

人工衛星等の安

１．１１．人工衛星

等の開発・運用を支

える基盤技術（追跡

運用技術、環境試験

技術等） 
 
人工衛星等の安

１．１１．人工衛星

等の開発・運用を支

える基盤技術（追跡

運用技術、環境試験

技術等） 
人工衛星等の安定

的な運用や確実な

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

１．追跡運用技術等 

 長距離通信の課題を

克服し、宇宙機群の相

互協調（情報や資源の

共有）を可能とする DTN

（ Delay/Disruption 

Tolerant Networking）

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
中長期計画で定められた確

実なミッション達成に貢献す

るため、人工衛星等の開発・

運用を支える基盤として施

設・設備を着実に維持・運用

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。なお、自己評価では S 評価で

あるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点について、さらなる改善を期待したい。 
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定的な運用や確実

な開発に必要な基

盤技術である追跡

運用技術、環境試験

技術等について、次

の取組を行い、我が

国の宇宙政策の目

標達成に貢献する。 
追跡運用技術等

について、人工衛星

の追跡管制及びデ

ータ取得のための

アンテナ等の施設

設備の維持・運用に

より人工衛星の確

実なミッション達

成に貢献する。さら

に、追跡運用技術の

研究開発等を通じ、

追跡管制及びデー

タ取得のためのシ

ステムのより一層

の性能・機能向上や

効率化を実現し、我

が国の安全保障の

確保や産業の振興

等に貢献する。 
JAXA の人工衛

星、ロケット、航空

機等で必要とされ

る無線局について、

国際及び国内の周

波数利用の規則に

基づき許認可を確

実に取得し、各ミッ

ション達成に貢献

する。 
保有する環境試験

設備について、人工

衛星等の安定的運

用や確実な開発に

向けて適切に維持・

定的な運用や確実

な開発に必要な基

盤技術である追跡

運用技術及び環境

試験技術等につい

て、次の取組を行

う。 
 
（１）追跡運用技術

等 
人工衛星の確実

なミッション達成

のため、追跡管制及

びデータ取得のた

めのアンテナ等の

施設・設備の維持・

運用を実施する。ま

た、設備維持・運用

の効率化及び低コ

スト化を踏まえた

追跡ネットワーク

システムの整備を

行う。さらに、ネッ

トワーク機能にお

けるサービスの高

性能化及び高付加

価値化により宇宙

探査等の将来ミッ

ションを実現可能

とするシステムの

研究開発を行う。 
ミッション達成

に貢献するため、

JAXA が必要とす

る新設・既設の無線

局の周波数を新規

に又は継続して確

保するべく、国際及

び国内における規

則策定検討への参

画や他無線局との

使用周波数の調整

開発に必要な基盤

技術である追跡運

用技術及び環境試

験技術等について、

次の取組を行う。 
 
 
（１）追跡運用技術

等 
人工衛星の確実

なミッション達成

のため、追跡管制及

びデータ取得のた

めのアンテナ等の

施設・設備の維持・

運用を着実に実施

する。また、Ka 帯
受信システム整備、

次期衛星レーザ測

距(SLR)設備の整備

を継続する。さら

に、設備維持・運用

の効率化及び低コ

スト化を踏まえた

次世代の追跡ネッ

トワークシステム

の整備構想を検討

する。将来ミッショ

ンの実現に向けて、

遅延・途絶耐性ネッ

トワーク（DTN）シ

ステムの研究開発

を継続する。 
ミッション達成

に貢献するため、

JAXA が必要とす

る新設・既設の無線

局の周波数を新規

に又は継続して確

保するべく、国際及

び国内における規

則策定検討への参

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の 研 究 開 発 と し て 

以下の取り組みを進め

た 

○DTN の国際標準化へ

の貢献 

・DTN 技術の獲得推進

と、その成果の国際標

準規格策定活動へ提

案・反映を行った。さら

に、主要宇宙機関で構

成する宇宙データ諮問

委員会(CCSDS)の作業

グループの副議長とし

て、当該グループが策

定中の文書（3件）のピ

アレビューや JAXAの宇

宙機・地上局運用を踏

まえた知見を提示しつ

つ、参加機関の利害を

調整し、当該技術に係

る国際標準策定活動推

進を主導した。 

 

○実験的手法による

DTN 技術の有効性検証 

・JAXA は、輻輳環境に

対する DTN 技術の有効

性を宇宙機関として初

めて実証実験により証

明した。劣悪な通信環

境においても、インタ

ーネット（TCP/IP）との

比較して、通信時間の

約 0.5%（約 1/200）でデ

ータ通信が完了する効

率的なデータ通信に成

功した。これにより、イ

ンターネット（TCP/IP）

の適用が困難と想定さ

れる、Ka 帯以上の高速

衛星通信や光無線衛星

通信、月以遠等の遠距

するとともに、技術の向上を

目指した研究開発や技術と設

備の利用拡大に取り組みつ

つ、人工衛星以外の新たな分

野や、民間企業などによる実

利用に広げる取り組みを進め

た結果、左記の特に顕著な成

果があった。 

 
＜評価すべき実績＞ 
宇宙空間特有の課題である長距離通信の課題の克服に向け、DTN 技術の宇宙分野の

適用に係る国際標準化を主導し、実証実験による有効性を証明したことは、将来の宇

宙通信技術へ貢献するものである。また、環境試験事業を PPP 的手法で民間事業が

主導的に運営する仕組みへ転換し、業務効率化を行ったことは評価に値し、今後の環

境試験事業における研究成果の創出が期待できるものである。これらは、顕著な成果

の創出であると認められた。なお、自己評価では S 評価であるが、当該成果を踏ま

え、今後、さらなる研究開発成果を創出することを期待したい。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○PPP 的手法による業務効率化は高く評価できるが、PPP あるいは PFI といった手

法は手段であり目的ではなく、当手法によるリソース配分の結果、どのような研究開

発成果が創出されたかが本質的に評価すべき点である。 
 
○法人の観点や JAXA/国内にとどまった観点の目線ではなく、世界国際標準や、あ

るいは納税者である国民の目線など、法人外の観点からの目線からの客観的な評価

を心掛ける必要がある。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○PPP 的手法による業務効率化は高く評価できるが、PPP あるいは PFI といった手

法は手段であり目的ではなく、当手法によるリソース配分の結果、どのような研究開

発成果が創出されたかが本質的に評価すべき点である。施設運営の効率化、いわゆる

FM（ファシリティマネジメント）の向上が果たすべきアウトカムとした場合、維持

費がどの程度削減され、効率的になったのか、財務諸表等を活用した客観的かつ具体

的な効果とともに、事前に設定した目標値に照らし合わせた達成度の評価を期待す

る。 
 
○研究開発テーマが、既存技術の応用や発展型なのか、または全くの新規技術なの

か、技術そのものの位置付けについても記載していただきたい。 
 
○環境試験設備での PPP 的手法導入の例は、JAXA 施設の利活用事業のモデルケー

スとなる。同手法により民間の投資を呼び込み、技術開発を加速するオープンイノベ

ーションによる追跡運用技術や環境試験技術等のさらなる進展に加え、今後の横展

開に期待する。 
 
○民間企業等との協力体制のもと、実証実験での成果につながる活動に引き続き取

り組んでいただきたい。 
 
○評価が難しい側面がある分野であるが、より定量的に、何が変わったのかを今後も

示していただきたい。また、目標が実現できない場合、機構内の努力だけではうまく

いかないこともあると予想される。どのような支援が国・地方公共団体が必要か、ま
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運用し、環境試験を

着実に遂行するこ

とで、確実なミッシ

ョン達成に貢献す

る。また、環境試験

技術の研究開発等

を通じ、環境試験の

より一層の効率化

を進めることで人

工衛星等の開発の

効率化を目指し、我

が国の安全保障の

確保や産業の振興

等に貢献する。さら

に、培った環境試験

技術の他産業への

展開及び設備の産

業界への供用促進

を行い、技術・設備

の利用拡大・社会還

元を図る。 

等を通じて宇宙航

空利用分野への周

波数帯の割り当て

を維持・促進し、当

該周波数帯での無

線局の許認可を確

実に取得する。 
 
（２）環境試験技術 
確実なミッション

達成に貢献するた

め、保有する環境試

験設備による環境

試験を着実に遂行

するとともに、環境

試験技術の向上を

目指した研究開発

等を行う。具体的に

は、老朽化対策を含

む確実かつ効率的

な環境試験設備の

維持・運用を行うと

ともに、振動や熱真

空の試験条件緩和

及び試験効率化に

関する技術開発に

取り組む。さらに、

他産業との交流に

より、培った環境試

験技術と設備の利

用拡大を進める。 

画や他無線局との

使用周波数の調整

等を通じて宇宙航

空利用分野への周

波数帯の割り当て

を維持・促進し、当

該周波数帯での無

線局の許認可を確

実に取得する。 
 
（２）環境試験技術 
確実なミッショ

ン達成に貢献する

ため、保有する環境

試験設備による環

境試験を着実に遂

行するとともに、環

境試験技術の向上

を目指した研究開

発等を行う。具体的

には、老朽化対策を

含む確実かつ効率

的な環境試験設備

の維持・運用を行う

とともに、振動や熱

真空の試験条件緩

和及び試験効率化

に関する技術開発

に取り組む。さら

に、他産業との交流

により、培った環境

試験技術と設備の

利用拡大を進める。 

 

の連携・協力の状

況（例：協定・共同

研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 
 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

離探査通信への応用の

有効性を証明すること

ができた。 

○DTN システムの利用

拡大の取り組み 

・輻輳環境に対する有

効性が証明された DTN

技術の非宇宙分野での

利用拡大のため、関心

を持つ民間企業と共同

で検討を行い、2021 年

度までの実証実験の実

現を目指す。 

 
２．環境試験技術 
 環境試験技術と設備

の利用拡大において、

PPP （ Public Private 
Partnership）的手法を

用いて民間事業者が主

体的に運営する仕組み

を環境試験事業へ応用

し、民間事業者の営業

力やインセンティブを

活用して中長期計画に

ある設備の効率的な運

営と利用拡大を同時に

実現した。また、音響条

件の緩和や試験中不具

合の統計的分析など環

境試験技術の研究開発

への取り組みを行い、

特別論文賞の受賞や特

許等の成果を得た。 
 
○設備運営効率化と利

用拡大への取り組み 
１）PPP 的手法による

新しい運営事業 
 JAXA 筑波宇宙セン

ターの環境試験事業で

は、全社的課題である

た民間とのどのような協力が突破口となりうるかなどについても、記述していただ

けたらと思う。 
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運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

インフラ維持費の削減

や人材の研究開発や創

意工夫の高い業務への

集中の実現を目的に、

要望ヒアリング、市場

開拓、事業リスク検討、

規制緩和等多方面にわ

たり行い、JAXA 初の挑

戦的な試みとして、全

試験設備等（18 設備、

10 建屋・エリア）を対

象に、PPP 的手法を用

いて民間事業者が主体

的に運営する仕組みを

環境試験事業へ応用

し、2020 年度より事業

を開始した。工夫した

点は以下の通り。 
【事業概要】 
JAXA インフラの特質

として宇宙開発用試験

設備は高品質・高信頼

度の維持が必要であ

る。設備保守の重点ポ

イントを十分検討した

うえで「性能要求化」の

仕様を盛込む契約を行

い、品質を維持しつつ

民間事業者工夫による

効率化で費用削減を図

れるようにした。事業

性向上および運営自由

度を高めることが必要

である。 PFI(Private 
Finance Initiative) コ
ンセッション方式に類

似した手法による「設

備の利用拡大」事業を

契約に加え、民間事業

者に対して試験設備、

試験等建屋、エリアを

アセットとした運営権
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力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 
 

を設定し、JAXA 宇宙機

等の試験が無い空いた

期間において民間事業

者アイデアにより新規

事業をできるようにし

た。この結果、受託試験

のほかに教育研修、レ

ンタルラボ等の新規事

業が成立する。 
【事業性の予備検証】 
 2019 年度は対象設備

を絞り民間事業者の活

力を使ったプリカーサ

事業を行い、宇宙およ

び宇宙以外を含めた外

部ユーザによる利用は

過去平均約 20 件から

47 件へ増加し、事業性

の高さや潜在需要を確

認できた。また、事業の

持続性や安定性も期待

できることがわかっ

た。 
【官民相互のメリッ

ト】 
・ヒアリングで要望さ

れた他部門所有の小型

衛星用設備も対象に加

え、筑波宇宙センター

のほぼ全試験設備を対

象とした。 
・スキームに JAXA に

対する収益還元を設

け、民間事業者の営業

力やインセンティブを

活用して中長期計画に

ある設備の効率的な運

営と利用拡大を同時に

実現できるようにし

た。 
 
○環境試験技術の研究
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開発への取り組み 
２）試験条件の緩和や

試験の効率化 
【音響条件の緩和】音

響負荷時の構造強度及

び疲労等価の観点から

理論を再構築すること

で試験条件を約半分に

緩和（音響ピーク：

400Pa->200Pa や累積 

疲労損傷を 1/3 以下）で

きることを明らかにし

た。 
【試験中不具合の統計

的分析】システム試験

における熱真空試験不

具合の原因別統計分析

を行い、 
Test Effectiveness( 検
出不具合種類と検出割

合)の観点で宇宙機試験

標準の根拠を示した貢

献が高く評価され、

31th Aerospace  
Testing Seminar 特別

論文賞を受賞した。

JAXA ベストプラクテ

ィス(各種試験時の不具

合)に基づき判断方法等

を研究し試験標準に反

映し、効果的な再試験

項目の選定や試験省略

(音響再試験の場合 3-5
日間程度が期待)が可能

になった。 
 
３）新方式磁力計の開

発と利用拡大 
 地上設備用に開発し

た磁力計が火星圏探査

機 MMX 搭載の磁場観

測機器として採用さ
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れ、消費電力従来比 1/3
を実証するとともに、

そのキー技術である低

ノイズ回路技術を特許

出願した。 
 なお、年度計画で設

定した業務は、計画と

おり実施した。 
 

４．その他参考情報 
予算額・決算額の差額の主因は、翌年度への繰り越しに伴う減。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．２ 宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30 年

度 
令 和 元 年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 16,244,244 14,433,486       
        決算額（千円） 16,464,106 14,206,832      

         経常費用（千円） 18,563,542 11,473,161      
         経常利益（千円） △2,603,560 73,668      
         行政コスト（千円） 18,370,390 15,649,082      
         従事人員数 371 361      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目別調

書を参照 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
 Ⅲ.4.1~4.2 項に示す通り、

国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
JAXA の枢要な業務である宇宙産業基盤・科学技術基盤の研究開発分野において、安
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の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な特別な成果

の創出の期待等が認められる

ため、評定を S とした。 

全保障、産業振興、科学技術基盤の各領域に資する研究開発成果を多数創出した。ま

た、宇宙利用拡大及び産業振興分野においては、「宇宙イノベーションパートナーシ

ップ（J-SPARC）」プログラムでの成果やロケット相乗り事業の民間移転など産業拡

大に貢献している。これらの貢献は、特に顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○中長期目標・中長期計画・年度計画に照らし合わせた評価が重要である。研究開発

成果はともすると個別単体の好例を評価しがちであり、事業範囲が広い項目では、好

例の列挙にとどまり、項目全体の達成状況が見えにくくなっている。中長期目標に記

載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその中での年度目標及

び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上で達成の可否にかかわ

らず項目全体の進捗状況を、社会・国民（納税者）への便益という視点も加えて客観

的に評価することが不可欠である。特に、プロセス評価・アウトカム評価を区別し、

プロセスからアウトカムによる社会的影響までをわかる形で国民に示すことが重要

である。 
 
○あらゆる事業領域において、戦略的な事業推進が必要であり、短・中・長期それぞ

れの期間で戦略を元に活動を実施し、ベンチマーキングを実施すべきである。変化の

激しい社会情勢に応じて柔軟かつ継続的に戦略及びベンチマークをアップデートし

ていくことも重要である。 
 
○オープンイノベーションの取組みを引き続き推進することが重要である。色々な

チャレンジがイノベーションを生み出すため、失敗を恐れずに、新たな取組を継続し

て生み出す仕組み作りを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○産業育成にむけて、より活動を拡充することを期待する。特に、全体をエコシステ

ムとしてデザインして実施していただきたい。サービス調達、JAXA によるシーズ開

発とその民間移転・民間支援、JAXA によるニーズ開拓からの民間巻き込み、定期的

な打ち上げ機会・実証機会など多様なエコシステムの形式を検討し、今後のすべての

プロジェクトにおいて、産業育成エコシステムを構築することを目指していただき

たい。特に月探査は、これからの産業育成の重要なポイントとなる。月探査と関係す

る産業育成は重視していただきたい。 
 
○研究開発をおこなった全ての技術において、その後の活用をフォローアップする

ことで、研究開発がどのように活用されるかをきちんと捉えることが可能となる。必

ずしも短期間で商用化に結びつける必要はないが、研究開始時には理想的なことを

いいながら、全く結果がそうならないようなことが減っていくことを目指していた

だきたい。（基礎的な研究は、基礎的な研究として当初から計画・評価していけば良

いので、必ずしも出口が近いものを優先するという意味ではない） 
 
○オープンイノベーションの取組を引き続き進めていただきたい。失敗を恐れずに、
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新たな取組を継続して生み出すことが肝要であり、途中で途絶えることなく、試行錯

誤を繰り返すことが重要である。現時点でも Space Food Sphere など世界的にもユ

ニークな活動も生まれており、引き続き新たな分野を作り上げていっていただきた

い。 
 
○令和２年度で成果としていたことで、JAXA が記述できる部分についてはフォロ

ーアップ評価をしていただきたい。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．２．１ 民間事業者との協業等の宇宙利用拡大及び産業振興に資する取組 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

施設・設備の

供用件数 
－ 104 138      

予算額（千円） 880,128 813,404      
決算額（千円） 879,387 782,314      
経常費用（千円） － －      

実証機会の

提供数(件) 
－ 26 7 

     経常利益（千円） － －      
行政コスト（千円） － －      

民間事業者

等の外部か

らの問合せ

件数 

－ 340 365 

     従事人員数 29 22      
 

民間事業者

等との協業

件数 
－ 30 41 

     

民間事業者

との協業等

の取組によ

り市場投入

された製品・

サービス等

の件数 

－ 5 5 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ４．１．民間事業者

との協業等の宇宙

利用拡大及び産業

振興に資する取組 
 

宇宙利用の拡大

及び産業の振興の

観点から、民間事業

者等と適切な役割

分担に基づいたパ

ートナーシップを

結び、協働で研究開

発を推進するとと

ともに、産業界の動

向も踏まえて異分

野の技術を融合し

たオープンイノベ

ーションに係る取

組を進め、民間資金

等の活用を図りつ

つ、民間事業者を主

体とする新たな宇

宙関連事業の創出、

宇宙分野に閉じる

ことのない技術革

新を目指す。 
また、JAXA の研

究開発成果の社会

還元を民間事業者

等と連携しつつ積

極的に推進するこ

とで、ベンチャービ

ジネス等の新たな

事業の創出を実現

するとともに、宇宙

産業を担う人材の

２．１．民間事業者

との協業等の宇宙

利用拡大及び産業

振興に資する取組 
 
国際市場や異分

野において競争力

を持った新しい事

業の創出を目指し、

従来の宇宙関連企

業だけではなく、ベ

ンチャーから大企

業まで多様かつ新

たな民間事業者等

と対等な立場で事

業を推進するパー

トナーシップ型の

協業に取り組む。具

体的には、民間事業

者等と共に利用・事

業シナリオを企画

立案し、双方が資

金・人的リソース等

を提供した上で共

同チーム体制等を

構築して技術開発・

実証を行い、民間事

業者等が主体とな

る事業を創出する

とともに、異分野融

合等のオープンイ

ノベーションに係

る取組を広げ、新た

な宇宙利用の創出

につながる技術等

を獲得する。 

２．１．民間事業者

との協業等の宇宙

利用拡大及び産業

振興に資する取組 
 
国際市場や異分

野において競争力

を持った新しい事

業の創出を目指し、

従来の宇宙関連企

業だけではなく、ベ

ンチャーから大企

業まで多様かつ新

たな民間事業者等

と対等な立場で事

業を推進するパー

トナーシップ型の

協業に取り組む。具

体的には、民間事業

者等と共に利用・事

業シナリオを企画

立案し、双方が資

金・人的リソース等

を提供した上で共

同チーム体制等を

構築して技術開発・

実証を行うことを

目的とした宇宙イ

ノベーションパー

トナーシップ（J-
SPARC）等の活動

を実施する。 
また、JAXA の研

究開発成果等を利

用した新たなベン

チャービジネスを

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

1. 宇宙食料マーケッ

ト創出活動「Space Food 

X」（約 50（前年実績 30）

の異分野を含む産学官

メンバーで構成）では、

2040 年月面 1,000 人滞

在時代を想定したマー

ケット創出のためのシ

ナリオを策定・公表し

た。これを受け同活動

を発展させるため、

JAXA も中核メンバーと

して参加する一般社団

法人の発足に向け準備

を進めた。国の農業政

策とも連動した取組に

も発展しつつある。 

2. 宇宙食と備蓄食の

類似性に着目した防災

分野における食ビジネ

ス（㈱ワンテーブル）で

は、2019 年 5 月に宮城

県にて製造工場が竣工

し、夏にゼリー商品の

試験販売を開始すると

ともに、2019 年夏に甚

大な被害をもたらした

台風 15号時の物資救援

等において備蓄食とし

て活用され始めた。 

3. JAXA 科学衛星デー

タ等を活用したバーチ

ャルリアリティ（VR）・

教育エンターテインメ

ント事業（グリー㈱）で

は、複数のイベント開

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

第 4 期の 2 年目を迎え、

JAXA は、2018（平成 30）年

より始動した共創型研究開発

プログラム「宇宙イノベーシ

ョンパートナーシップ（J-
SPARC）」に引き続き取り組

み、今年度は新規案件を増や

し継続案件の充実を図った

他、衣食住分野では新たなア

プローチでの共創活動に発展

させた。この結果、民間主体

の事業化やビジネス実証に至

る案件が出始め、着実に成果

を創出した。 
また、JAXA 研究開発成果を

活用し JAXA 職員が出資設立

するベンチャー（JAXA 発ベン

チャー）を支援し、資金調達

や黒字化等事業計画を着実に

進捗させる企業も出てきた。

オープンラボ等の成果を活用

し市場投入する製品等を生み

出し、海外を含む受注を積み

重ねる案件も出ている。更に、

これまで多くの宇宙ベンチャ

ー人材を輩出した H-IIA ロケ

ット相乗り事業では、蓄積し

てきた軌道上実証のノウハウ

の民間移管を実現した。 

 このように JAXA は事業の

成長段階での技術支援のみな

らず、非宇宙分野を含むベン

チャーから大企業まで、また、

ビジネスのアイデア段階から

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
「宇宙イノベーションパートナーシップ（J-SPARC）」プログラムでは、事業化に向

けた成果が創出されているとともに、HⅡ-A ロケット相乗り事業の民間移管など、

産業拡大が推進されている。これらの貢献は、顕著な成果の創出であると認められ

た。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○好例の列挙にとどまり、項目全体の達成状況が見えにくくなっている。中長期目標

に記載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその中での年度目

標及び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上で達成の可否にか

かわらず項目全体の進捗状況を、社会・国民（納税者）への便益という視点も加えて

客観的に評価することが不可欠である。特に、案件数のみならず、経済規模や経済価

値を含め、可能な限り経済的観点での KPI を定めるべきである。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○今後、民間事業者との協業事例の件数が増大することが予想される中、限定された

支援資源のもとで、支援のレパートリーの拡大や標準化が必要になってくると思わ

れる。 
 
○色々なアプローチで産業育成をおこなってきていることは高く評価される。特に

J-SPARC などの活動は広く知られるようになってきており、宇宙参入を目指す企業

の窓口となってきている。また、JAXA 主導のオリジナルな活動も多く、評価でき

る。引き続き産業育成にむけて活動を続けていただきたい。今後は、J-SPARC や探

査イノベーションのように既存のプロジェクトと分離したものではなく、JAXA の

プロジェクト/プログラムの計画当初から商用化へつなげていくことを仕組みとして

入れることで、産業化に向けた活動を JAXA のあらゆるプロジェクトに埋め込んで

いくことを期待する。 
 
○各プロジェクトの事業化・社会実装まで、民間事業者との適切な役割分担のもと、
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育成にも貢献する。 
これらの取組に

資することも考慮

し、戦略的に知的財

産制度の柔軟かつ

継続的な改善を行

い、JAXA の知的財

産がより一層活用

されることを目指

す。 
さらに、金融機関等

との連携やロケッ

トの相乗りによる

宇宙実証機会の提

供、衛星データのア

クセス性向上に資

する施策の実施、民

間事業者による宇

宙ビジネスの創出

や高付加価値化に

資する各種支援等

を通じ、広く産業の

振興に貢献する。ま

た、宇宙実証機会の

提供等については、

民間事業者等の事

業としての自立化

を目指す。 

また、JAXA の研

究開発成果等を利

用した新たなベン

チャービジネスを

創出するため、研究

開発成果の積極的

な発信や、民間事業

者等との連携によ

る JAXA 内外のア

イデアの発掘、事業

化に向けた検討の

促進、職員による積

極的な事業化を促

進する支援制度等

の環境の整備・改善

等を行うとともに、

これらを通じて、宇

宙 産 業 を 担 う

JAXA 内外の人材

の育成にも貢献す

る。 
上述の取組を進

めるに当たっては、

JAXA の知的財産

の活用による宇宙

利用の拡大や民間

事業の創出を促進

するため、戦略的に

知的財産の取扱い

ルールの柔軟化等

の制度改善を行う。 
また、民間事業者等

からの受託・共同研

究への拠出金等の

積極的な民間資金

等の活用を図ると

ともに、宇宙産業へ

の投資を促進する

ために金融機関等

との連携を行う。 
さらに、民間事業

者による宇宙ビジ

創出するため、研究

開発成果の積極的

な発信や、民間事業

者等との連携によ

る JAXA 内外のア

イデアの発掘、事業

化に向けた検討の

促進、職員による積

極的な事業化を促

進する支援制度等

の環境の整備・改善

等を行うとともに、

これらを通じて、宇

宙 産 業 を 担 う 
JAXA 内外の人材

の育成にも貢献す

る。 
上述の取組を進

めるに当たっては、

JAXA の知的財産

の活用による宇宙

利用の拡大や民間

事業の創出を促進

するため、戦略的に

知的財産の取扱い

ルールの柔軟化等

の制度改善を継続

する。 
また、民間事業者

等からの受託・共同

研究への拠出金等

の積極的な民間資

金等の活用を図る

とともに、宇宙産業

への投資を促進す

るために金融機関

等との連携を行う。 
さらに、民間事業

者による宇宙ビジ

ネスの創出や高付

加価値化に資する

取組として、宇宙用

○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

催による試行結果を踏

まえた商品パッケージ

化が実現し市場投入さ

れた。科学・探査データ

の新しいユースケース

を創出するとともに、

宇宙教育活動の拡充が

図られた。 

4. 宇宙デブリ対策含

む軌道上サービスにつ

いて、宇宙デブリの拡

散防止装置事業（㈱

ALE）のコンセプト共創

結果を踏まえ、事業化

を見据えた J-SPARC プ

ログラム初の事業共同

実証活動に着手した。

コンセプト共創活動結

果が同社の経済産業省

SERVIS 事業採択を後押

しし、早くて 2021 年度

に JAXA研究開発成果で

ある導電性テザー技術

を活用した民間事業が

実現する見込みとなっ

た。 

5. オープンラボ制度

で開発した成果を基に

したソニック社の低層

風情報提供システム

（SOLWIN）を社会実装

する取組の支援を継続

し、鳥取空港の航空機

管制への実装を完了さ

せた他、庄内空港、八丈

島空港及びフィリピン

の国際空港への整備も

開始され、社会実装の

取組を広げることがで

きた。 

6. H-IIA ロケット相乗

り事業で蓄積してきた

事業化段階の各段階まで、そ

れぞれの段階で必要とされる

各種支援・協力を、JAXA 保有

の知見等を活用して実施でき

たことは、JAXA の宇宙利用拡

大及び産業振興に資する取組

として顕著な成果であり、将

来的な成果の創出も期待され

る。特筆すべき取組及び成果

を左記に示す。 

 

JAXA と民間の継続的な協力を期待する。スピード感を維持して、社会実装に結びつ

けるための伴走が JAXA に求められている。 
 
○産業振興に関して、民間事業の自主的な活動との関係において JAXA の役割を再

定義する必要がある。「プログラムの成果・進捗に相応しい、評価軸基準を設定」し、

提示することを強く望む。 
 
○今後の民間との協働に関する評価にあたっては、事業化や収益化、社会実装といっ

た出口の成果を主な評価軸の一つに据えていただきたい。その際に、JAXA がどこま

で関与し、成果に貢献したかを示すことが肝要である。 
 
○スタートアップの経営基盤は一般には脆弱であることから、プロジェクト中断な

どのリスクを回避するために、協業パートナーの経営実態の把握に努めると共に、法

人から必要な支援や指導を提供できる体制整備が望まれる。また、民間企業が事業化

に成功した際には、その経済的価値の分配が受け取れるような仕組みつくりも必要

ではないか。 
 
○新興の宇宙企業にとって、国内外での JAXA の「看板」の力や効果は大きい。一

方で JAXA は税金で運営されている組織であり、国民への説明責任を果たす必要も

ある。新興企業を選ぶ基準をなど明確にし、JAXA の関わり方を透明化することが求

められる。 
 
○数十億といった投資のベンチャーが生まれたことはゼロを１にするハードルとし

ては大きな成果であるが、この規模のベンチャーが数十件生まれた程度では、まだま

だ我が国に必要な産業振興の規模としては小さすぎる。令和２年度以降はさらなる

成果が生まれることを期待する。また、外部投資が 5000 万円以下と低すぎる印象が

ある。 
 
○民間事業者が宇宙利用を行う際には、JAXA 職員の支援や専門的な外部人材の活

用は必要不可欠である。こうした人材の育成・配置や各ステージにあった人をフェー

ズにあわせて入れていくこと、及び、J-SPARC から各部署へのフィードバック、各

部署から J-SPARC へのインプットを循環させることが重要である。宇宙開発の基礎

的な要素技術研究はマーケットが見えづらい。クロージングしたものだけでなく、パ

イプラインにある数も評価指標に加えたらどうか。 
 
○平成 30 年に、政府は、宇宙ベンチャー育成のために５年間で約 1,000 億円のリス

クマネー供給を可能にする支援パッケージを打ち出している。政府系金融機関等の

積極的な支援を得つつ、他方で民間資金の活用も図りながら、ベンチャー・大企業を

問わず、野心的なプロジェクトが資金調達し易い環境の整備に向けて、引き続き取り

組んでいただきたい。 
 
○宇宙関連事業を創出し、成功させるには商社機能が重要である。単なる橋渡しやコ
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ネスの創出や高付

加価値化に資する

取組として、宇宙用

機器の市場投入の

促進、民間事業者等

の超小型衛星打上

げ等の宇宙実証機

会に係る対外窓口

の一本化、JAXA の

有する施設・設備の

利用促進、衛星デー

タのアクセス性向

上をはじめとした

種々の支援を行う。 
宇宙実証機会の提

供等については、民

間事業者等の事業

としての自立化を

目指し、ロケットの

相乗りに係るノウ

ハウ等の移管等を

行う。 

機器の市場投入の

促進、民間事業者等

の超小型衛星打上

げ等の宇宙実証機

会に係る対外窓口

の一本化、JAXA の
有する施設・設備の

利用促進、衛星デー

タのアクセス性向

上をはじめとした

種々の支援を行う。 
宇宙実証機会の

提供等については、

民間事業者等の事

業としての自立化

を目指し、ロケット

の相乗りに係るノ

ウハウ等の移管等

に向けて取り組む。 

 

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 

ノウハウの民間移管を

開始し、民間事業者等

の事業としての自立化

を目指して、事業者の

公募選定を実施し、

Space BD㈱と基本協定

を締結した。ロケット

相乗りについては、こ

れまで 32機の小型衛星

を放出してきたが、こ

の制度をきっかけに多

くの宇宙起業家が育

ち、また、小型衛星開発

を通して、宇宙活動の

すそ野を拡げることに

なった。この制度が事

業化されたことで、民

間事業者に柔軟に打上

機会を提供できるよう

になった。  

7. 日本初の宇宙ビジネ

ス拠点・ 
X-NIHONBASHI （ク

ロス・ニホンバシ）で

は、三井不動産㈱によ

る試行運用から本格運

用に発展し、コワーキ

ングスペースでのイベ

ント数は年 200 回超に

上る等幅広く利用され

る対話・マッチングの

場に成長した。これを

受け、同社経営戦略の

柱の 1 つに「宇宙」が選

定され、大手不動産デ

ィベロッパーによる都

市計画構想と一体とな

った宇宙ビジネスの環

境整備の取組に発展し

た。  
8．JAXA 発ベンチャー

支援制度において、新

ンサルタントではなく、当事者として一緒に汗を流し、責任を負う人の存在が成功の

カギとなると考える。Space BD 社等宇宙商社との取組みは今後のひな型として成果

創出を期待する。 
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たに 2 件（衛星データ

による土地評価サービ

ス事業、無人航空機に

よるデータ取得サービ

ス事業）に対して認定

を行う等計 7 社への支

援を実施した。これら

の中には、エンジェル

投資家からの資金調

達、内閣府プロジェク

トへの採用、大手企業

とパートナーシップを

構築した会社もあり、

また 2 社は事業計画ど

おりの黒字化を達成し

た。 
9．宇宙産業へのリスク

マネー供給を進める政

府系金融機関との連携

について、㈱INCJ との

連携を開始した他、民

間の金融機関との連携

も進めた。なお、共創先

企業である宇宙ベンチ

ャーにおいては 2019
年度で合計 150 億円超

の追加資金調達が実現

された他、非宇宙系の

大企業においても複数

年で億単位の新規投資

案件として新規参入す

る事例も出てきた。 
10. その他 
①J-SPARCの宇宙輸送

分野の取組の中では、

小型ロケットによる輸

送サービス事業（イン

ターステラテクノロジ

ズ㈱）に係る共創にお

いて LNG（メタン）を

推進剤として選定した

ことに貢献した。具体
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的には、2019 年 5 月よ

り角田宇宙センターに

同社エンジニアを受け

入れ、同エンジニアが

ポンプ試験や燃焼試験

を実施しその特性を確

認するとともに、設備

構築や取扱方法を含め

LNG運用方法を習得し

た。また、宇宙輸送ビジ

ネスに係る基盤技術整

備として、民間事業者

からの要請が高いもの

を JAXA にも民間にも

適用・使用可能な仕様

で整備することとし、

ロケットの飛行経路・

誘導・飛行安全解析ツ

ールの高度化を実施し

た。 
②宇宙産業の裾野拡大

が期待される衛星デー

タ利用分野において、

小型 SAR（レーダ）衛

星による準リアルタイ

ムデータ提供サービス

（㈱QPS 研究所）等の

新規 2 件を含む計 5 件

のコンセプト共創活動

を実施した。特に、㈱

QPS 研究所との間で

JAXA 研究開発成果で

ある軌道上画像化圧縮

装置の同社衛星への搭

載に向けた合意が得ら

れ、同社に投資する㈱

INCJ（2019 年 4 月に

JAXA と連携協定を締

結）からは同社のビジ

ネス価値向上に資する

共創活動であるとの評

価を得た。 
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③エンターテイメント

事業分野において、宇

宙メディア事業（㈱バ

スキュール・スカパー

JSAT㈱）の新規 1 件の

コンセプト共創活動に

着手し、2020 年度にお

ける民間資金による軌

道上での技術・事業実

証計画も決定した。従

来にない「きぼう」利用

の取組として、地球低

軌道を経済活動の場を

目指した「きぼう利用

戦略」に基づく民間事

業者等による事業自立

化にも貢献した。 
④遠隔ロボティクス事

業分野について、1 件に

ついて新たにコンセプ

ト共創活動に着手した

ほか、ANA HD㈱との

アバター事業に係る共

創活動も含め 2 件を実

施した。2 事業とも、事

業化に必要な通信遅延

下における遠隔操作技

術や自律化・自動化技

術獲得を目指した 2020
年度における民間資金

による国際宇宙ステー

ション（ISS）での実証

計画も決定し、JAXA と

して必要な技術支援に

取り組んだ。 
⑤軌道上サービス事業

分野において、公開軌

道情報を基に軌道上物

体の推移予測が可能と

なるよう面積重量比等

の情報を追加した、日

本独自のデブリ環境推
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移予測モデルを整備し

た。従来は研究開発に

用途が限定されていた

が、民間事業にも資す

る共通的なモデルとし

て必要な指標を示せる

ものを整備した。 
 
なお、民間事業者と

リソースを持ち寄り企

画段階から共創に取り

組むという J-SPARC
の制度設計や企画運営

アプローチが好事例と

され、他の研究開発法

人等におけるイノベー

ション活動方針策定等

の検討に参照された。

特に、日本原子力研究

開発機構における長期

ビジョン「JAEA 2050 
+」、防災科学技術研究

所における「防災イノ

ベーションパートナー

シップ（BPARC）」及び

日本スポーツ振興セン

ターにおける JSC 新戦

略プランの立案等に貢

献できており、他分野

へ広く波及する可能性

のあるグッドプラクテ

ィスとして注目されて

いる。 
なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．２．２ 新たな価値を実現する宇宙産業基盤・科学技術基盤の維持・強化（スぺ―ス・デブリ対策、宇宙太陽光発電含む） 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

知的財産権

の出願・権利

化 
－ 

出 願 :57

件（うち

海 外 15

件) 

権利化: 

22 件 

(うち海

外 9件) 

出願: 68

件 

(うち海

外 32 件) 

権利化: 

17 件 

(うち海

外 6件) 

     予算額（千円） 15,364,116 13,620,082      
決算額（千円） 15,584,719 13,424,518      
経常費用（千円） － －      
経常利益（千円） － －      
行政コスト（千円） － －      
従事人員数 342 339      
 

査読付き論

文数 
－ 39 38 

     

技術移転 
（ライセン

ス供与）件数

*1 
（全 JAXA） 

－ 372 件 335 件 

     

受託件数、金

額(千円) － 
16 件 

10,497 

22 件 

45,379 

     

外部資金の

獲得件数・金

額(千円) 
－ 

55 件 

607,123 

42 件 

909,306 
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共同研究相

手先の自己

投資額(千円) 
－ 670,032 875,028 

     

共同研究参

加企業・大学

数 
－ 

累計 124

機関(う

ち 9割の

企業が非

宇宙) 

累計 154

機関（う

ち 9割の

企業等が

非宇宙 

     

＊１：令和元年度より、Ⅲ4.1 項に掲載されていた「技術移転（ライセンス供与）件数」をⅢ.4.2 に掲載。 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ４．２．新たな価値

を実現する宇宙産

業基盤・科学技術基

盤の維持・強化（ス

ペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電

含む） 
 

将来的に、我が国

の安全保障の確保、

安全・安心な社会の

実現、宇宙利用の拡

大と産業の振興、世

界最高水準の科学

的成果創出及び我

が国の国際的プレ

ゼンスの維持・向上

等に貢献すること

を見据え、スペー

ス・デブリ対策技

術、再使用型宇宙輸

送システム技術（低

コストで高頻度な

宇宙輸送を可能と

する技術）等の社会

を先導するような

挑戦的な研究開発

を推進し、新たな事

２．２．新たな価値

を実現する宇宙産

業基盤・科学技術基

盤の維持・強化（ス

ペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電

含む） 
 
新たな事業領域

の開拓や世界をリ

ードする技術革新

により、我が国の宇

宙活動の自立的・持

続的発展と関連産

業の国際競争力強

化に貢献するため、

今中長期目標期間

において確立を目

指す重要技術を以

下に示すとおり設

定し、研究開発の重

点課題として取り

組む。 
研究開発の実施

に当たっては、国際

的な技術動向の分

析に基づき、宇宙シ

ステムに与えるイ

２．２．新たな価値

を実現する宇宙産

業基盤・科学技術基

盤の維持・強化（ス

ペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電

含む） 
 
新たな事業領域

の開拓や世界をリ

ードする技術革新

により、我が国の宇

宙活動の自立的・持

続的発展と関連産

業の国際競争力強

化に貢献するため、

今中長期目標期間

において確立を目

指す重要技術に対

し、以下に示すとお

り研究開発の重点

課題として取り組

む。 
その際、研究リー

ダに優れた人材を

登用するため、クロ

スアポイントメン

ト制度やイノベー

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

宇宙開発における新た

な価値を創出する先導

的な研究開発を進め、

以下の特に顕著な成果

を挙げた。なお、年度計

画で設定した業務は、

計画通り実施した。 
 
1. 安全保障の確保及び

安全・安心な社会の実

現に貢献する研究開発 
・大型デブリ除去サー

ビス実現に向け JAXA
初のパートナーシップ

型契約を実現させ、

JAXA だけでなく事業

者が企画するミッショ

ンも衛星に搭載するこ

とで、投資を大幅に引

き出した。導電性テザ

ーによる軌道降下技術

でカーボンナノチュー

ブ電子源の放出性能を

向上(海外製の約 10 倍、

特許出願 4 件)させ、民

間企業と事業化を目指

す共同実証を開始し

た。IADC の国際議論で

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
 
我が国の宇宙活動の自立

的・持続的発展と関連産業の

国際競争力強化に貢献するた

め、宇宙産業及びプロジェク

トを支える科学技術基盤の強

化に取り組みつつ、宇宙開発

における新たな価値を創出す

る先導的な研究開発を進め、

特に顕著な成果を挙げた。 

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
安全保障の確保及び安全・安心な社会の実現に貢献する研究開発において、大型デブ

リ除去サービス事業について、開発途中の達成状況に応じて支払いを行うサービス

調達契約形態であるパートナーシップ型契約を実現し、民間の活力を活用した研究

開発の仕組みを構築した。また、宇宙利用拡大と産業振興に貢献する研究開発におい

て、世界最軽量の 1.4m 級分割鏡の母材や世界トップレベルの赤外検出器のチップ

等、世界最高峰の研究開発成果を達成するとともに、「革新的衛星技術実証１号機」

では、事業化につながる成果を複数創出した。宇宙科学・探査分野における世界最高

水準の成果創出及び国際的プレゼンスの維持・強化に貢献する研究開発においては、

原子状酸素密度の長時間観測センサを開発し、SLATS（Ⅲ.3.2 衛星リモートセンシ

ング参照）につながる世界初の成果創出につなげた。これらは、JAXA の枢要な業務

である宇宙産業・科学技術基盤の研究開発分野において、安全保障、産業振興、科学

技術基盤の各領域に資する研究開発成果であり、特に顕著な成果の創出であると認

められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○好例の列挙にとどまり、項目全体の達成状況が見えにくくなっている。中長期目標

に記載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその中での年度目

標及び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上で達成の可否にか

かわらず項目全体の進捗状況を、社会・国民（納税者）への便益という視点も加えて

客観的に評価することが不可欠である。 
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業領域の開拓や非

連続的な技術革新

を目指す。また、政

府その他関係機関、

民間事業者等とも

連携して、要素技

術、センサ、部品・

コンポーネント、シ

ステム開発手法等

の研究開発等に取

り組み、人工衛星等

のシステムとして

の自立性・国際競争

力の維持・向上や確

実なミッション達

成、ひいては、我が

国の宇宙産業基盤

の維持・発展に貢献

する。また、有人宇

宙技術研究や宇宙

科学研究等と協調

し、異分野技術も取

り入れた宇宙探査

に関する研究を推

進し、国際宇宙探査

と産業の振興に貢

献する。 
また、エネルギ

ー、気候変動、環境

等の人類が直面す

る地球規模課題の

解決の可能性を秘

めた宇宙太陽光発

電システムについ

て、エネルギー送受

電技術の研究開発

を推進する。さら

に、液化天然ガス

（LNG）推進系技術

の研究開発に取り

組み、長期的な視野

をもって我が国の

ンパクト、出口目

標、産業界との役割

分担及び責任関係

を明確化して産業

界と認識を共有す

る。研究リーダに優

れた人材を登用す

るため、クロスアポ

イントメント制度

やイノベーション

フェロー制度等を

活用し、宇宙航空分

野に限らず我が国

が強みを有する分

野との間で、人材の

流動化を進める。 
また、国際競争力

の鍵となる技術の

知的財産化を進め、

産業界による活用

が促進される知的

財産制度を整備す

る。 
 
（１）宇宙開発にお

ける新たな価値を

創出する先導的な

研究開発 
①安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現に貢献す

る研究開発 
スペース・デブリ

対策の事業化を目

指す民間事業者等

と連携し、新たな市

場の創出と我が国

の国際競争力確保

に貢献する取組を

行う。重点課題とし

て、大型のロケット

デブリを対象とし

ションフェロー制

度等を活用し、人材

糾合を進める。 
また、国際競争力

の鍵となる技術の

知的財産化に関し、

産業界による活用

が促進されるよう

知 的 財 産 に 係 る 
JAXA の対応方針

を取りまとめる。 
 
 
（１）宇宙開発にお

ける新たな価値を

創出する先導的な

研究開発 
 
①安全保障の確保、

安全・安心な社会の

実現に貢献する研

究開発 
 
スペース・デブリ

対策の事業化を目

指す民間事業者等

と連携し、低コスト

デブリ除去サービ

スのミッション実

現に向けたシステ

ム設計に着手する。

デブリ発生を未然

に防止する技術に

ついては、大気圏へ

の安全投棄の技術

についての研究を

進める。また、事業

化に向けて、政府や

内外関係機関と連

携し、宇宙デブリ対

策の国際ルール化

に向けた国際的な

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状

況（例：協定・共同

研究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 

低軌道廃棄 25年ルール

と PMD 確率 90％の効

果等を示し、低減ガイ

ドラインの 12年ぶりの

改訂に貢献した。 
・防衛装備庁の大型外

部資金「安全保障技術

研究推進制度」に引き

続き 4 件の研究が採択

されている。今年度終

了した埋設物の電波に

よる立体形状測定の研

究は、地中の不均質土

に対応可能な手法を実

証し、社会価値の高い

基礎研究として防衛装

備庁から期待されてい

る。 
2. 宇宙利用拡大と産業

振興に貢献する研究開

発 
 
・世界最軽量(53kg/m2)
で低熱膨張、耐放射線

性のあるコーディエラ

イト製分割鏡のセグメ

ント母材(Φ1.4m 級)を
製造し、世界初の大型

静止光学衛星(地表面分

解能 7m)の実現可能性

を高めた。気象観測で

重要な波長帯(~15μm)
までの検出を目指した

世界トップレベルの大

フォーマット (1kx1k)
の Type-Ⅱ超格子チッ

プを試作し、国際競争

力になるキー技術を確

立した。これらの成果

は、地球観測の時間・空

間分解能向上だけでな

く、深宇宙探査の大容

 
○民間活力の活用や大学アカデミアとの連携による共同研究の推進は望ましいが、

共同研究成果を評価する場合には、各機関の役割分担を明確にし、法人がどの部分に

どの範囲で貢献し、成果を創出したのか、を明確にする必要がある。また、その場合

に創出される成果については、既存技術を応用、発展させた成果か、あるいは完全に

新規の技術なのかについても言及が必要である。 
 
○宇宙産業において市場を創出するマーケットドリブンの流れの中、これまでのハ

ードウェアの調達に加えて JAXA が民間のサービスを購入するという as a service
の調達を行うことによる市場を創る政策が求められる。スピード感や低コストとい

ったことが JAXA にも求められる中、持続可能な取組が求められる。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○持続可能な宇宙開発のため、宇宙の安定利用のためにも宇宙デブリの軽減や除去

は喫緊の課題であり、日本がこの分野をリードする一国としての取組は期待されて

いる。そのため、スペース・デブリ対策に関しては、多様な観点で重要な取組である。

技術実証を迅速に行い、宇宙安全保障の観点からは、内閣府・防衛省等関係省庁との

連携を進めるとともに、産業の観点からは、技術としてもビジネスとしても成り立つ

ことを示していただきたい。 
 
○再使用型ロケットの研究では、スペース X との違いを明確にする必要があると考

える。安価なコストで、再使用ではなく、限りなくピンポイントに落下させることが

出来れば、別の用途にも利用できる。 
 
○今回のデブリ除去サービスのサービス調達の POC とも言えるマイルストンペイ

メント方式の契約形態を、今後の他のプロジェクトにも広く活用することが望まれ

る。 
 
○こうした裾野を広げる活動は非常に重要だが、例えば、イノベーションハブについ

ては JAXA が支出している状況である。民間と共同で成果が上がっている反面、

JAXA 内の他案件を資金的に圧迫する可能性があるため、資金面を含め JAXA のす

ぐれた民間技術発掘機能と協業機能を活かす方策を見つけるべきである。また、JST
評価で優秀な評価を得たとのことであるが、それを示す事例の提示が必要である。D-
NETに関しては JAXAの先導的な取組から防災目的で実運用が始まった好事例であ

ると考える。 
 
○低軌道衛星での MIMO 実験に関しては、JAXA の中長期計画に全く示されていな

い。計画に記された衛星光通信技術の開発だけでなく、このような衛星と地上とつな

ぐ電波を使った大容量通信技術にも中長期計画に明記し、積極的に取り組み、トータ

ルとしての通信システム構築ができるようにしていく必要があると思われる。 
 
○事業協同実証、MINO 通信実証など堅実に進めており評価できる。 
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国際競争力強化に

貢献する。 
さらに、宇宙実証

機会の提供等によ

る先進的な技術や

民生品の宇宙シス

テムでの利用拡大

等を図り、我が国の

科学技術基盤の維

持・発展と宇宙産業

の振興に貢献する。 
人工衛星を利用す

る官公庁や民間事

業者等のユーザと

連携し、当該ユーザ

への研究開発成果

の橋渡しを意識し

つつ、JAXA を取り

巻く環境変化や社

会課題解決の必要

性を踏まえ、新たな

人工衛星システム

の検討、企画・立案、

初期の研究開発や

実証を積極的に行

うことで、より高度

なソリューション

の提供と新たな宇

宙利用の開拓を目

指す。 

た世界初の低コス

トデブリ除去サー

ビスの技術実証を

目指す。デブリ発生

を未然防止する技

術 に つ い て は 、

JAXA の強みであ

る高信頼の衛星・ロ

ケット技術を基に

民間企業が当該技

術の導入をし易い

ように利便性を高

めるとともに、軌道

変更や大気圏への

安全投棄の技術に

ついての研究開発

を行い、拡大する民

間の宇宙利用活動

に広く活用される

ことを目指す。ま

た、政府や内外関係

機関と連携し、技術

実証成果を基に、国

連等の場における

スペース・デブリ対

策の国際ルール化

の早期実現に貢献

する取組を行う。 
さらに、観測セン

サの時間・空間分解

能向上、通信のセキ

ュリティ技術、宇宙

環境計測、ロケット

推進技術の極超音

速飛行への応用等、

社会価値の高い技

術を中心に関係機

関との連携を深め

てニーズを発掘し

つつ、研究開発を行

う。 
 

議論を進める。 
また、ロケット推

進技術の極超音速

飛行への応用につ

いては、関係機関と

連携しつつ研究を

進める。 
 
 
②宇宙利用拡大と

産業振興に貢献す

る研究開発 
 
高い信頼性と経

済性を有する宇宙

輸送サービスを実

現することを目指

し、再使用型宇宙輸

送システム技術の

研究開発を進める。

また、CNES、DLR 
と協力して１段再

使 用 飛 行 実 験

（CALLISTO）に向

けた検討を進める。 
通信や地球観測

等の分野では、世界

に先駆けた利用サ

ービスや高い国際

競争力を持つ宇宙

システムの創出を

目指し、民間事業者

と協力し、低コス

ト・大容量な高速衛

星通信ネットワー

クを実現する光・デ

ジタル通信技術及

び静止軌道からの

常時観測を可能と

する超高精度な大

型光学センサ技術

について市場ニー

＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 
○研究開発成果の

量光通信にも資する成

果である。 
・低軌道衛星からの電

波伝播モデル化技術を

活かし、同一周波数で

アンテナ数に応じて通

信容量を増加出来る

MIMO 技術を衛星通信

に適用する解析方式を

導き、民間企業が世界

初の低軌道衛星 MIMO
通信技術実証の開発を

開始した。観測衛星の

伝送システムだけでな

く、通信衛星への応用

も期待される。 
・SAR データ通信量の

大幅な圧縮(約 1/4,000)
を可能にする軌道上で

SAR データを画像化す

る装置を民間企業と共

同で開発した。データ

通信量が限られる小型

衛星にも適用可能とな

り、小型 SAR 衛星コン

ステレーションによる

準リアルタイム SAR画

像提供サービス事業を

目指すスタートアップ

企業に採用された。 
・部品開発の低コスト

化と短期化 (開発期間

1/30)に期待される少量

多品種生産方式(ミニマ

ルファブ )において、

JAXA の高信頼性回路

設計技術を活用して算

術論理演算(マイコン)
チップの試作を成功さ

せた。非宇宙分野を含

む複数企業が合弁事業

を準備中で、今後宇宙・

 
○宇宙産業基盤の維持・強化に関する評価にあたっては、宇宙システム全体の機能保

証という観点も踏まえるべきである。宇宙安全保障に関連する取組みの記載の充実

に期待する。 
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②宇宙利用拡大と

産業振興に貢献す

る研究開発 
通信や地球観測

等の分野では、世界

に先駆けた利用サ

ービスや高い国際

競争力を持つ宇宙

システムの創出を

目指し、民間事業者

と協力し、市場ニー

ズを先読みした研

究開発と技術実証

を行う。具体的に

は、以下を重点課題

とし、実現性の高い

宇宙システム構想

を明らかにすると

ともに、そのキーと

なる技術を確立す

る。 
・高い信頼性と経済

性を有する宇宙輸

送サービスを実現

する再使用型宇宙

輸送システム技術 
・低コスト・大容量

な高速衛星通信ネ

ットワークを実現

する光・デジタル通

信技術 
・静止軌道からの常

時観測を可能とす

る超高精度な大型

光学センサ技術 
 
さらに 10 年先を

展望し、宇宙開発利

用に新たなイノベ

ーションを起こす

革新的な技術とし

て、衛星システム内

ズを先読みした研

究開発を進める。ま

た、ライダー観測技

術について、開発を

見据えて着実に研

究を進める。 
さらに  10 年先

を展望し、宇宙開発

利用に新たなイノ

ベーションを起こ

す革新的な技術と

して、ロボットによ

る軌道上での機器

交換や補給・回収サ

ービス、衛星データ

活用への  AI 応用

等の、新たな宇宙利

用を生み出す研究

開発を行う。並行し

て、これらの技術を

基にした新たなミ

ッションを考案・発

信し、事業化アイデ

アの取り込み活動

を推進する。 
  
③宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

貢献する研究開発 
国際宇宙探査に

おいて、我が国が高

い技術と構想を持

って戦略的に参画

するため、重点課題

として、独自の技術

で優位性を発揮で

きる環境制御・生命

維持等の研究開発

を行う。 

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設

備の供用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：

JAXA が関与した

民間事業者等によ

る事業等の創出数

等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

技術支援件数、

JAXA の施策・制

度等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査

分野における世界

最高水準の成果創

出及び国際的プレ

ゼンスの維持・向

上等】 

民生両分野での普及が

期待される。 
・革新的衛星技術実証

１号機は、打ち上げ後 1
年で革新的 FPGA とス

タートラッカの新事業

立上げ(計 2 件)、超小

型・省電力 GNSS 受信

機の販売実績(41台)、軽
量電池パドルの探査機

への採用、X 帯高速通信

機器の民間企業での活

用等、国際競争力を有

する宇宙機器と宇宙産

業への新規参入拡大を

実現した。 
 
3. 宇宙科学・探査分野

における世界最高水準

の成果創出及び国際的

プレゼンスの維持・向

上に貢献する研究開発 
・SLATS 搭載用センサ

を開発し、世界初の超

低高度での原子状酸素

計測・材料劣化観測を

成功させ、将来利用拡

大が期待される超低高

度衛星の設計に資する

データを取得した。別

途共同研究で地上の原

子状酸素照射技術を用

い、抗菌剤添加なく材

料の抗菌活性発現を発

見し、非宇宙分野の成

果も創出した。 
・ランデブとドッキン

グ用の高感度(フォトン

レベル)かつ高時間分解

能(サブナノ秒)な世界

初の 3D センサチップ

を開発し、従来の相対



107 
 

のワイヤレス化、ロ

ボットによる軌道

上での機器交換や

補給・回収サービ

ス、衛星データ活用

への AI 応用等、新

たな宇宙利用を生

み出す研究開発と

要素技術実証を行

う。並行して、これ

らの技術を基にし

た新たなミッショ

ンを考案・発信し、

潜在的なユーザニ

ーズや事業化アイ

デアの取り込み活

動を推進する。 
 
③宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

貢献する研究開発 
国際宇宙探査に

おいて、我が国が高

い技術と構想を持

って戦略的に参画

するため、重点課題

として、独自の技術

で優位性を発揮で

きる環境制御・生命

維持、放射線防護、

重力天体等へのア

クセス技術、重力天

体上での観測・分析

技術等の研究開発

を行う。 
研究開発の実施

に当たっては、宇宙

探査における技術

の国際優位性や他

国立研究開発法

人科学技術振興機

構（JST）の支援を

受け、オープンイノ

ベーションの場で

ある宇宙探査イノ

ベーションハブに

より、我が国が世界

をリードする将来

の宇宙探査に関す

るシステム研究及

び技術課題に対応

した研究を進める

とともに、地上ビジ

ネスへの展開も含

めたイノベーショ

ンの創出に向けた

検討を行う。 
 
 
（２）宇宙産業及び

プロジェクトを支

える科学技術基盤

の強化 
 
我が国全体とし

ての成果の最大化

と波及拡大に貢献

するため、JAXA の
強みであるシミュ

レーション技術、高

信頼性ソフトウェ

ア技術、システム開

発手法、高い国際競

争力を有する搭載

機器や部品等の分

野において、競争的

資金や民間資金の

獲得に向けた提案

を行いつつ、産・官・

学の連携を強化し

て研究開発を進め

 
○世界最高水準の

科学成果の創出や

我が国の国際的プ

レゼンス維持・向

上等に貢献する宇

宙科学研究、宇宙

探査活動、有人宇

宙活動等の立案・

検討・マネジメン

トは適切に進めら

れたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上

等に係る取組の成

果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・

協力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

航法センサに比べ信頼

性向上と計測距離向上

を同時に実現させた。

新型宇宙ステーション

補給機の自動ドッキン

グセンサ候補に選定さ

れ、汎用技術として我

が国の宇宙探査自在性

を向上させた。 
・民間の光ディスク技

術を応用し、数千キロ

規模で光通信を行う世

界初の小型光通信を実

証し、大容量リアルタ

イム通信や電波チャン

ネル不足解消に資する

成果として内閣総理大

臣賞を受賞した。オー

プンイノベーションの

場を活用し、5 年間の

JST イノベーションハ

ブ構築支援事業の最終

総合評価で最高のＳを

獲得した。オープンイ

ノベーションの取組で

は政府予算以上の民間

企業の投資を引き出

し、パートナーシップ

型契約の取組と共に、

民間企業の自己投資の

促進を実現した。 
 
IADC:国際機関間スペ

ースデブリ調整委員

会、PMD:宇宙機運用後

の軌道離脱、MIMO:複
数アンテナで通信容量

を増やす技術，SAR:合
成開口レーダ、GNSS:
衛星測位システム 
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産業への技術波及

性を高めるため、オ

ープンイノベーシ

ョンの場を活用し

て人材・知の糾合を

促進し、異分野も含

めた最先端技術を

広く取り込む。 
 
（２）宇宙産業及び

プロジェクトを支

える科学技術基盤

の強化 
我が国全体とし

ての成果の最大化

と波及拡大に貢献

するため、JAXA の

強みであるシミュ

レーション技術、高

信頼性ソフトウェ

ア技術、システム開

発手法、高い国際競

争力を有する搭載

機器や部品等の分

野において、競争的

資金や民間資金を

導入しつつ、産・官・

学の連携を強化し

て研究開発等を行

う。今後、宇宙利用

の拡大に向けて、よ

り拡充・強化すべき

分野については、人

材の流動化促進や

公募型研究制度の

活用により、宇宙分

野 と 異 分 野 や

JAXA 外の先端知

との糾合を図り、科

学技術基盤の裾野

の拡大に努める。 
中長期的に取り

る。今後、宇宙利用

の拡大に向けて、よ

り拡充・強化すべき

分野については、人

材の流動化促進や

公募型研究制度の

活用等により、宇宙

分 野 と 異 分 野 や 
JAXA 外の先端知

との糾合を図り、科

学技術基盤の裾野

の拡大に努める。 
中長期的に取り組

む宇宙太陽光発電

システムに係るエ

ネルギー送受電技

術について、関連す

る研究開発に取り

組む機関や宇宙分

野以外の研究開発

状況をも把握しつ

つ、それらを踏まえ

て要素技術実証を

視野に入れた研究

開発を進める。 
中長期的に取り

組む液化天然ガス

（LNG）推進技術に

ついては、軌道間輸

送等の将来構想へ

の適用検討を深め

つつ、要素技術実証

を視野に入れた研

究開発を進める。 
新技術・民生品及

び超小型衛星の利

用拡大等に向けた

取組としては、基幹

的部品や新規要素

技術の軌道上実証

を効果的に行うた

めに、民間に対する

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：著名論文誌

への掲載状況等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の成果（例：受入学

生の進路等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・

協力の状況（例：協

定・共同研究件数

等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用

の状況（例：学生受

入数、人材交流の

状況等） 
○ 論 文 数 の 状 況

（例：査読付き論

文数、高被引用論

文数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：科研費等の

外部資金の獲得金

額・件数等） 
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組む宇宙太陽光発

電システムに係る

エネルギー送受電

技術及び液化天然

ガス（LNG）推進技

術については、宇宙

開発の長期的な展

望を踏まえつつ、要

素技術実証による

波及成果の創出に

留意した研究開発

を行う。 
新技術・民生品及

び超小型衛星の利

用拡大等に向けた

取組としては、基幹

的部品や新規要素

技術の軌道上実証、

我が国の優れた民

生部品・技術の宇宙

機器への転用を効

果的に行うととも

に、宇宙技術の民生

利用を促進する。 
研究開発環境の維

持・向上に不可欠な

研究開発インフラ

の老朽化対策等を

進めるとともに、将

来にわたり国際競

争力を発揮する分

野に関わる研究開

発設備を強化する。 

技術的な支援を着

実に行う。 
革新的衛星技術

実証１号機のうち、

小型実証衛星１号

機については定常

運用を行い、軌道上

実証を進める。革新

的衛星技術実証２

号機のうち、小型実

証衛星 2 号機の開

発に着手するとと

もに、他機関が開発

する超小型衛星等

のインターフェー

スの調整支援等を

行う。革新的衛星技

術実証３号機につ

いては、革新的ミッ

ション創出に向け

た検討を始める。 
研究開発インフ

ラについては運用

の効率化を進める

とともに、外部と連

携した研究課題に

必要かつ老朽化し

たインフラについ

ては対策を進める。 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．３ 航空科学技術 

関連する政策・施策 研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

共同研究数 － 128 132      予算額（千円） 9,053,830 9,999,540      
受託研究数 － 5 6      決算額（千円） 9,349,850 9,371,642      
ライセンス

の供与の件

数 
－ 8 7 

     経常費用（千円） 9,679,777 10,784,622      
経常利益（千円） △261,584 38,584      
行政コスト（千円） 10,770,273 15,242,081      

知的財産権

の出願 
－ 42 50 

     従事人員数 221 229      
 

知的財産権

の権利化 
－ 28 14 

     

研究設備の

供用件数 
－ 25 40 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ５．航空科学技術 
 

航空科学技術に

ついて、研究開発計

画に基づき、社会か

らの要請に応える

研究開発、次世代を

切り開く先進技術

の研究開発及び航

空産業の持続的発

展につながる基盤

技術の研究開発を

推進し、我が国の航

空産業の振興・国際

競争力向上を目指

す。また、オープン

イノベーションを

推進する仕組み等

も活用し、国内外の

関係機関との連携

並びに民間事業者

への技術移転及び

成果展開を行うと

ともに、航空分野の

技術の標準化、基準

の高度化等を積極

的に支援し、航空産

業の発展と振興に

貢献する。 
 
（１）社会からの要

請に応える研究開

発 
  次世代エンジ

ン技術、低騒音機体

技術、航空機利用の

拡大技術等の研究

３．航空科学技術 
 
航空科学技術につ

いては、我が国産業

の振興、国際競争力

強化に資するため、

社会からの要請に

応える研究開発、次

世代を切り開く先

進技術の研究開発

及び航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発を行う。また、

オープンイノベー

ションを推進する

仕組み等も活用し、

国内外の関係機関

との連携や民間事

業者への技術移転

及び成果展開を推

進するとともに、公

正中立な立場から

航空分野の技術の

標準化、基準の高度

化等に貢献する取

組を行う。 
 
（１）社会からの要

請に応える研究開

発 
環境適合性、経済

性及び安全性の向

上など国際競争力

の強化につながる

技術の実証及びそ

の技術移転等の実

３．航空科学技術 
 
（１）社会からの要

請に応える研究開

発 
 
次世代エンジン

技術については、技

術実証用エンジン

（F7 エンジン）を

導入し、地上運転試

験設備での確認試

験を進める。エンジ

ン低圧系では樹脂

製吸音ライナのエ

ンジン搭載試験用

供試体について技

術検討結果を踏ま

えた試作を行う。ま

た、高圧系部位のコ

アエンジン技術に

ついては予備試験

を受けて低  NOx 
燃焼器及び高温高

効率タービンに関

する研究開発に着

手する。 
低騒音化等の機

体技術については、

実験用航空機を用

いた飛行実証の成

果を基に旅客機低

騒音化のための技

術研究を行うとと

もに、機体抵抗低減

に資する要素研究

に取り組む。 

＜評価軸＞ 
【航空産業の振

興・国際競争力強

化】 
 
○我が国の航空産

業の振興、国際競

争力の強化に貢献

するための立案・

検討・マネジメン

トは適切に進めら

れたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○航空産業の振興・

国際競争力強化に

係る取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○大学・民間事業者

等の外部との連

携・協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 

1．社会からの要請に応

える研究開発 

・高圧系部位のコアエ

ンジン技術について

は、予備試験の結果を

受けて低 NOx 燃焼器及

び高温高効率タービン

に関する装置の製作・

評価や数値解析による

予測を行う等の研究開

発に着手した。また、技

術実証用エンジン（F7

エンジン）を導入し、地

上運転試験設備での確

認試験を開始した。 

・災害・危機管理対応統

合運用システム（D-

NET）に多機関・多数機

の飛行計画調整機能等

を追加し、飛行計画調

整に要する時間が従来

手法に比べて 56%短縮

される効果等を運用評

価で確認した。G20 大阪

サミットでは、この新

機能を含む D-NET が消

防庁、大阪市消防局で

運用され、大阪市消防

局から感謝状を受領し

た。さらに、これらの活

動を評価した警察庁か

ら協力依頼を受け、即

位礼関連行事の警備・

警戒への技術協力を実

施した。加えて台風 19

号の災害救援活動でも

複数機関のヘリコプタ

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
 航空機による安全・安心な

社会の実現に向けて防災や警

備・警戒に関する航空技術の

開発と社会実装を進めるとと

もに、首都圏空港の効率的運

用への貢献、超音速機騒音の

国際基準策定への貢献及び国

内メーカの新製品開発への技

術協力といった航空輸送及び

産業活性化への社会貢献を進

め、「研究開発成果の最大化」

に向けて特に顕著な成果を創

出したと評価する。また、次

世代エンジン技術について、

技術実証用エンジン（F7 エン

ジン）を導入し、コアエンジ

ン技術の開発において低

NOx 燃焼器及び高温高効率

タービンに関する研究開発に

着手する等、年度計画で設定

した業務は、計画通り実施し

た。 
 

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
災害時等の飛行計画調整に要する時間の大幅短縮の実証を始めとした災害・危機管

理対応統合運用システム（D-NET）への機能追加、航空機の離着陸官官を短縮する

運用方法である REACT 導入につながる海上での後方乱気流の減衰特性評価、空港

騒音及びソニックブーム予測による民間超音速機の国際騒音基準策定への貢献な

ど、航空科学技術分野における社会要請に応え、社会課題解決に貢献を果たしてい

る。これらは、特に顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○中長期目標に記載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその

中での年度目標及び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上で達

成の可否にかかわらず項目全体の進捗状況を、社会・国民（納税者）への便益という

視点も加えて客観的に評価することが不可欠である。 
 
○民間活力の活用や大学アカデミアとの連携による共同研究の推進は望ましいが、

共同研究成果を評価する場合には、各機関の役割分担を明確にし、法人がどの部分に

どの範囲で貢献し、成果を創出したのか、を明確にする必要がある。また、その場合

に創出される成果については、既存技術を応用、発展させた成果か、あるいは完全に

新規の技術なのかについても言及が必要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○①D-NET システムの社会実装が飛躍的に拡大（多機関・他数機の飛行計画調整時

間の大幅短縮、G20 大阪サミット、即位礼関連行事など国家的重大イベントにおけ

る成果、台風 19 号の災害救援活動での実績等）、②海上後方乱気流の減衰特性の解

明による離着陸間隔短縮運用の安全性検証、③ジェット騒音、ソニックブームの予測

技術の提案・採用など、特に顕著な成果を達成したことは、特に高く評価できる。 
 
○数値解析に関する将来ビジョン策定についての活動の経過について報告された

い。 
 



112 
 

開発を民間事業者

等と連携して進め、

国際競争力の高い

技術の実証及びそ

の技術の民間移転

等を行うことで、航

空機の環境適合性、

経済性及び安全性

の向上を目指す。ひ

いては、我が国の民

間事業者が取り組

む国際共同開発に

おけるより高いシ

ェアの獲得、我が国

の完成機事業及び

装備品産業の発展

に貢献する。 
 
（２）次世代を切り

開く先進技術の研

究開発 
  低ソニックブ

ーム設計技術を核

とする静粛超音速

機統合設計技術を

獲得し、我が国の航

空科学技術の国際

優位性を向上させ

るとともに、国際基

準策定活動に積極

的に貢献する。さら

に、航空機起源の

CO2 排出量を抜本

的に削減するより

高度な電動航空機

等の研究開発の推

進により、社会に変

革をもたらす航空

技術の革新を目指

す。 
 
（３）航空産業の持

現に向け、次世代エ

ンジン技術、低騒音

化等の機体技術、セ

ンサやアビオニク

ス等の装備品技術

及び航空機利用の

拡大に資する技術

等の研究開発を民

間事業者等との連

携の下に進める。具

体的には、我が国の

エンジン低圧系部

位の技術優位性を

維持・向上させるこ

とに加え、新たに高

圧系部位として、コ

アエンジン向け低

NOx 燃焼器及び高

温高効率タービン

等の技術実証を中

心とした研究開発

への取組を強化す

る。併せて、技術実

証用エンジンとし

て F7 エンジンを整

備し、これを活用し

て各種エンジン技

術の成熟度を向上

させる。また、飛行

実証等を通じ、次世

代旅客機の騒音低

減技術や機体抵抗

低減技術等の研究

開発、航空機事故の

防止や気象影響の

低減並びにパイロ

ットの支援等を行

う新たな装備品及

びその高機能化技

術の研究開発、災害

対応航空技術及び

無人機技術等によ

気象影響防御技

術については関係

機関と連携して要

素研究を進めると

ともに、空港等にお

けるフィールド実

証の計画立案を進

める。また、装備品

技術については、パ

イロット等の運航

判断を支援する技

術等の研究を進め

る。これらに加え、

関係機関との連携

のもと、装備品の実

用化に向けた事業

者による安全認証

に資する取り組み

を進める。 
航空機利用の拡

大に向けて、無人機

利用拡大への取り

組みを行うととも

に、災害時に航空宇

宙機器を統合的に

運用する機能に危

機管理機能等も加

えた災害・危機管理

対応統合運用シス

テムの構築に向け

た基本設計等を進

める。 
 
 
（２）次世代を切り

開く先進技術の研

究開発 
 
静粛超音速機統

合設計技術につい

て、技術参照機体と

して小型超音速旅

（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果 
○研究開発成果の

社会還元・展開状

況 
（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、施設・設備の供

用件数等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・民間事業者

等の外部との連

携・協力の状況 
（例：協定・共同研

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 

の動態情報を一元管理

する環境を提供し、消

防庁から感謝状を受領

した。 

・離着陸経路に海上を

含む首都圏空港におい

て離着陸間隔の短縮運

用（RECAT）を導入する

ため、安全上の課題で

あった海上での後方乱

気流の減衰特性を明ら

かにする（世界初）等、

RECAT 導入における安

全性の定量的な評価

（後方乱気流遭遇時の

航空機の姿勢変化の評

価）を可能とした。この

結果を受けて、国際的

な RECAT基準適用（2020

年秋）に先んじて航空

局が 2020 年 3月からそ

の導入を開始し、首都

圏空港の効率的な運用

に貢献した。これによ

り混雑時の離着陸の遅

延低減が期待される。 

・ヘリコプタのパイロ

ット視覚情報支援シス

テムにおいて、目標点

までの進入・減速操作

を支援する誘導表示等

の技術開発によって、

昨年度まで実現できな

かったヘリポート外に

おける夜間の低高度

(50ft)ホバリングが可

能であることを飛行試

験により確認した。本

成果に防衛装備庁が関

心を持ち、共同で飛行

評価を行う技術協力協

定を締結した。 

○新型コロナ感染症の影響で、人々の飛行機移動の需要やニーズの変化が想定され

る。JAXA としても、航空業界の新たなステージに対応して機動的に研究テーマを見

直すことや、主に技術的な支援を提供することが期待される。 
 
○業務実績等報告書について、背景、課題、アウトプット、アウトカムに分けて記載

し、大変わかりやすいまとめ方である。「新たな価値を実現する宇宙産業基盤・科学

技術基盤の維持・強化」のまとめ方（実績・効果/評価）も踏まえて、業務実績等報告

書をさらに改善し、他の項目にも展開していただきたい。 
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続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発 
  我が国が得意

とする数値流体力

学（CFD）等の分野

における世界最高

水準の数値シミュ

レーション技術を

更に向上させると

ともに、試験・計測

技術、材料評価技術

等の基盤技術を維

持・強化する。これ

らを通じて、航空機

開発の迅速化、効率

化等を実現する航

空機設計技術の確

立等を目指し、我が

国の航空産業の持

続的な発展に貢献

する。 

る航空利用拡大技

術等の研究開発を

関係機関と協力し

て進める。これらを

通じ、我が国の民間

事業者の取り組む

国際共同開発にお

ける分担の拡大、完

成機事業の発展及

び装備品産業の育

成・発展等に貢献す

る。 
 
（２）次世代を切り

開く先進技術の研

究開発 
低ソニックブー

ム設計技術等を核

とする静粛超音速

機統合設計技術や、

航空機起源の CO2
排出量を抜本的に

削減するための革

新的技術等の獲得

に取り組む。具体的

には、低ソニックブ

ーム／低抵抗／低

騒音／軽量化に対

する技術目標を同

時に満たす機体統

合設計技術につい

て、国際協力の枠組

みを構築しつつ国

内の民間事業者の

参画を図ることで、

技術実証を視野に

入れた研究開発を

行う。また、我が国

の優位技術の糾合

を通じた電動航空

機技術等の革新的

技術の研究開発を

客機の概念設計を

まとめるとともに、

技術実証手法に関

して技術検討を実

施する。加えて、 
NASA 等関係機関

と連携しつつ国際

基準策定に貢献す

る。また、航空機電

動化技術等の革新

的技術については、

他分野を含む関係

機関との連携を通

じて国内優位技術

を活用した要素研

究を実施する。 
 
 
（３）航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発 
 
非定常  CFD 解

析技術をベースに

試験計測を含めた

多くの分野を連携

させた統合シミュ

レーション技術に

ついて、風洞試験で

取得したバフェッ

ト（機体振動）に関

するデータにより

検証された数値シ

ミュレーションコ

ード及び知識抽出

ツールを完成させ

るとともに、萌芽的

研究から実用を促

進する研究まで、幅

広い範囲の基盤研

究を計画・推進す

2．次世代を切り開く先

進技術の研究開発 

・超音速機の研究連携

について、国内外メー

カ等との共同研究のス

コープを拡大し、将来

的な共同技術実証の可

能性を見出した。また、

国 際 民 間 航 空 機 関

（ICAO）での超音速機

騒音の国際基準策定に

向けた活動において、

騒音モデルに関する検

証活動（小型ターボジ

ェットを用いたジェッ

ト騒音計測試験等）を

踏まえて JAXA が選定・

提案した予測モデル

が、NASA 提案に比べて

同等以上の性能を有

し、かつ取り扱いやす

く実用性が高いことを

評価され、採用された。

さらに、大気乱流の影

響を考慮したソニック

ブーム（衝撃波に起因

する超音速飛行中の爆

音）の解析結果を ICAO

が妥当と評価し、JAXA

解析ツールを活用して

ソニックブーム認証手

法の検討が進められる

見込みとなった。これ

らの成果により、本分

野における JAXAの国際

的なプレゼンス向上に

大きく寄与した。 

・JAXA が主導する航空

機電動化コンソーシア

ム（ECLAIR）内に「技術

開発グループ」を設立

し、他分野を含む関係
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行う。これらを通

じ、我が国の航空科

学技術の国際優位

性の向上や国際基

準策定に貢献する

こと等により、社会

の飛躍的な変革に

向けた技術革新を

目指す。 
 
（３）航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発 
数 値 流 体 力 学

（CFD）等の数値シ

ミュレーション技

術を飛躍的に高め

るとともに、試験・

計測技術、材料評価

技術等の基盤技術

の維持・強化に取り

組む。具体的には、

非定常 CFD 解析技

術をベースに試験

計測を含めた多く

の分野を連携させ

た統合シミュレー

ション技術等の研

究開発を行う。ま

た、風洞試験設備や

実験用航空機等、航

空技術研究開発に

おける基盤的な施

設・設備の整備及び

試験技術開発につ

いて、老朽化等も踏

まえ、我が国の航空

活動に支障を来さ

ないよう JAXA 内

外の利用需要に適

切に応える。これら

る。また、利用者ニ

ーズに応える試験

設備の整備・改修を

進め、利用需要に応

えた設備供用及び

試験技術開発を実

施する。 
 
 

機関（三菱電機、デンソ

ー、中部大等）との産学

官連携を通じて国内優

位技術を活用した要素

研究を実施した。その

結果、燃料電池、電力変

換器、モータ等の主要

な電動要素について、

国際競争力となるレベ

ルでの高性能化の見通

しを得た。 

3．航空産業の持続的発

展につながる基盤技術

の研究開発 

・統合シミュレーショ

ン技術について、風洞

試験データにより検証

された数値シミュレー

ションコードで生成さ

れた大規模非定常 CFD

データから、機械学習

モデルによりバフェッ

ト（機体振動）現象の特

徴量を抽出する知識抽

出ツールを完成させ

た。これにより、設計段

階で用いられる典型的

な 2次元翼型に対して、

バフェット発生境界

（迎角）の迅速な推定

を可能にした。 

・航空機の主要材料で

ある複合材の修理スキ

ルを有する高技能整備

士の不足を補うため、

国内メーカと共同で複

合材損傷部を自動で修

復するロボットを開発

し、加工常識を覆すド

ライ切削方法による高

速化や JAXAが有する強

度試験データベース等
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を通じ、航空機開発

の迅速化、効率化等

を実現する航空機

設計技術の確立を

目指し、我が国の航

空産業の持続的な

発展に貢献する。 

を活用した軽量化設計

によって、市場投入に

向けた実用化を促進し

た。その結果、世界最軽

量・最速・低価格という

十分な国際競争力を有

するロボットが実現で

きたことから、2021 年

の市場投入に目途を付

けた。 

なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４ 宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 13,073,170 14,379,067       
        決算額（千円） 14,098,702 14,150,548      

         経常費用（千円） 13,426,523 12,115,860      
         経常利益（千円） △520,057 △422,025      
         行政コスト（千円） 14,045,222 15,335,148      
         従事人員数 204 206      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目別調

書を参照 
 
 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 Ⅲ.6.1~6.5 項に示す通り、

国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
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総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期

待等が認められるため、評定

を A とした。 

＜評価すべき実績＞ 
Ⅰ.4.1~4.5 項に示す以下取組が、宇宙プロジェクト等の着実な実施や研究開発成果

の最大化に寄与し、顕著な成果の創出が認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
細分化された各項目のとおり。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
細分化された各項目のとおり。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．１ 国際協力・海外展開の推進及び調査分析 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重要な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

MOU締結等新

たな協力の

立ち上げ件

数 

－ 40 58 

     予算額（千円） 643,141 604,411      
決算額（千円） 592,982 581,909      
経常費用（千円） － －      
経常利益（千円） － －      

調査情報共

有システム

の利用頻度

（アクセス

回数） 

－ 7,229 7,447 

     行政コスト（千円） － －      
従事人員数 26 25      
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．１．国際協力・

海外展開の推進及

び調査分析 
（１）国際協力・海

外展開の推進 
主要な海外宇

宙機関との互恵関

係を、我が国の安全

保障の確保をはじ

めとした外交的価

値にも考慮しつつ、

高いレベルで構築・

維持し、事業の効率

的かつ効果的な推

進に貢献する。 
また、各国の宇宙

機関及び宇宙利用

機関あるいは国際

機関との積極的な

連携を通じ、我が国

の宇宙関連技術や

宇宙利用の有用性

を国外に展開・発信

し、東南アジア諸国

連合（ASEAN）諸国

等の各国の宇宙利

用の拡大や宇宙市

場規模の拡大に貢

献する。さらに、我

が国との間で相互

に利益のある関係

の構築・維持を担え

る人材の養成を行

うことで、前述の取

組に貢献する。これ

らを通じ、各国のニ

ーズを踏まえた宇

４．１．国際協力・

海外展開の推進及

び調査分析 
（１）国際協力・海

外展開の推進 
主要な海外宇宙

機関との継続的な

戦略対話を通じて、

トップマネジメン

ト層間で関心を共

有し、互恵的な関係

での研究開発を推

進することで、今後

の国際宇宙探査や

気候変動対策に係

る取組等の事業の

効率的かつ効果的

な実施に貢献する。

また、上述の研究開

発の推進に当たっ

ては、外交当局、国

連及び関係機関と

の緊密な連携を図

ることで、政策的意

義を高める。 
また、海外宇宙利

用機関、開発援助機

関（独立行政法人国

際 協 力 機 構

（JICA）、アジア開

発銀行（ADB）等）

との連携強化によ

り、各国の宇宙利用

ニーズを把握・発掘

し、各国の宇宙利用

の更なる促進と社

会基盤としての定

４．１．国際協力・

海外展開の推進及

び調査分析 
 
（１）国際協力・海

外展開の推進 
 
主要な海外宇宙

機関との継続的な

戦略対話を通じて、

トップマネジメン

ト層間で関心を共

有し、互恵的な関係

での研究開発を推

進することで、今後

の国際宇宙探査や

気候変動対策に係

る取組等の事業の

効率的かつ効果的

な実施に貢献する。

また、 
 上述の研究開発の

推進に当たっては、

外交当局、国連及び

関係機関との緊密

な連携を図ること

で、政策的意義を高

める。特に、「きぼ

う」利用の促進、外

交上の国際的プレ

ゼンス向上、及び 
SDGs への貢献を

目指して、途上国と

幅広い繋がりを持

つ国連宇宙部等と

の連携により、「き

ぼう」からの超小型

＜評価軸＞ 
○国際協力・海外展

開の推進及び調査

分析により、目標

Ⅲ.2 項にて定める

JAXA の取組方針

の実現に貢献でき

ているか。 
 
＜評価指標＞ 
○戦略的な国際協

力による効率的・

効果的な事業の推

進に係る取組の状

況 
○国際協力・海外展

開の推進による相

手国の社会基盤と

しての宇宙利用の

定着に貢献する取

組の状況 
○宇宙活動に関す

る法的基盤形成に

貢献する取組の状

況 
○国の政策立案や

JAXA の事業の企

画立案に資する調

査分析の取組の状

況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○役員級の会合を

踏まえた国際協力

案件の創出の状況

（例：MOU 締結等

１．国際協力・海外展開

の推進 
 国際協力の推進にお

いて、政府及び米国関

係機関との連携を通じ

た日米月探査協力の立

上げ支援、並びにアジ

ア太平洋宇宙機関会議

（APRSAF）の日本開

催を通じた日本の国際

的プレゼンスと求心力

の向上などの、顕著な

成果を創出した。 
（１）日米月探査協力

の立ち上げ支援  
 2018 年、米国から日

本に対して米国月探査

計画への参加要請がな

されてから 1 年余を経

て、2019 年 10 月、日

本政府が参加を正式に

表明するに至り、日米

月探査協力の実現に向

けて大きく前進した。

この間 JAXA は、政府

と連携を図りながら、

また米国航空宇宙局

（NASA）等米国関係機

関と連携を図りなが

ら、日本の参加実現に

貢献した。 
 JAXA は、米政権（国

家宇宙会議、国務省等）

及び米国議会のキーパ

ーソンから、米側の考

え方、関心事項及び背

景等について情報収集

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 
 国際協力の推進において、

政府及び米国関係機関との連

携を通じた日米月探査協力の

立上げ支援、並びにアジア太

平洋宇宙機関会議（APRSAF）
の日本開催を通じた日本の国

際的プレゼンスと求心力の向

上などの、顕著な成果を創出

した。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
米国主導の月探査計画への参画支援及び日米協力の立上げ支援について、日米の宇

宙機関間の調整、情報発信、情報収集に中核的な役割を果たすとともに、アジア・太

平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）では、今後 10 年間の取組の方向性を示した

「APRSAF 名古屋ビジョン」を採択し、今後の役割を大きく主導する立場を担って

いる。調査分析機能においては、限られた人員リソースの中、経営視点での「重点テ

ーマ」を設定し、効率的に質的に高度な調査分析を行っていることは評価に値する。

これらの取組は、顕著な成果の創出に貢献し、高く評価できると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○国際協力・海外展開については、戦略的に進める必要がある。短・中・長期の戦略

を元に活動を実施し、ベンチマーキングを通じて、継続的にアップデートをする。ど

のように評価し、どのように計画をし、どのように実施し、どのように評価したのか

が明確になると、よりよい活動となる。 
 
○ウィズコロナ時代の航空宇宙開発や国際連携のあり方について、実施機関の JAXA
としても周辺環境を的確に掌握し、世界や社会の動きを先取りする形で検討し対策

を講じていく必要がある。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○日本企業が海外展開する際の日本のプレゼンスを上げるサポートをしている点及

び Gateway 構想参画に向けた戦略的な取組は高く評価できる。 
 
○調査分析が戦略立案機能を持ち始めたことは高く評価できる。情報は収集・蓄積・

共有するだけでなく、それらを分析する能力が重要となる。今回は、外部連携等も活

用して実施したことであると理解しており、さらにシンクタンクとしての能力アッ

プとアウトプットを期待する。外交や安全保障政策とも連動しながら戦略的に実施

していくことが肝要である。翌年度以降は具体的なアウトカムが示されることを望

む。 
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宙利用の拡大と社

会基盤としての宇

宙インフラの定着

を図るとともに、政

府が推進する官民

一体となった宇宙

インフラの海外展

開を支援すること

により、我が国の産

業基盤の維持及び

強化並びに産業の

振興に貢献する。 
加えて、国連宇宙

空間平和利用委員

会（COPUOS）等に

おける宇宙空間の

持続的・平和的利用

のための法令問題

に関する国際的な

検討の促進及び宇

宙資源探査や軌道

上サービスといっ

た先端的な宇宙活

動の国内外への展

開・実施に必要とな

る法的基盤形成の

促進を目的とした

政府の活動を積極

的に支援すること

で、我が国の安全保

障の確保と我が国

の産業の振興に貢

献する。 
 
（２）調査分析 
国内外の宇宙安全

保障の重要性増大、

新たな民間事業者

の参入などの宇宙

ビジネスの環境変

化、先進国における

国際競争の激化、新

着を図る。その推進

のため、我が国との

間で相互に利益の

ある関係の構築・維

持を担える人材の

養成を図る。これら

を通じ、我が国の宇

宙関連技術の需要

を高めるとともに、

政府が推進する官

民一体となった宇

宙インフラの海外

展開を支援するこ

とにより、我が国の

産業基盤の維持・強

化に貢献する。 
特に、アジア・太

平洋地域宇宙機関

会議（APRSAF）の

枠組みを活用して、

宇宙利用の新たな

可能性の発信や、政

策レベルも含めた

コミュニティの形

成・強化を図る。ま

た、アジア地域にお

いて、相手国のニー

ズに応じ、二国間又

は国際機関を通じ

た協力により、防

災・環境対策等の共

通課題に取り組む。 
さらに、政府によ

る国連宇宙空間平

和 利 用 委 員 会

（COPUOS）等に

おける宇宙空間の

利用に関する国際

的なルール作りの

取組を支援する。ま

た、宇宙開発利用に

おいて将来想定さ

衛星放出に係る協

力枠組み 
「KiboCUBE」によ

る衛星放出を継続

して実施する。 
また、海外宇宙利

用機関、開発援助機

関（独立行政法人国

際 協 力 機 構

（JICA）、アジア開

発銀行（ADB）等）

との連携強化によ

り、特に  ASEAN 
主要国の宇宙利用

ニーズを把握・発掘

し、各国の宇宙利用

の更なる促進と社

会基盤としての定

着を図る。その推進

のため、我が国との

間で相互に利益の

ある関係の構築・維

持を担える人材の

養成につながる取

り組みを推進する。

これらを通じ、我が

国の宇宙関連技術

の需要の向上につ

なげていくととも

に、政府が推進する

官民一体となった

宇宙インフラの海

外展開を支援する

ことにより、我が国

の産業基盤の維持・

強化に貢献する。 
特に、本年度はア

ジア・太平洋地域宇

宙 機 関 会 議

（APRSAF）を日本

で開催し、産業界等

の新たなプレイヤ

新たな協力の立ち

上げ件数等） 
○国の政策立案に

資する情報の提供

状況（例：調査情報

共有システムの利

用頻度） 

を図るとともに、これ

を日本側の主要関係者

に適時に展開すること

で日本政府を支援し

た。これらが 5 月の日

米首脳会談や７月の政

府間宇宙対話での成果

創出に繋がった重要な

活動であったと両国政

府関係者より評価を得

た。また、2018 年度に

JAXA で実施した地球

低軌道における宇宙活

動に係る将来シナリオ

の調査検討結果や諸外

国の宇宙探査活動に関

する最新の動向や分析

情報を政策決定者にタ

イムリーに共有・発信

するとともに、政府の

各種諮問委員会への説

明・情報提供等を通じ

て、政府の検討を支え

た。加えて JAXA は、

日本政府と連携して国

内検討状況を米国政府

に対して訴え、9 月の

NASA ブライデンスタ

イン長官の初来日を実

現し、同長官と JAXA
山川理事長との間で、

今後の月探査に向けた

双方の協力意思を確認

し「共同声明」として発

信した。また JAXA は、

NASA 長官来日の機会

を捉えて講演会や記者

会見を開催し、様々な

国際会議（国際宇宙会

議（IAC）、APRSAF 等）

において、海外の宇宙

機関等の協力を得て国

○「宇宙法制イニシアティブ」など、各国との共同作業の進展に期待する。 
 
○宇宙活動に関する国際的なルール作りや、宇宙関連技術に関する国際標準作りに

関しても、国際的な検討・議論の場に参画し積極的な貢献を図っていくべきであり、

今後の取組を期待する。 
 
○アジア・太平洋地域、東南アジア地域に重点を置くという方針について、東南アジ

ア地域とのどのような協力を目指すのかについて戦略を練っていただきたい。 
 
○NASA との連携強化は日本の宇宙開発進展に際して大変喜ばしいことで、さらに

推進いただきたい。なお、政治絡みなので難しい面もあるかと思うが、こうした連携

推進を年度計画の中（目標）にある程度設定し、それと成果の対比で評価ができる

（「予定に無かったが結果としてできたこと」で高評価しない）ようにすることも必

要と思われる。 
 
○評価のしにくい地味な分野ではあり、定量的な成果を出しにくい部分もあるが、

COPUOS での LTS 取組支援などについて、国際的評価も高い取組であるため、よ

り具体的な成果の提示を求める。 
 
○海外展開に関しては、宇宙システムの輸出に向けた取組も重要である。特にアジ

ア・太平洋地域に対してはわが国のプレゼンスの向上に資するものとなり得るので、

関係省庁とも連携したうえで戦略的に取り組んでいただきたい。海外展開の成果が、

今後の評価軸の一つになると良いと考える。 
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興国の台頭等によ

り宇宙航空分野を

取り巻く国際的状

況が大きく変化し

てきたことに鑑み、

宇宙航空分野に関

わる国内外の動向

把握・分析の必要性

は従来よりも増し

ている。このため、

国内外の動向調査

及びその分析機能

の強化を図り、その

成果を JAXA にお

ける戦略策定に活

用する。また、政府

等に調査分析情報

や提言等を積極的

に提供・発信するこ

とにより、戦略的か

つ効果的な政策と

事業の企画立案に

貢献する。 

れる法的課題につ

いて、外部の有識者

と協力して調査研

究を推進するとと

もに、当該活動をけ

ん引する人材を育

成する。 
 
（２）調査分析 
より戦略的・効果

的なミッションの

立案、成果の最大化

及び我が国の政策

の企画立案に資す

るため、宇宙航空分

野に関わる国内外

の動向調査及びそ

の分析機能を強化

する。具体的には、

国内外の調査研究

機関・大学等との連

携や情報の受け手

との対話を強化し

つつ、調査分析領域

の拡大や課題に応

じて深く掘り下げ

た 分 析 を 行 い 、

JAXA における戦

略策定等に活用す

る。また、国内外の

宇宙政策動向等の

社会情勢を踏まえ

ながら、政府等に適

切なタイミングで

客観的な事実に基

づく調査分析情報

を提供・発信する。

さらに調査分析結

果を踏まえた提言

等を積極的に行う。 
調査分析機能を強

化するため、JAXA

ーを  APRSAF に
取り込むことによ

り、これまで参加を

推進してきた行政、

学術界に引き続き、

より多様な宇宙活

動に関するネット

ワーク形成機能を

高 め る 。 ま た 、

APRSAF の特色で

あるメンバー国や

地域を拘束しない

オープンで柔軟な

協力体制を最大限

に活用して、地域の

課題解決に資する

超小型衛星の共同

開発に向けた検討

や、アジア各国の関

係者が定期的に集

まり情報・意見交換

を行う機会を設定

することを通じ、政

策レベルも含めた

コミュニティの形

成を推進する。ま

た、アジア地域にお

いて、相手国のニー

ズに応じた二国間

又は多国間協力に

よる防災・環境対策

等の共通課題に取

り組む。 
さらに、政府によ

る国連宇宙空間平

和 利 用 委 員 会

（COPUOS）等に

おける宇宙空間の

利用に関する国際

的なルール作り（長

期 的 持 続 可 能 性

（LTS）ガイドライ

際宇宙探査に係る特別

セッションを自ら企

画・運営するとともに、

在日米国大使館や米議

会議員会館での宇宙探

査関連イベントに登

壇・展示等の協力を行

い、国内外において、国

際宇宙探査に向けた機

運の醸成に貢献した。 
 
（２）APRSAF-26 の日

本開催  
 「新たな宇宙時代を

拓く多様な繋がりの発

展」をテーマに、各国の

宇宙機関、行政、学術界

に加え、ニュースペー

スや、トヨタなどの非

宇宙産業を含む産業

界、将来の宇宙活動の

担い手となる若手世代

等、31 か国・地域、9 国

際機関から計 469 名の

参加を得た。初の試み

として、宇宙関係スタ

ートアップ、投資家な

どの新たなプレイヤー

を中心とする「宇宙産

業フォーラム」を開催

するなど、時代のニー

ズに対応し、地域の

様々なプレイヤーを繋

ぎ、相互の関係を深化

させる場として、日本

の国際的プレゼンスと

求 心 力 を 高 め た 。

APRSAF-26 では、これ

までの 25年間の活動を

振り返るとともに、今

後 10年間の取り組みの

方 向 性 を 示 し た
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内の高い専門性や

経験を持つ職員を

活用する横断的な

連携体制の強化に

取り組むとともに、

これらを通じて国

内外の関係機関と

の幅広い人脈・ネッ

トワークの拡大を

図る。 

ン等）の取組を支援

する。宇宙開発利用

において将来想定

される法的課題に

ついて、外部の有識

者と協力して調査

研究を推進すると

ともに、大学への講

師派遣や、我が国の

研究者・実務家等と

の連携等の取り組

みを通じ、当該活動

をけん引する人材

を育成する。 
 
 
（２）調査分析 
 
より戦略的・効果

的なミッションの

立案、成果の最大化

及び我が国の政策

の企画立案に資す

るため、宇宙航空分

野に関わる国内外

の動向調査及びそ

の分析機能の強化

に取り組む。具体的

には、国内外の調査

研究機関・大学等と

の連携や情報の受

け手との対話を強

化しつつ、調査分析

領域の拡大や課題

に応じて深く掘り

下げた分析を行い、

JAXA における戦

略策定等に活用す

る。また、国内外の

宇宙政策動向等の

社会情勢を踏まえ

ながら政府等に調

「APRSAF 名古屋ビジ

ョン」を採択した。宇宙

機関長をはじめとする

各国の宇宙分野のリー

ダーによるラウンドテ

ーブルでの議論を踏ま

え、 4 つの目標（①広

範な地上課題の解決の

促進、②人材育成及び

科学技術力の向上、③

地域の共通課題に対す

る政策実施能力の向

上、④地域のニュープ

レイヤの参画促進と多

様な連携の推進）を打

ち出したことにより、

APRSAF の枠組みを活

用してアジア・太平洋

地域全体で宇宙活動を

推進していこうとする

機運が大きく高まっ

た。加えて、打ち出した

目標の実現を確実に図

っ て い く べ く 、

APRSAF-26 において

以下の新たな取組みを

立ち上げた。  
 ①SAFE Evolution：
これまで日本と各国の

バイの関係で進めてき

た、気候変動に伴う社

会課題の解決に衛星デ

ータを活用する取り組

みを、衛星を保有する

国々が衛星データを提

供し合い多国間での利

用を推進するプログラ

ムに進化させた。特に、

インド宇宙研究機関

（ISRO）が自らの衛星

データを多国間で利用

可能とすることに合意
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査分析情報を提供・

発信し、それらを踏

まえた提言等を積

極的に行う。 
調査分析機能を

強 化 す る た め 、

JAXA 内の高い専

門性や経験を持つ

職員を活用する横

断的な連携体制の

強化に取り組むと

ともに、これらを通

じて国内外の関係

機関との幅広い人

脈・ネットワークの

拡大を図る。 

し、従来 JAXA だけだ

ったプログラム牽引役

に ISRO が加わり、社

会課題解決に宇宙技術

が貢献する地域プログ

ラムを、日印がリーダ

ーシップを発揮して強

力に推進する形を構築

した。 
 ②長期宇宙人材育成

プ ロ グ ラ ム （ JJ-
NeST）： JAXA と国際

協力機構（JICA）が連

携して、将来アジア各

国の政府関係機関で指

導的役割を担う人材

を、日本の大学で育成

するプログラムを立ち

上げた。今後 5 年にわ

たり計 20名の受け入れ

を予定。第一号として

フィリピンから東大の

博士課程後期への留学

が決定した。本プログ

ラム参加者を軸に宇宙

関連人材ネットワーク

を構築し、アジアにお

いて社会基盤としての

宇宙利用の定着に向け

た事業を展開する際

に、日本との間で相互

に利益のある関係の構

築・維持につなげるこ

とを目指す。 
 ③宇宙法制イニシア

ティブ：アジア太平洋

諸国の宇宙法制に関す

る報告書をとりまと

め、国連に提出するこ

とを目指す取り組みの

立ち上げに合意した。

APRSAF として初の政
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策分野のイニシアティ

ブ。各国から高い関心

が寄せられ、これまで

に 8ケ国が参加を表明。

APRSAF での政策レベ

ルのコミュニティ形成

の取組みは、これまで

の情報交換から共同作

業の実施へと、着実に

活動を推進、強化した。

本取り組みにより、地

域の共通課題に対する

法形成・政策実施能力

の向上を図り、宇宙の

安定的な利用に繋げて

いく。 
 APRSAF は第 2 四半

世紀を迎え、新たな政

策課題（SDGs、宇宙産

業、宇宙探査等）を議論

する場として、また、宇

宙の安定的な利用（宇

宙デブリ低減等）の推

進の場として発展して

きていることについ

て、アジア太平洋地域

の多くの参加機関・参

加者から評価・期待の

声とともに、自国での

開催希望が多数寄せら

れた。 
 
２．調査分析  
 調査機能の一層の強

化が求められているこ

とを踏まえ、より高度

で複雑なテーマに対応

し得る調査分析能力の

向上を段階的に進め

た。「調査分析情報ポー

タル」は、海外の最新の

宇宙開発動向や分析情



125 
 

報を共有・発信する国

内唯一の機能である

が、これを維持・強化す

るとともに、外部機関

や専門家等との連携を

拡充した。具体的には、

AI、デジタルなど、宇宙

分野との接点で新たな

価値が生まれる可能性

のある異分野の専門家

の知見を共有するニュ

ースレター「視点」を発

行し、宇宙分野を超え

た従来交流のなかった

外部機関等との新たな

連携関係の拡大を図っ

た。 
 加えて JAXA では、

JAXA における戦略策

定等への貢献を目指

し、今期より経営視点

での「重点テーマ」を設

定し、調査分析を実施

している。今年度は、ア

ジア太平洋地域の政策

上の重要性に鑑み、「ア

ジア太平洋地域におけ

る環境変化を踏まえた

JAXA としての宇宙協

力シナリオ作成」をテ

ーマとして検討を実施

した。検討結果（※）は、

宇宙基本計画改訂検討

を念頭においた関係省

庁・JICA との対話の際

に活用し、非常に新し

い切り口での分析であ

るとの高い評価を得

た。また、海外の宇宙機

関関係者、インフラ海

外展開の有識者、世界

経済フォーラム第 4 次
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産業革命日本センター

（C4IRJ）等との連携

模索にも成果は活用さ

れており、特に C4IRJ
とは、分析において示

唆されたスマートシテ

ィなど新たな有望分野

の連携模索につながっ

ている。なお、重点テー

マの調査にあたって

は、専門的なノウハウ

を持つ外部コンサルに

よる最新の知見・分析

手法の提供を受けつ

つ、横断的な検討チー

ムのメンバーとして

JAXA 内の関係部門に

おいて高い専門性や経

験を持つ職員の参加を

積極的に求めた。JAXA
内に蓄積された情報を

活用し、短期間で効果

的かつ効率的な検討を

行うとともに、JAXA 職

員が調査分析を主体的

に実施する力を組織的

に涵養することができ

た。 
 （※）ASEAN 諸国の

宇宙業界の発展見通

し、同地域における米

中印仏との競争環境を

分析した。日本/JAXA
が今後もプレゼンスを

発揮するために、従来

とは異なる視点で、時

代変化を踏まえた戦略

目 標 の 明 確 化 と

ASEAN 諸国の発展形

態に応じた対応・優先

順位を明確にする必要

があること、また、今後
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の有望分野の初期仮説

を提示して提言とし

た。初期仮説を今後さ

らに検証し、精度を高

め、戦略策定等に活用

する予定。 
３．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．２ 国民の理解増進と次世代を担う人材育成への貢献 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成30年

度 
令和元年度 令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

－ － － －      予算額（千円） 1,124,015 1,000,311       
        決算額（千円） 1,100,089 1,027,270      

         経常費用（千円） － －      
         経常利益（千円） － －      
         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 32 42      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．２．国民の理解

増進と次世代を担

う人材育成への貢

献 
（１）国民的な理解

の増進 
宇宙航空事業

４．２．国民の理解

増進と次世代を担

う人材育成への貢

献 
（１） 国 民 的 な

理解の増進 
国民と社会への

４．２．国民の理解

増進と次世代を担

う人材育成への貢

献 
（１）国民的な理解

の増進 
 

＜評価軸＞ 
○国民の理解増進

と次世代を担う人

材育成への貢献に

より、目標Ⅲ.2 項

にて定める JAXA
の取組方針の実現

１．国民の理解増進 
（１）活動実績と活動

結果 
〇報道・メディア対応 

（ ）内は前年度実績 
・プレスリリース：180
件 

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
2019年度は、「はやぶさ２」、

「こうのとり 8号機」、日米協

力による月探査計画などの重

要イベントの広報対応を中心

に、昨年度取り組んだ露出度

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
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の推進には、ユーザ

であり実質的な出

資者である国民の

理解を得ることが

不可欠である。  
このため、政府全

体の宇宙開発利用

等を技術で支える

中核的実施機関及

び国立研究開発法

人として、宇宙航空

分野の事業を推進

する意義と創出し

た成果及び今後創

出する成果の価値

と重要性について、

必要に応じ政府や

民間事業者等の外

部と連携して、適

時・適切に丁寧で分

かりやすい情報発

信を行うことによ

り、この責任を果た

すとともに、一層の

理解を増進する。 
 
（２）次世代を担う

人材育成への貢献 
  グローバル化

や情報化、技術革新

を背景として、多角

的なものの見方・考

え方や自律的、主体

的、継続的な学習態

度の醸成が重要で

ある。このため、幅

広い層の学習者と

学習支援者に対し、

宇宙航空分野に興

味関心を抱く機会

の積極的提供や研

究開発を通じて得

説明責任を果たす

とともに、一層の理

解増進を図るため、

我が国の宇宙航空

事業及び JAXA を

取り巻く環境の変

化を踏まえて即時

性・透明性・双方向

性の確保を意識し

つつ、高度情報化社

会に適した多様な

情報発信を行う。 
・プレスリリース

のみならず、記者

会見や記者説明

会等、メディアへ

の丁寧な説明や

対話の機会を幅

広く設け、JAXA
事業の意義や成

果に係る情報発

信をタイムリー

に行う。 
・自ら保有する広

報ツール（ウェブ

サイト、制作映

像、シンポジウ

ム、機関誌、各事

業所における展

示や施設公開、講

演会への講師派

遣等）を活用し、

また、最新の情報

発信ツールを取

り入れながら、丁

寧でわかりやす

い情報発信を行

う。 
・外部機関との連

携事業に積極的

に 取 り 組 み 、

JAXA 単独では

国民と社会への

説明責任を果たす

とともに、一層の理

解増進を図るため、

我が国の宇宙航空

事業及び JAXA を
取り巻く環境の変

化を踏まえて即時

性・透明性・双方向

性の確保を意識し

つつ、高度情報化社

会に適した多様な

情報発信を行う。 
●プレスリリース、

記者会見、記者説明

会等、メディアへの

丁寧な説明や対話

の機会を幅広く設

け、JAXA 事業の意

義や成果に係る情

報発信をタイムリ

ーに行う。 
●自ら保有する広

報ツール（ウェブサ

イト、制作映像、シ

ンポジウム、機関

誌、各事業所におけ

る展示や施設公開、

講演会への講師派

遣等）を活用し、ま

た、最新の情報発信

ツールを取り入れ

ながら、丁寧でわか

りやすい情報発信

を行う。 
●外部機関との連

携事業に積極的に

取り組み、JAXA 単
独では接触し難い

層に情報発信を拡

大する。 
 

に貢献できている

か。 
 
＜評価指標＞ 
○国民と社会への

説明責任を果たし

一層の理解を増進

する取組の状況 
○未来社会を切り

拓く人材育成に幅

広く貢献する取組

の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○各種団体等の外

部との連携の構築

状況 

・記者会見・勉強会等：

67 回 
・取材対応：491 件 
・露出状況： 
  TV 放送 795 件 :
（942 件）、60 時間 10
分（49 時間 44 分）、新

聞掲載： 2,882 件 *2
（3,907 件） 
 
・広告費換算： 
 TV 放送：初の首都圏 
1 位(年間) 46 億円相当

（８位、36 億円）、 
      初の全国 
2 位(年間)、282 億円相

当（4 位、207 億円） 
  新聞記事：53 億円相

当（46 億円） 
 
〇Web サイト 
・閲覧性・利便性・アク

セス性の改善 
・ページビュー(PV)：
31,596,350
（29,795,186）、Visit：
6,461,238（7,517,462） 
 
〇SNS 
・コンテンツ発信の強

化、利便性・アクセス性

の改善 
・新規動画：102 本（48
本）  
・Twitter 公式アカウン

ト：フォロワー32.6 万

人（32.5 万人）、他に 41
のツイッターアカウン

ト 
・ YouTube JAXA 
Channel： 
 登 録 者 16.7 万 人

の向上に加えて「質の向上」

にも取り組み、最大のステー

クホルダーである国民（納税

者）に対し、高度な研究開発

の内容を分かりやすくかつ正

確に伝えるための報道・メデ

ィア対応に注力した。また、

「10年先を担う世代を新たな

ターゲットとして設定」し、

WEB サイト・SNS を通じ視覚的

な理解を容易にする映像の活

用の推進や機関誌「JAXA’s」

の大幅リニューアル等を行っ

た。さらに、「興味・関心が薄

い人々への普及」を図るため

異文化・異業種の外部機関・

団体との連携拡大にも積極的

に取り組むなど、質・量とも

に前年度を上回る特に顕著な

成果を上げた。人材育成につ

いても、これまでの教育現場

への直接的なアプローチに加

え、SNS等による若者層や子育

て世代の主婦層をターゲット

とした情報発信のほか、全国

2019カ所の図書館への宇宙教

育情報誌の配布等、新しい取

り組みを始めた。 

 

  
 

＜評価すべき実績＞ 
アウトリーチ対象を明確化し、量的拡充から質的拡充への転換を図り、様々な取組を

行ったことは、平成 30 年度に比して、大幅な改善であり、評価に値する。また、人

材育成においても、アウトリーチ対象を明確にした情報発信を行うとともに、新型コ

ロナウイルス感染症対策のための臨時休校支援対策として、専用ページを開設する

など積極的な取組が図られ、これらの取組は、特に顕著な成果の創出に貢献し、特に

高く評価できると認められた。次年度以降は、広報・人材育成共に、どのように国民

に理解されていて、それを踏まえどのように JAXA の活動にフィードバックしてい

るかという点での活動成果を強く期待する。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○宇宙航空事業の意義や成果・価値・重要性について出資者である国民に説明し、納

税者としての国民の理解増進・支持拡大・次世代の育成に係る成果を、定量的指標と

して提示できるよう目標設定をすべきである。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○時代の潮流に応じ、映像や SNS、コラボ等を柔軟に活用しながら、ターゲットの

細分化と明示化による広報戦略の質的な飛躍を含め、丁寧な広報を推進し、情報発信

力をあげていることを実感している。特に、教育コンテンツ含めコロナ禍の中、迅速

に情報発信に尽力した事を高く評価したい。最も効果を上げてきた分野の１つであ

り、継続的に PDCA サイクルを回して、維持向上を図っている点も評価できる。 
一方で、研究開発法人としての JAXA 広報の使命は日本の宇宙航空事業全体の認知

度を向上し、次世代の人材育成に貢献することであると考えており、そのような本質

を引き続き意識して取り組んでいただきたい。 
 
○令和２年度には「はやぶさ２」の帰還という大きなイベントがあるので、量的に広

報効果が上がることは間違いない。この機会を利用してどのような質の高い広報・情

報発信を行うのか（どのような質の広報・情報発信が必要なのか）、引き続き検討し

ていただきたい。 
 
○国民の理解に関するよりきめ細かな調査を行い、その結果を JAXA 事業に反映し

ていくことが必要である。具体的にはシンポジウム等でのアンケートを多数回行う、

SNS を活用したアンケートを実施する、国民の意識調査の内容をより具体的にする

などが考えられる。その際、「JAXA が知られているか」ではなく、「JAXA は納税者

である国民にとってどの程度役に立っているのか、投資金額に見合った国民便益と

なる成果を生んでいるか、JAXA の課題は何か」という視点で質問事項を設定するこ

とが重要である。人材育成に関しては、広報的な活動より教育ツール整備や研修プロ

グラム実施等にシフトし、将来の宇宙関連の人材育成につながるような地道な活動

を指向してはいかがか。 
 
○ターゲットとした 20 代～30 代への男女に訴求ができたかどうか、今後調査・評

価が必要である。 
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た成果・知見を踏ま

えた教育素材の活

用をはじめとする

取組を行い、未来社

会を切り拓く人材

育成に貢献する。 

接触し難い層に

情報発信を拡大

する。 
 
（２）次世代を担う

人材育成への貢献 
多角的なものの

見方・考え方や自律

的、主体的、継続的

な学習態度の醸成

等、未来社会を切り

拓く青少年の人材

育成に幅広く貢献

するため、宇宙航空

研究開発を通じて

得た成果や知見を

広く教育の素材と

して活用し、学校教

育の支援、社会教育

活動の支援及び体

験的な学習機会の

提供を行う。 
学校教育の支援

に関しては、学校の

カリキュラムを補

完する授業支援プ

ログラムや教材の

改善・作成等を行

い、教師とその養成

を担う大学等との

連携による授業支

援や研修を実施す

る。 
社会教育活動の

支援に関しては、宇

宙教育指導者や地

域の教育関係者等

との連携により、家

庭や地域が子供達

の深い学びを育む

環境を用意しやす

いプログラムや教

 
（２）次世代を担う

人材育成への貢献 
 
多角的なものの

見方・考え方や自律

的、主体的、継続的

な学習態度の醸成

等、未来社会を切り

拓く青少年の人材

育成に幅広く貢献

するため、政府関係

機関移転基本方針

（平成  28 年３月

まち・ひと・しごと

創生本部決定）など

も踏まえつつ、宇宙

航空研究開発を通

じて得た成果や知

見を広く教育の素

材として活用し、学

校教育の支援、社会

教育活動の支援及

び体験的な学習機

会の提供を行う。 
学校教育の支援

に関しては、学校の

カリキュラムを補

完する授業支援プ

ログラムや教材の

改善・作成等を行

い、教師とその養成

を担う大学等との

連携による授業支

援や研修を実施す

る。 
社会教育活動の

支援に関しては、宇

宙教育指導者や地

域の教育関係者等

との連携により、家

庭や地域が子供達

（13.4 万人）、総視聴回

数 1,164.5 万件（883 万

件） 
 
〇シンポジウム・展示

会 
・訴求対象とテーマの

先鋭化 
・日本のプレゼンスの

強化 等 
・JAXA シンポジウム

ネット中継 約 24,000
回（約 12,000 回） 
・国際宇宙会議（IAC）：

6,829 人＋一般見学者 
数万人（6,500 人＋1.3
万人） 
 
〇展示館運営 
・種子島、筑波等、全国

13 館を運営 
・総来場者 59.5 万人

（57.0 万人） 
 
〇講演 
・宇宙飛行士／役職員

講演 559 回(462 回) 
・聴講者 119,244 人

（84,276 人） 
 
〇国民の意識調査 
・広報活動に資するた

めの調査を実施 
・JAXA の認知度： 過
去 最 高 の  92.2 ％

（90.9％） 
・宇宙航空分野の研究

開発を「支持する」：過

去 最 高 の 93.0 ％

（92.1％） 
 
（２）主な取り組み 

 
○今後は、従来のような広い層を対象にするのではなく、広報の目的、ターゲット（た

とえば、次世代の人材育成、世論形成など）を明確にし、メディアも絞り込んで活動

していくことが望ましい。 
 
○JAXA だけでなく、民間レベルでの宇宙開発の需要が見込まれるような人材育成

計画が必要である。 
 
○デジタルトランスフォーメーションが進む中、政府としても社会人の学び直しを

進めている。宇宙開発の中では、プロジェクトマネジメントやシステム開発方法論な

ど、社会人にとっても重要なものがあり、これらを若い社会人の学び直しの機会提供

に活用いただきたい。 
 
○JAXA の存在、事業を国民に知ってもらうことも重要であるが、税金を投入して事

業を遂行している以上、その成果についても、もっと具体的に啓蒙すべきである。 
 
○国民の理解増進活動に関し、露出状況や広告費換算により実績を評価することの

適切性について、他国の宇宙機関においても同様の評価基準が用いられているか調

査が必要ではないか。特に広告費換算については、今後はあまり意味を持たなくなり

つつあると思われ、このような評価の仕方はやめることが望ましい。 
 
○アフターコロナを考えた新しい広報として、例えば、5G を使った VR の展示、体

験環境の提供など、スピード感をもって新しい手法とコンテンツを提供することが

必要ではないか。翌年度以降、様々な新規の取組が行われることを期待する。 
 
○デジタルアーカイブスの利便性の見直しを期待する。 
 
○人材育成については、学生の人材育成もあるが、デジタルトランスフォーメーショ

ンが進む中、政府としても社会人の学び直しを進めている。宇宙開発の中では、プロ

ジェクトマネジメントやシステム開発方法論など、社会人にとっても重要なものが

ある。こういったものをまだ経験年数の若い社会人の学び直しの機会提供に活用し

ていただきたい。そういった人々も次世代を担っていくことになる。 
 
○グローバルで活躍できる人材の育成について更なる取組を進めていただきたい。 
 
○JAXA の貴重な動画が Youtube に登録されているのは喜ばしい。講演会などの開

催も難しくなっている中で、コンテンツの質や見やすさにさらに磨きをかけていた

だきたい。生徒や教員をターゲットとした広報活動が長い目でみて次世代の理解を

得ることに繋がると思われるため、そのような企画の充実の検討や推進を希望する。 
 
○ソーシャルメディアの重要性が一段と増す中で、常に有効なコミュニケーション

方法を模索することと共に、種々のリスク対策も検討しておくべきである。 
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材の改善・作成を行

う。また、地域が活

動を継続するため

の宇宙教育指導者

の育成等を行う。 
体験的な学習機会

に関しては、JAXA
の施設・設備や宇宙

飛行士をはじめと

する専門的人材及

び国際交流の機会

を活用し、学習機会

を提供するととも

に、JAXA 保有の発

信ツールや連携団

体等の外部機関を

活用し、学習に関す

る情報を提供する。 

の深い学びを育む

環境を用意しやす

いプログラムや教

材の改善・作成を行

う。また、地域が活

動を継続するため

の宇宙教育指導者

の育成等を行う。 
体験的な学習機

会 に 関 し て は 、

JAXA の施設・設備

や宇宙飛行士をは

じめとする専門的

人材及び国際交流

の機会を活用し、学

習機会を提供する

とともに、JAXA 保
有の発信ツールや

連携団体等の外部

機関を活用し、学習

に関する情報を提

供する。 

 

 2019 年度の国民の理

解増進に当たっては、

下記①～③の観点を強

く意識して活動を行っ

た。 
 ①質の向上 
・最大のステークホル

ダーである国民に対

し、特に「質の向上」に

重点を置いた情報発信

に取り組んだ。具体的

には、国民の情報収集

手段として最も大きな

影響力を持つ報道・メ

ディアに対し、高度な

研究開発を分かりやす

くかつ正確に理解して

もらうため、ミッショ

ンの詳細に係る記者説

明会を定期的に開催す

るとともに、新たな取

り組みとして情報発信

の質的向上を目指して

メディア向け勉強会を

開始し、基礎的な事項

から JAXA を取り巻く

外部環境（世界動向や

ベンチマーク等）に至

るまで、対象分野を総

合的に伝える工夫を

し、報道・メディアを通

じた国民への豊かな情

報発信につなげること

を目指した。 
 
 ②ターゲットの明確

化 
・10 年先のステークホ

ルダーとして重要であ

るにもかかわらず、宇

宙航空分野に興味・関

心が比較的薄い 20代～

 
○当該項目については、増加傾向が直線的なのか、放物線的なのかでも評価が変わる

ため、前期だけではなく、過去複数年の時系列で提示するべきである。 
 
○「多角的なものの見方・考え方や自律的、主体的、継続的な学習態度の醸成等、未

来社会を切り拓く青少年の人材育成」にまで発展させるための JAXA への期待は、

宇宙航空研究開発から得られた諸々の成果に基づく専門性の高い確かな情報を教育

現場に提供するとともに、学校教育における文部科学省学習指導要領の中に展開し

ていくための取組へ繋げていくことも必要であると考える。加えて、その教育を担う

大学の教員養成課程の教育内容の改訂への働きかけも必要であり、宇宙の研究成果

の専門性を十分に理解し、教育現場に正しく反映できる教員を養成することを見据

えた新しいカリキュラムの検討や教材の開発等に対する考慮も必要である。 
 
○広告投資に対するリターンを回収するという点からも、広報自体の量のみならず、

広報の効果（例えば、航空宇宙系学科への学生の志望割合など）をより定量的に測れ

るようにすることを期待する。 
 
○「はやぶさ２」はオールジャパン体制を謳って国内外の研究者・企業の力を結集し

た成果であるので、その広報に際しては、JAXA はその代表として自己評価をしてい

ただきたい。 
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30 代の男女を重要な訴

求対象と位置づけ、以

下を実施した。 
✓  特にこの世代にと

って主要な情報収集手

段であるインターネッ

ト・SNS を最大限活用

して理解増進を図るた

め、公開 WEB サイトの

閲覧性・アクセス性の

改善を図るとともに、

特に事業内容の正確な

理解を容易にするコン

テンツとして動画の制

作 と YouTube JAXA 
Channel ページの利便

性・アクセス性の改善

を進めた。 
✓ 機関誌「JAXA’s」を

大幅リニューアルし、

タブロイド版への変更

による手に取りやす

さ・視認性の向上、テー

マ設定の先鋭化、アス

リート・映画監督・詩

人・写真家などとの異

種対談による親しみや

すさの改善、読みやす

い文章と構成、QR コー

ドによる WEB 詳細情

報への誘導等を図ると

ともに、配布先の新規

開拓を行った。 
✓ JAXA シンポジウム

についてもテーマ設定

を先鋭化し、新たな関

心層の取り込みを図っ

た。 
 
 ③興味・関心の薄い

人々への理解増進 
・異文化・異業種団体と
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の連携に積極的に取り

組み、オリンピック・パ

ラリンピックに向けた

ガンダム衛星「宇宙か

ら 東 京 2020 エ ー

ル ！ ”G-SATELLITE”
宇宙へ」、人工衛星「つ

ばめ」と東京ヤクルト

スワローズとのコラ

ボ、映画「最高の人生の

見つけ方」への協力、群

馬交響楽団との演奏コ

ラボ等、宇宙航空事業

に関する普及活動を行

った。 
 
２．次世代を担う人材

育成への貢献 
  情報発信の主軸で

ある宇宙教育センター

ウェブサイトのリニュ

ーアル、SNS との効果

的な連動により、大幅

にアクセス数が増加

し、利用者の拡大と新

規利用者の開拓に成功

したと評価する。 
  また、学校教育支

援、社会教育支援、多様

な組織、団体との連携

を促進も着実に実施す

るなど、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施できた。 具体的

には、以下のとおり。 
 ①  主要情報発信ツ

ールである宇宙教育セ

ンターウェブサイトを

リニューアルし、従来

の宇宙教育センターの

活動情報を発信する機

能に加え、利用者が知
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りたい情報にアクセス

しやすくなるよう利用

者目線にたったサイト

設計を行い、利便性を

高めた。同時にインス

タグラムによる情報発

信を開始し、これまで

リーチが難しかった若

者層や子育て世代の主

婦層をターゲットとし

た発信にも力を入れ、

SNS とウェブサイトと

効果的に連動させるこ

とにより、アクセス数

が概ね 2 倍以上に伸び

るといという顕著な成

果が得られた。こうし

た情報を継続的に発信

し、家庭や地域での自

律した学びを促すこと

につなげていく。また、

宇宙教育情報誌「宇宙

のとびら」については、

著名人をインタビュー

記事に効果的に掲載す

ること等により、宇宙

に関心の薄い層へアプ

ローチした。さらに今

回初めて一般書店での

配架、全国 2019 カ所の

図書館の配送を始めと

した一般向け配布サー

ビスの試行を開始した

ところ、図書館からバ

ックナンバーの依頼や

一般の方からの配送サ

ービス継続の要望も寄

せられており、今後、ア

ンケート等の検証を行

い、よりニーズに即し

た配布先、配布方法を

確立する。 
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 ②  ３月上旬には、

コロナ感染症対策のた

めの臨時休校支援対策

として、急遽「宇宙 de
春休み～いっしょにチ

ャレンジ」サイトを開

設。この時期ならでは

の観察や、家族で取り

組みやすい教材、家の

中で体を動かすアイデ

ア、おすすめの本など、

教育推進室の職員の一

緒に取り組む様子と生

の声をあわせて紹介す

るとともに、子供達の

チャレンジ内容を募集

し、双方向の取り組み

として展開した。特に

チャレンジ内容を投稿

する受け皿を用意した

ことは、子供達がやり

っぱなしで終わること

なく、チャレンジの動

機や企画から準備、実

践における役割分担へ

の気づき、課題などを

改めて考察する機会を

提供するものとなり、

単なるコンテンツ紹介

にとどまらない一歩踏

み込んだ支援となるよ

う狙いを持たせたもの

である。 
また、文部科学省「臨

時休業期間における学

習支援コンテンツ」と

の連携や、SNS での視

覚的効果を狙った発信

による情報の拡散がリ

ツィート件数の増加や

著名人によるツイッタ

ーでの紹介などの拡が
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４．その他参考情報 
特になし 

  

りをみせ、子育て中の

母親を対象とした国内

最大のフォロワー（75 
万人）を有するインス

タグラム「ママ＋（ママ

タス）」にて取り上げら

れることとなるなど、

より一層の相乗効果を

もたらすこととなっ

た。 
 ③  多様な組織、団

体との連携を促進する

ことにも注力した。今

年度は地域フォーラム

を三重県桑名市で開催

したが、初めて実行委

員長を連携拠点関係者

が務めるなど、連携拠

点側のリソースを大幅

に活用して開催した結

果、これまで以上の参

加者を得て、隣接地域

の担当者間のネットワ

ークを構築することが

できた。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．３ プロジェクトマネジメント及び安全・信頼性の確保 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略ｓｓ 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30年

度 
令和元年度 令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

打上げの成

功比率（定常

運用移行達

成比率） 

－ 100% 100% 

     予算額（千円） 1,821,166 1,767,577      
     決算額（千円） 1,816,470 1,651,493      
     経常費用（千円） － －      
     経常利益（千円） － －      
     行政コスト（千円） － －      

人工衛星の

不具合件数 

（開発およ

び運用不具

合の合計） 

－ 
98 件 

 

91 件 

 

     従事人員数 66 62      

 

      

 

      

 

前中期期間

の平均不具

合件数（170

件）に対する

割合 

－ 
58% 

 

54% 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．３．プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保 
JAXA 全体にお

けるプロジェクト

マネジメントに関

するルールの遵守・

徹底及び関連する

分野や研究等の動

向も踏まえた継続

的な改善を行うこ

とで、プロジェクト

における信頼性の

確保及び JAXA 全

体でのプロジェク

トマネジメント能

力の向上を図ると

ともに、プロジェク

トの計画立案から

準備段階における

初期的な検討や試

行的な研究開発を

充実させることで、

事業全体における

リスクを低減し、よ

り効果的な事業の

創出と確実なミッ

ション達成に貢献

する。 
なお、計画の大幅

な見直しや中止、ミ

ッションの喪失等

が生じた場合は、徹

底した原因究明を

はじめとした取組

と、国民の信頼を損

４．３．プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保 
プロジェクト活

動の安全・確実な遂

行とミッションの

成果の最大化、更に

は国際競争力強化

に貢献するため、以

下の取組を行う。な

お、計画の大幅な見

直しや中止、もしく

はミッションの喪

失が生じた場合に

は、業務プロセスや

マネジメント活動

を含む原因の究明

と再発防止を図る。 
 
（１）プロジェクト

マネジメント 
プロジェクトマ

ネジメントについ

て、業務プロセス・

体制の運用・改善、

研修の実施及び活

動から得られた知

見・教訓の蓄積・活

用を進め、JAXA 全

体のプロジェクト

マネジメント能力

の維持・向上を図

る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

プロジェクトの実

４．３．プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性 
 
プロジェクト活

動の安全・確実な遂

行とミッションの

成果の最大化、更に

は国際競争力強化

に貢献するため、以

下の取組を行う。な

お、計画の大幅な見

直しや中止、もしく

はミッションの喪

失が生じた場合に

は、業務プロセスや

マネジメント活動

を含む原因の究明

と再発防止を図る。 
  
（１）プロジェクト

マネジメント 
 
プロジェクトマ

ネジメントについ

て、業務プロセス・

体制の運用・改善、

研修の実施及び活

動から得られた知

見・教訓の蓄積・活

用を進め、JAXA 全
体のプロジェクト

マネジメント能力

の維持・向上を図

る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

＜評価軸＞ 
○プロジェクトマ

ネジメント及び安

全・信頼性の確保

により、目標Ⅲ .2
項 に て 定 め る

JAXA の取組方針

の実現に貢献でき

ているか。 
 
＜評価指標＞ 
○事業全体におけ

るリスクを低減す

る取組及びより効

果的な事業の創出

と確実なミッショ

ン達成に貢献する

取組の状況（プロ

ジェクトの計画段

階から準備段階に

おける初期的な検

討や試行的な研究

開発の活動状況含

む） 
○プロジェクトマ

ネジメント能力の

維持・向上に係る

取組の状況 
○事業の円滑な推

進と成果の最大

化、国際競争力の

強化に貢献する安

全・信頼性の維持・

向上に係る取組の

状況 
 
＜モニタリング指

１．プロジェクト上流

段階における SE/PM
能力の向上 
（１） 過去のプロジェ

クトでの失敗や後悔し

た経験から学習し、二

度と繰り返さない組織

とするため、従来埋も

れることの多かったマ

ネジメント上の苦い経

験や成功事例の詳細な

経緯とその結果に至っ

た因果関係、及び得ら

れた知見を教訓として

まとめ、後続プロジェ

クトの上流段階で早期

にその教訓を取り込

み、自らの活動に反映

するサイクルを定常的

に行う新しい仕組み

（レッスンズ・ラーン

ド作成ガイドラインの

改良と運用）を構築し

た。これらの教訓をそ

のテーマに適した研修

（調達マネジメント研

修、プロジェクトマネ

ージャ育成研修など）

において経験者からプ

ロジェクト候補の中核

メンバーに対して提

供・議論を行い、技術と

知識の伝承を進め、

SE/PM 能力向上を図っ

た。その結果、プロジェ

クト上流段階の活動に

おける企業と連携した

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 X 線天文衛星「ひとみ」

（ASTRO-H）の事故（2016 年 3

月）を契機に 2017 年 6 月に策

定したプロジェクト業務改革

の方針に基づき、プロジェク

トマネジメント及び安全・信

頼性の改善活動、リスク低減

活動に継続的に取り組んだ。

その結果、2019 年度に計画し

たプロジェクト活動（HTV8 号

機及び受託衛星の打上げ、は

やぶさ 2 や SLATS 等の運用）

全てを成功に導いた。また、

今年度は特にプロジェクトの

成否に大きく影響するプロジ

ェクト上流段階（ミッション

定義段階・プロジェクト準備

段階）におけるシステムズエ

ンジニアリング/プロジェク

トマネジメント（SE/PM）能力

を向上させる活動を重点的に

実施するとともに、プロジェ

クトの安全・確実な遂行と宇

宙活動における安定性確保の

ために安全・信頼性に関する

新たな技術標準類の整備と適

用を進めた。これらによって

新たなミッションの創出や開

発の着実な推進を実現し、顕

著な成果を創出したと評価す

る。 

 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
平成 28 年の ASTRO-H 事故を契機に行われたプロジェクト業務改革を着実に改善

させている。過去のプロジェクトマネジメントの経験を集約し、機構全体に水平展開

を行う体制を構築するとともに、若手エンジニアを中心とした「SE/PM 技術ワーキ

ンググループ」を設立する等人材育成を行っている。また、機構の保有する知見を活

用し、外部機関の課題解決・事業改善へ貢献している点は評価に値する。これらの新

しい取組は、高く評価できると認められた。これらの取組が今中長期目標中にアウト

カムにつながることを強く期待する。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○人材育成や体制構築を踏まえ、各プロジェクトの安全・信頼性に対する効果や成果

を表すアウトカム KP を設定し、提示することが重要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○プロジェクトの成否の多くは、初期の企画・計画段階で決まると言っても過言では

ないので、JAXA がプロジェクトの上流段階における技術力とマネジメント力の強

化に取り組んでいることは高く評価できる。 
 
○安全・信頼性に関する技術標準化の推進と共に、ミッション喪失を絶対に避けるた

め、ロバスト設計の徹底と、安全・信頼性に係る課題・リスクを漏れなく創出するし

くみの構築に取り組んでいただきたい。 
 
○無謬性が求められる宇宙開発において、優れたプロジェクトマネジメント手法の

開発とそれを担う人材の育成は最重要のテーマの一つであり、研修の成果を短期で

測定するのは難しいが、その効果を分析しながら来年度以降も計画的に継続するこ

とで、確実な人材育成につなげてもらいたい。 
 
○プロジェクト型組織構築に関する外部機関への情報提供の実施は、JAXA の不断

の対策が実を結んだものであり、何らかの事業化やコンサルティングパッケージ等

へ展開できる可能性があると大いに期待する。 
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なうことのない真

摯な対応を行い、そ

の後の再発防止に

努める。その際は、

新たな挑戦への意

欲を削ぐことが無

いよう留意して取

り組む。 
また、安全・信頼

性の維持・向上に関

する取組を行い、

JAXA 事業の円滑

な推進と成果の最

大化、更には国際競

争力の強化に貢献

する。 
さらに、プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保に係る知見につ

いて外部との情報

交換等を推進する。 

施状況を適切に把

握した上で、プロジ

ェクトマネジメン

トの観点から客観

的かつ厳格な評価

を行い、その結果を

的確に計画へフィ

ードバックさせる。 
さらに、プロジェ

クト移行前の計画

立案から準備段階

における初期的な

検討や試行的な研

究開発の充実によ

り、ミッションの価

値向上及びプロジ

ェクト移行後のリ

スクの低減を図る。 
 
（２）安全・信頼性

の確保 
経営層を含む安

全及びミッション

保証のための品質

保証管理プロセス・

体制の運用・改善、

継続的な教育・訓練

を通じた関係者の

意識・能力向上、共

通技術データベー

スの充実や安全・信

頼性に係る標準・基

準の改訂等による

技術の継承・蓄積及

び管理手法の継続

的な改善を進め、

JAXA 全体の安全・

信頼性確保に係る

能力の維持・向上に

より、事故・不具合

の低減を図る。 
また、担当部門か

プロジェクトの実

施状況を適切に把

握した上で、プロジ

ェクトマネジメン

トの観点から客観

的かつ厳格な評価

を行い、その結果を

的確に計画へフィ

ードバックさせる。 
さらに、プロジェ

クト移行前の計画

立案から準備段階

における初期的な

検討や試行的な研

究開発の充実によ

り、ミッションの価

値向上及びプロジ

ェクト移行後のリ

スクの低減を図る。 
 
 
（２）安全・信頼性

の確保 
 
経営層を含む安

全及びミッション

保証のための品質

保証管理プロセス・

体制の運用・改善、

継続的な教育・訓練

を通じた関係者の

意識・能力向上、共

通技術データベー

スの充実や安全・信

頼性に係る標準・基

準の改訂等による

技術の継承・蓄積及

び管理手法の継続

的な改善を進め、

JAXA 全体の安全・

信頼性確保に係る

能力の維持・向上に

標＞ 
○プロジェクトの

実施状況の客観的

評価及びプロジェ

クト評価結果の活

用の状況 
○ミッションの喪

失が生じた場合の

原因究明と再発防

止策の検討及び実

施の状況 

要求仕様や実現性検討

の加速・強化に活かさ

れ、月極域探査ミッシ

ョンのフェーズアップ

（プリプジェクト化）

の早期実現や Destiny+
のコスト精度向上等に

繋がった。 
（２） 今後新たな価値

あるミッションを生み

出すために、SE/PM の

プロフェッショナルを

早期かつ計画的に育成

することを目的とし

て、若手エンジニアを

中心とした「SE/PM 技

術ワーキンググルー

プ」（20 名）を設立した。

WG で育成した職員に

実務経験を積ませて将

来のプロジェクトマネ

ージャ、サブマネージ

ャに育成するキャリア

パスを想定し、上流段

階の実務スキル獲得の

ために、ミッション要

求作成から企業選定に

至る活動を模擬体験さ

せる実務演習や、プロ

ジェクト経験事例の共

有、経験者（チーフエン

ジニア）によるチュー

トリアルなど、JAXA の

エンジニアに必要とな

る実践的な知識・技術

を身に付けるための活

動を試行した。 
 
２．安全・信頼性の確保 
 （１）他国宇宙機関お

よび民間事業者におい

てデブリ除去を含む軌
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ら独立した組織が、

安全・信頼性の確保

及び品質保証の観

点から客観的かつ

厳格にプロジェク

トの評価を行い、そ

の結果を的確に計

画へフィードバッ

クさせる。 
 
さらに、プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保に係る知見につ

いて外部との情報

交換等を推進する。 

より、事故・不具合

の低減を図る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

安全・信頼性の確保

及び品質保証の観

点から客観的かつ

厳格にプロジェク

トの評価を行い、そ

の結果を的確に計

画へフィードバッ

クさせる。 
さらに、プロジェ

クトマネジメント

及び安全・信頼性の

確保に係る知見に

ついて外部との情

報交換等を推進す

る。 

道上サービスミッショ

ンに対する関心が高ま

りつつある状況を踏ま

え、「軌道上サービスミ

ッションに係る安全基

準（JERG-2-026）」を制

定し、商業デブリ除去

実証ミッション＊に適

用した。本標準を制定

するに当たっては、

JAXA から積極的に

ESA/NASA 等への説明

を行い、世界に先駆け

て JAXA ホームページ

で公開するなど軌道上

サービスに関する国際

的な規制等に関する取

組みを先導した。また、

宇宙空間の安定的利用

の確保の基礎となる宇

宙システム用のセキュ

リティ管理標準案を作

成し、まず科学衛星を

対象とした対策標準の

案を作成した。また「ひ

とみ」の運用異常等の

不具合を踏まえた確実

な運用のための運用準

備標準を制定した。 
（２）これまでの信頼

性向上・不具合低減活

動の取組みにより、人

工衛星の開発及び運用

での年間不具合総数の

低減を図った。 
 
３．外部機関への支援・

貢献 
宇宙開発の大規模か

つ複雑なシステム開発

における SE/PM およ

び安全・信頼性の知見



141 
 

を取得し、課題解決の

実務に適用したいとい

う外部機関の要望に対

応し、JAXA における方

法論・実際の適用方法

を提供し、外部機関の

事業改善に貢献した。 
４．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．４ 情報システムの活用と情報セキュリティの確保 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

重大な情報

セキュリテ

ィインシデ

ントの発生 

－ 0 0 

     予算額（千円） 4,260,910 4,648,235      
決算額（千円） 4,731,602 4,562,815      
経常費用（千円） － －      
経常利益（千円） － －      

         行政コスト（千円） － －      
         従事人員数 45 39      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．４．情報システ

ムの活用と情報セ

キュリティの確保 
（１）情報システム

の活用 
JAXA 内で共

通的に利用する情

４．４．情報システ

ムの活用と情報セ

キュリティの確保 
（１）情報システム

の活用 
事務的な業務の

効率化と適切な労

４．４．情報システ

ムの活用と情報セ

キュリティの確保 
 
（１）情報システム

の活用 
 

＜評価軸＞ 
○情報システムの

活用と情報セキュ

リティを確保する

ことにより、目標

Ⅲ.2 項にて定める

JAXA の取組方針

1．情報システムの活用 

(1)  全社で共通的に

利用する情報システム

について 

①かねてより課題であ

った JAXAネットワーク

の回線帯域の逼迫を解

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

 情報システムの活用につい

ては、コスト削減を図りつつ

業務環境の向上や研究開発計

算基盤の強化を着実に前進さ

せているとともに、情報セキ

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
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報システムの整備

及びその積極的な

改善により、事務的

な業務の効率化と

適切な労働環境の

維持・向上に貢献す

る。 
また、JAXA が保

有するデータ等を

外部と共有するた

めの基盤的な情報

システムの改善及

び利用促進により、

他の研究機関や民

間事業者との連携

の促進・効率化に貢

献する。 
 
（２）情報セキュリ

ティの確保 
「政府機関等の情

報セキュリティ対

策のための統一基

準群」（平成 28 年８

月 31 日サイバーセ

キュリティ戦略本

部決定）に沿った情

報セキュリティポ

リシーに基づき、サ

イバーセキュリテ

ィ戦略本部が実施

する監査による助

言等を踏まえつつ、

情報セキュリティ

対策を推進し、重大

な情報セキュリテ

ィインシデントの

発生防止と宇宙機

の運用に不可欠な

情報システムのセ

キュリティ対策の

強化により、技術情

働環境の維持・向上

に貢献するため、

JAXA で共通的に

利用する情報シス

テムについて、会議

室、書類及びメール

に依存してきた業

務からの転換等、新

たな利用形態を取

り入れるとともに、

職員の満足度を把

握しつつ、当該シス

テムの整備・運用及

び積極的な改善を

行う。 
また、各研究開発

の取組における情

報技術の高度化を

促進するとともに、

JAXA が保有する

衛星データやシミ

ュレーションデー

タ等を他の研究機

関や民間事業者と

共有する上での利

便性向上などオー

プンイノベーショ

ンの活性化につな

がる基盤的な情報

システムの改善及

び利用促進を行う。 
 
（２）情報セキュリ

ティの確保 
情報セキュリティ

インシデントの発

生防止及び宇宙機

の運用に不可欠な

情報システムのセ

キュリティ強化の

ため、政府の方針を

含む内外の動向を

JAXA で共通的

に利用する情報シ

ステムを確実に運

用するとともに、事

務的な業務の効率

化と適切な労働環

境の維持・向上に貢

献するため、JAXA 
内の通信量の拡大

に柔軟に対応でき

る次期ネットワー

クシステムの構築

方針を踏まえ、段階

的に整備を進める。

また、これまでに導

入したシステムや

サービスの利用促

進、改善を引き続き

行い、会議室、書類

及びメールに依存

してきた業務から

の転換等、 新たな

利用形態への対応

を進める。 
JAXA スーパー

コンピュータの確

実な運用により研

究開発活動を支え

るとともに、次代の

高性能計算の基盤

となる情報システ

ムとしての改善方

針を踏まえ、調達手

続きを行う。実施に

あたっては、JAXA 
が保有する衛星デ

ータやシミュレー

ションデータ等を

他の研究機関や民

間事業者と共有で

きるよう考慮する。 
  

の実現に貢献でき

ているか。 
 
＜評価指標＞ 
○事務的な業務の

効率化と適切な労

働環境の維持・向

上 に 貢 献 す る

JAXA 内で共通的

に利用する情報シ

ステムの整備・活

用の取組の状況 
○JAXA が保有す

るデータ等を外部

と共有するための

基盤的な情報シス

テムの活用等の取

組の状況 
○安定的な業務運

営及び我が国の安

全保障の確保に貢

献する情報セキュ

リティ対策の取組

の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○重大な情報セキ

ュリティインシデ

ントの発生防止と

宇宙機の運用に不

可欠な情報システ

ムのセキュリティ

対策の状況 

消し、さらに回線費が

46%減（約 8.8 千万円⇒

約 4.7 千万円/年）とな

る見込みを得た。具体

的には、JAXA が行う研

究開発業務及び付随す

る業務では、SINET（※）

が提供する仮想大学

LAN が無償で利用でき

るという利点を活用

し、全国にある JAXA の

拠点間を接続する基幹

ネットワーク（WAN）の

メイン回線を現用の商

用回線からこれに変更

すること、また、小規模

拠点からのつなぎ込み

には、接続先をソフト

ウェアで制御できる新

たな技術や、帯域の空

き状況で通信速度が可

変する安価な回線を取

り入れることで、主要

拠点からつなぎ込む回

線の帯域増強（最大 100

倍程度）にかかる費用

を確保しつつ前述のコ

スト削減を実現し、

2020 年度から利用開始

できる目途を得た。

（※SINET：国立情報学

研究所が運営する学術

情報ネットワーク） 

②新たな情報システム

ツールの導入と普及に

係る創意工夫により

JAXA 内での働き方改革

に大きく貢献した。一

般企業等においても、

働き方を変えることに

対して慎重なユーザ

（社員等）に新たなツ

ュリティについては、引き続

き高い水準を維持するのみな

らず、より高いレベルへの移

行を進めており、顕著な成果

が出ている。また、これらの

取組は、外部からも評価をい

ただいている。 

＜評価すべき実績＞ 
JAXA ネットワーク帯域逼迫の解消お及び回線費低減、リモートワークに有用なア

プリケーションである“Teams”の導入による法人内情報共有の効率化、昨今の新型コ

ロナウイルス感染症対策として、テレワーク環境の整備など、職員の働き方の改善に

情報システムの面から貢献している。また、セキュリティの面においては、民間と比

較しても、はるかにサイバー攻撃が多い過酷な環境の中で、重大インシデントの発生

を防いだことは評価に値する。これらの取組は、顕著な成果の創出に貢献し、高く評

価できると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○情報セキュリティに関しては、大手一流企業においてもサイバー攻撃の被害に遭

い、業務の一時的な停止に追い込まれる事案が相次いでいる。最先端のハード対策の

導入、全役職員の教育・訓練、外部監査、これらの繰り返しにより、研究開発法人の

中でトップの情報セキュリティ管理体制を構築し続けていただきたい。 
 
○国の安全保障に関与し機微な情報を扱うことが多くなる状況では、ますますサイ

バー攻撃などの外部からのセキュリティを脅かす事案が増加することが予想される

ので、JAXA 外のセキュリティの専門家との情報交換を密にして情報セキュリティ

の向上を行うことが必要である。 
 
○セキュリティ面で重大インシデントが発生していないことは評価されるが、その

手前の軽微な、あるいは重大インシデントにつながる事象の状況もモニタリングし

て、未然に防ぐ取組も行う必要がある。また、情報システムのコスト低減や能力向上

を明確な KPI で示していることは高く評価されるが、業務効率化や働き方改革等の

アウトカム KPI についても提示することを期待する。 
 
○業務を IT 化するのではなく、IT 実装を通して業務を革新することが重要であり、

ユーザ部門や外部パートナーとのより踏み込んだ連携により業務革新を目指してい

くべきである。また、一般的な管理系業務はアウトソースなどを積極的に活用するこ

とにより、JAXA の管理部門のスリム化を果たしていくことも重要である。 
 
○他機関との協力等が拡大していることから、組織間連携等を意識したガバナンス

にさらなる注意を払っていただきたい。 
 
○情報システムツールを普及させ、新型コロナウイルス対応でテレワークも拡大し

た。一方で、技術開発という現場で伝えられる知識、ノウハウをどのように維持する

かも大きな課題であり、組織として指針を作る必要がある。 
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報の適切な保護を

通じた JAXA の安

定的な業務運営及

び我が国の安全保

障の確保に貢献す

る。 

踏まえつつ、教育・

訓練の徹底、運用の

改善、システム監視

の強化等を継続的

に実施する。 

 
（２）情報セキュリ

ティの確保 
 
情報セキュリテ

ィインシデントの

発生防止及び宇宙

機の運用に不可欠

な情報システムの

セキュリティ強化

のため、政府の方針

を含む内外の動向

を踏まえつつ、教

育・訓練の徹底、運

用の改善、システム

監視の強化等を継

続的に実施する。 

 

ールを活用させる方法

を模索しているとこ

ろ、JAXA では、前年度

に導入したチャットや

Web 会議とファイル共

有を組み合わせたコラ

ボレーションツール

（Microsoft Office365 

“Teams”）について、

いち早く取り入れた業

務グループや職員の実

体験（成功／失敗、活用

のコツなど）を事例紹

介記事にして社内サイ

トに掲載したり、勉強

会やユーザ会を Teams

上と集合形式を使い分

けて開催したりするな

ど、自らもユーザであ

る職員主体で全社的な

キャンペーンを展開し

たことが奏功し、当該

ツールのユーザ数が 1

年間で 3 倍（約 400 名

⇒約 1200 名）を超え、

勤務地が異なるメンバ

ーからなるチーム活動

や、会議室への移動が

不要な Web会議等、会議

室等の準備に手間をか

けない業務の進め方が

普及し、社内各所で、従

来の業務の進め方を見

直す動きが活発化し

た。これらの取り組み

については、Microsoft

のユーザ会より利用促

進の好事例として講演

依頼を受け講演するな

ど、機構外にも評価さ

れている。 

③通信機器利用調査と
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対応策の検討により費

用を大幅に削減（約 66%

削減）できる見込みを

得た。PHS 公衆波サービ

ス停止（2020 年 7 月末）

を契機に、全職員約

2,500 名が利用してい

る機構内外兼用の PHS

の通話利用実態を調査

した結果、メール等の

他の連絡手段の定着に

より約半数は機構外で

の通話実績がないこと

が把握できたため、機

構内は PHSを継続、機構

外用には必要数を絞っ

て一般の携帯電話約

1,200 台を導入するこ

ととした。これにより、

機構外での PHS 利用に

係っていた費用と比較

して、係る費用は 66%減

（約 3 千万円⇒約 1 千

万円/年）となる見込み

である。 

④新型コロナウィルス

感染症対策としてのテ

レワークについてⅥ.2

に記載の人事制度の検

討と併せて迅速に対応

を進めた。全職員にノ

ート型 PCを貸与済みで

あったこと、社外から

セキュアに社内システ

ムにアクセスするため

認証システムの利用が

定着していたこと、紙

媒体への押印を必要と

していた社内決裁プロ

セスをほぼ全面的に電

子フロー化済みであっ

たことに加えて、上記
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の取り組みに着手済み

であったことから、迅

速に混乱なく拡大する

ことができた。社外か

ら社内システムへの同

時アクセス数の実測値

は平時約100名⇒約630

名。 

 
(2) 研究開発を支える

情報システムについて 

○デジタル化によるプ

ロセス革新を推進し

JAXA 事業を確実に実

施するため、㋐航空宇

宙分野の国際競争力を

強化する数値シミュレ

ーション実施基盤、㋑

大規模データ解析基盤

としてのデータセンタ

ー機能、㋒新たなニー

ズを受け止める研究開

発基盤の実現を目指

し、スーパーコンピュ

ータの安定かつ有効な

運用・利用の実現と新

たな取り組みを行っ

た。 
①稼働率 95%以上の安

定的な運用の下、例え

ば、LE-9 エンジンの開

発において、タービン

の共振問題について数

値シミュレーションを

活用し単体試験 1 シリ

ーズ相当のコスト・開

発期間（3 か月）低減効

果を得るなど、スパコ

ンは JAXA プロジェク

トの遂行に不可欠なも

のとなった。 
また、航空関係企業の
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設備供用有償利用 3 件

に加えて、初めて宇宙

ベンチャー企業からの

受託業務（研開部門が

受託）における有償利

用を 1件対応するなど、

JAXA 外部の利用も進

み、航空宇宙産業界の

国際競争力強化に貢献

している。 
②数十年間 1 社入札だ

ったスパコン調達にお

いて、ベンダに新規参

入障壁を丁寧にヒアリ

ングし取り払い、JAXA
内利用者と新規アーキ

テクチャを採用した場

合の研究開発への寄与

とリスク共有すること

で、複数社入札を実現

した。その結果、費用を

約 10％減（約 14 億 9.1
千万→約 13 億 5.6 千万

円/年）した上で性能を

13 倍以上向上させるこ

とができた。新スパコ

ンは、コストパフォー

マンス向上だけでな

く、データセンター機

能や GPGPU 採用等に

より新たなニーズへの

対応を実現した。 
③スパコン運用で蓄積

した技術は、下記のと

おり外部からも評価さ

れているとともに、社

会への展開も始まっ

た。 
・データ転送に関する

競 技 会

（ Supercomputing 
Asia 2020 Data Mover 
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Challenge（9 か国 7 チ

ーム参加））に情報通信

研究機構（NICT）と共

同参加し、運用技術が

評 価 さ れ

「 Experimental 
Excellence Award」を

受賞した 
・シミュレーション結

果の可視化に関して、

研究成果の招待講演

(Microsoft Developers 
Forum や日本ものづく

りワールド等)を行った 
・JAXA 可視化技術を

用いた動画コンテンツ

の作成について、外部

企業からの受託契約締

結に向けて調整を開始

した 
2. 情報セキュリティの

確保 
○全社的な情報セキュ

リティについて  
情報セキュリティの確

保につき対策を総合的

に進め、JAXA に対する

サイバー攻撃関連通信

は一般よりはるかに多

い中、重大なインシデ

ント発生を 0 件とする

とともに以下のとおり

セキュリティ水準の向

上、ガバナンス強化を

図った。 
①四半期毎の情報セキ

ュリティ委員会やセキ

ュリティ専門家の講演

会を開催し、内外の事

案や動向を踏まえ、対

策推進計画に沿った対

策や教育等の進捗確
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認・評価を実施すると

ともに、最高情報セキ

ュリティ責任者から約

260 名に及ぶ情報シス

テムセキュリティ責任

者までの階層的な体

制、および機構が管理

する 800 以上もの情報

システムを社内 HP に

掲載し可視化を行っ

た。さらに各情報シス

テムのセキュリティリ

スクの有無を識別し、

今後も継続して組織的

にリスク管理する仕組

みを整えるなど、ガバ

ナンスの強化を図っ

た。 
②セキュリティ教育計

画に基づき、自組織の

状況に合わせた独自教

材による全職員への教

育や不審メール訓練に

加え、各部署が所管す

る情報システム等のシ

ステム責任者等約 360
名（対象者受講率 100%
に加え、自主的受講者

多数）に対する Web 講

習を行い、脅威や具体

的対策の知識向上を図

った。 
③JAXA に対するサイ

バー攻撃関連通信は一 

般よりはるかに多い中

（他の組織に比べて約

7 倍）、標的型攻撃等に

対応した高度対策を取

り入れ運用を開始し、

インシデント対応チー

ムの専門スキル向上を

図るとともに、さらに
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ログ相関分析等の高度

な仕組みでのセキュリ

ティ脅威を検知・対処

し、第 3 期中期期間か

ら引き続き重大なイン

シデント発生を防い

だ。 
（参考）宇宙機関連の

セキュリティに関し、

宇宙システムセキュリ

ティ管理標準・セキュ

リティ対策標準を作成

し、脅威情報の共有を

実施した。また、種子島

宇宙センターの電力・

水・空調等のインフラ

設備の脆弱性評価につ

いて、外部のセキュリ

ティ専門家より高水準

であると評価されてい

る。(参照：Ⅲ.3.7 項) 
なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．４．５ 施設及び設備に関する事項 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286、0287 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 

 

重大事故の

有無、顕在化

する前に処

置を行った

リスクの数 

－ 2 案件 2 案件 

     予算額（千円） 5,223,939 6,358,533      
決算額（千円） 5,857,560 6,327,061      
経常費用（千円） － －      
経常利益（千円） － －      
行政コスト（千円） － －      

延べ床面積

あたり維持

運用費・エネ

ルギー効率 
（エネルギ

ー消費原単

位前年比） 

－ 99.3% 

 

97.4％ 

 

     従事人員数 35 38      
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．５．施設及び設

備に関する事項 
 
JAXA 内で共通的

に利用する施設及

び設備に対し、老朽

化対策やリスク縮

減対策をはじめと

する中長期的な更

新・整備・維持運用

計画を立案し、実施

することにより、

JAXA 事業の円滑

かつ効果的な推進

に貢献する。 

４．５．施設及び設

備に関する事項 
 
事業共通的な施

設・設備について、

確実な維持・運用と

有効活用を進める

ため、老朽化した施

設・設備の更新、自

然災害対策・安全化

等のリスク縮減、エ

ネルギー効率改善

及びインフラ長寿

命化をはじめとす

る行動計画を策定

し、確実に実施す

る。 
また、各事業担当

部署等からの要請

に応じ、施設・設備

の重点的かつ計画

的な更新・整備を進

めるため、施設・設

備に関する専門性

を活かした技術提

案を行う。 
さらに、上述した取

組を行う上で必要

な施設・設備に関す

る調査・研究等を推

進する。 

４．５．施設及び設

備に関する事項 
 
事業共通的な施

設・設備について、

確実な維持・運用と

有効活用を進める

ため、老朽化した施

設・設備の更新、自

然災害対策・安全化

等のリスク縮減、エ

ネルギー効率改善

及びインフラ長寿

命化をはじめとす

る行動計画を平成 
30 年度に策定した

ため、必要に応じて

当該計画を改定す

るとともに、当該計

画の確実な実施を

継続する。 
また、各事業担当

部署等からの要請

に応じ、施設・設備

の重点的かつ計画

的な更新・整備を進

めるため、施設・設

備に関する専門性

を活かした技術提

案を行う。 
さらに、上述した

取組を行う上で必

要な施設・設備に関

する調査・研究等を

推進する。 

＜評価軸＞ 
○施設及び設備に

関して、目標Ⅲ .2
項 に て 定 め る

JAXA の取組方針

の実現に貢献でき

ているか。 
＜評価指標＞ 
○JAXA 内で共通

的に利用する施設

及び設備の計画的

な更新・整備と維

持 運 用 に よ る

JAXA 事業の円滑

かつ効果的な推進

に貢献する取組の

状況。 
＜モニタリング指

標＞ 
○JAXA 内で共通

的に利用する施設

及び設備に関する

老朽化更新、リス

ク縮減対策の状況

（例：重大事故の

有無、顕在化する

前に処置を行った

リスクの数等） 
○施設及び設備の

改善等への取組の

状況 

１．施設の維持・運用と

有効活用 

 施設の維持・運用と

有効活用に関しては、

宇宙航空に関する日本

で唯一の各種大型施設

を維持し、プロジェク

トの遂行を支えた。特

に、施設維持・整備費用

削減とエネルギー効率

改善の観点から、筑波

においては施設更新と

維持・運用をパッケー

ジで民間業者と契約

し、ESCO 事業（省エネ

ルギー改修にかかる費

用を光熱費の削減分で

賄う取組）により筑波

宇宙センター動力棟の

高効率熱源システムの

運用を開始した。2020

年３月の電力使用量は

前年比約３割減とな

り、ESCO 事業の効果が

表れ始めている。さら

に、2019 年度は、相模

原キャンパスにおい

て、電力情報管理シス

テムを用いて電力使用

状況等を分析し、複数

の施設を組み合わせる

ことが特徴的な新たな

ESCO 事業の計画をとり

まとめた。2020 年に契

約を締結すべく準備を

進めている。 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

中長期計画に定める事業を

推進するにあたり、単なる営

繕組織から脱却し提案型の組

織となること、各部門固有の

設備と事業共通系施設の境界

領域への積極的な関与を進め

ること、事業所別の業務体制

から機能別業務体制に移行し

個人の専門能力を最大化する

ことを目指している。これら

に関し、2019 年度は以下のよ

うな取り組みを進めたことに

より、顕著な成果があった。 

評定 Ｓ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。なお、自己評価では A 評

価であるが、以下に示す点について、評定を引き上げる進捗があったと認められる。 
 
＜評価すべき実績＞ 
リソースの制約がある中で、施設設備の更新・整備を全社的経営課題として位置づ

け、省エネルギー回収に係る費用を光熱費の削減分で賄う ESCO 事業等を活用し、

効率的・効果的に施設設備の更新を行う仕組み作りを行っている点は、特に顕著な成

果の創出に貢献し、高く評価できると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○中長期目標に記載した達成目標を基準に、多年度を見越したロードマップとその

中での年度目標及び目標達成に向けた定量的な KPI を明確化すること、その上で達

成の可否にかかわらず項目全体の進捗状況を客観的に評価することが不可欠であ

る。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○多数ある施設の状況を良く掌握し管理するとともに、着実な更新と新たな技術に

よる管理の高度化に取り組まれていることは高く評価する。 
 
○BCP について、統合的に計画を策定し、事前に十分な訓練をする必要があるため、

災害多発時代を迎える現代社会においては、JAXA 事業の社会的重要性も鑑み、全社

的な観点で検討・対応を進める必要がある。 
 
○電力基盤以外のインフラについても、計画的・予防的に再編・更新を進めていただ

きたい。単に費用削減だけに着眼するのではなく、災害時などの対応を含めたレジリ

エントな構成を極力心がけていただきたい。 
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 また、施設に係るマ

クロマネジメント強化

を目的とし、施設関連

情報を集約・一元管理

するためのプラットフ

ォームを構築した。 

２．施設の更新・整備 

 施設の更新・整備に

関しては、全社的経営

課題に位置付けられた

電力基盤設備の老朽化

対策について、種子島・

内之浦の一部の更新工

事に着手した。特に、種

子島発電機更新につい

ては、詳細な運転（発

電）実績の分析／評価

を行い、老朽化し故障

した１台の発電機の単

純更新ではなく大容量

蓄電池システムを導入

することにより、高速

バックアップ、自動負

荷変動対応などの運用

性向上及び発電機の運

転効率が低い低負荷運

転の解消を図ってい

る。また、運用実態や脆

弱性診断に基づくアセ

ット評価を行い、調布

の基盤電力インフラ再

構築計画をまとめると

ともに、電力インフラ

と同様に老朽化の著し

い自家給水インフラの

老朽化対策に着手し

た。 

また、第３衛星フェ

アリング組立棟(SFA3)

整備等の大型プロジェ

クトに初期段階から参

画し、用地選定、林地開
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発許可申請、道路計画

と設計、建築計画及び

建築設備計画等につい

て施設・設備に関する

専門性を活かした提案

を行い、進入道路の整

備期間を 1 年間短縮す

る等、プロジェクトの

確実な遂行を支援し

た。 

３．施設に関する調査

研究  

 施設に関する調査研

究等に関しては、各事

業担当部署からの技術

支援要請に応えるた

め、大学・研究機関・企

業など外部機関と連携

して推進した。具体的

には、国立研究開発法

人建築研究所等ととも

に衛星測位データに基

づく被災建築物の損傷

性状評価のための応答

計測システムの精度向

上に関する検討を進

め、建築研究所の建屋

に試験的にシステムを

導入するとともに、大

阪府咲州庁舎にもシス

テムの一部を導入し、

地震等における建物の

リアルタイム変位計測

を開始。また、自然災害

による被害状況を予測

し、事前の保守・補修を

効率的に行う観点か

ら、通信所を含めた勝

浦地区における土砂災

害危険度情報の配信や

角田宇宙センターにお

ける危険斜面の警戒監
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視システムの整備を進

めた。さらに、広く最新

の知見を活用するた

め、外部機関との連携

を進め、筑波宇宙セン

ターにおいては茨城県

内共同調達連絡協議会

の協定に基づきエレベ

ータ保守と蛍光灯購入

に関する共同調達を開

始し、内之浦において

は電力需給契約（高圧）

について九州地区国立

大学法人等との共同調

達に向けた調達にむけ

た調整を開始するとと

ともに、大規模災害等

における応急処置等に

係る協定を肝付町建設

業安全技術防災協力会

と締結した。  

なお、年度計画で設

定した業務は計画通り

実施した。 
 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ．５ 情報収集衛星に係る政府からの受託 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
成長戦略実行計画 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第 18 条第 1 項 

当該項目の重要度、難易

度 
― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（令和元年度）9-5 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 30 年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 平成 30年

度 
令和元年

度 
令和２年

度 
令和３年

度 
令和４年

度 
令和５年

度 
令和６年

度 
 － － － －      予算額（千円） 28,538,178 29,188,882      
          決算額（千円） 25,357,612 29,051,058      
          経常費用（千円） 20,069,680 34,119,370      
          経常利益（千円） △448,974 540,277      
          行政コスト（千円） 434,991 35,439,530      
          従事人員数 110 106      

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ７．情報収集衛星に

係る政府からの受

託 
 
情報収集衛星に関

する事業について、

政府から受託した

場合には、必要な体

制を確立して着実

５．情報収集衛星に

係る政府からの受

託 
 
情報収集衛星に関

する事業について、

政府から受託した

場合には、先端的な

研究開発の能力を

５．情報収集衛星に

係る政府からの受

託 
 
政府からの情報収

集衛星関連の受託

に基づく事業を、先

端的な研究開発の

能力を活かし、必要

＜評価軸＞ 
○情報収集衛星に

関する受託を受け

た場合には、着実

に業務が進められ

ているか。 
＜評価指標＞ 
○必要な体制の確

立を含めた受託業

本受託事業は、CSICE
との幹部レベル及び現

場レベルの緊密な連

携・調整のもと実施し

ており、開発・運用によ

る政府目標への貢献

や、最先端の海外商業

衛星を凌駕する機能・

性能等に関して、継続

＜評定と根拠＞ 

評定：S 
 政府からの委託（457 億円：

2019 年受託額）を受けて、必

要な人材・連携体制を確保し

て情報収集衛星に係る事業を

実施。宇宙基本計画工程表通

りに光学７号機を打上げると

ともに、各衛星システム開発

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。なお、自己評価では S 評価で

あるが、今後の課題・指摘事項の欄に示す点について、さらなる改善を期待したい。 
 
＜評価すべき実績＞ 
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に実施する。 活かし、必要な体制

を確立して着実に

実施する。 

な体制を確立して

着実に実施する。 
 

務の実施状況 的に良好な成果を産出

できるよう着実に実施

した。 
 
１．宇宙基本計画工程

表通り打上げた光学 7
号機で政府要求を上回

る性能を達成 
２．技術集団として政

府の将来衛星構想の段

階的実現及び新たなセ

ンサの導入 
３．政府の定常運用を

支援することにより総

合的な付加価値を付与 
４．我が国全体の宇宙

開発・利用発展に資す

る、情報収集衛星技術

の利用促進制度の新た

な運用の開始 
５．宇宙システム全体

の機能保証強化と新し

い安全保障分野への貢

献 
 

の実施、画質向上の施策の提

案・採用及び将来衛星システ

ムに向けた新しいシステムの

要素試作研究・構想提案等を

着実に実行した。本事業にお

いては、以下の活動により、

政府から求められる水準を上

回る成果を上げ、技術集団と

して大きく貢献したと評価す

る。 

 

政府からの委託において、要求された水準を上回る先端技術の研究開発等を行い、我

が国の情報収集機能の向上や将来計画に大きく寄与したことは、顕著な成果の創出

であると認められた。なお、開示された情報では評価が困難な部分が存在するため、

年度計画で設定される計画を含め、次年度以降はさらなる情報の開示を法人に求め

る。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○安全保障の観点から情報の開示がなしえないことはやむを得ないものではある

が、当該業務における法人の取組・尽力に対し、開示された情報の範囲でしか評価を

することができないことは、独立行政法人評価の目的と照らし合わせて望ましくな

い状況と考える。今後の課題として、中期的には評価の手法の検討が必要であること

を含め、当該項目について、評価対象としてどのように扱うかを検討するものとす

る。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○情報提供がこのレベルにならざるを得ないのであれば、（とくにＳ評価に関して

は）委員として審査することは困難のため、評価対象から外すことも検討してはいか

がだろうか。審査対象にするのであれば、ISS 同様の巨額投資を継続している事項の

ため、その審査に見合った成果情報の提供を望む。 
 
○示された資料および口頭での説明でも具体性に欠け、判断が難しい。特にＳ評定を

主張されるなら、顕著な達成度や新しい点を、機密情報を含まずに説明できないか、

さらなる説明の工夫を期待する。 
 
○例えば、光学７号機で政府要求を上回る性能を達成した点は、衛星メーカの研究開

発によるのか、あるいは、JAXA によるもの（例えば、衛星運用の工夫、衛星姿勢制

御、光学系、あるいは、光学センサの研究開発）なのか等を、明記する必要がある。

公開に問題があるのであれば、非公開の場での開示、議論が必要である。 
 
○評価をするための情報が不可避的に限定されることや、短期的な評価になじみに

くいため、評価がしづらい分野である。中期的には評価の手法の検討が必要ではない

か。 
 
○そもそもの計画の詳細が不明なため、評価することが非常に困難である。 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善・効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
一般管理費の削減

状況 
21% 

以上削減 
2017 年度の数値 - 1.5％ - 2.3％ 

      

その他の事業費の 
削減状況 

7％ 

以上削減 
2017 年度の数値 - 1.1％ - 2.3％ 

      

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅳ．業務運営の改

善・効率化に関する

事項 
 

Ⅲ項の業務を円

滑に遂行し、我が国

の宇宙航空政策の

目標達成と研究開

発成果の最大化を

実現するため、業務

運営に関して改善・

効率化を図る。な

お、業務運営に当た

っては、我が国の宇

宙航空政策の目標

達成に貢献する研

究開発能力を損な

うものとならない

よう、十分に配慮す

るものとする。 
 

Ⅱ．業務運営の改

善・効率化に関する

事項に係る措置 
 
Ⅰ項の業務を円

滑に遂行し、研究開

発成果の最大化を

実現するため、以下

の業務全体での改

善・効率化を図る。 
 
（１）社会を科学・

技術で先導し新た

な価値の創造に向

けた組織体制の整

備 
我が国の宇宙航

空政策の目標達成

に向けて、社会情勢

等を踏まえた柔軟

で機動的かつ効果

Ⅱ．業務運営の改

善・効率化に関する

事項に係る措置 
 
Ⅰ項の業務を円

滑に遂行し、研究開

発成果の最大化を

実現するため、以下

の業務全体での改

善・効率化を図る。 
 
 
（１）社会を科学・

技術で先導し新た

な価値の創造に向

けた組織体制の整

備 
 
我が国の宇宙航

空政策の目標達成

に向けて、社会情勢

＜評価の視点＞ 
・社会を科学・技術で

先導し新たな価値の

創造に向けた体制の

整備が進められてい

るか。 
・運営費交付金の効率

化に資する取組が進

められているか。 
・調達に関して、「独立

行政法人における調

達等合理化の取組の

推進について」（平成

27 年 5月 25日総務大

臣決定）に基づく取組

及び国際競争力向上

に資する取組が進め

られているか。 
・政府の方針に従い、

人件費の適正化及び

適正な給与水準の維

＜主要な業務実績＞ 
（１）社会を科学・技術

で先導し新たな価値の創

造に向けた組織体制の整

備 
・宇宙輸送システムと衛

星システムの両分野にお

いて、技術動向や国際情

勢の変化、政府要請等に

適時的確かつより迅速に

対応する体制を構築する

ため、2019 年 4 月に両分

野を所掌していた第一宇

宙技術部門の機能を再整

理し、宇宙輸送システム

の研究開発等を担う宇宙

輸送部門と衛星システム

の研究開発等を担う第一

宇宙技術部門に、それぞ

れ専任の部門長（理事）

を１名あてて開発体制の

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 年度計画で設定した業務

は、計画通り実施した。国か

らの要請や事業環境の変動

に即した機動的な組織体制

の整備を進めるとともに、

民間事業者の能力を活かし

た調達やベンチャー企業等

の参入を可能とする調達制

度の整備など、調達の合理

化も確実に実施した。一方、

経費の削減については第 3
期までの合理化でほぼ限界

に達しており非常に厳しい

状況にあり、また、人件費の

適正化に関しては、今の運

営費交付金人件費では今後

JAXA に求められる要請に

対応するための十分な人員

確保は困難な状況と認識し

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れ、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
○一般管理費等の削減には、涙ぐましい努力が見えるが、目標達成のためには、

より戦略的な取組が必要である。 
 
○調達制度についても、各プロジェクト等に応じ、柔軟な取組が見られる。 
 
○人件費の適正化については、適切に実施されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○ミッションをそれぞれ着実に推進し、優れた科学的成果も達成したことは高

く評価できる。これは個々の現場の努力と共に、組織全体のガバナンス、個々

のプロジェクトマネジメントなど一連の組織能力強化の長年の取組の成果で

もある。このような状況で注意を向けたいのは、業務拡大に伴う組織内でのス

トレスの蓄積であり、管理の不行き届きである。したがって、JAXA の経営陣

は常に現場の実態をよく把握することに努め、必要に応じて外部機関との調

整、内部資源の再配分なども主体的に取り組むことで、今後も安定的な法人運



159 
 

（１） 社 会 を 科

学・技術で先導し新

たな価値の創造に

向けた組織体制の

整備 
我が国の宇宙

航空政策の目標達

成に向けて、社会情

勢の変化等を踏ま

えた柔軟で機動的

かつ効果的な組織

体制の整備を進め

る。これにより、

JAXA の総合力の

向上を図ることで、

社会に対して新た

な提案を積極的に

行い、社会を科学・

技術で先導し新た

な価値を創造する

組織への変革を実

現する。 
 
（２） 効 果 的 か

つ合理的な業務運

営の推進 
効率的な運営

の追求及び業務・経

費の合理化に努め、

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、法人運営

を行う上で各種法

令等の定めにより

発生する義務的経

費等の特殊要因経

費を除き、一般管理

費については、平成

29 年度に比べ中長

期 目 標 期 間 中 に

的な組織体制の整

備を進めることで、

JAXA の総合力の

向上を図る。また、

社会に対して新た

な提案を積極的に

行い、社会を科学・

技術で先導し新た

な価値を創出する

組織への変革を実

現する。 
このため、イノベ

ーションや新たな

ミッションの創出

を実現する「研究開

発機能」、ミッショ

ンの成功に向け確

実に開発を実行す

る「プロジェクト実

施機能」及びこれら

の活動を支える「管

理・事業共通機能」

を柱とし、民間事業

者、公的研究機関等

との協業による新

たな事業の創出や

企画立案、提案機能

向上のための組織

改革を行うなど、外

部環境の変化に対

応した体制を整備

する。 
 
（２）効果的かつ合

理的な業務運営の

推進 
組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

等に引き続き取り

組むことにより、効

果的な運営の追求

等を踏まえた柔軟

で機動的かつ効果

的な組織体制の整

備を進めることで、

JAXA の総合力の

向上を図る。また、

社会に対して新た

な提案を積極的に

行い、社会を科学・

技術で先導し新た

な価値を創出する

組織への変革を実

現する。 
このため、イノベ

ーションや新たな

ミッションの創出

を実現する「研究開

発機能」、ミッショ

ンの成功に向け確

実に開発を実行す

る「プロジェクト実

施機能」及びこれら

の活動を支える「管

理・事業共通機能」

を柱とし、民間事業

者、公的研究機関等

との協業による新

たな事業の創出や

企画立案、提案機能

向上のための組織

改革を行うなど、外

部環境の変化に対

応した体制を整備

する。 
  
（２）効果的かつ合

理的な業務運営の

推進 
 
組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

持を図っているか。 
＜関連する指標＞ 
・組織体制の整備状況 
・運営費交付金の効率

化に関する取組状況 
・調達等合理化計画に

基づく取組状況 
・国際競争力向上に資

する調達に関する取

組状況 
・給与水準の検証結果 

更なる推進と強化を図っ

た。 
・準天頂衛星システムに

係る内閣府からの要望に

応え、同衛星５号機、６

号機、７号機の測位ミッ

ションペイロード（地上

系を含む）の開発行うた

めの新たな組織として、

2019 年 4 月に高精度測

位システムプロジェクト

チームを設置した。また、

衛星測位技術の研究開発

等に関する業務を統括す

る業務の実施責任者とし

て、衛星測位技術統括を

配置した。衛星測位技術

において JAXA が蓄積し

てきた知見を生かしつ

つ、政府の重要事業を受

託し遂行するにあたり、

限られたリソースの中で

も人材を結集して充実し

た体制の構築を実現して

いる。 
・知的財産活動強化のた

めの取組みを行うにあた

り、JAXA 全体の研究開

発戦略と密に連携しつつ

知的財産の創出から活用

まで一貫した体制で業務

を遂行するため、分散し

ていた知的財産関連業務

を集約し、2019 年 10 月

に知的財産課を新設し

た。JAXA の知財活動に

係る経営方針となる知的

財産ポリシーを策定する

など、精力的に取り組ん

でいる。 
（２）効率的かつ合理的

な業務運営の推進 

ている。 営を実現することが肝要であり、継続的な法人ガバナンスの強靭化、従来とは

異なる発想での組織編成や取組などが求められる。 
 
○当該項目における業務効率化の戦略的計画及びその遂行、並びに一般管理費

のみならず研究開発費の戦略的運用・効率化という観点について、目標値・KPI
を設定し、具体的な施策及び外部資金獲得等の具体的成果について提示するこ

とを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○運営費交付金が伸びず限られた予算の中で多数の事業に対応されているこ

とは高く評価される。 
 
○知的財産ポリシーを策定したことはきわめて適切であり、その内容も、特許

権として権利化し、公開する部分と、秘匿して保護する部分のメリハリをつけ

ることとされていて、妥当である。この趣旨が、具体的な運用の中でも貫徹さ

れることを期待するとともに、JAXA という組織ならではの対応をどう進めて

いくかについてもより明確に示すことが求められる。 
 
○発足時から 10.8％の人員減となっており、現状の業務遂行においては、人員

削減は限界に来ているものと思われる。定年制職員増を補うため、非経常収入

を原資とした経験者採用による増員を行うとのことであるが、受託費収入の増

減により雇用計画が影響を受けるため、事前に収入減の場合の対応を検討して

いただきたい。また、この人件費確保のためにも、JAXA の事業による収入確

保の道を検討していただきたい。 
 
○間接系のコストの節減は延々に続くため、JAXA として必要な業務及びそれ

に対する最小限のコストの目標を設定し、それに努力することが必要なのであ

り、一度達成した場合には、それ以上の節減は事業費に振り向けられる施策が

必要なのではないか。また、仕事のための仕事も必ずあると思われるため、一

度、業務を徹底的に洗い出す必要があると思われる。 
 
○安全保障に関わる研究開発業務の割合が増えてきている中で、外部との人材

交流や任期制職員の活用、非経常経費による経験者採用の増加により、人材流

動化、国際化が過度に進んでしまうことにはリスクがある。部署や職務に応じ

て、適切な非流動的な人員確保策が必要であり、運営費交付金などによる手当

も、積極的に訴えていくべきではなかろうか。 
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21％以上、その他の

事業費については、

平成 29 年度に比べ

中長期目標期間中

に７％以上の効率

化を図る。新規に追

加されるものや拡

充される分は翌年

度から効率化を図

るものとする。これ

らを通じ、政策や社

会ニーズに応えた

新たな事業の創出

や成果の社会還元

を効果的かつ合理

的に推進する。な

お、人件費の適正化

については、次項に

おいて取り組むも

のとする。 
また、「独立行政

法人における調達

等合理化の取組の

推進について」（平

成 27 年５月 25 日

総務大臣決定）を踏

まえ、公正性や透明

性を確保しつつ、合

理的な調達を行う。

また、国内外の調達

制度の状況等を踏

まえ、会計制度との

整合性を確認しつ

つ、国際競争力の強

化につながるよう

効果的な調達を行

う。 
 
（３） 人 件 費 の

適正化 
給与水準について

は、政府の方針に従

及び業務・経費の合

理化に努め、運営費

交付金を充当して

行う事業は、新規に

追加されるもの、拡

充分は除外した上

で、法人運営を行う

上で各種法令等の

定めにより発生す

る義務的経費等の

特殊要因経費を除

き、一般管理費につ

いては、平成 29 年

度に比べ中長期目

標期間中に 21％以

上、その他の事業費

については、平成 29
年度に比べ中長期

目標期間中に７％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るものや拡充され

る分は翌年度から

効率化を図るもの

とする。これらを通

じ、政策や社会ニー

ズに応えた新たな

事業の創出や成果

の社会還元を効果

的かつ合理的に推

進する。なお、人件

費の適正化につい

ては、次項において

取り組むものとす

る。 
また、「独立行政

法人における調達

等合理化の取組の

推進について」（平

成 27 年５月 25 日

総務大臣決定）を踏

まえ、毎年度調達等

等に引き続き取り

組むことにより、効

果的な運営の追求

及び業務・経費の合

理化に努め、運営費

交付金を充当して

行う事業は、新規に

追加されるもの、拡

充分は除外した上

で、法人運営を行う

上で各種法令等の

定めにより発生す

る義務的経費等の

特殊要因経費を除

き、一般管理費につ

いては、平成 29 年
度に比べ中長期目

標期間中に 21％以

上、その他の事業費

については、平成 
29 年度に比べ中長

期 目 標 期 間 中 に

７％以上の効率化

を図る。新規に追加

されるものや拡充

される分は翌年度

から効率化を図る

ものとする。これら

を通じ、政策や社会

ニーズに応えた新

たな事業の創出や

成果の社会還元を

効果的かつ合理的

に推進する。なお、

人件費の適正化に

ついては、次項にお

いて取り組むもの

とする。 
また、「独立行政

法人における調達

等合理化の取組の

推進について」（平

・2019 年度の実績とし

て、業務効率化に資する

財務会計システムの改修

や RPA 導入による業務

自動化等の取組を行い、

一般管理費を 2017 年度

比で 2.3％削減した。な

お、既に、第１期から第

３期までに一般管理費全

体で約４割の経費削減を

断行し、ぎりぎりで目標

を達成してきたところで

あり、これまでと同じペ

ースで、単純に一律的な

数値目標のとおりに削減

し続けることは極めて厳

しい状況となっている。

研究開発能力の一層の強

化を確実に推進していか

なければならない責務の

中で、これ以上の無理な

経費削減を進めると、結

果として管理業務の遂行

に著しい支障を来たす可

能性もあると考えてい

る。 
・一方、技術・研究系、事

務系を問わず全職員が

日々実施している内部管

理業務を標準化・集約化・

合理化し、それにより削

減されたリソースをより

高度で付加価値を有する

業務にシフトすること

で、数値の削減では表せ

ない生産性の向上を図る

ことを今中長期計画期間

内の達成目標として設定

した。2019 年度は、会議

事務や発議事務など、総

務系の業務を集約化（シ

ェアード・サービス化）
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い、役職員給与の在

り方について厳し

く検証した上で、国

家公務員の給与水

準や業務の特殊性

を踏まえ、組織全体

として適正な水準

を維持することと

し、その範囲内で、

適切な人材を確保

するために弾力的

な給与を設定する。

また、検証結果や取

組状況を公表する

とともに、国民に対

して理解が得られ

るよう丁寧な説明

に努める。 

合理化計画を策定

し、公正性や透明性

を確保しつつ、我が

国の宇宙航空政策

の目標達成に向け、

合理的な調達を行

う。また、国内外の

調達制度の状況等

を踏まえ、会計制度

との整合性を確認

しつつ、国際競争力

強化につながるよ

う効果的な調達を

行う。 
 
（３）人件費の適正

化 
給与水準について

は、政府の方針に従

い、役職員給与の在

り方について検証

した上で、国家公務

員の給与水準や業

務の特殊性を踏ま

え、組織全体として

適正な水準を維持

することとし、その

範囲内で、イノベー

ションの創出に資

するべく、世界の第

一線で活躍する極

めて優れた国内外

の研究者等を確保

するために弾力的

な給与を設定する。

また、検証結果や取

組状況を公表する

とともに、国民に対

して理解が得られ

るよう説明に努め

る。 

成 27 年５ 
月  25 日総務大臣

決定）を踏まえ、「平

成  31 年度調達等

合理化計画」を策定

し、特に複数者によ

る価格競争を促進

するための改善策

の継続（入札参加要

件の緩和について

はより一層進める

こと）に留意し、公

正性や透明性を確

保しつつ、国際競争

力強化を含む我が

国の宇宙航空政策

の目標達成に向け、

合理的な調達を行

うとともに、国内外

の調達制度につい

て情報収集を行う。

あわせて、プロジェ

クトのコスト見積

能力の向上に寄与

する見積情報等の

データについて継

続的に蓄積を行う。 
 
 
（３）人件費の適正

化 
 
給与水準につい

ては、政府の方針に

従い、役職員給与の

在り方について検

証した上で、国家公

務員の給与水準や

業務の特殊性を踏

まえ、組織全体とし

て適正な水準を維

持することとし、そ

して実施する専属の組織

（「JBSC：JAXA ビジネ

スサポートセンター」）を

設置し、一部の部署（ユ

ーザ）に対するサービス

の提供を開始した。対象

ユーザ及びサービスの範

囲を順次拡大している。

（参照 Ⅵ.２項 ） 
・その他の事業費につい

ての具体的な削減取組と

しては、筑波追跡管制棟

運用室の集約化や、地球

観測ミッション運用シス

テム統合による共通計算

機の導入など、施設・設

備の集約化や高効率化の

取り組みを行い、施設・

設備維持費を継続的に削

減した。また、現在、

ESCO 事業（省エネルギ

ー改修にかかる費用を光

熱水費の削減分で賄う取

組）の活用や複数事業所

の電力需給契約を一括調

達することによる光熱費

の削減等にも取り組んで

いる。（参照 Ⅲ.6.5 項 ） 
（３）合理的な調達及び

国際競争力強化につなが

る効果的な調達 
・「2019 年度調達等合理

化計画」を策定した上で、

公正性や透明性を確保し

た調達を実施した。 
・商業デブリ除去実証プ

ロジェクト（参照 Ⅲ.4.2
項）において、ベンチャ

ー企業等のサービス事業

の立上げをめざし、「技術

力ある中小企業者等の入

札参加機会の拡大につい
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の範囲内で、イノベ

ーションの創出に

資するべく、世界の

第一線で活躍する

極めて優れた国内

外の研究者等を確

保するために弾力

的な給与を設定す

る。また、検証結果

や取組状況を公表

するとともに、国民

に対して理解が得

られるよう説明に

努める。 

て」（政府調達手続の電子

化推進省庁連絡会議幹事

会決定）等を参考に、売

上高、資本規模等の基準

を緩め、ベンチャー企業

等が自己投資を伴い入札

へ参加することを可能と

した。また、研究開発の

進捗に合わせ達成基準を

クリアするごとに支払い

を行うマイルストン払い

を導入することにより、

ベンチャー企業等の円滑

な事業運営を可能とし

た。 
・また、PPP 手法を参考

に民間活力導入を推進

し、環境試験設備の運営

を民間事業者と共同で行

う調達を新たに行った

（参照 Ⅲ.3.11 項）。 
・さらに、2020 年度以降

の調達の一層の合理化や

品質の向上を目指し、調

達業務のアウトソース拡

大のための準備を行っ

た。 
（４）人件費の適正化 
国民の理解が得られる

よう、人事院勧告に準じ

た給与改定や給与水準の

検証結果や取組状況の公

表を実施。 
・機構の人員規模は、業

務効率化の努力によって

統合時に比して 198 人、 

10.8％減（2020 年 3 月時

点）となっており、不足

する人材は外部との人材

交流や任期制職員の活用

等によって対応してきた

が、技術継承・ノウハウ
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の蓄積の観点から定年制

職員増による人員規模の

適正化が必須である。こ

のため、2019 年度には受

託費等の非経常収入を原

資に経験者採用増に着手

し、採用時期の通年化、

web 面接の導入などの工

夫により前年度比＋22

人（新規採用入社数 14 名

（FY2018）→36 名）を実

現したが充足には程遠い

状況である。また、上記

増員は非経常収入という

リスクのある財源に拠る

ものであるため、今後、

安全保障や産業振興等を

含む政府の航空宇宙政策

の多様化に対応し、プロ

ジェクトや研究開発の着

実な遂行及び社会に対す

る積極的な企画・提案を

持続的に行うためには、

現在の運営費交付金人件

費では十分ではなく、適

正化が急務である。（参照 
Ⅵ.２項） 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－ － － －        

           
           
           
           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅴ．財務内容の改善

に関する事項 
 
（１）財務内容の改

善 
運営費交付金

等の債務残高を勘

案しつつ、適切な予

算管理を通じて予

算を効率的に執行

するとともに、「独

立行政法人会計基

準」等を踏まえた適

切な財務内容の実

現や財務情報の公

開により、着実な

JAXA の運営及び

国民の理解増進に

貢献する。なお、必

Ⅲ．財務内容の改善

に関する事項に係

る措置 
（１）財務内容の改

善 
運営費交付金等

の債務残高を勘案

しつつ予算を効率

的に執行するとと

もに、「独立行政法

人会計基準」等を踏

まえた適切な財務

内容の実現や、財務

情報の公開に努め

る。また、必要性が

無くなったと認め

られる保有資産に

ついては適切に処

分するとともに、重

Ⅲ．財務内容の改善

に関する事項に係

る措置 
 
（１）財務内容の改

善 
運営費交付金等

の債務残高を勘案

しつつ予算を効率

的に執行するとと

もに、「独立行政法

人会計基準」等を踏

まえた適切な財務

内容の実現や、財務

情報の公開に努め

る。また、必要性が

無くなったと認め

られる保有資産に

ついては適切に処

＜評価の視点＞ 
・「独立行政法人会計

基準」等を踏まえた適

切な財務内容の実現

や財務情報の公開に

係る取組が進められ

ているか。 
・新たな事業の創出及

び成果の社会還元を

効率的に進めていく

ための取組が図られ

ているか。 
＜関連する指標＞ 
・財務情報の開示状況 
・自己収入の増加を推

進する取組の状況 
 

＜主要な業務実績＞ 
（１）財務内容の改善 
・年度計画で設定した業

務を実施した結果、収支

計画・資金計画において、

当期総利益 491 億円を計

上するとともに、資金期

末残高として 793 億円を

計上した。  
・当期総利益について

は、会計基準に基づき処

理を行った結果発生する

期ズレの利益であり、後

年度において対応する費

用が発生し相殺されるも

のである。 
・資金期末残高について

は、未払金の支払い等計

画的な支払いに充てるも

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
年度計画で設定した業務

は、計画通り実施した。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れ、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
○予算関連の計画については、概ね計画どおりに着実に業務が実施された。 
 
○自己収入の増加促進についても、着実な促進が見受けられる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○JAXA として資金が十分なのか、不足しているのであればどこがどれだけ不

足しているのか、その対応をどう考えているのかなどの明確な回答が無く、

JAXA 事業を踏まえた「財務戦略」が十分で無いと感じた。それがあって初め

て「受託を伸ばす」等の戦術が出てくるので、ぜひ検討の上報告いただきたい。 
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要が無くなったと

認められる保有資

産については適切

に処分するととも

に、重要な財産を譲

渡する場合は計画

的に進める。 
 
（２）自己収入増加

の促進 
運営費交付金等に

よる政策の実現や

社会ニーズに応え

るための取組の実

施に加え、新たな事

業の創出及び成果

の社会還元等を効

率的に進めていく

ため、競争的研究資

金の獲得や JAXA
の保有する様々な

宇宙航空技術に関

する知見の提供等

の国内外の民間事

業者及び公的研究

機関との連携強化

等を通じた外部資

金の獲得に向けた

積極的な取組を行

い、もって自己収入

の増加を促進する。 

要な財産を譲渡す

る場合は計画的に

進める。 
 
①予算（人件費の見

積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
（表省略） 

    
②短期借入金の限

度額 
短期借入金の限

度額は、２５５億円

とする。短期借入金

が想定される事態

としては、運営費交

付金の受入れに遅

延等が生じた場合

がある。 
 
③不要財産の処分

に関する計画 
保有資産の必要

性について適宜検

証を行い、必要性が

ないと認められる

資産については、独

立行政法人通則法

の手続きに従って

適切に処分する。 
 
④重要な財産の譲

渡・担保化に関する

計画 
重要な財産を譲

渡し、又は担保に供

する場合は、独立行

政法人通則法の手

続きに従って適切

に行う。 
 
⑤剰余金の使途 

分するとともに、重

要な財産を譲渡す

る場合は計画的に

進める。 
①予算（人件費の見

積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
（表省略） 
 
②短期借入金の限

度額 
短期借入金の限

度額は、２５５億円

とする。短期借入金

が想定される事態

としては、運営費交

付金の受入れに遅

延等が生じた場合

がある。 
 
 
③不要財産の処分

に関する計画 
保有資産の必要

性について適宜検

証を行い、必要性が

ないと認められる

資産については、独

立行政法人通則法

の手続きに従って

適切に処分する。 
松戸職員宿舎の土

地（千葉県松戸市新

松戸 6 丁目 23）及
び建物について、現

物による国庫納付

（2020 年度予定）

に向けた調整を進

める。 
 
 
④重要な財産の譲

のである。 
・不要財産の処分に関す

る計画において、松戸職

員宿舎の土地（千葉県松

戸市新松戸 6 丁目 23）及
び建物について、現物に

よる国庫納付に向け、関

東財務局との調整を継続

実施中。 
・重要な財産の譲渡・担

保化に関する計画におい

て、小型実証衛星 4 型

（SDS-4）を公募を経て

民間事業者（スカパー 
JSAT 株式会社）へ 2019
年 12 月 2 日 17 時をもっ

て譲渡した。 
（２）自己収入増加の促

進 
・自己収入※については

33.2 億円の収入、受託収

入(情報収集衛星関連を

除く）については 251 億

円の収入があった。 
 ※「運営費交付金、補

助金及び受託収入以外の

収入」及び「競争的資金」 
 
・寄附金に関して、これ

までの現金による寄附制

度だけでなく、未公開株

式の寄附などによる大口

寄附獲得に向けて、証券

会社や銀行などの金融機

関と連携し、寄付者の傾

向調査・分析を開始した。

また、現行の募集特定寄

附金制度については募集

範囲の拡大を行うととも

に、高額寄附者向けイン

センティブ（銘板の作成

など）などの抜本的な制

○競争性のない随意契約が増えている。それによって費用高騰につながってい

ないかどうかや、随意契約の理由などを精査する必要がある。 
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剰余金について

は、JAXA の実施す

る業務の充実、所有

施設の改修、職員教

育等の充実に充て

る。 
 
（２）自己収入増加

の促進 
運営費交付金等に

よる政策の実現や

社会ニーズに応え

るための取組の実

施に加え、新たな事

業の創出、成果の社

会還元、研究者の発

意による優れた研

究の推進を効率的

に進めていくため、

競争的研究資金の

獲得や JAXA の保

有する宇宙航空技

術に関する知見の

提供等の国内外の

民間事業者及び公

的研究機関との連

携強化等を通じた

外部資金の獲得に

向け、JAXA 内での

ベストプラクティ

スの共有や、競争的

研究資金等を獲得

したテーマに内部

の研究資金を重点

配分する仕組みの

構築（インセンティ

ブの付与）等、積極

的な取組により、自

己収入の増加を促

進する。 

渡・担保化に関す

る計画 
重要な財産を譲渡

し、又は担保に供す

る場合は、独立行政

法人通則法の手続

きに従って適切に

行う。 
小型実証衛星 4 型
（SDS-4）につい

て、民間事業者に譲

渡を行う。 
 
 
⑤剰余金の使途 
剰余金について

は、JAXA の実施す

る業務の充実、所有

施設の改修、職員教

育等の充実に充て

る。 
 
 
（２）自己収入増加

の促進 
運営費交付金等

による政策の実現

や社会ニーズに応

えるための取組の

実施に加え、新たな

事業の創出、成果の

社会還元、研究者の

発意による優れた

研究の推進を効率 
的に進めていくた

め、競争的研究資金

の獲得や JAXA の
保有する宇宙航空

技術に関する知見

の提供等の国内外

の民間事業者及び

公的研究機関との

度の見直しを開始した。 
・外部資金の獲得に関し

て、競争的資金等の採択

率を向上させるため、採

択率が高い部署等におけ

る事例を評価・分析し、

グッドプラクティスとし

て、全機構への共有を行

った。また、機構におけ

る外部資金獲得の傾向や

外部資金収入に係る機構

の制度設計の分析・評価

を行うチームを立ち上

げ、競争的資金等を含む

外部資金を一元管理、獲

得推進する組織の立上の

目途をつけ、今後の競争

的資金の獲得増強のため

の枠組みを構築した。 
・競争的資金の採択に至

らなかった募集事業につ

いても、どのような観点

が重視されているのかの

分析を実施するなど、今

後の競争的資金の採択率

の向上に向けた改善活動

を進めつつ、機構全体で

積極的に応募することを

奨励している。 
・保有する施設・設備の

利用促進の取組として、

異業種の展示会への出

展、他産業の企業を招い

た 設 備 見 学 会 の 催 行 

など、新たな利用ユーザ

へのアプローチを強化し

た結果、施設・設備の外

部供用件数が増加した。 
（参照 Ⅲ.3.11 項） 
・「きぼう」の利用促進の

一環として、昨年度移管

した「きぼう」からの超
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連携強化等を通じ

た外 部資金の獲得

に向け、JAXA 内で

のベストプラクテ

ィスの共有や、競争

的研究資金等を獲

得したテーマに内

部の研究資金を重

点配分する仕組み

の構築（インセンテ

ィブ の付与）等に

ついて検討を進め、

自己収入の増加を

促進する。 

 

小型衛星の放出機会や船

外実験ポートの利用機会

を継続的に提供し、自己

収入の増加につなげた。

（参照 Ⅲ.3.9 項） 
・2018年度末の準天頂衛

星 5 号機に係る受託に引

き続き、2019 年度は 6・
7 号機に係る測位ミッシ

ョンペイロード及び関連

する地上システムの開発

に関する業務を受託し

た。（参照 Ⅲ.3.1 項） 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ．１ 内部統制 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－ － －         

           
           
           
           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １．内部統制 

理事長のリーダ

ーシップの下、関係

法令等を遵守しつ

つ合理的かつ効率

的に業務を行うた

め、業務方法書等に

基づき JAXA 特有

の業務を勘案した

内部統制システム

を適時適切に運用

するとともに、事業

活動における計画、

実行、評価に係る

PDCA サイクルを

効果的に循環させ、

適切な内部統制を

行うことで、我が国

の宇宙航空政策の

１．内部統制 
事業活動を推進

するに当たり、理事

長のリーダーシッ

プの下、関係法令等

を遵守しつつ合理

的かつ効率的に業

務を行うため、プロ

ジェクト業務も含

め、事業活動におけ

る計画、実行、評価

に係る PDCA サイ

クルを効果的に循

環させ、適切な内部

統制を行う。具体的

には、業務方法書に

基づき策定した内

部統制実施指針に

沿って内部統制の

１．内部統制 
事業活動を推進

するに当たり、理事

長のリーダーシッ

プの下、説明責任を

果たせるよう各役

職員が高いコンプ

ライアンス意識を

持って、関係法令等

を遵守しつつ合理

的かつ効率的に業

務を行うため、プロ

ジェクト業務も含

め事業活動におけ

る計画、実行、評価

に係る  PDCA サ
イクルを効果的に

循環させ、適切な内

部統制を行う。具体

＜評価の視点＞ 
・理事長のリーダーシ

ップの下、事業活動を

推進するにあたり、法

令等を遵守しつつ合

理的かつ効率的に業

務を行うための取組

が進められているか。 
・研究不正対策につい

て不正を未然に防止

する効果的な取組が

進められているか。 
＜関連する指標＞  
・内部統制の点検状況

及び必要に応じた見

直し状況 
・研究不正対策の状況 

＜主要な業務実績＞ 
１．役職員へのコンプラ

イアンスに関する研修等

の実施 
 役職員のコンプライア

ンス意識醸成のため、全

役職員に対し、コンプラ

イアンス、利益相反、倫

理、ハラスメント等を内

容とするコンプライアン

ス総合研修を実施した

（全役職員対象）。また、

新入職員研修（約 40 名）、

管理職昇格者に対する研

修（約 20 名）では対象者

に合わせた研修を実施し

てコンプライアンス等の

意識の定着化・再認識化

を図った。 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 年度計画で設定した業務

は、所期の目標を達成した

と評価する。 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、中長期計画における所期の目標を達成していると認めら

れ、自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
○研究不正対策については、体制構築など着実な取組が見られる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○昨今、社会問題として頻繁に報道されているハラスメント対策に関する取組

についても、この項目で記載していただきたい。 
 
○研究不正だけでなく、民間事業者との連携が増加する中で利益相反について

のマネジメントの重要性は高まってきている。利益相反については、規定の無

理解が違反につながることが多いので、組織構成員の規定の理解も含めマネジ

メントのあり方のチェックを適宜行うことが必要である。 
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目標達成に貢献す

る。 
特に研究不正対

策については、国の

ガイドライン等に

従い、研究活動にお

ける不正行為及び

研究費の不正使用

を未然に防止する

効果的な取組を推

進する。 
なお、内部統制シス

テムの一部を構成

するプロジェクト

マネジメントに関

しては、Ⅲ．６．３

項にて目標を定め

る。 

基本要素（統制環

境、リスクの評価と

対応、統制活動、情

報と伝達、モニタリ

ング、ICT への対

応）が適正に実施さ

れているか不断の

点検を行い、必要に

応じ見直す。特に研

究不正対策につい

ては、国のガイドラ

イン等に従い、不正

防止のための体制

及び責任者の明確

化、教育の実施等の

研究活動における

不正行為及び研究

費の不正使用を未

然に防止する効果

的な取組を推進す

る。 
なお、内部統制シ

ステムの一部を構

成するプロジェク

トマネジメントに

関しては、Ⅰ．４．

３項にて計画を定

める。 

 

的には、各役職員へ

のコンプライアン

スに関する研修等

を実施するととも

に、業務方法書に基

づき策定した内部

統制実施指針に沿

って内部統制の基

本要素（統制環境、

リスクの評価と対

応、統制活動、情報

と伝達、モニタリン

グ、ICT への対応）

が適正に実施され

ているか不断の点

検を行い、必要に応

じ見直す。特に研究

不正対策について

は、国のガイドライ

ン等に従い、不正防

止のための体制及

び責任者の明確化、

教育の実施等の研

究活動における不

正行為及び研究費

の不正使用を未然

に防止する効果的

な取組を推進する。 
なお、内部統制シ

ステムの一部を構

成するプロジェク

トマネジメントに

関しては、１．４．

３項にて計画を定

める。 

 さらに、JAXA の事業

活動が多様な外部連携を

伴うものとなってきたこ

とから、役職員に対し自

己申告書の提出を求め、

利益相反に関するマネジ

メントを適切に行い、

JAXA 役職員の広範な活

動をサポートしている。 
２．内部統制の点検状況

及び必要に応じた見直し

状況 
 （１）内部統制実施状

況 
 内部統制実施指針に基

づき、各部門・部等にお

ける内部統制の実施状況

（実施状況、主な課題、

その対応等）について、

年 2 回、内部統制推進部

署(経営推進部及び総務

部)が内部統制委員会（理

事会議）へ報告している。 
（２）リスク縮減活動状

況 
 JAXA で実施している

プロジェクト等の事業に

おけるリスク及び事業以

外の一般業務におけるリ

スクについて、それぞれ

リスクを識別し縮減活動

を実施している。 
 プロジェクト等の事業

については、プロジェク

トの段階ごとに経営審査

を実施するとともに、新

たにプロジェクト移行前

の計画立案段階から初期

的な検討や試行的な研究

開発を充実することとし

（フロントローディン

グ）、ミッションの価値向

 
○リスクは研究費不正だけではなく、これだけの規模を持ち社会的重要性の高

い事業を行っている機関であれば、総合的な外部監査は必須と思われる。予算

の関係もあるとは思うが、ぜひ検討いただきたい。 
 
○11 の重点管理リスクについて、具体的には何で、結果はどうであったか、そ

の結果が分かる KPI は何でどう推移しているかの報告を次年度は期待する。 
 
○内部統制は形骸化しやすいので、定期的に外部監査を導入することや職員に

対する教育方法の見直しを行うことが肝要である。 



170 
 

上及びプロジェクト移行

後のリスク縮減を図って

いる。（Ⅲ．６．３項を参

照） 
 また、事業以外の一般

業務におけるリスクにつ

いては、総務担当役員の

下、総合リスク対応チー

ムを設置し、機構の事業

内容・組織状況や社会的

な要請・情勢を踏まえ、

業務執行において重点的

に管理すべきリスク（以

下「重点管理リスク」と

いう。）を選定し、重点管

理リスクごとに対応部署

を定める等必要な体制を

構築するなど、リスク縮

減活動を実施している。

今年度は、11 の重点管理

リスクを選定し、それぞ

れのリスクを統括して管

理する部署を設定し、対

応状況については適宜モ

ニタリングを行い、年２

回、担当役員から理事長

へ報告している。 
（３）内部監査 
 JAXA の内部監査は、

適正かつ効率的な業務の

執行を確保するととも

に、業務の改善に資する

ことを目的として、理事

長が直轄的な組織として

監査組織を位置付けると

ともに、必要な権限を与

えて監査を実施させてい

る。具体的には、会計書

類の形式的要件等の財務

情報に対するチェックの

ほか、内部統制、セキュ

リティ、品質、環境経営
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等の体制の不備の検証も

行い、理事長に報告して

いる。 
 
 

 

 
４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ．２ 人事に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－ － － －        

           
           
           
           
           

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２．人事に関する事

項 
 
民間事業者等との

相互の人材交流を

含めた最適な人員

配置や、JAXA の役

割を踏まえた将来

に繋がる JAXA 内

の人材育成等の人

材マネジメントを

戦略的に推進し、着

実なプロジェクト

実施や新たな研究

開発を主導するリ

ーダーの養成に取

り組むとともに、社

会を科学・技術で先

導し新たな価値を

２．人事に関する事

項 
 
社会に対し科学・

技術で新しい価値

を提案できる組織

を目指し、人材マネ

ジメント及び労働

環境の恒常的な改

善を戦略的に推進

する。 
具体的には、高い

専門性、技術力・研

究力、リーダーシッ

プを有する優秀か

つ多様な人材の確

保及び育成、事業状

況に応じた人員配

置、職員のモチベー

２．人事に関する事

項 
 
社会に対し科学・

技術で新しい価値

を提案できる組織

を目指し、人材マネ

ジメント及び労働

環境の恒常的な改

善を戦略的に推進

する。 
具体的には、高い

専門性、技術力・研

究力、リーダーシッ

プを有する優秀か

つ多様な人材の確

保及び育成、事業状

況に応じた人員配

置、職員のモチベー

＜評価の視点＞ 
・社会を科学・技術で

先導し新たな価値を

創造する組織を目指

し、取組が進められて

いるか。 
・労働環境の維持・向

上及びダイバーシテ

ィ推進に資する取組

が進められているか。 
 
＜関連する指標＞  
・人事に関する計画の

策定及び進捗状況 
・民間事業者等との人

材交流を含めた人員

配置、人材育成等の状

況 
・労働環境の状況 

＜主要な業務実績＞ 
（１）高い専門能力等を

有する優秀かつ多様な人

材の確保及び人的リソー

ス不足への対応によるプ

ロフェッショナル集団へ

のシフト 
①社会情勢や技術動向の

変化が激しい中で必要な

分野で高い専門能力を有

する人材を確保しつつ、

民間への人材輩出の期待

にも応え続けるには、人

材の流動性を高める必要

があることから、終身雇

用を前提とした自己都合

退職時の退職金減額制度

を撤廃し、流動化促進環

境を整備した。 

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
社会への価値提案型組織

を目指し、優秀かつ多様な

人材の確保・育成・活躍を進

めるため、2018 年度に設定

した第 4 期人材育成実施方

針・実施計画に基づき、各個

別施策を進めるとともに、

民間をはじめとする国内外

の人材との交流により、人

材基盤の強化を進めた。特

に、2019 年度においては、

人材流動化促進、人的リソ

ース不足への対応、多様な

働き方の促進、働き方改革

への対応等のため、先進的

な制度や仕組みを導入する

など、顕著な成果を上げた。 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
新しい働き方、新しい生活様式が求められる中で、退職金減額制度の撤廃や兼

業制度の緩和等の人材流動化を促進する取組及び休暇取得条件やテレワーク

勤務の適用条件の緩和等の働き方の柔軟化を促進する取組をいち早く行って

いる点は、高く評価できると認められた。また、女性が働きやすい環境づくり

や外国人の雇用についても取組が図られており、ダイバーシティの促進の観点

でも評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○非常に戦略的な人事施策を事業効果に反映させるためにも、人員構成の改

善、職員の資質向上、新人材用の効果、職員のモチベーション向上等のアウト

カム KPI を設定し、さらなる施策改善に反映することを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
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創造する組織の人

的基盤を形成する。

また、働き方の恒常

的な改善により、労

働環境を維持・向上

させ、生産性向上を

図るとともに、男

女・年齢等を問わず

ダイバーシティ推

進を図り、多様な人

材の活躍に貢献す

る。 

ションを高めるよ

う適切な評価・処遇

について、人材育成

実施方針の維持・改

訂及び人材育成委

員会の運営等によ

り、計画的・体系的

に行う。 
特に、イノベーシ

ョンの創出に資す

るべく、世界の第一

線で活躍する極め

て優秀な国内外の

人材を登用するた

め、クロスアポイン

トメント制度の活

用等を促進すると

ともに、民間事業者

等の外部との相互

の人材交流や登用

を通じて、人材基盤

の強化を図る。 
また、ワークライ

フ変革を進め、健康

で活き活きと働け

る職場環境を整え、

職員一人ひとりの

多様かつ生産性の

高い働き方を推進

する。 
 

ションを高めるよ

う適切な評価・処遇

について、人材育成

実施方針の維持・改

訂及び人材育成委

員会の運営等によ

り、計画的・体系的

に行う。 
特に、イノベーシ

ョンの創出に資す

るべく、世界の第一

線で活躍する極め

て優秀な国内外の

人材を登用するた

め、クロスアポイン

トメント制度の活

用等を促進すると

ともに、民間事業者

等の外部との相互

の人材交流や登用

を通じて、人材基盤

の強化を図る。 
また、ワークライ

フ変革を進め、健康

で活き活きと働け

る職場環境を整え、

職員一人ひとりの

多様かつ生産性の

高い働き方を推進

する。 

 

・多様な人材の活躍推

進状況 
（職員退職手当規程改正

により、勤続 20 年未満で

の自己都合退職者の退職

金 30％減額を廃止） 
②深刻な人的リソース不

足を補い、高い専門能力

等を有する優秀な人材を

確保するため、受託費等

の非経常収入を原資に、

一般職プロパー職員（経

験者採用）増に着手した。

この際、採用時期の通年

化、Web 面接の導入など

の工夫により応募しやす

い環境づくりを試行し、

2019 年 3 月付の経験者

採用 1 名に初めて適用し

た。以降、運用実績を踏

まえ、適宜マニュアルや

面接時の注意点等として

蓄積、面接官と共有する

など運用の向上を加えた

結果、年間採用数として、

2018年度14人から2019
年度は 22 人増となる 36
人の採用を実現した。 
③ニーズの多様化に対応

した技術力・提案力を強

化していくため、職員が

多様な経験機会を得るこ

とを目的として厚労省モ

デルを取り入れた兼業の

見直しを行い、他の国立

研究開発法人に先駆け、

従前の原則禁止制度を廃

して業務時間外での兼業

を届出で実施可能とし

た。また、兼業条件につ

いても、倫理規程や利益

相反マネジメントに配慮

しつつ緩和することで職

員がチャレンジしやすい

 なお、並行して保育園の

設置・運営、女性職員の積極

的採用等ワークライフ変革

や女性活躍促進を進めると

ともに、年度計画で設定し

た業務は計画通り実施し

た。 
  

○人事に関する多数の施策を展開され、アウトプット（中途採用増、休暇取得

増等）が出ていることは評価できる。 
 
○長期的にテレワークが推奨される状況が続く可能性があるので、そのために

必要な制度やインフラの整備が漏れていないか改めて見直す必要がないか検

討されたい。 
 
○プロジェクト単位で活動することが多く、高度専門職の比率が高い JAXA に

おいては、専門性と成果に基づくジョブ型の雇用体系を模索してくべきではな

いか。 
 
○ダイバーシティ推進を図るうえで女性幹部比率は一つの指標であり、その向

上は組織全体の女性の活躍にも資する。数値目標を掲げ、取組を強化してはど

うか。 
 
○すべての部署、業務に対して、一律に、人材流動化促進や人材交流を推し進

めるのではなく、安全保障に直結する部分については、しっかりと除外し、こ

れまで通りの長期安定雇用を前提とした雇用を確保すべきではないだろうか。

一方、宇宙科学・探査、国際有人宇宙探査などでは、国際的な人材交流は、我

が国のプレゼンスを維持、発展させるうえでも重要であり、積極的な仕組みが

必要ではないだろうか。 
 
○兼業について緩和したことは、職員のチャレンジ精神を養うというプラス面

がある。一方で、税金で運営されている機構の性質を考えると、機構での業務

に影響が出ないようにするための歯止めをどのように設けるかも大事である。

ガイドライン作成などの方策が求められる。 
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環境を整備した。 
（就業規則等改正によ

り、許可なしにできない

とされていた兼業を届出

でできるよう変更。兼業

規則改正により、兼業要

件から職務遂行有益性や

能力向上有益性要件等を

削除） 
④機構の知的財産等を利

用して機構の職員が出資

し、設立する会社の支援

として、兼業や長期の休

職制度（最長 10 年間）を

簡易に活用可能とするな

ど、ベンチャー支援制度

を充実した。 
⑤内部管理業務（総務系、

人事系、資金系）の再構

築による人的リソース縮

減及び高付加価値業務へ

シフトを目指し、2018 
年度に試行を開始した総

務系業務の集約実施体制

（ JBSC ： JAXA 
Business Support 
Center)について、工数削

減実績（半年で約 10％削

減）やユーザアンケート

結果（回答者の約 50％が

工数削減、60％が業務の

質の向上を実感し、85％
が JBSC に期待）等に基

づいてその有効性を確認

し、2019 年 10 月から定

常運用に移行するととも

に適用範囲を拡大した

（従前の東京事務所を中

心とした1部門＋12部署

に筑波、調布の 2 部門（研

究開発部門、航空技術部

門）を追加）。また、人事
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系及び資金系業務につい

ても、これらを担当する

人材の能力の最大活用を

図るため、定型化可能な

業務について自動化や外

部委託化の検討を進め

た。 
⑥職員が自主的に課題を

設定して創造的かつチャ

レンジングな取り組みを

行えるよう、組織の運営

方針や業務目標を検討す

る旨、全社の経営・事業

方針に明記した。この方

針を受け、研究開発部門

及び航空技術部門では、

若手職員が自主的な研究

時間としてエフォートの

2 割を確保し、既存の技

術や手法の革新に挑戦す

る研究や、自らのアイデ

ィアを形にするミッショ

ン探求に取り組むことと

した。 
 
（２）民間事業者等との

相互の人材交流と新たな

宇宙航空事業の促進 
 2 つの組織に同時に雇

用されつつ、それぞれの

組織の業務に従事するク

ロスアポイントメント制

度（①）、及び一定期間

100%相手方組織の業務

に従事する出向等（②）

の制度を活用し、産業界

をはじめとした関係機

関、大学等との人材交流

を促進し、外部との相互

の人材交流を通じて人材

基盤の強化を図った。 
①クロスアポイントメン
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トとして、新たに 9 名
（大学 9 名）の外部専門

家を受け入れ、2 名の

JAXA 職員が外部組織に

受け入れられた。（前年度

からの継続を含め 2019
年度は合計 24 名受入

れ、4 名外部受入れを実

現しており、外部からの

受入、外部での受入とも

に前年度比 30%増） 
②出向等として、外部の

人材（631 名（産業界ら

301 名、大学及び国等か

ら 289 名、ポスドク研究

員として 41 名））を受け

入れ、JAXA から外部組

織へ 47 名（省庁 41 名、

産業界 3 名、その他 3
名）を派遣した。 

 

（３）ワークライフ変革

の促進と生産性向上に資

する制度改正 

①子育て世代の職員の仕

事と生活の両立に資する

ため、筑波宇宙センター

に既設の保育園に加え、

2018 年度に内閣府が進

める企業主導型保育事業

を活用して、調布航空宇

宙センター内に地域に開

かれた保育園（「JAXA そ

らのこ保育園」）を開設し

ているが、いずれの保育

園も概ね定員数の園児を

受け入れて運営してい

る。 
②女性の活躍推進に関す

る取組の実施状況等が優

良であるとして、2017 年

9 月に女性活躍推進法に
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基づく厚生労働大臣の優

良企業認定（えるぼし）

最上級認定を取得したこ

とに加え、「子育てサポー

ト企業」として、2019 年
9 月に次世代育成支援対

策推進法に基づく厚生労

働大臣の認定（くるみん

認定）を受けた。 
③ 新たに一般事業主行

動計画（計画期間：2019
年 5 月 1 日～2022 年 3
月 31 日）を策定した。男

性職員の育児休業取得率

向上（目標 10 %)に向け、

育児支援制度説明会（2 
回）、モデル事例（2 例）

の機構内ポータルサイト

紹介により、制度周知や

意識改革を促した。また、

事業所（調布、筑波、相模

原）の施設公開における

講演・進路相談等のキャ

リア支援イベントの実施

により、将来の女性研究

者、技術者の増加に向け

たすそ野拡大に努めた。 
④ 2019 年度施行の改

正労働基準法対応とし

て、「５日年休取得義務

化」について、法の趣旨

を踏まえ、早期取得を目

指しつつ職員の WLB ニ

ーズにもこたえられるよ

う労使一体となって検討

を進め、取得可能期間が

限定される夏季休暇を見

直し、通年かつ時間単位

取 得 も 可 能 な 新 た な

「WLB 休暇」を創設し

た。この結果、2019 年度

は、職員の年次有給休暇
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取得数平均約 13.5 日、

WLB 休暇を含む年間休

暇取得数平均約 18.5 日

と事業主行動計画目標

（16.2 日）を超える休暇

取得を達成した。 
⑤ 職員のワーク・ライ

フ・バランス推進のため、

国の「テレワークデイズ

2019」を契機としてテレ

ワーク勤務の積極的な実

施や休暇の取得を促進

し、テレワーク申請者数

は 1.5 倍（88 名→126 
名）に増加した。また、外

部講師を招き、毎回異な

るテーマの介護セミナー

を 3 回開催し、仕事と介

護の両立に向けた意識醸

成を図ったが、この際、

テレワーク勤務者も参加

できるようSkype接続を

試行するなど、IT を活用

し場所や時間にとらわれ

ない多様な働き方の推進

も同時に進めた。 
 ⑥ 新型コロナウイル

ス感染症への対応とし

て、政府の基本方針が出

された 2020 年 2 月 25 日

時点において、重症化リ

スクの高い職員等への自

宅待機及びテレワーク適

用、並びに事態悪化に備

えたテレワークやフレッ

クス制度の適用条件の時

限的緩和、全職員への事

前テレワーク申請の指示

を行い、その後も政府・

自治体の要請に即応して

柔軟な対応を行った結

果、3 月 1 日時点でテレ
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ワ ー ク 勤 務 登 録 者 は

1800 名増の 1886 名（対

象職員の約 80％）、フレ

ックスタイム適用者は

120 名増の 970 名とな

るなど非常事態下でのワ

ークライフバランスを可

能とする職場環境を構築

した。なお、政府の緊急

事態宣言の全国拡大直後

の 4 月 17 日時点では、

常勤職員全体の出勤率

20％以下を大きな混乱な

く実現している。 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
 

 


